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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

（まえがき） 

我が国のエネルギー供給の

中核を担う原子力を安定的に

利用していく上では、安全の

確保が不可欠である。安全の

確保は、一義的に責任を負う

事業者の適切な対策により実

現するものであるが、国は、

国民の負託を受けて、事業者

が的確に安全を確保するよう

に、その事業活動を厳格に規

制する責務を負っている。規

制のあり方は、最新の技術的

知見や、現場の実態等を踏ま

え、常に見直していくことが

必要である。 

平成１４年に明らかになっ

た原子力発電所における点検

記録の不正等により、原子力

の安全確保に関する国民の信

頼は大きく損なわれたが、こ

れによって明らかになったこ

とは、事業者の組織のマネジ

メント、検査や設備の維持の

あり方等運転開始後の安全確

保、最新の知見の安全規制へ

の取込み、あるいは、国民に

対する説明責任といった問題

への取組みを強化することの

重要性である。 

独立行政法人原子力安全基

盤機構（以下、「機構」という。）

は、このような状況の中で原

子力安全行政の基盤的業務を

実施する専門機関として、国

が実施してきた検査の一部等

を行うとともに、これまで公

益法人に委託して実施してき

た安全審査の解析評価におけ

るクロスチェックや各種機

器、設備の信頼性に関する試

験研究等の業務を一元的に実

施するため、新たに設立され

るものである。 

（まえがき） 

  独立行政法人通則法第３０

条第１項の規定に基づき、独立

行政法人原子力安全基盤機構

（以下「機構」という。）の平

成１５年１０月から始まる期

間における中期目標を達成す

るための中期計画を以下のと

おり定める。 

  機構は、原子力安全を担う専

門機関としてつねにそのポテ

ンシャルを高め、原子力安全基

盤の整備を積極的に行いこと

により、保安院における安全規

制の結果かつ着実な実施、さら

にはその高度化に貢献する。ま

た、業務を公正・中立かつ厳格

に実施するとともに、原子力安

全に関する情報を国民にわか

りやすく提供し、その透明性を

高めることにより、原子力の安

全の確保及び国民の信頼性の

回復に貢献することとする。 

  なお、業務の実施に当たって

は、保安院（以下「保安院」と

いう。）と連携し、効率的かつ

効果的に行うとともに、第三者

評価等を通じ業務の適正な実

施を図ることとする。 

 

独立行政法人通則法第３１条第１項

に基づき、独立行政法人原子力安全基

盤機構（以下「機構」という。）の平

成１７年度の事業運営に関する計画

（以下、年度計画）を次のように定め

る。 

 

   総合 

評価 

Ａ 

 法人立ち上げ後の体制

整備が終了し、業務が順調

に展開されている。全般に

中期計画が着実に実施さ

れ、わが国の安全規制に多

大の貢献が認められる。特

に、検査の高度化、安全解

析による確認、財務などに

ついては、顕著な貢献や効

率向上が高いレベルで達

成されているものと認め

られる。 

 

 原子力安全行政の基盤

的業務を着実に実施しつ

つ、16 年度評価で求めら

れた運営上の改善項目

夫々につき前向きに取り

組み、保安院との連携、事

業者意見も考慮した検査

の質の向上、機構メンバー

の育成、等につきその仕組

みをつくり改善を進めて

いる。クロスチェック解析

や国の指針につながる評

価解析で実績をあげてき

た点も評価に値する。今

後、業務量、重要度共に増

加する原子力行政の基盤

業務を担っていく体制整

備が前倒しですすめられ

ていると判断できるので

Ａ評価とする。 

 

 前年以上に業務運営上

の効率化を図った点は、大

変評価できる。今後は、自

己評価にあるような専門

的人材の獲得・研修・評価、

部門間の情報共有等にフ

ォーカスした活気ある組

織運営を中長期的に目指

していただきたい。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

この新しい体制は、国が実

施すべき業務は、公益法人な

ど民間に任せるのではなく、

国の責任において実施するこ

とを明確にした上で、専門技

術的知見を必要とする業務

を、独立行政法人に担わせる

という考え方に基づくもので

ある。 

法改正により機能が強化さ

れた原子力安全委員会におけ

る原子力安全規制に係る取組

みを踏まえ、機構は、原子力

安全規制当局である現愛力安

全・保安院（以下「保安院」

という。）と連携し、国民の安

全確保という重要な役割の一

翼を担うという強い使命感を

もって、その業務を公正・中

立かつ厳格に実施することが

重要である。 

また、専門機関として広く

知見を集め、科学的・合理的

な判断に基づき、常に原子力

安全規制の高度化に貢献して

いくこと及びそうした安全規

制に係る情報を積極的に国民

にわかりやすく提供し、透明

性を高めることにより、原子

力の安全確保に対する国民の

信頼の回復に寄与していくこ

とが求められる。 

このため、機構は、専門的

知見、経験を有する人材を確

保し、その能力の更なる向上

に努め、また、組織を柔軟に

見直し、業務を効率的、効果

的に実施することにより、保

安院における安全規制の効果

的かつ着実な実施に貢献し、

さらに、それを通じて、原子

力安全の確保及びその向上に

寄与することが必要である。 

 

 組織発足から２年余り。

この間、検査制度の煩雑さ

などが指摘され、その合理

化が検討されるなか、原子

力安全・保安院のニーズに

よく対応してきた。耐震設

計基準問題などについて

も、保安院や原子力安全委

員会のシンクタンクの役

割をよく果たした。検査制

度の改善の方向性が示さ

れつつあるので、次期中期

計画への適正な反映が期

待される。 

 

 ＪＮＥＳが発足して２

年半が経過した。２年半と

いう短い期間の間にＪＮ

ＥＳという組織の存在と

その業務の重要性が、 関

係者はもちろん一般の人

にもある程度知られるよ

うになったことは高く評

価できる。 

ＪＮＥＳは原子力の安

全に関し国民の負託を受

け、事業者の安全への取り

組みを監査する役割を有

する。このため検査を実施

するだけでなく、検査が有

効なものかを国民に説明

する義務もある。 

平成１７年度の成果は

この両者において高く評

価されるべきものだと考

える。 

組織運営については発

足後間もないということ

もあり、まだ改善の余地は

あるが、概してうまくいっ

ている。 

予算の執行については

十分な透明性を確保し実

施されていると高く評価
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

する。 

 

 機構の業務実績におい

て毎年、その質的改善の努

力とその成果が認められ、

目標達成に向けた平成１

７年度の取組として総合

評価を（Ａ）とした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ⅰ．中期目標期間 

中期目標の期間は、平成１５

年１０月１日から平成１９年３

月３１日までの３年６か月間と

する。 

 

  

 

     

Ⅱ．業務運営の効率化に関する

事項 

本中期目標期間においては、

その組織、運営体制の確立を図

るとともに、業務の効率的遂行

を図るため、  以下によりそ

の業務の実施を図るものとす

る。 

 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する

目標を達成するため取るべき措

置 

 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標を

達成するため取るべき措置 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標を

達成するため取るべき措置 

 

   

 

 

 

Ｂ ○総合評価で述べたとお

りであるが、以下につい

ては一層の取り組み強

化が望まれる。①人材確

保策の推進②継続的に

全体業務の見直しを行

い不要または重複と見

られる業務の整理を含

めリソース割り当ての

適正化を進める。 

○保安院との連携のもと、

安全規制行政の変化に

対応した組織変更など

柔軟に対応してきたこ

とは評価できる。課題と

される人材育成問題の

改善が次年度に前進、具

体化されることを期待

する。 

○それまでのいろいろな

組織からの寄り合い所

帯という形で発足して

間もないにも拘らず、た

とえば検査の在り方に

関する検討会などへの

対応をみても機動的、弾

力的な組織運営はでき

ていると評価する。規制

当局との連携も十分で

きていると感じる。た

だ、担当者によって業務

の遂行方法にばらつき

があるとの指摘も耳に

入るところであり、規約

やマニュアル類の整備

も並行して進める必要

があるのではないかと

感じる。人材育成も当面
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

は順調にいっていると

評価できる。ただ、団塊

の世代が退職した後の

人材をどうするかなど、

長期的な視点での対応

はまだまだである。 

○中期目標達成のための

措置は着実に実施され、

機構の業務が継続的か

つ安定的に遂行できる

組織基盤が整いつつあ

る。規制ニーズへの迅

速・的確な対応や情報化

の推進など、多くの業務

で大きな成果があった

ものの、人材の確保・育

成、特に検査員育成制度

の抜本的な再構築など、

次年度に向けた継続的

な取組み課題も見えて

きた。 

 

（１）組織運営 

機構は、原子力安全行政の基

盤的業務を実施する専門機関と

しての役割を的確に果たすこと

が求められる。 

そのためには、意志決定にお

いて、科学的・合理的かつ公正・

中立に迅速な判断を行うこと、

判断の責任を明確にすること及

び判断の根拠やプロセスのトレ

ーサビリティを高めることが必

要である。 

また、各部門で得られた知見

を総合的に活用して、適切な判

断を行うことが求められる。 

 

①科学的・合理的判断に基づく

業務の実施 

  機構は､組織運営、業務の実

施にあたり科学的・合理的な判

断の下に行う。 

また、判断の根拠について、

（１）組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①機構は､組織運営、業務の実施

にあたり科学的・合理的な判断

の下に行うとともに、判断根拠

の透明性を確保するために必要

な情報の公開、発信を積極的に

行うことを行動規範として定

（１）組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①科学的・合理的判断に基づく業務の実

施 

行動規範を踏まえて、科学的・合理的な

判断の下に組織運営や業務を行う。ま

た、判断根拠の透明性を確保するために

必要な情報の公開、発信を積極的に行う

（１）組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①科学的・合理的判断に基づく業務の

実施 

ａ）行動規範を踏まえた組織運営、業

務の実施 

イ）機構の業務に関し科学的・合理

的な判断に基づきこれを実施する旨

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

（１）組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①科学的・合理的判断に基

づく業務の実施 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

ホームページについて

は更新の頻度を前年度比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○規制当局からの突発的

な要求に対応する際

に、個人の過大な犠牲

によるのではなく、組

織的な弾力性で対応す

る方策を検討する必要

がある。 

○検査のような平常的業

務と研究調査業務が混

ざっている組織であ

り、人材確保や人事評

価において、バランス

の取れたしくみを考え

ていく必要がある。 

○研究に関しては、機構

の特色を活かし、また、

規制要求との整合も考

えながら、どのような

段階に焦点を当て、他

の研究機関とどう分担

していくかを明確に検

討しておくべきであ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

透明性を確保するために必要

な情報の公開、発信を積極的に

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

め、公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を定めた行動規範については、平成

１６年度に引き続き、イントラネッ

トのトップページに常時掲載すると

ともに、額装して各役員室及び各部

に配布し、更に職員への周知徹底を

図った。 

 

ロ）平成１７年度の組織及び業務運

営については、理事長自ら機構の取

組むべき重点課題としてⅰ）業務の

高度化と職員の能力向上、ⅱ）労働

生産性と業務の質の向上、の２点を

挙げて職員訓示を行い業務を遂行し

た。 

 

ｂ）透明性を確保するための情報の公

開、発信 

機構が行う業務の判断根拠の透明

性を確保するために必要な情報の公

開、発信を以下のとおり行った。 

 

イ）機構のホームページにおける情

報公開及び発信 

機構のホームページは、年間約２

１万件を超えるアクセスがあること

から情報公開の重要なツールの一つ

と位置づけており、次のような情報

の公開、発信を積極的に実施した。

ⅰ）機構の組織に関する法令、機構

の業務に関する規程、役職員に関

する規程、情報公開に関する規程

等の法令・規程 

ⅱ）中期目標、中期計画、年度計画、

財務に関する報告書、評価に関す

る報告書 

ⅲ）試験研究等外部評価委員会、機

構の事業実施のための検討会、技

術研究会、国際会議の議事概要等

ⅳ）各種事業の成果報告書 

ⅴ）定期安全管理審査の結果等 

 

ロ）シンポジウム、セミナー、公開

試験等を活用した情報公開及び発信

機構の業務及びその成果等を原子

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約１．４倍にするなどホー

ムページの管理体制を強

化した。 

２）情勢変化への対応 

事業成果報告書のホー

ムページへの掲載が遅れ

たため、ホームページ上に

事情説明とおわび、掲載予

定を掲示した。また、今後

の掲載手続等の改善策を

検討し、関係部門内への周

知する事等の情勢変化へ

の対応を実施した。 

３）運営効率化 

ホームページについて

は、大量に情報を掲載した

り改正するときには外部

委託を行ってより効率的

に情報公開や発信ができ

るようにし、運営の効率化

を図った。 

 

２．成果：Ｂ 

１）計画達成度 

機構のホームページを

適宜改正して、掲載する情

報量を増やすとともに更

新頻度を大幅に増やして、

トータルでも情報公開及

び発信量を、前年度比で約

１．５倍にした。また、シ

ンポジウムやセミナー、公

開試験の場を活用して情

報の公開や発信を積極的

に進めた。以上のように、

計画を的確かつ着実に達

成した。 

平成１７年度より運転

管理年報の英語版（平成１

６、１７年度とも）を作成

し、国際機関、在外関係機

関等に提供し、開かれた原

子力安全規制をアッピー

ルさせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

○組織のパフォーマンス

と投入資源のバランス

を総合的に把握する方

法の確立が望まれる。

いくつかの有望な施策

を講じており、その範

囲内では有効に見える

が、組織のの総合効率

（総合効果／投入資

源）を把握し、その要

因のヒントを得るよう

な仕組みの構築が臨ま

れる。 

○すなわち、「実施」の枚

挙には事欠かないが、

それが組織目的をどれ

ほど達成したかを示す

総合効果が見えにく

く、最終的にいまのま

までで良かったのかど

うかを総合的に判断す

る尺度はまだ持ってい

ない 

○組織として必要な機能

を迅速に設置して、積

極的かつ的確に業務を

遂行していることは評

価できる。叙述と重複

するが、それがどれほ

どのものだったかと問

われると一瞬言葉につ

まる。現実社会はそれ

ほど単純ではないのだ

が、組織目的をこれだ

け向上していると明確

に答えられるようにな

っていたいし、その要

因構造がどうなってい

るか（どこをどうする

と業績が向上する仕掛

けになっているか）を

理解しておきたい。 

○規制官庁との連携を図
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

力関係者及び一般公衆等に直接的に

発信すべく、以下の活動を実施した。

・原子力安全保安院とＪＮＥＳの業

務分担を通じて双方の連携の必要性

を確認し紹介することを主眼に第２

回目のシンポジウムを共同で開催し

約５５０名の参加者を得ることがで

きた。 

・規格基準部の研究活動を積極的に

外部に発信するために、セミナーの

開催。(「使用済燃料中間貯蔵施設に

関する取り組み」「多度津大型振動台

の成果と今後の耐震試験の展望」等)

・ＩＡＥＡ放射性廃棄物処分の安全

性に関する国際会議（Ｈ１７／１０

／３～７）の開催支援（上記は個別

実績に記載済みのものもある。） 

・原子力学会、機械学会をはじめと

する国内外の学術協会に対して、積

極的参加し、事業の成果について発

表。 

 

ハ）印刷物の発行等による情報公開

及び発信 

機構の組織、業務等を紹介したパ

ンフレット類、各種事業成果報告書

の他、以下の資料を作成し、情報の

公開、発信に努めた。 

・機構の１６年度の活動実績につい

てまとめた「平成１６年度の事業活

動」を作成し、関係機関に配付する

とともにＪＮＥＳシンポジウム時に

参加者に配付。 

・原子炉施設のトラブルや運転実績

を記載の運転管理年報（Ｈ１７年度

版）を発行。さらに平成１７年度版

の運転管理年報を反映させた英文年

報パンフレット（ダイジェスト版）

を作成し国際機関、２国間協定を結

ぶ各国規制機関、在外関連機関等へ

提供した。 

・我が国の原子力施設におけるトラ

ブルについて（Ｈ１７年度版）を発

行。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果と

もに評価はＢであるので、

総合評価もＢとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、弾力的な組織運営

を図った点は大変評価

できる。 

また多くの規程類の制

定や改訂にも取り組ん

でおり、よりプロセス

管理に改善が見られ

た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

②責任の明確化と的確な業務

処理 

機構は、原子力安全行政の基

盤的業務を実施する機関とし

て、その業務を的確かつ迅速に

行うため、適切な人材配置を行

い、組織内の責任を明確化する

とともに、意志決定ラインを短

くしたフラットな組織構成と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②機構の内部組織は、簡潔な組

織として、意志決定ラインを短

くするとともに、指揮命令系統

及び責任の所在を明確化する。

また職員の能力及び実績を勘案

し適切な人材配置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②責任の明確化と的確な業務処理 

新たに生ずる組織運営の問題点等

について絶えず検討し、改善を継続す

る。また、職員の能力や実績を考慮し

て、職員の適材適所への配置に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・規格基準の制定・改定に資する技

術レポート(ＪＮＥＳ－ＳＳレポー

ト)の発刊。 

・安全情報に関する週報／月報を発

行し関係者に配布。 

 

②責任の明確化と的確な業務処理 

組織運営の問題点等については、絶

えず検討し、必要な組織の改善を図る

とともに、職員の適材適所への配置に

努めた。また、複数部にまたがる迅速

を要する技術的課題への対応につい

は、機構内横断的なタスクチーム等の

業務形態で綿密な連携を図り対外的要

件に対してタイムリーな対応を図っ

た。その際にはチーム統括者と業務遂

行の為の権限を付与し円滑な業務運営

を行えるように図った。 

また、組織改正をする場合には、機

構の内部組織を簡潔でフラットなもの

とし、責任の明確化と意志決定の迅速

化を図った。（詳細については、「（１）

④機動的かつ弾力的な組織運営」に記

載している） 

また、将来の機構が原子力安全規制行政

にさらに貢献し得る役割と、業務を遂行

し得る組織体制を考察する為に機構全

組織の横断的なワーキンググループを

設置して検討を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②責任の明確化と的確な業

務処理 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

ＪＮＥＳ設立後初めて

の組織全体に及ぶ人事ロ

ーテーション（平成１８年

４月 1日付け）に向け、職

員希望調査、管理者調査等

の準備を計画的に行うと

ともに、各部との調整を円

滑に取りまとめて、確実に

実施できるよう業務の進

捗管理を行った。 

２）情勢変化への対応 

機構横断的運営を行っ

た業務として、福島第一原

子力発電所６号機制御棒

のひび、ＰＷＲサンプスト

レーナ閉塞問題への対応

等、保安院からの要請に対

しても迅速に組織対応を

実施している。 

３）運営効率化 

職員の専門性の把握に

資するよう、各部とも調整

の上新たに専門領域の情

報を調査するとともに、得

られた情報を人事データ

ベースに展開して、検索を

容易にするなど、業務の効

率化を進めた。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

職員の希望調査だけで

なく、職員面談を踏まえ

た、管理者調査を併せて行
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③部門間の情報の共有 

組織全体としての能力を高

めて、原子力の安全確保という

目的を達成していくために、部

門間で十分に情報を共有し、各

部門に蓄積された知見を有効

に活用できる体制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③役員、各部門の責任者が定期

的に業務の実施状況について情

報共有するとともに、業務を通

して得られる情報及び知見等は

データベース化を行い、機構内

部の情報システムを活用するな

どにより、全職員が機構内で適

切に情報共有できる仕組みを構

築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③部門間の情報の共有 

役員と各部の責任者を構成メンバ

ーとする幹部会を原則として月１回

開催し、重要事項の審議等を行い、情

報の共有化を図る。また、各部計画グ

ループ長から構成される計画グルー

プ長会議等を月１回程度開催し、情報

の共有化を図る。また、全職員が適切

なアクセス管理の下で各部門が業務

を通して得た情報及び知見等に容易

にアクセスできるように、機構内のイ

ントラネットを拡張する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③部門間の情報の共有 

ａ）情報共有化のための会合の開催 

役員と各部の部長・本部長等を構成

メンバーとする幹部会を、月 1回、開

催して、重要事項の審議を行うととも

に、機構の業務実施状況等に関する情

報の共有を図った。（計１２回開催）。

また、各部の筆頭グループ長による

会合（隔週、計２２回開催）により、

業務の実施状況や課題等の情報を共

有した。 

さらに、特別な議案の発生の都度、

臨時に関係者が集まり部門間の情報

共有を図った。 

各部長で構成する「規格基準連絡

会」を設置して、機構が実施している

国の指針、法令及び審査基準の作成等

の支援、並び学協会規格の作成等に関

しての協力活動に関する機構内の情

報共有を進めた。 

規格基準策定に係る試験研究実施

部門においては、技術分野毎に各部横

割りの職員で構成するタスクチーム

を機構内に設置し、平成１６年度に引

き続き、常に当該分野の現状認識を行

い、成果の活用先を念頭に置き、調査、

試験及び研究の方向性を検討し、技術

分野毎の情報を共有した。 

 

ｂ）イントラネットの活用 

機構内にイントラネットを配備し、

全役職員を対象としてアクセス管理

（電子メール、掲示板による情報周

知、連絡、会議室予約等）及び規程類

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い、職員及び管理者双方の

希望や意見等を踏まえた

適切な人員配置になるよ

う工夫した。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント及び成果

ともに評価はＡであるの

で、総合評価もＡとした。 

 

③部門間の情報の共有 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

トップマネジメントと

して機構全体での情報共

有について、状況把握を行

うとともに随時指示を出

して実施した。 

２）情勢変化への対応 

 同 上 

３）運営効率化 

全国の検査官事務所、福

井事務所、核燃料サイクル

施設検査本部と機構本部

間の通信回線の大容量化

等イントラネットの機能

を強化することにより情

報の共有化を図るととも

に、併せて運営効率化も進

めた。 

 

２．成果：Ｂ 

１）計画達成度 

情報共有化のための会

合については、昨年同様、

幹部レベル、筆頭グループ

長等レベル、担当グループ

長レベル等必要に応じて

頻繁に実施した。 

また、イントラネットの

活用については、新たに、

グループウエアサーバー

を導入して、より一層情報

の共有化を進めた。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④機動的かつ弾力的な組織運

営 

原子力安全行政上の要請に

応じて必要な業務を実施でき

るよう、機動的かつ弾力的な組

織運営を行い、随時業務内容、

人員配置及び組織体制を見直

し、リソースの適切な配分を図

るよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④保安院との連絡を密接に行

い、常に原子力安全行政上の要

請を分析、把握し、必要に応じ

て、組織、人員配置の見直しを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④機動的かつ弾力的な組織運営 

保安院との連絡を密接に行い、原子

力安全行政上の要請を分析、把握し、

必要に応じて組織、人員配置の見直し

を行う。 

原子炉施設に係る安全規制を一層

効果的に実施するとともに、立地地域

住民との安全確保についての双方向

的理解を図るため、我が国最大の原子

力集中立地地域である福井県に事務

所を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の閲覧、帳票類の共通利用等を推進

し、Ｗｅｂの共通利用によるより一層

の強化を図った。（詳細については、

「(４)業務の効率化の推進①情報化

の推進」に記載している。） 

また、保安規定解説書、安全情報検

討会、高経年化対策の作業の迅速化を

図るため、安全情報部のサーバに情報

共有のためのホームページをテーマ

毎に作成し、保安院や機構内関係部門

が有効に利用した。 

月間計画、週間計画を部内イントラ

ネットに公開し、部業務、グループ業

務に係わる情報の共有化を図った。 

安全規制に係る規格類の整備支援

の一環として、海外規制情報に関する

機構の調査・研究成果等を学協会等一

般へ提供するため、事業成果をデータ

ベース化し、ウェブで閲覧するシステ

ムを開発し、機構内で利用できるよう

にした。 

 

④機動的かつ弾力的な組織運営 

原子力安全行政上の要請に応じて

必要な業務を実施できるよう、以下

のとおり、機構横断的に業務を遂行

するため機動的かつ弾力的な組織運

営を行った。 

 

ａ）検査業務の効率化、地方自治体規

制当局との連携強化を図るために、

平成１７年１０月１日福井事務所を

設立し強化を図った。 

 

ｂ）原子力安全文化の組織内醸成と定

着化を目的に実施していた「人的・

組織的過誤データ収集整備事業」に

ついて美浜３号機事故を教訓に人的

過誤による事故防止、組織的機能の

健全性評価確認のために、平成１８

年２月１日ヒューマンファクタ評価

グループを新たに設立した。 

 

ｃ）国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の策

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、計画を着

実に達成した。 

  

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果と

もに評価はＢであるので、

総合評価もＢとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④機動的かつ弾力的な組織

運営 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

情勢変化に対応した短

期間での組織改編に対し、

的確な体制整備を行った。 

２）情勢変化への対応 

美浜発電所３号機事故

を踏まえた原子力安全保

安院による高経年化対策

の強化、人的・組織的過誤

の防止のための高経年化

対策室、ヒューマンファク

タ評価グループの設置と

原子力安全規制へのリス

ク情報の活用の本格化、核

物質防護対策関連業務の

増加を踏まえ検査の在り

方検討を積極的に検討す

る横断的な組織運用、核物

質防護対策室の設置を行
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤公正な業務執行 

原子力の安全確保の観点か

ら中立的な立場で厳正かつ公

正に業務を遂行することが求

められるので、直接規制行政の

一部を担う業務には、電力会社

等からの出向者を充てないこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤直接的に原子力安全規制行政

の一部を担う検査等の業務及び

クロスチェック解析の業務に携

わる部門の職員については、電

力会社等からの出向者を充てな

いこととし、業務の中立・公正

な実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤公正な業務執行 

直接的に原子力安全規制行政の一

部を担う検査等の業務及びクロスチ

ェック解析の業務に携わる部門の職

員については、電力会社等からの出向

者を充てないこととする。役職員倫理

規程に係る研修等を通じて主旨の周

定した核物質防護ガイドラインに対

応した防護措置等を講じるため、平

成１７年２月に、関連法律案が閣議

決定されたされたことに伴い、機構

における核物質防護対策関連業務が

増加することに対応し、また、同業

務にかかる情報管理の徹底を図るこ

とを目的に、平成１８年２月に核物

質防護対策支援室を設置した。 

 

ｄ）福井事務所の設立、核物質防護対

策支援室等、組織見直しに対応し、

タイムリーな人員配置の見直し等を

行った。 

 

ｅ）原子力安全保安院への規制業務支

援として福島第一発電所６号機ハフ

ニューム板型制御棒ひび発生事象等

の原因調査についてはＪＡＥＡと共

同し、ＪＮＥＳ解析評価部、規格基

準部、安全情報部が機構を横断的に

連携し規制側としての原因究明調

査、類似事例調査等の機動的かつ弾

力的な組織運営を行った。また、Ｐ

ＷＲサンプストレーナ閉塞問題につ

いても同様に規制側としての原因研

究調査等、機構横断的なタスクチー

ムの編成により業務を遂行してい

る。 

 

ｆ）平成１６年度に引き続き米国にお

ける安全規制動向の迅速な把握等の

原子力安全行政上の要請に応えると

ともに、米国規制当局との連携強化

を図るため、米国ワシントンに駐在

員２名を派遣した。 

 

⑤中立・公正な業務執行 

ａ）検査等の業務、規格基準部高経年

化評価室における原子力施設等の高

経年化に関する法定の技術評価及び

クロスチェック解析等の業務に携わ

る職員については、中立・公正な業

務執行を確保するため、昨年同様、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

い情勢変化への対応を行

った。 

３）運営効率化 

福井事務所開設に当た

っては、スムーズな業務遂

行のため、関連業務の現地

指導等適切なフォローア

ップを行った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

原子力安全保安院から

の要請に対して機構横断

的な複数部の連携業務に

対しても着実な成果を提

供することができた。 

また、短期間での組織改

編に対し、各部との調整や

新規出向の手配など的確

な人員配置を行うととも

に、労務、安全衛生等の体

制整備、関連規程の一括改

正等を行った。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント及び成果

ともに評価はＡであるの

で、総合評価もＡとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤公正な業務執行 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

引き続き、確実な出向者

管理を行うとともに、役職

員倫理規程の一部改正や

セクハラ防止研修を適切
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥機構業務の質の向上 

機構は、原子力事業者の品質

保証体制についてチェックす

る機能を担うことに鑑み、自ら

の業務の質を高めるよう努め、

ＩＳＯ／ＩＥＣガイド６５の

認証機関制度への適合に向け

て、体制整備等を行う。 

また、業務の公正な実施を図

るため、リスクマネジメントシ

ステムの構築に向け、機構にお

ける体制について検討する。 

 

 

 

また、倫理規定を定め、規律の

維持を図るとともに、業務執行

部門から独立した組織による内

部監査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥機構は、自らの業務の品質を

高めるよう努め、中期目標期間

中に、ＩＳＯ／ＩＥＣガイド６

５に規定される認証機関として

の要件に合致するよう体制整備

を行う。 

また、原子力の安全規制に関わ

る機関として、適切なリスクマ

ネジメントシステムの構築に向

けた検討を行う。 

 

 

 

 

 

知徹底を図り、規律の維持に努める。

また、業務執行部門から独立した組織

による内部監査を３回／年程度実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥機構業務の質の向上 

機構の行う検査等の業務の品質を確

保するため、国際標準化機構（ＩＳＯ）

／国際電気標準会議（ＩＥＣ）ガイド

６５に規定される認証機関としての

要件への適合について検討を進め、こ

の結果を品質マネジメント規程に反

映する。また、機構にあった品質マネ

ジメントシステム構築のため、体制整

備等を一層進め、品質マネジメントシ

ステムを試運用し、改善事項等の抽出

を図る。 

リスクマネジメントシステムにつ

いては、引き続き個別リスク対策の整

備を行うとともに、モニタリング体制

電力会社等からの出向者を充てず

に、機構のプロパー職員又は国から

の出向者で実施した。 

 

ｂ）平成１７年９月に役職員倫理規程

の一部改正を行い、各部署に周知し

た。また、セクハラ防止についても、

管理職員を対象に平成１７年７月に

研修を実施し、規律の維持に努めた。

 

ｃ）監査室では、内部監査年度方針・

年度計画に従い、ＱＭＳ内部監査及

び通常の内部監査を実施したが、Ｉ

ＥＣ６５関連のＱＭＳ内部監査につ

いては、機構の方針に従い、本年度

の実施は見送った。一方、平成１６

年度内部監査のフォローアップを実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥機構業務の質の向上 

ａ）品質マネジメントシステム（ＱＭ

Ｓ）構築 

機構業務の品質確保のための活動と

して今年度は、年度計画に従い体制

整備を一層進めるとともに、ＱＭＳ

内部監査、マネジメントレビュー及

び外部専門機関による機構のＱＭＳ

構築状況の確認等を実施した。 

 

イ)ＱＭＳ整備委員会の開催 

理事長を委員長とする機構のＱ

ＭＳ整備活動を総括するＱＭＳ整

備委員会を９月に開催し、ＱＭＳ内

部監査結果、ＪＮＥＳ部会での評価

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

に実施した。 

２）情勢変化への対応 

  該当無し 

３）運営効率化 

  該当無し 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

検査､クロスチェック解

析等の業務に携わる職員

には、電力会社等からの出

向者を充てなかった。２年

間の業務実績を踏まえて、

業務に関連した講演等へ

の対応を整理するととも

に、計画グループ長会議に

おいて各部へ説明し、周知

した。 

セクハラ防止に係る認

識を深めるために、１１２

名の管理職に対して事例

研究等を中心とした研修

を行った。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果と

もに評価はＢであるので、

総合評価もＢとした。 

 

⑥機構業務の質の向上 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

機構全体としての品質

マネジメントシステム（Ｑ

ＭＳ）構築活動について

は、中期目標期間をとおし

た全体スケジュールを基

に、年度毎の活動スケジュ

ールを作成して計画的、か

つ組織的におこなわれる

よう努めた。また、各部門

においては、年間をとおし

たＱＭＳ活動計画を策定

し、これを適宜フォローす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

13 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果等をもとにマネジメントレビ

ューを実施した。  

ロ)各部門におけるＱＭＳの運用 

各部門においては平成１７年度

活動計画を作成し、ＱＭマニュア

ル、要領書、手順書等をもとにＱＭ

Ｓの運用を継続実施した。 

ハ)ＱＭ連絡会等の開催 

各部と事務局の連携を円滑に行

うため、ＱＭ連絡会を昨年度に引き

続き、２週間に１回程度の頻度で計

１７回開催した。各部の活動状況の

確認、ＱＭＳ内部監査、マネジメン

トレビュー及び外部の専門機関に

よるＱＭＳ構築状況確認審査等に

ついて実施方法の検討、準備、実施

結果の対応等を行った。 

ニ）ＱＭＳ内部監査員研修の実施 

昨年に引き続き４月に実施（２４

名受講、全員合格）、昨年度と合わ

せ約７０名が受講済み 

 

ホ)ＱＭＳ内部監査の実施 

各部審査員によるチームを編成

し、５月から６月に全部門に対しＱ

ＭＳ内部監査を行った。指摘事項に

ついては、業務改善に活用してい

る。 

へ)外部専門機関によるＱＭＳ構築状

況確認 

機構のＱＭＳ構築状況を外部の

目でチェックしてもらうため、外部

の専門機関に依頼し、３日間にわた

り、機構の全部門におけるＱＭＳ構

築状況の確認を受けた。 

なお、コメント等については、内

容を吟味し、今後の活動に役立て

る。 

ト）ＩＳＯ／ＩＥＣガイド６５につい

ての検討 

事務局及び検査関連業務部門に

おいてガイド６５関連の要件を検

査関連業務に適用すべく検討を進

め、機構のＱＭ規程に反映させた。

ることにより進捗管理を

実施した。 

リスクマネジメントシ

ステムの構築においては、

一昨年度設置した「リスク

マネジメトシステム構築

ワーキンググループ」を節

目において開催する他、各

部署の検討作業のフォロ

ーアップを適宜実施し、円

滑な進捗管理を行った。 

２）情勢変化への対応 

該当無し 

３）運営効率化 

ＱＭＳ構築に当たって

は、事務局と各部門の代表

者からなるＱＭ連絡会を

定期的に開催し、情報の共

有及び連携の強化を図っ

た。また、ＱＭＳの運用に

関する検討については、コ

ンサルタントの活用等に

より、業務の効率化を図る

よう心がけた。 

リスクマネジメントシス

テム構築の検討に当たっ

ては、ワーキンググループ

委員を中心に職員が主体

的に取り組む一方、外部コ

ンサルタントの支援によ

るガイダンス、レビュを適

宜実施し、業務運営の効率

化を図った。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

昨年度までに機構全体

として、ＱＭＳ構築に取り

組む体制を整備、各部門の

ＱＭＳ構築を進め、運用を

継続実施してきたが今年

度は、ＱＭＳ内部監査、マ

ネジメントレビューの実

施、外部機関による機構の
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）リスクマネジメントシステム構築

の検討 

機構としての適切なリスクマネジメ

ントシステムの構築に向け、以下の

内容を実施した。 

イ）推進体制 

昨年度に引き続き、総括参事を主

査とし各部署の計画グループ長等

を委員とする「リスクマネジメント

システム構築ワーキンググループ」

（以下、ＷＧという。）を設置し、

リスクマネジメントシステムの構

築に向けた検討を推進した。 

ロ）個別リスク対策の整備 

昨年度作成した各部門のアクシ

ョンプランの具体化（個別リスク対

策の整備）を進めるとともに、その

進捗状況をＷＧ会合にて適宜確認

した。 

ハ）モニタリング 

リスクに対するコントロール（リ

スクを低減するための体制・プロセ

ス）の有効性に関する自己評価をア

ンケート形式により実施し、約２６

０名の職員から回答を得た。質問票

は、各部署のＷＧメンバーを中心に

作成した。結果は集計・分析し今後

のリスク対策の参考とした。 

また、リスクマネジメントや内部

統制への対応を恒常的に確認・向上

させていくために必要な機構内の

モニタリング組織・体制のあり方を

検討した。 

ニ）リスクマネジメント研修の実施 

リスクマネジメントの浸透・啓蒙を図る

ため、全役職員を対象としたリスクマネ

ジメントの一般研修を実施した。研修は

同一内容で２回実施し、それぞれ約８０

名と約９０名の役職員が参加した。 

 

 

 

 

ＱＭＳの構築状況確認等

ＱＭＳの運用及び改善に

重点を置き、また、外部機

関による確認結果からも

当初計画を的確かつ着実

に達成したと判断できる。 

リスクマネジメントシ

ステムの構築については、

個別リスク対策の整備を

進めるとともに、リスクに

対するコントロールの有

効性に関する自己評価及

び機構内モニタリング組

織・体制のあり方の検討を

行った。また、リスクマネ

ジメントの浸透・啓蒙を図

るため、リスクマネジメン

ト研修を実施した。以上の

ように、計画を的確かつ着

実に実施した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

全体としてＱＭＳ構築

及びリスクマネジメント

システム構築のための活

動は、当初計画どおり、順

調に進んでいると評価し

ている。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

（２）効率的な事業の実施 

機構は、限られたリソースを

必要な業務に的確に投入するた

め、効率的に事業を実施するこ

とが求められる。 

既存の試験研究等の実施自

体を自己目的化することなく、

技術の進歩や国際的な規制の

動向を踏まえて、安全行政上の

要請に応じた業務を適切に行

うため、規格基準の策定、検査

や安全評価の高度化といった

目的、成果物を常に意識して実

施していくことが必要である。 

 

①第三者評価の導入 

安全性実証試験等のテーマ

選定、実施計画の作成、またそ

の実施に当たっては、公正・中

立な外部有識者による評価を

受ける仕組みを導入し、事業の

成果が安全規制行政等におい

て適切な活用が図られるもの

となるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効率的な事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①調査、試験及び研究の実施に

当たっては、適切なテーマ選定、

事業計画策定、進捗管理、成果

の客観的評価のために、公正・

中立な外部の有識者、専門家か

らなる第三者評価機関を設置

し、安全規制上のニーズや技術

的動向の観点から、機構が行う

試験、研究業務について、第三

者による評価を受けることとす

る。 

この際、試験・研究目的の達成

や成果の活用が見込まれない場

合には計画の中止を含めた見直

しを、政策的必要性が高まった

ものについてはその加速を図る

等迅速な見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効率的な事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第三者評価の導入 

試験研究等外部評価委員会を開催し、テ

ーマ選定、事業計画策定、進捗管理、成

果について評価を受ける。この結果を踏

まえ、必要な見直しを迅速に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効率的な事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第三者評価の導入 

ａ）平成１６年度の試験研究等の事業

平成１６年度に機構が行った試験

研究等の事業については、試験研究等

外部評価委員会において、３回の本委

員会、１３回の分科会を開催して、評

価を行い、結果をとりまとめ、ＪＮＥ

Ｓ部会に報告書を提出した。 

なお、本評価委員会の意見について

は、以下のとおり、平成１７年度の事

業に反映させている。 

 

イ）平成１６年度に指摘された「放射

性廃棄物管理及び処分」に関して

は、放射性廃棄物評価室を設置し、

クリアランス、デコミッションに関

する課題、燃料と中間貯蔵に関する

課題に対しても対応できるように

機構関連各部との連携を強化して

体制強化を図った。 

また、この分野の技術マップを整

備し、他の研究機関と調整をしつ

つ、複数の自主事業を実施して、規

制ニーズに対応すべく事業を実施

した。 

ロ）同様に指摘を受けた「人間・組織

等安全解析調査」においては、美浜

事故教訓とした人的・組織的過誤の

未然防止を目的にヒューマンファ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

 

成  果

（Ｂ）

 

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）効率的な事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第三者評価の実施 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

平成１６年度事業の評

価については、予定どお

り、委員会を３回、分科会

を計１３回開催して５月

に報告書をとりまとめ、６

月に開催された経済産業

省独立行政法人評価委員

会原子力安全基盤機構部

会（ＪＮＥＳ部会）に報告

した。１７年事業の評価に

ついても、予定どおり、１

７年度中に委員会を２回、

４つの分科会を計３回開

催した。以上のように着実

に進捗管理を行った。 

２）情勢変化への対応 

平成１６年度に指摘さ

れた「放射性廃棄物管理及

び処分」に関しては、放射

性廃棄物評価室を設置し、

クリアランス、デコミッシ

ョンに関する課題、燃料と

中間貯蔵に関する課題に

対しても対応できるよう

に機構関連各部との連携

を強化して体制強化を図

 ○外部評価委員から高い

評価があったことはそ

のまま評価すべきであ

る。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②規制当局等との連携 

安全行政上の要請に応じた

事業の効率的な実施を図るた

め、実施計画の立案に当たって

は、規制当局関係部署等と十分

な連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事業の実施計画の立案、実施

に当たっては、保安院のニーズ

が適切に反映できるよう十分な

連携を取ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②規制当局等との連携 

事業の実施計画の立案、実施に当たって

は、保安院のニーズが適切に反映できる

よう十分な連携を取ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クタ評価室を規格基準部に設け、対

応の強化を図った。 

 

ｂ）１７年度の試験研究等の事業 

平成１７年度中に、本委員会を１

回、分科会を計３回開催して評価を実

施中である。 

さらに、今後、本委員会を１回、分

科会を計１０回程度開催して、平成１

８年５月下旬を目途に、評価をとりま

とめ、報告書を、ＪＥＮＳ部会に提出

する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②規制当局等との連携 

ａ）幹部クラスの連絡会 

保安院と当機構のトップを含む幹

部クラスの連絡会を６回実施し、それ

ぞれの懸案事項を説明した上で、十分

な意見交換を行い、保安院のニーズを

適切に把握できるよう十分な連携を

とった。 

 

ｂ）各部における連絡会 

イ）検査業務関連では、主要な業務

先である保安院の原子力発電検査

課のみならず、電力安全課、核燃

料サイクル規制課等の関係各課と

の間で、形式的なものや、実施回

数などにとらわれずに、部長、本

部長他担当者が適時密接に情報交

換、打ち合わせ等を実施した。 

ロ）解析関連業務では、保安部会｢リ

スク情報活用検討会｣(保安院・機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

 

成  果

（Ａ）

 

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

った。 

 

３）運営効率化 

本会議及び分科会の議

事録の作成等を業者に依

頼するなど会議運営業務

の効率化に努めた。 

 

２．成果：Ｂ 

１）計画達成度 

１７年度事業の評価につい

ては、そのとりまとめは１

８年５月末になる見込みで

あるが、１７年度中は当初

の予定どおり評価作業を進

めることができた。以上の

ように、計画を的確かつ着

実に達成した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果とも

に評価はＢであるので、総

合評価もＢとした。 

 

②規制当局等との連携 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

各部毎の保安院との連

絡、調整等の進捗情況を幹

部会における報告等を通

じて、トップマネジメント

として把握し、状況変化へ

の対応が可能となるよう

に、適切な進捗管理を実施

した。 

２）情勢変化への対応 

福島第一原子力発電所

６号機制御棒損傷事象対

応については発生直後よ

りＮＩＳＡと連絡を取り、

初期対応から原因究明に

至るまであらゆる面で保

安院と連携を取り、業務を

遂行した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構共同事務局)において、「リスク

情報」活用の基本ガイドライン及

びＰＳＡの品質ガイドラインの策

定を共同で進めている。また、ス

トレーナ閉塞問題に関し、ＢＷＲ

については、保安院、機構及び事

業者間の打ち合わせをし、保安院

安全小委員会安全評価ＷＧに機構

の評価及び事業者評価の妥当性を

報告した。また、ＰＷＲについて

は、サンプスクリーン閉塞事象の

課題摘出に関する保安院との打ち

合わせを実施した。 

更に、原子力安全委員会の「耐

震指針検討会」に、地震動評価の

不確定性及び活断層の活動周期の

評価等の技術検討成果を報告する

等の技術支援を実施した。 

ハ）安全情報関連では、保安院と共

催で安全情報検討会を原則月２回

開催し、海外の安全問題に関する

情報提供を行い、我が国の安全及

び安全規制等につき意見を交換す

るとともに、保安院のニーズも把

握した。 

・福島第１発電所６号機制御棒損傷

事象対応 

損傷事象発生直後から保安院

と連絡を取り、初期対応、原因究

明等あらゆる面で保安院と十分

な連携を取り、業務を遂行。 

ニ）事業の実施計画の立案、実施に

当たっては、保安院基盤課及び各

原課（検査課、核サ課、核管課、

廃棄課）と定期連絡会を設け、ま

た、緊急性のある案件及び重点課

題等については個別に連絡会等を

設け、規制当局等と十分な連携を

図った。 

・調査、試験及び研究の実施プロセ

スに関して、原子力安全保安院と

協議し、原子力安全保安院が原子

力安全規制の観点から安全研究

ニーズを取り纏め、JNES が安全研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安部会｢リスク情報活

用検討会｣(保安院・機構共

同事務局)において、「リス

ク情報」活用の基本ガイド

ライン及びＰＳＡの品質

ガイドラインの策定を共

同で進めてた。また、スト

レーナ閉塞問題に関し、Ｂ

ＷＲについては、保安院、

機構及び事業者間の打ち

合わせをし、保安院安全小

委員会安全評価ＷＧに機

構の評価及び事業者評価

の妥当性を報告した。ま

た、ＰＷＲについては、サ

ンプスクリーン閉塞事象

の課題摘出に関する保安

院との打ち合わせを実施

した。 

更に、原子力安全委員会

の「耐震指針検討会」に、

地震動評価の不確定性及

び活断層の活動周期の評

価等の技術検討成果を報

告する等の技術支援を実

施した。 

３）運営効率化 

該当無し。 

 

２．成果：Ａ 

１）計画達成度 

幹部及び実務者それぞ

れレベルで、多くの連絡会

を開催するとともに、日常

的に連絡をとるなど、保安

院のニーズが適切に反映

できるよう十分な連携を

とることができた。特に福

島第一原子力発電所６号

機制御棒損傷の際には、保

安院と十分な連携を取り

大きな成果を上げた。 

  

３．総合評価：Ａ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外部ポテンシャルの活用 

試験研究の実施に当たっては、

機構における人材育成、ポテン

シャルの維持等の要請とバラン

スを取りつつ、国内外の施設、

人的資源を最大限有効利用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③試験研究の実施に当たっては、

必要となる施設は、機構が固定的

経費を負担することがないよう、

既存の国内外の施設を活用する

よう努めるとともに、必要な人的

資源についても、機構における人

材育成、ポテンシャルの維持等の

要請とのバランスを考慮しつつ、

外部の専門家を積極的に活用す

ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外部ポテンシャルの活用 

調査、試験関連業務等において自ら業務

を実施するよりも、外部へ発注すること

が効率的と考えられる業務は外部に発

注する。発注に当たっては、発注先の技

術ポテンシャルを確認するための資格

審査を十分に行う。 

また、試験関連業務及び解析評価業務

（クロスチェック解析業務を除く）を実

施するに当たり、外部の専門家からなる

検討会等をそれぞれ年２回程度開催し、

業務の的確な実施に努める。 

究ニーズに基づく安全研究を計

画・実施し、規格基準等の整備を

行うフレームワークに従って事

業を展開した。 

 

各部門における保安院との連絡会実績 

解析関連連絡会 ２６回 

安全情報関連連絡会 ３０回 

 

③外部ポテンシャルの活用 

ａ）外部機関の活用 

評価解析業務等を実施するに当た

っては、技術的な助言を受けるため、

外部の専門家からなる８の検討会と

６の分科会、２つのワーキンググル

ープを設置し、技術的な助言を受け

ながら、検討会等を延べ２５回開催

した。また、機構役職員のポテンシ

ャル向上のための研修、講演会等に

おいては、必要に応じ講師として経

験豊富な外部の専門家を招き、内容

が的確かつ有益なものになるよう努

めた。 

ｂ）外部人材の活用 

調査、試験関連業務等の一部業務に

ついては、効率良く遂行するため、

これらに最も適した外部機関を活用

した。 

外部機関の選定に当たっては、原

則、複数機関による一般競争入札に

より選定・発注し、仕様書に対する

見積仕様書を提出させ、その内容及

び技術的能力を総務部長を審査委員

長とする契約審査会等で審議し、契

約を実施した。唯一の機関しかない

場合には随意発注として契約審査会

で審議し妥当性を確認して実施し

た。 

また、大学・原研等の国内研究機関

及び海外研究機関等(国際共同プロ

ジェクトへの参画も含む)も積極的

に活用し、一層の業務効率化を図っ

た。 

日本原子力学会に研究ロードマッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

 

成  果

（Ｂ）

 

 

総  合

（Ｂ）

 

マネジメント及び成果

ともに評価はＡであるの

で、総合評価もＡとした。 

 

 

 

 

 

 

③外部ポテンシャルの活用 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

該当無し 

２）情勢変化への対応 

該当無し 

３）運営効率化 

外注するに際しては、原

則複数機関による一般競

争入札により選定・発注す

ることにより、経費の削減

に努め、効率化を図った。 

 

２．成果：Ｂ 

１）計画達成度 

試験研究業務、安全解析

業務、調査業務等外部に発

注することが効率的と判

断されるものについては

積極的に外注を行った。以

上のように、計画を着実に

達成した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果

ともに評価はＢであるの

で、総合評価もＢとした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

プ作成活動の場を設け、JNES が実施

する調査、試験関連業務等に関し、

安全研究における産学官の役割分担

について、相互関連の明確化を計っ

ている。 

試験研究関連業務等を実施するに

当り、外部の専門家から成る検討会、

分科会、技術研究会及び意見聴取会

を設置し、検討会等を延べ５２回開

催した。 

さらに、技術系職員の業務軽減の目

的で、資料作成補助及び旅費精算等

の事務的作業については、派遣職員

を積極的に活用した。 

 

（３）高い専門性のある人材の

確保及び育成 

原子炉施設等は、高度な複合

システムであり、その安全確保

のためには、原子炉工学、機械

工学、電気工学、土木工学、化

学、地質学等の広範な分野の知

見を活用することが必要とな

る。 

また、工学分野においては、

経験が重要である。 

 

①専門的能力の確保 

原子力安全行政の基盤的業

務を実施する専門機関として、

業務を的確に実施するため、専

門的知識及び経験に富んだ人

材を中途採用するなどにより、

幅広く確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）高い専門性のある人材の確

保及び育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力の安全確保に関する業

務を適切かつ確実に実施するた

め、専門的知識と経験のある人

材を確保することが必要なこと

から、積極的に中途採用を活用

することにより、専門知識及び

経験に富んだ人材を集める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）高い専門性のある人材の確保及び

育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①専門的能力の確保 

組織の運営状況を見ながら、各部の

業務展開に必要な人員のニーズを

把握し、外部の人材の採用、適材適

所の任用等を検討し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）高い専門性のある人材の確保及び

育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①専門的能力の確保 

ａ）高度な専門職制度の創設 

原子力安全分野の専門家集団と

して、高度な専門的能力を有する

専門職がいわゆるスタッフ職とし

て活躍することを促進するため、

新たに部長級の専門職として上席

審議役を創設した。 

ｂ）人事委員会による検討 

役員等から構成される人事委員

会を計１１回開催して、高い専門

的能力と経験のある人材の確保、

適材適所の任用を含む人事全般に

関する基本的事項等について検討

を行った。 

また、上述の基礎情報として職

員の希望調書において専門領域の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

（３）高い専門性のある人

材の確保及び育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①専門的能力の確保 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

平成１７年１０月の福

井事務所の設置、平成１８

年２月の核物質防護対策

支援室の設置等、非常に繁

忙な業務状況の中で、専門

家集団としての組織のニ

ーズを踏まえ、当初からの

予定業務に支障を生じる

ことなく、新たな制度の創

設を的確な進捗管理の下

に実施し、平成１８年４月

１日からの施工を可能と

した。 

２）情勢変化への対応 

 ○ローテーション的人事

には、流動性や機動性

などの利点もあるの

で、一方で固定的な人

事がもつ利点と欠点を

合わせ考え、合理的な

組織体制を目指すべき

である。 

○ハラスメント対策や女

性の積極的な採用をこ

ころがけ、先進的な職

場を志向されたい。 

○人材育成方法（教育・

訓練、処遇など）－能

力（コンピタンシー）

モデル－業務の質・効

率、の３者の関係を理

解した上で、計画・実

施がなされるべきでだ

が、そのような管理は

なされていない。施策

は、一般的には正しい

と思うのだが、それで

（その投資で）どれほ

の経営的・管理的寄与

をしたかを把握する工

夫をして欲しい。 

○人材の獲得と引きとめ

は、希少な人的リソー
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②能力開発 

定期的に研修を行うととも

に、国内外の規制当局等と人事

交流するなど多様な経験を積

ませることにより、専門的能力

の維持向上等に努める。 

また、関連分野の資格の取得

や学会活動などへの参加等を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員の能力、専門的知識の維

持向上を図るため、計画的に職

員研修を実施する。 

特に、検査等業務に従事する

職員については、検査等業務の

実施に求められる有資格者を増

やすとともに、その資質を高め

るための研修を積極的に行い、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員の能力向上策の推進 

職員の能力、専門的知識の維持向上

を図るため、研修計画を作成し、職員

研修を実施する。また、学位の取得、

学会活動への参加を引き続き推奨し、

職員の能力向上を図る。 

（検査等業務に従事する職員に係る施

策については、「Ａ．検査等に関する業

調査を行った。 

ｃ）中途採用等の活用 

業務内容に応じて専門的知識及

び経験に富んだ人材を確保するた

め、中途採用、移籍採用、新規出

向など、適切な任用を行った。 

ｄ）嘱託非常勤職員制度の運用 

再雇用制度を見直して新たに嘱

託非常勤職員制度を設け、定年後

における、知識及び経験に富んだ

専門的能力を有する人材の活用の

幅を広げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②職員の能力向上策の推進 

ａ）各種研修の実施 

研修基本計画及び平成１７年度研

修実施計画に基づく各種職員研修を

積極的に実施した。 

各部毎に業務に応じた専門実務研

修を実施するとともに、外部研修や

セミナーを活用し、業務遂行能力の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

原子力安全行政上の要

請を踏まえた組織改正に

的確に対応し、専門的知識

及び経験に富んだ人材を

確保するため、高度な専門

職制度を創設するととも

に、専門的人材の移籍採

用、新規出向受入れ、配置

換え、併任など人事委員会

を適時に開催（計１１回）

して適切な任用を行った。 

３）運営効率化 

該当無し 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

平成１８年４月１日の

施行に向けて、高度な専門

的能力を有する専門スタ

ッフ職の制度を創設した。

平成１７年４月１日から

嘱託非常勤職員制度を計

画どおり運用開始するこ

とにより、知識及び経験に

富んだ専門的人材の雇用

形態を多様化した。併せて

嘱託非常勤職員を有する

各部グループ長との意見

交換会を開催し、円滑な制

度運用に努めた。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント及び成果

ともに評価はＡであるの

で、総合評価もＡとした。 

 

②職員の能力向上策の推進 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

研修基本計画に基づき、

平成１７年度研修実施計

画を作成するとともに、一

般研修等については、実施

要領を定め、概ね計画通り

スのなかで確保するこ

とは容易ではないが、

中長期的な人材の育成

の視点でより積極的に

取り組んでいくことが

重要である。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

奨励する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③勤労意欲の向上 

職員の業績に応じインセン

ティブが働く制度を構築し、勤

その業務従事時間の５％以上を

研修受講に充てることとする。

また、知見を広め職務の適切な

遂行に資するため、国内外の規

制機関等と人事交流等を行う。

また、検査業務を担当する職員

に対しては検査に有効な関連資

格の取得を、解析評価、試験、

研究部門の職員には学位の取

得、学会活動への参加を推奨し、

その能力の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③職員に業績向上のインセンテ

ィブを与えるため、業績評価制

度を確立し、毎年評価を行い、

務」の欄に記載している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③職員の業績評価制度 

業績評価制度の試行的導入を検討、

実施し、導入時の課題整理等を行う

開発に資する研修を実施した。 

 

一般基礎研修としては、技術顧問

等による講演会、管理職研修、リー

ダーシップ研修、セクハラ研修、メ

ンタルヘルス研修等を開催し、計１，

７５９名が受講した。 

一般技能研修としては、パソコン

技能研修、語学能力研修等を計７９

名が受講した。 

 

ｂ）学会活動等への参加 

各技術分野の最新動向の情報取

得、職員の能力、専門的知識の維持

向上等を図るため、学協会等の講習

会等へ出席した。なお、放射性廃棄

物処分の分野では、国際研修組織（Ｉ

ＴＣ）が開催する専門家向け研修に

参加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③職員の業績評価制度 

目標管理型の業績評価について、部

室長及びグループ長を対象とした年間

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

適切に実施した。 

 

２）情勢変化への対応 

ＪＮＥＳ初の新卒採用

者等に対し、各部との調整

の上４月にオリエンテー

ション（業務説明等）を行

うとともに、新人研修とし

て原子力発電所等の現地

研修等を行った。 

従来の管理職研修に加

え、中堅層の能力向上を図

るために、新たにリーダー

シップ研修を実施した。ま

た、ウィニーに代表される

情報流失の問題に対応し、

一般基礎研修として情報

セキュリティ研修を新た

に実施した。 

 

３）運営効率化 

多様な内容に柔軟かつ

迅速に対応していくため、

外部研修機関の活用を積

極的に進め、業務運営の効

率化を図った。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

年間実施計画に基づき、

研修を適切に実施すると

ともに、アンケート内容を

工夫し、研修内容の理解度

等が分析できるようにし

た。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果

ともに評価はＢであるの

で、総合評価もＢとした。 

 

③職員の業績評価制度 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

労意欲の向上を図る。 その結果を処遇に反映する。 とともに職員研修等を行う。 試行及びモデルグループの一般職員を

対象とした半期の試行に取り組み、検

討課題の抽出を行って制度設計に反映

した。 

また、人事評価制度の重要な構成要

素である態度・能力評価について詳細

設計を行い、各部等からの意見を制度

設計に反映した。 

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

試行対象範囲等が拡が

ったものの、概ね計画どお

り進捗管理を行った。 

２）情勢変化への対応 

原子力安全の専門家集

団としてＪＮＥＳへの期

待が高まる中、能力に関す

る人事評価制度整備の一

環として、専門的能力に係

る各部との個別検討を開

始した。 

３）運営効率化 

前年度に引き続き専門

的な知見と実績を有する

外部コンサルタントを活

用し、適切な支援を得つつ

効率的な運営に努めた。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

業績評価については、グ

ループ長等を対象とした

年間試行を、上司との面談

を含めて適切に行うとと

もに、各部におけるモデル

グループを対象とした半

期試行においては、目標設

定の個別指導を行うなど

の工夫をした。 

また、態度・能力評価の

詳細設計について、各部か

らの意見反映に加え、専門

的能力に係る各部との個

別検討を開始した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果とも

評価はＢであるので、総合

評価もＢとした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

（４）業務の効率化の推進 

機構は、その業務実施に当たっ

て、各部門で蓄積した情報を有

効に共有し、そのポテンシャル

を最大限に活かすための基盤を

整備することが必要である。 

 

①情報化の推進 

情報技術を活用して、効率的

に情報共有を進めるとともに、

事務処理においても、効率化・

迅速化、省資源化を図る。 

なお、国民への情報提供等の

利便性の向上に係る業務及び

内部管理業務について、分析及

び体系的整理を行うとともに、

経済産業省電子政府構築計画

に基づき、これらの業務の最適

化計画を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務の効率化の推進 

 

 

 

 

 

 

①効率的な業務実施を図るた

め、事務の電子化を進め、機構

内部にイントラネットを構築し

て、情報基盤の整備充実を図る。

 また、外部からの不正アクセ

ス等を防ぐため、十分な対策を

講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務の効率化の推進 

 

 

 

 

 

 

①情報化の推進 

事務のより一層の電子化を進める

ため、機構内イントラネットを拡張

して、情報基盤の整備充実を図る。

また、現在使用中の会計システム等

を改良するなど、管理業務において

情報システムの活用を通じた業務

の省力化、迅速化を図る。また、よ

り高度になってきている外部から

の不正アクセス等の問題について、

臨機応変、適切に対処しうるよう

に、適切な管理ツールを導入してネ

ットワークセキュリティ管理の改

善に努める。さらに、情報セキュリ

ティに係る職員の意識を向上させ

るように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務の効率化の推進 

 

 

 

 

 

 

①情報化の推進 

ａ）業務の省力化、迅速化 

昨年度導入した人事情報システ

ムの充実（職員希望調書に合わせ

た専門領域のデータを入力し、シ

ステムの汎用性を高めた。）を図る

とともに勤怠システムを構築し

た。また、業務の省力化、迅速化

に資するための予算管理システム

及び契約管理システムに係る基本

設計を完了した。 

効率的な業務実施の観点から、

会計システムの利便性を改良する

とともに、新たに勤務表の電子化

を進めた。 

 

ｂ）イントラネットの整備と活用 

全役職員が利用するグループウ

ェアの機能をより使いやすくする

ことを目指して、クライアントサ

ーバ版からＷｅｂ版への置き換え

を進めた。また、新たに開設した

福井事務所への専用回線を設置す

る等、情報基盤の整備充実を行っ

た。 

ｃ）セキュリティの確保 

セキュリティ確保のため、ファ

イアウォールを適切に管理すると

ともに、各役職員のＰＣに対して

もウィルス検出ソフトのアップデ

ートを実施した。また、全職員を

対象として情報セキュリティ研修

を２回実施した。なお、情報漏洩

リスクへの対応のため、パソコン

のハードディスクを暗号化し、可

搬式電磁的記録媒体に格納するフ

ァイルを暗号化するツールの導入

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）業務の効率化の推進 

 

 

 

 

 

 

①情報化の推進 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

新規導入の必要性に応

じて順次対応してきた。 

また、全職員が利用する

グループウエアのＷｅｂ

版への置き換え、セキュリ

ティ確保への施策等、適切

に実施した。 

２）情勢変化対応 

労務業務面で管理職を

含めた時間管理に対応し

たシステムの導入準備等

を的確に行った。 

また、年度開始後に決定

された福井事務所開設に

向けての専用回線設置、情

報機器の調達、等を適切に

実施するとともに、他組

織・企業において原子力関

連情報が漏洩した事態を

受けて、職員への注意喚起

や情報セキュリティ研修

教材への反映、暗号化ツー

ルの導入等を的確に行っ

た。 

 

３）運営効率化 

人事システムについて

は、専門領域のデータ項目

の増加に伴いシステムの

汎用性が拡大し、業務効率

化の幅を広げた。また、勤

務表の電子化に対応し、人

事データの共有が可能と

なるように改善した。 

 ○一層の随意契約の見直

し、費用算定の透明化

などを検討されたい。 

○業務統合的な情報管理

に関して今まで以上の

改善が見受けられる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を開始した。 

ｄ）規格基準部では、安全規制に係

る規格類の整備支援の一環とし

て、海外規制情報に関する機構の

調査・研究成果等を学協会等一般

へ提供するため、事業成果をデー

タベース化し、ウェブで閲覧する

システムを開発し、機構内で運用

している。（本件は、Ｄ１Ａ（１）

②にも有り） 

ｅ）安全情報部では、各種情報化シ

ステムの導入及び強化を次のとお

り行なった。 

・安全情報データベースの拡充及び

より柔軟な情報の活用を目指して

システムを更新した。 

・安全情報等に関するセキュリティ

ポリシーについて職員への徹底を

図るとともに、安全情報データベ

ースシステムへの外部侵入の模擬

抜き打ち検査を行い、問題ないこ

とを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度当初には想定して

いなかったが、電子化され

ていないため関係者から

のニーズの高かった予算

執行及び契約業務管理の

ためのシステム構築につ

いて計画を立案し、中期計

画期間中の導入を目指し

た基本設計を完了して、よ

り一層の業務運営効率化

へ向けた計画実施を進め

た。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

年度当初には想定して

いなかった労務業務面で

のニーズに的確に対応し、

勤務表の電子化を図るな

ど、着実に実施した。 

また、年度当初には想

定していなかった福井事

務所開設に的確に対応し

た。 

さらに、セキュリティ

確保のための施策につい

ては、外部からの不正ア

クセスを防止(約３千件/

日)し、電子メールに添付

されたウィルスを適切に

検知・駆除(２８，７５５

件/年、約８０件/日)する

とともに、全職員を対象

とした情報セキュリティ

研修について、第１回目

は約９１％、第２回目は

８１％が受講、等着実に

実施した。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント及び成果とも

に評価はＡであるので、総

合評価もＡとした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

②調達等の効率化 

業務内容に応じ、外部機関を

活用するとともに、競争的な調

達を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③業務経費の削減 

運営費交付金による業務につ

②経済産業省の策定するオンラ

イン実施方策の提示等の条件整

備を受け業務の最適化計画を策

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③物品、役務の調達等において

は、一般競争入札等を活用し、

②ｅ-ＭＥＴＩ計画への対応 

経済産業省から提示されたオンラ

イン実施方策等に基づき、業務の最

適化計画の検討を進める。検討にあ

たっては、機構の規模を考慮した計

画となるよう配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③調達等の効率化 

物品、役務の調達等は、原則とし

②ｅ－ＭＥＴＩ計画への対応 

最適化計画を策定する対象業務を

選定する前提として、内部管理業務に

係る調査及び整理を開始した。 

また、業務の最適化手法（ＥＡ手法）

に係る最新情報を収集、調査するとと

もに、経済産業研修所のＣＩＯ／ＣＴ

Ｏ研修に職員を参加させ、業務の最適

化に係る業務を担当する職員の能力

向上に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③調達等の効率化 

ａ）競争実施によるコストの削減 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

②ｅ－ＭＥＴＩ計画への対

応 

１．マネジメント； Ｂ 

１）進捗管理 

Ｈ１８年度中の最適化

計画策定に向けた作業を

開始した。 

２）情勢変化対応 

「独法等の業務システ

ム最適化実現方策(各府

省情報化統括責任者(Ｃ

ＩＯ)2005年 6月 28日連

絡会議決定)」を踏まえ

て、業務全般に責任を持

った情報化統括責任者

(ＣＩＯ)を設置するとと

もに情報システム等に関

する専門的知見を有する

ＣＩＯ補佐を配置した。 

３）運営効率化 

職員の能力向上に努

めるとともに外部専門家

の力を借りて効率的に作

業を推進した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

業務の最適化手法(Ｅ

Ａ手法)は新たな手法で

あることから最新情報を

収集、調査するとともに

研修で担当職員の能力向

上に努めつつ、Ｈ１８年

度中の最適化計画策定に

向けた作業計画に沿って

実施した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果と

もに評価はＢであるので、

総合評価もＢとした。 

 

③調達等の効率化 

ａ）競争実施によるコスト
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

いては、効率的遂行に努め、事

業費（Ⅲ．Ａにいう検査等に係

るものを除く。）については、

中期目標の期間の最後の事業

年度において機構設立時（通年

ベース換算）比３％（物価変動

を考慮して補正を行う。）を上

回る削減を達成する。 

また、一般管理費について

は、中期目標の期間の最後の事

業年度において機構設立時（通

年ベース換算）比１０％（物価

変動を考慮して補正を行う。）

を上回る削減を達成する。 

既存事業については不断の

見直しを行い、原子力安全の確

保の観点から新たに事業が必

要となる場合にも全体の効率

化に配慮する。 

 

コストの低減化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④運営費交付金による業務につ

いては、効率的遂行に努め、事

業費（検査等に係るものを除

く。）については、中期目標の期

間の最後の事業年度において機

構設立時（通年ベース換算）比

３％（物価変動を考慮して補正

を行う。）を上回る削減を達成す

る。 

て一般競争入札とし、コストの軽減

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④業務経費の削減努力 

運営費交付金による業務について

は、引き続き効率的遂行に努める。

各部における物品及び役務の調

達等については、業務の内容から

１社への随意契約が必要なものを

除いて一般競争入札を、一定金額

以下の随意契約ができるものにつ

いても複数見積書の徴取（見積合

わせ）をそれぞれ行うこととし、

契約件数１，８６９件中、一般競

争入札及び見積合わせを５０４件

実施して、予算に比し、約７億円

のコスト削減を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④業務経費の削減努力 

ａ）事業費 

平成１７年度の事業費（検査等に係

るものを除く）については、運営費交

付金予算ベースで、平成１６年度に対

して、約１．４９％の削減を行ってお

り、中期目標の期間の最後の事業年度

において機構設立時の平成１５年度

（通年ベース換算）比３％（物価変動

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ｂ）

 

総 合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

 

成  果

の削減 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

契約審査委員会を計２

１回開催して、的確に契約

の審査を行った。 

２）情勢変化への対応 

談合等による国からの

指名停止業者に対して、関

連規程の整備を含め、ＪＮ

ＥＳとして的確に対応し

た。 

３）運営効率化 

会計規程等の見直しを

行い、分任契約担当職への

委任を進めるなど（平成１

８年４月１日から施行）、

業務運営の効率的な実施

に努めた。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

一般競争入札を実施し

て、約７億円のコストを削

減した。 

談合問題等への対応、業

務運営効率化の観点から、

規程の整備を行った。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメントの評価は

Ａ、成果の評価はＢ、とし

たため総合評価はＢとし

た。 

 

④業務経費の削減努力 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

  該当無し 

２）情勢変化への対応 

  該当無し 

３）運営効率化 

  該当無し 

 

２．成果：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

また、一般管理費については、

中期目標の期間の最後の事業年

度において機構設立時（通年ベ

ース換算）比１０％（物価変動

を考慮して補正を行う。）を上回

る削減を達成する。 

既存事業については不断の見

直しを行い、原子力安全の確保

の観点から新たに事業が必要と

なる場合にも全体の効率化に配

慮することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を考慮して補正を行う）を上回る削減

を達成するという目標に向かって、概

ね着実に経費を削減している。 

また、業務実施のために外部機関を

活用する際には、随意契約が必要な場

合を除いて、一般競争入札を行うこと

とし、経費の削減に努めた。 

さらに、事業の実施に当たっては、

部内に審査制度を設けて部長以下の

職員により事業の実施計画、発注方式

(一般競争、随意契約)見積書等につい

て、十分審査し事業費の効率的運用に

努めた。 

 

ｂ）一般管理費 

平成１７年度の一般管理費につい

ては、運営費交付金予算ベースで、平

成１６年度（通年ベース換算）に対し

て、約６．０９％の削減を行っており、

中期目標の期間の最後の事業年度に

おいて機構設立時の平成１５年度（通

年ベース換算）比１０％（物価変動を

考慮して補正を行う）を上回る削減を

達成するという目標に向かって、経費

を削減している。 

また、平成１６年度に引き続き、独

法移行前の法人等から入手した備品

類を活用するとともに、新規購入分に

ついては、原則として競争入札よって

購入することより経費削減を図った。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ｂ）

 

 

総  合

（Ｂ）

 

 

１）計画達成度 

運営交付金ベースで、前

年度比で、事業費は１．４

９％、一般管理費は６．０

９％の削減を実施し、計画

を概ね達成した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

成果の評価はＢ（マネジメ

ントは該当無し）であるの

で、総合評価もＢとした 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ⅲ．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する事項 
機構が提供するサービスは、

原子力安全行政の基盤的業務を

実施する機関として、業務を的

確に実施しつつ、専門機関とし

てのポテンシャルを活用して、

原子力安全規制行政の高度化に

貢献するとともに、原子力安全

確保に関する情報を積極的に発

信、提供することであり、その

結果として、原子力の安全確保

を確実にすること及び原子力安

全に関する国民の信頼を構築す

ることが期待される。 
原子力安全規制のあり方につ

いては、軽水炉技術の成熟化、

再処理施設等の事業化、国民に

対する説明責任の重要性増大等

様々な要因により、これまで以

上に科学的・合理的であること、

透明性高く、わかりやすく説明

されること、国際的な連携を強

化することが求められている。 
機構は、こうした要求に応え

るため、以下の業務を的確に実

施しつつ、より効果的で実効性

の高い原子力安全規制のあり方

について、積極的に保安院に提

言していくことが求められる。 
Ａ．原子炉等規制法及び電気事

業法に基づく検査等業務を

実施すること。 
Ｂ．国が安全審査を行うに際し

ての事業者が行った安全解

析の妥当性を確認するなど

原子炉施設等の安全性に関

する解析、評価を行うこと。 
Ｃ．国が行う防災業務を支援す

るために、緊急事態応急対

策拠点施設（オフサイトセ

ンター）の整備及び維持管

理、緊急時対策支援システ

Ⅱ．国民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関

する事項 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項 
 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項 
 
 
 

 
 

 全体 
Ａ 
 

○原子力安全保安院、事

業者との調整を充分に

はかり、原子力の安全

向上に期待以上の成果

をあげていると判断す

る。 
○国民への安心･安定し

たエネルギー供給に貢

献しており、十分評価

できる。 
○ＪＮＥＳは原子力の安

全に関し国民の負託を

受け、事業者の安全へ

の取り組みを監査する

役割を有する。このた

め検査を実施するだけ

でなく、検査が有効な

ものかを国民に説明す

る義務もある。平成１

７年度の成果はこの両

者において高く評価さ

れるべきものだと考え

る。 
○中期目標達成のための

措置が各項目において

適切に講じられてい

る。 
 
 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

29 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ムの管理運用、防災訓練の

実施支援並びに原子力防災

対策に関する調査研究を行

うこと。 
Ｄ．国が安全規制を的確に実施

するために必要となるデー

タ、技術的知見を収集する

ため調査、試験及び研究を

実施すること。 
Ｅ．国内外の関連施設の運転に

係る情報の収集、整理及び

分析を行うこと並びに原子

力安全に係る情報の提供を

行うこと。 
Ｆ．原子力安全に係る二国間及

び多国間の国際協力に参画

するとともに、情報の収集

及び提供、技術者交流等関

係業務を実施すること。 
 

Ａ．検査等に関する業務 Ａ．検査等に関する業務 Ａ．検査等に関する業務 Ａ．検査等に関する業務   
 

 
 

 
 

検査等業務は、規制当局が事

業者に要求した事項が確実に

履行されていることを具体的

に確認する行為であり、原子力

安全規制において、重要な役割

を担っている。機構は、原子炉

等規制法及び電気事業法に基

づき、検査又はこれに類する業

務として各種の検査、安全管理

審査及び確認の業務（以下「検

査等」という。）を行うことと

されており、これらを公正かつ

厳正に、また、夜間休日を問わ

ず、機動的に実施することが求

められる。 
特に、定期安全管理審査は、

平成１４年１２月の電気事業

法改正により法定義務化され

た定期事業者検査の実施体制

を審査することにより、国が直

接確認を行う定期検査だけで

なく、定期事業者検査全体が適

①検査等業務については、公正

かつ厳正に、また、機動的に実

施できるよう、研修等により検

査員の能力向上に努めるととも

に、検査等業務を効率的かつ迅

速に実施できるよう、適切な人

員配置を図るなど検査体制の整

備について検討を行う。 
 
②平成１４年８月、明らかとな

った原子力発電所自主点検記録

に係る不正問題に対する再発防

止対策の一環として、事業者の

自主点検の法定化を行うととも

に、その適切性についての客観

性の担保及び必要に応じその改

善を促す仕組みとしての定期安

全管理審査が電気事業法の改正

により導入され、機構が実施主

体となった。 
定期安全管理審査は、事業者

の自主点検の実施体制につい
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

切に行われることを監査的手

法により確認するために、新た

に導入されたものである。この

ため、機構は、原子力発電所の

現場に関する知識及び品質保

証に関する知識を有する人材

を確保して、当該業務を的確に

実施することが求められる。 
また、事業者の保安活動をチ

ェックする検査等業務につい

ては、一律ではなく事業所毎の

リスクに応じたやり方にする

等により効果的、効率的な検査

のあり方について検討してい

くことが必要であり、機構は、

自ら行う検査等業務の他、PSA
（確率論的安全評価）解析、国

外の動向調査等により得られ

る知見を総合して、より効果的

に検査を実施するために、積極

的な提言を行うことが求めら

れる。 
なお、核燃料サイクル施設に

係る検査等業務に関しては、現

場重視の観点から、大型核燃料

サイクル施設が集中立地する

青森県等における体制の整備

を検討する。 
 

て、その組織、工程管理、検査

の方法等に係る品質保証体制を

審査するとともに、保守点検作

業等に係るその実施の状況につ

いて現地にて確認することによ

り、品質保証体制の有効性等安

全管理の状況について行うもの

である。 
機構は安全管理審査の実施主

体として、従前の国又は指定機

関が行っていた検査等の適切か

つ確実な実施を図ることはもと

より、安全管理審査の効果的な

運用を図り、その実効性を高め

るため、品質保証に関する十分

な審査体制の確保、客観的な審

査基準の整備等を行い、原子力

安全の向上及び国民の信頼の回

復に繋がるよう努めることとす

る。 
 
③核燃料サイクル施設に係る検

査等業務に関しては、現場重視

の観点から、また、これを効率

的かつ迅速に実施できるよう、

大型核燃料サイクル施設が集中

立地する青森県等における体制

の整備を検討する。 

 
 

Ａ１．検査等に関する業務 （電
源立地勘定事業） 

Ａ１．検査等に関する業務 （電
源立地勘定事業） 

Ａ１．検査等に関する業務（電源立地勘

定事業） 
Ａ１．検査等に関する業務 
（電源立地勘定事業） 

Ａ  立 地 
（Ａ） 

（１）検査制度の高度化検討支

援 

保安院における検査制度の

見直しに対応し、効果的な検査

システムの構築に寄与すべく、

検討に必要な情報の提供、技術

的検討を行う。 

 

（１）検査制度の高度化検討支援

保安院が行う検査制度の見直

しに対応するため、原子炉施設

等のリスク情報に基づく検査制

度の検討、自然欠陥に関する検

出性及びサイジング評価技術の

高度化検討、効果的な検査手法

等に関する検討、関連データの

収集整備等を行う。 

また、施設検査データベース

ソフトの実用化を図る。 

（１）検査制度の高度化検討支援 

 

①リスク情報に基づく検査制度の開

発整備 

ａ）原子炉施設 

イ）検査（定期検査、定期事業者

検査、保安検査、定期安全管理審

査）と検査時指摘事項や安全達成

度の位置づけ等、リスク情報を活

用した検査制度の枠組みを検討

する。 

 

 

（１）検査制度の高度化検討支援 

 

①リスク情報に基づく検査制度の開

発整備 

ａ）原子炉施設 

イ）「リスク情報」の有用性と検

査制度への活用の方向性を検

討・整理し、「検査の在り方に

関する検討会」における議論に

供した。また、規制機関が事業

者の保全プログラムや保安活

動の妥当性を確認する際に「リ

スク情報」の活用が有用な項目

 

 

Ａ 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①リスク情報に基づく検査

制度の開発整備 

ａ）原子炉施設 

イ）外部評価委員会にお

いて評価（解-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「検査と質」を把握し

て、これを管理する仕

組みを考察するように

何回も言われているの

だから、そろそろ、

JNES の組織能力－
JNES 実施事項－その
結果の状態、の３者の

関係を理解して、最終

的な質（結果と状態）

のレベルの把握、そう

なってしまう管理機構

の問題、それをもたら

ず組織が保有する能力

を半ば定量的に分析し
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

ロ）検査の実効性向上に資するた

め、炉心健全性及び格納容器健全

性の観点から、検査の重点化対象

候補の摘出や機器の故障モード

に応じた適切な検査方法の検討

等を、リスク重要度を活用して行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）日本機械学会の原子力専門委

員会維持規格分科会に設置され

ている、「リスクベース検査作業

会」において、リスク情報を活用

した供用期間中検査の検討等に

参画し、リスク情報を活用した供

用期間中検査の検討に資する 

 

ｂ）原子力施設 

リスク情報を活用した規制（Ｒ

ＩＲ）への取り組みが最も積極的

な米国を対象に、ウラン加工事業

者の統合安全解析（ＩＳＡ）の実

施状況等について調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

と活用内容を具体化した。この

検討成果は「検査の在り方に関

する検討会」の議論に供される

予定である。 

ロ）機器のリスク重要度の評価に

おける不確実さの評価の一環

として、共通原因故障の想定範

囲に係る感度解析やアクシデ

ントマネジメントのリスク重

要度への影響を把握し、リスク

重要度評価の頑健性を高めた。

更に、国内４ループ加圧水型

原子炉（ＰＷＲ）ードライ型格

納容器プラント及び国内沸騰

水型原子炉（ＢＷＲ－５ Ｍａ

ｒｋ－Ⅱ型格納容器プラント）

の出力運転時を対象にして、国

内機器故障率データで格納容

器隔離の非信頼度を解析し、そ

の結果を用いて確率論的安全

評価（ＰＳＡ）による機器・系

統の重要度解析を実施し、格納

容器健全性の観点からリスク

上重要な機器を抽出した。 

ハ）日本機械学会の「リスクベー

ス検査作業会」に基盤機構の配

管リスク重要度と機械学会維

持規格(２００２年改訂版)にて
規定された検査方法等の比較

を発表し、リスク情報を活用し

た配管の供用期間中検査につ

いての議論の進展に貢献した。 
ｂ）原子力施設 

核燃料加工施設ＩＳＡの考え

方・課題などについて、ＪＮＥＳ

米国駐在の協力のもとに、米国原

子力規制委員会（ＮＲＣ）及びＭ

ＯＸ燃料加工施設の建設会社で

ある Duke Cogema Stone & Webster

（ＤＣＳ）社を訪問して質疑・意

見交換を行なった。またＮＲＣ主

催のワークショップなどで公開

された米国の情報を入手し整理

した。これらの結果を整備を進め

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ)外部評価委員会にお

いて評価（解-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ)外部評価委員会にお

いて評価（解-4） 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力施設 

外部評価委員会におい

て評価（解-8） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て見せて欲しい。 
○検査制度の効率向上

（確認すべき点を的確

に確認し、問題を適切

に指摘することを少な

い工数で実現してい

る）への貢献を高く評

価できる。【Ａ１），Ａ

２），Ａ３）共通のコメ

ント】 
○検査の在り方の検討支

援など期待される役割

を十全に果たした。 
○法令が改正されて現在

の検査制度に切り替わ

った直後はかなりの混

乱が見られた。それに

対応するプロジェクト

チームを発足させ、現

場の意見をきちんと反

映させて体制を立て直

したのは高く評価しな

ければならない。 
○検査等業務適正化への

取組をはじめ、業務の

適切な運営と多大の成

果が認められる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

②検査技術及び手法の調査 

ａ）国内外の原子力の検査関連情報

の収集･分析･調査 

イ）国内の学協会における原子力

施設の検査関連規格の策定、改訂

等に関する情報を収集、分析す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ているウラン加工施設ＩＳＡ手

順書へ反映した。 

さらに、米国連邦規制に基づい

て、既認可事業者が実施している

ＩＳＡに関する審査方針、審査手

順、審査状況について、調査・整

理した。 

 

② 検査技術及び手法の調査 

ａ）国内外の原子力の検査関連情報の

収集分析･調査 

本調査は「原子力検査基盤整備事

業」の一環として、ＩＳＩによる安

全確保の向上と検査員の被ばく低減

の検討に資することを目的として、

ＲＩ－ＩＳＩ(リスク情報を活用し

た供用期間中検査)、米国の拡大検

査、ＰＤ認証制度、機器の重要度分

類及び検査員の被ばく低減につい

て、米国、欧州及び我が国における

関連情報を平成１８年度まで収集･

分析する。 

イ）－１ 日本のＰＤ制度の調査(日

米の比較) 

日本非破壊検査協会（ＮＤＩ）

のＰＤに関する規格ＮＤＩＳ０６

０３が保安部会原子炉安全小委員

会にて承認され、これに基づいて

我が国のＰＤの体制作りが進めら

れている。米国の認証機関はＥＰ

ＲＩに設けられているＰＤＡ（PD 

Administrator）であるが、日本で

は中立機関であるＮＤＩである。

現在、日本で認証の対象となっ

ているのはＵＴ(超音波探傷検査)

によるオーステナイト鋼突合せ溶

接部の検査のみであるが、米国で

はフェライト鋼配管溶接部、異種

金属溶接部、原子炉圧力容器の各

部等のＵＴについても認証が行わ

れており、日本でも認証対象を広

げることを提言する。 

イ）－２ 欧州のＰＤ制度の調査(欧

米の比較)  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②検査技術及び手法の調査 

ａ）国内外の原子力の検

査関連情報の収集分析･

調査 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
 国内における検査関連規

格の動向調査は、関連学協会

の動向をスケジュールどお

り実施した。 

 海外の検査関連動向の調

査については、外注先とキッ

クオフ、中間報告、成果報告

の会合を通して進捗状況を

確認しつつ進めた。さらに

月報を提出させて、きめ細

かく管理した。 
 また、当初予定の一部の

調査は、公募に応ずる会社

がなく、計画を見直し、

ハ)-1 の調査結果から必要

性が確認されたハ)-2 の項

目を実施することとした。 
２）情勢変化対応 
 保安院「検査のあり方検

討会」、「リスク情報活用検

討会」、機械学会「リスクベ

ース検査作業会」における、

検査の動向、検査における

リスク情報の活用の方向性

を確認しながら調査を進め

た。 
「検査のあり方検討会」

では保安院は「定量的なリ

スク評価」等を活用して、

検査手法の高度化について
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）供用期間中検査（ＩＳＩ）の

対象部位、試験方法（技量認定制

度を含む）等の見直しによる安全

性の向上のための調査と試験員

の被ばく低減を図ったＩＳＩの

検討を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧州のＰＤ制度としては、ＥＮ

ＩＱ（技量認定のための欧州ネッ

トワーク、欧州の原子力発電事業

者により設立され、ＥＵの中にあ

る）において基準を作り、各国は

自国の状況を反映して認証を制

度化している。ＥＮＩＱと米国の

ＰＤの特徴は以下のとおりであ

る。 

・ 米国では認証対象溶接部、検査

方法（ＵＴ）を指定しているが、

ＥＮＩＱではこれらを指定す

ることなく、一般論を示してい

る。 

・ このため、米国では多くの試験

体が必要となり、コストが高く

なるが、ＥＮＩＱでは試験体は

少なくてすみ、コスト的に有利

である。 

ロ）－１ ＩＳＩ対象機器に関する重

要度分類の整合性の確認 

ＩＳＩ対象機器・系統について、

告示５０１号の区分、安全重要度分

類による区分、耐震重要度による区

分の整合性について、確認する必要

があることが保安院から指摘され

ていたことに対応して、国内のＢＷ

Ｒ、ＰＷＲ各１基について、分類対

比表を作成し、検討した結果、大き

な差異は無いことを確認した。 
ロ）－２ 米国の検査員の被ばく低減

遮蔽装置の改良、被ばく線源と

なる放射性核種の種類と量の削減

等の被ばく低減策の実施と共に、

リスク情報を活用した供用期間

中検査（ＲＩ－ＩＳＩ）の採用に

よって検査量が低減することに

より、被ばく低減に寄与すること

が解った。 

ロ）－３ 欧米のＲＩ－ＩＳＩ導入に

よる被ばくの実態調査 

本調査については、当初予定し

ていた他の課題に関する調査に対

して、公募に応ずる会社がなく、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討することにしており、

リスク情報の活用項目とし

て検査・運転分野では系

統・機器の検査対象・項目

等の妥当性評価を上げてお

り、定期検査にこれを適用

した場合、ＲＩ－ＩＳＩが

含まれることになる。 

 又、検討会の検討対象分

野として保守・検査時の被

ばく低減があがっており、

これに反映すべく、調査項

目に取り上げている。すな

わち、ハ)-1 の調査結果や

ＩＳＯＥ関係者との討議か

ら、従事者の被ばく低減策

としてＲＩ－ＩＳＩの導入

が有効であると考えられる

ことから、ハ)-2 の調査を

追加実施することとした。 
３）運営効率化 
 ＪＮＥＳ内の関係組織

(検査業務部、安全情報部)
と打ち合わせを密にし、調

査の適正化と効率化を図

った。 
 
２． 成果：Ａ 
１）計画達成度 
 ＩＳＩ対象機器の重要度

分類の整合性が確認され

た。また、検査員の被ばく

低減にＲＩ－ＩＳＩが有望

であることがわかった。こ

のような分析･調査結果を

所定の報告書にまとめた。

また、ＰＤに関する調査は

十分に行うことができ、提

言すべき項目が得られた。 
２）安全確保 
 ＲＩ－ＩＳＩは従来の

ＩＳＩと同等の安全を確

保しつつ検査を合理化し

ていくものであって、本調
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）経済協力開発機構／原子力機

関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）検査実務

に関するワーキンググループに

おける各国の検査情報の収集及

び意見交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）施設検査データベースソフトの

整備 

検査関連文書のデータベース化

を図るとともに、保安院及び機構

の検査担当者がより効率的に業務

を遂行できるように拡充整備を図

調査の観点を再検討していたとこ

ろ、保安院「検査のあり方検討会」

で本課題が検討対象となったこと

から、これを優先的に扱うことと

し、当初は平成１８年度実施予定

の「ハ」－１」調査の結果に基づ

く実態調査を繰り上げ実施するこ

ととした。このため、調査期間が

平成１８年度にかかるため、実績

については平成１８年度に報告す

る。なお、公募ぬ応じる会社がな

く、本年度調査を行わなかった課

題については、Ｈ１８年度に調査

の観点を設定し直して実施するこ

ととしている。 

ハ）経済協力開発機構／原子力機関

（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ）検査実務に

関するワーキンググループ（ＷＧ

ＩＰ）における各国の検査情報の

収集及び意見交換 
各国の検査活動の報告及び原

子力発電所の検査業務量の調査

方法等について意見を交換した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

ｂ）施設検査データベースソフトの

整備 

昨年度の整備した検査業務部の

業務効率向上に役立てるためのシ

ステムの改善整備に加え、燃料サ

イクル本部の業務効率向上のため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

査結果が保安院･検査課に

よって、ＩＳＩに具体的に

反映されることになる。 
 ＰＤはき裂発生の可能

性が考えられる箇所の検

査を確実に行うためのも

のであり、本調査結果が検

査課によって安全確保に

有効に活用されることに

なる。 
３）規制高度化 
 「検査のあり方検討会」

における検討の中でＲＩ

－ＩＳＩに関する本調査

結果及び検査員の被ばく

低減に関する本調査結果

が活用されることになる。 
 「リスク情報活用検討

会」において検討されてい

るリスク情報を活用した

規制（ＲＩＲ）の一環とし

てＲＩ－ＩＳＩに関する

本調査結果が活用される

ことになる。 
４）緊急時対応 
 該当なし。 
 
３．総合評価：Ａ 
 計画していた調査は十分

に行うことができ、今後の

方向を提言することができ

た。 

本調査において得られた成

果が保安院によって活用さ

れ、具体的展開が図られる

ことを期し、その道筋をつ

けた。 

 

ｂ）施設検査データベース

ソフトの整備 

１．マネジメント： Ａ 

１）進捗管理  

作成済み検査関連文書

（報告書等）約３０万頁の
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のシステムの整備を実施した。ま

た、作成済み検査関連文書約３０

万頁のデータベース化を図った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データベース化を図ると

ともに、文書作成支援機能

等の業務効率化システム

の整備を予定通りの期間

で完結させた。この間、ユ

ーザである検査業務部の

意見を適宜確認する等進

捗管理は良好であった。 

２）情勢変化対応 

特に大きな情勢の変化

はなかった。 

３）運営効率化 

上記のように大量の検

査関連文書のデータベー

ス化も効率化により期間

内に完結させた。 

 

２．成 果： Ａ 

１）計画達成度 

検査業務部向け及び核

燃料サイクル施設検査本

部向けシステムを予定通

り整備でき、計画を達成し

た。 

２）成果の活用 

両システムとも活用が

開始されており成果の活

用は十分行われている。 

３）規制高度化 

該当なし 

４）緊急時対応 

該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

大量の検査関連文書の

データベース化、及び検査

関連部の意向を取り入れ

てのシステム構築を期間

内に達成でき、マネジメン

トは良好であった。また、

成果の活用も十分である

ことからＢと評価した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ｃ）配管破損事象等の収集・調査 

リスク情報に基づく検査制度の

開発整備の過程で、ＯＥＣＤ／Ｎ

ＥＡ配管損傷データベースにおけ

る各国の配管損傷データを調査

し、活用する 

ｃ）配管破損事象等の収集・調査 

ＯＥＣＤ／ＮＥＡデータベース

を統計処理し求めた配管損傷頻度

に基づく配管のリスク重要度評価

結果等をＯＥＣＤ／ＮＥＡ配管の

供用期間中検査方法のベンチマー

ク検討会議にて発表した。 

 

Ａ ｃ）配管破損事象等の収

集・調査 
外部評価委員会におい

て評価（解-4） 

 

 

 

Ａ２．法令に基づく検査等業務

（電源利用勘定事業） 
Ａ２．法令に基づく検査等業務

（電源利用勘定事業） 
Ａ２．法令に基づく検査等業務（電源利

用勘定事業） 
Ａ２．法令に基づく検査等業務（電源利 
用勘定事業） 

Ａ  利 用 
（Ａ） 

（１）原子炉等規制法及び電気

事業法に基づく検査等業務 

検査又はこれに類する業務の

実施に当たっては、標準処理期

間を定め、的確にこれを行い、

その結果を速やかに経済産業

大臣に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（以

下、原子炉等規制法という。）

第１６条の３第１項、第２８条

第１項、第４３条の９第１項、

第４６条第１項及び第５１条

の８第１項に規定する使用前

検査に関する事務の一部 

 

 

②原子炉等規制法第１６条の

５第１項、第２９条第１項、第

４３条の１１第１項、第４６条

の２の２第１項、第５１条の１

０第１項に規定する施設定期

（１）法令に基づく検査等業務 

機構は、原子炉等規制法及び電

気事業法に規定される以下の検

査等について、経済産業大臣の指

示が有った日以降、当該検査等を

行う検査員の指定、検査要領書の

策定等を機構において定める標

準処理期間内に適切に処理し、事

業者の検査工程に合わせ厳格に

実施することとする。 

また、その結果は検査等の終了

後速やかに経済産業大臣に報告

する。 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第１６条の３

第１項、第２８条第１項、第４

３条の９第１項、第４６条第１

項及び第５１条の８第１項に規

定する使用前検査に関する事務

の一部 

 

 

 

 

②原子炉等規制法第１６条の５

第１項、第２９条第１項、第４

３条の１１第１項、第４６条の

２の２第１項、第５１条の１０

第１項に規定する施設定期検査

（１）法令に基づく検査等業務 

機構は、原子炉等規制法及び電気事

業法に規定される以下の検査等につい

て、事業者の検査等工程を勘案して、

厳格に実施する。また、経済産業大臣

から通知のあった日以降、検査員等の

指定、検査要領書の策定等を機構が定

める標準処理期間内に適切に実施する

よう努める。 

なお、その検査等の結果は検査等の

終了後速やかに経済産業大臣に通知す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第１６条の３第１

項、第２８条第１項、第４３条の９第

１項、第４６条第１項及び第５１条の

８第１項に規定する使用前検査に関

する事務の一部 

 

 

 

 

 

②原子炉等規制法第１６条の５第１

項、第２９条第１項、第４３条の１１

第１項、第４６条の２の２第１項、第

５１条の１０第１項に規定する施設

定期検査に関する事務の一部 

（１）法令に基づく検査等業務 

機構は、原子炉等規制法及び電気事

業法に規定される以下の検査等につい

て、経済産業大臣から通知の有った日

以降、事業者の検査等工程を勘案して、

厳格に実施した。 

また、これら検査等の結果は検査等

終了後、機構が定める標準処理期間内

に経済産業大臣に通知するよう努め

た。 

具体的には、申請（通知）件数とし

て、全種類（本項以外の検査等も含む）

合わせて１，３５３件あり、これに対

して検査員の延べ検査人日数は１６，

７８５人・日にも上ったが、資源を活

用し適正な検査等業務を実施するとと

もに、標準処理期間内にその結果を経

済産業大臣に通知するよう努めた。 

 

①原子炉等規制法第１６条の３第１

項、第２８条第 1 項、第４３条の９第

１項、第４６条第１項及び第５１条の

８第１項に規定する使用前検査に関す

る事務の一部 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 ２９件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ３２件 

 

②原子炉等規制法第１６条の５第１

項、第２９条第１項、第４３条の１１

第１項、第４６条の２の２第１項、第

５１条の１０第１項に規定する施設定

期検査に関する事務の一部 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

（１）法令に基づく検査等

業務 
１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
平成１７年度の検査等

業務の実行管理について

は、当機構の検査資源を効

率的に活用するよう、事業

者が計画する検査等工程

も可能な限り尊重し、円滑

かつ適切に対応すること

としている。 
具体的には、検査部門の

計画グループが事業者の

予定する検査等計画を随

時一元的に情報入手する

とともに、常に全ての検査

員の執務状況を把握しつ

つ、これらを勘案して逐次

検査員チーム等に対し担

当案件を振り分け指示す

ることとしている。 
また、事業者の都合等に

よる検査等工程の計画変

更に対しても、上述と同様

な管理プロセスにおいて、

担当検査員、チーム等の業

務調整等を鋭意行うこと

により、弾力的に実行管理

するよう努めた。 
 
２）情勢変化対応 
検査等業務の適切な執

行は、もとより原子力施設

 

○各種検査が適正に行わ

れ、改善のための努力

もみられる。 
○検査業務自体は法令に

基づき粛々と実施され

るべきものであるが、

新しい制度の導入のた

め不明確な点が多い

中、それを関係者のコ

ンセンサスを得ながら

克服し業務を遂行した

ことは特筆すべきこと

である。 
○検査等業務適正化への

取組をはじめ、業務の

適切な運営と多大の成

果が認められる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

検査に関する事務の一部 

 

 

 

 

③原子炉等規制法第５１条の

６第１項に規定する確認に関

する事務の一部 

 

 

 

 

 

④原子炉等規制法第６１条の

２第1項に規定する確認に関す

る事務の一部 

 

 

 

 

⑤電気事業法第４９条第１項

に規定する使用前検査に関す

る事務の一部 

 

 

 

 

 

⑥電気事業法第５１条第１項

及び第３項に規定する燃料体

検査に関する事務の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に関する事務の一部 

 

 

 

 

③原子炉等規制法第５１条の６

第１項に規定する確認に関する

事務の一部 

 

 

 

 

 

④原子炉等規制法第６１条の２

第１項に規定する確認に関する

事務の一部 

 

 

 

 

⑤電気事業法第４９条第１項に

規定する使用前検査に関する事

務の一部 

 

 

 

 

 

⑥電気事業法第５１条第１項及

び第３項に規定する燃料体検査

に関する事務の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③原子炉等規制法第５１条の６第１

項に規定する確認に関する事務の一

部 

 

 

 

 

 

④原子炉等規制法第６１条の２第１

項に規定する確認に関する事務の一

部 

 

 

 

 

⑤電気事業法第４９条第１項に規定

する使用前検査に関する事務の一部 

 

 

 

 

 

 

⑥電気事業法第５１条第１項及び第

３項に規定する燃料体検査に関する

事務の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 １１件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 １２件 

 

③原子炉等規制法第５１条の６第１項

に規定する廃棄物埋設施設確認に関す

る事務の一部 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 ９件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 １０件 

 

④電気事業法第４９条第１項に規定す

る使用前検査に関する事務の一部 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 １０６件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ９８件 

 

⑤電気事業法第５１条第１項及び第３

項に規定する燃料体検査に関する事務

の一部 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 ６５件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ５９件 

 

⑥電気事業法第５４条第１項に規定す

る定期検査に関する事務の一部 

・経済産業大臣から通知のあった件

数 １２２件 

・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ６３件 

（一部の検査等について、通知のあ

った件数と結果通知を行った件数に乖

離があるが、年度をまたいで検査等を

実施しているもの等の理由による。） 

 

以上、述べてきたとおりこれら検査

等業務については、着実かつ適切に実

施した。 

このほか、昨年度は検査等業務にか

かる執務環境の構築を主体的に実施し

の安全確保に資するもの

であるため、１）で述べた

とおり、検査等業務を着実

かつ適切に実施している

ことが検査部門の大きな

使命であると自覚してい

る。 
一方では、日々新たな知

見に対応していくことも

大きな課題である。このた

め、適宜、業務に係る最新

の知見を検査員が共有す

ることにより、検査員全体

として能力・知見の向の上

を図る観点から、検査員で

構成する技術連絡会を設

置し、月２回程度の頻度で

開催し、本年度は各種検査

に関するマニュアル類の

改訂、原子力安全・保安院

からの指示の展開等につ

いて検討し、情報の共有化

を図ることにより均質な

検査の実施に努めた。 
また、新検査制度導入当

時においては、関係者の新

検査制度への理解不足等

による検査等業務の負担

感があるとの意見もあっ

たが、原子力安全・保安院、

機構及び事業者の三者に

よる「検査制度運用改善プ

ロジェクトチーム」による

活動を平成１７年１月か

ら開始しており、このよう

な状況は解消されてきて

いるものと理解している。 
更に、平成１７年度より

開始された原子力安全・保

安院による新たな検査制

度の高度化の検討につい

ても検査実施機関として

検査現場の視点からの意

見、資料作成提出等の協力
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦電気事業法第５４条第１項

に規定する定期検査に関する

事務の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦電気事業法第５４条第１項に

規定する定期検査に関する事務

の一部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦電気事業法第５４条第１項に規定

する定期検査に関する事務の一部 

てきたが、平成１７年度においては、

業務そのものを見つめ直し、原子力安

全・保安院との連携を適宜行いつつ、

与えられた資源による効果的な検査等

業務を実施していく観点から、以下の

事項について実施し、かかる業務の一

層の充実を図った。 

・平成１５年１０月以降の新しい検査

制度の趣旨を踏まえた検査等を適正、

効率的に実施していく観点から、検査

等業務担当理事を委員長とした内部調

査委員会を設置し、機構が行う定期検

査にかかる業務について見直し、１６

年夏から実施する定期検査に対して適

用した。適正化した定期検査終了時に

おいて、担当理事が発電所に出向き、

状況を確認し、必要に応じて要領書の

見直し等を実施した。 

今後、この適正化した定期検査につ

いて運用の状況等引き続きその実効性

を注視していく。 

また、定期検査のみならず、定期安

全管理審査にかかる業務についても、

保守管理に重点をおいたものを目指す

等の適正化に向けた検討を開始した。

・検査の在り方検討会 

・各発電所における当機構検査員の

執務室を確保し、当該執務室の執

務環境を整備した。 

なお、原子力安全委員会が実施する

規制調査において、当機構が実施する

検査等についても調査を受け、一定の

評価は受けている。 

 

を行っている。 
３）運営効率化 
限られた検査資源の中

で、規制制度の趣旨・効果

を損なわず、より効率的な

実施を図り、もって規制制

度運用の適正化・高度化に

資するため、検査等業務担

当理事を委員長とする内

部調査委員会（検査等業務

適正化委員会）を設置し、

昨年度に引き続き運営し

ている。 
平成１７年度には１６

年度に基本的運用方針を

とりまとめた検査業務の

大半を占める定期検査に

関する適正化についてモ

デルプラントでの試行の

結果を踏まえて平成１７

年７月より全ての発電所

での定期検査に順次適用

した。また、引き続き審査

業務の大半を占める定期

安全管理審査の適正化に

関する検討を行っている。 
なお、サイトにおける検

査員の効率的な事務処理

を可能とするために、引き

続き、サイト内執務室の執

務環境の整備を行うとと

もに、現場における検査待

機時間の有効活用等によ

る業務の効率化を図って

いる。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
検査等の具体的申請（通

知）件数は、全種類（本項

外の検査等も含む。）合わ

せて１，００８件あり、こ

れに対して検査員の延べ

出張件数は３，５１７人・
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

回にも上ったが、資源を活

用し適正な検査等業務を

実施するとともに、標準処

理期間内にその結果を経

済産業大臣に通知するよ

う努めた。 
よって、原子炉等規制法

及び電気事業法の規定に

基づき実施する検査等に

ついて厳格に実施し、結果

については終了後速やか

に経済産業大臣へ通知し

ており、着実に、かつ適切

に実施できた。 
検査員で構成する技術

連絡会を設置し、月２回程

度の頻度で開催している。

当初は管理部門からの技

術情報等の伝達、連絡等の

単方向の情報展開が中心

であったが、１７年度は検

査現場からの情報も増加

し、参加する検査員相互も

含めた双方向による情報

の共有に努めた。 
検査等業務に係る事務

処理を適切に行うために

は、執務環境を整備するこ

とが重要であることから、

前年度に引き続き各発電

所における当機構検査員

の執務室の環境整備に努

めた。 
また、事務処理の確実化

のための検査データベー

スを活用した事務手続き

の支援システムを安全情

報部とともに構築し、平成

１７年度は電気事業法関

係の事務手続きの支援シ

ステムの運用を開始する

とともに引き続き原子炉

等規制法関係の事務手続

きの支援システムの構築
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

を行った。 
２）安全確保 
検査等業務の適切な執

行は、もとより原子力施設

の安全確保に資するもの

であるため、１）で述べた

とおり、検査等業務を着実

かつ適切に実施している

ことから、安全確保に十分

貢献したものと考えてい

る。 
また、我が国の原子力安

全規制のチェック機関で

ある原子力安全委員会に

おいて、当機構を含む我が

国の規制機関の活動内容

の妥当性を調査する「規制

調査」が実施されており、

平成１７年度の規制調査

においても美浜発電所第

３号機二次系配管事故の

再発防止対策に係る規制

調査等の４件の規制制度

の運用状況調査が行われ、

当機構が実施する検査等

の制度運用・実施状況につ

いてはいずれも概ね妥当

との評価を受けた。 
なお、規制行政庁である

原子力安全・保安院との連

携は、業務を実施していく

上で重要であるとの認識

のもと、部長クラスから担

当者に至るまで、高頻度の

密接な情報交換、資料供

与、連絡調整等を実施し

た。 
３）規制高度化 
１．３）で述べたように

検査等業務担当理事を委

員長とする検査等業務適

正化委員会を設置し、平成

１６年度より検討を開始

した検査業務の大半を占
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

める定期検査に係る業務

の適正化策をとりまとめ、

平成１７年７月から全て

の発電所での定期検査に

順次運用を開始した。 
運用を展開するに当た

り、当委員会の委員長であ

る担当理事が各事業者及

び発電所に出向き、適正化

策の内容を説明するとと

もに、実施の状況について

も、定期検査終了後に発電

所に出向き、事業者等との

意見交換、インタビュー等

により、実効性の確認に努

めた。 
事業者からは、適正化に

より現場に出向く機会が

増加し、検査実施主体とし

ての自覚を促せたととも

に、保安活動が一層向上で

きた等のコメントが出さ

れている。 
１７年度は引き続き審

査業務の大半を占める定

期安全管理審査の適正化

に関する検討を行ってい

る。 
４）緊急時対応 
該当なし。 

 
３．総合評価：Ａ 
以上のように、総合的に

見て、中期目標の達成に向

け検査等業務が十分に進

展していると評価した。 
 

 

（２）立入検査 

経済産業大臣の指示により

立入検査を行う場合は、これを

的確に実施し、その結果を立入

検査の終了後、速やかに経済産

業大臣に報告する。 

 

（２）立入検査 

機構は、経済産業大臣から立

入検査を行うよう指示があった

場合には、当該立入検査を行う

検査員を指定し、検査方法を定

めこれを厳格に行う。検査の結

果については、完了後速やかに

（２）立入検査 

機構は、経済産業大臣から立入検査を行

うよう指示があった場合には、所定の検

査方法により行う。検査の結果について

は、完了後速やかにその結果を経済産業

大臣へ報告する。 

 

（２）立入検査 

経済産業大臣から機構に対し立入検

査を行うよう指示があり、これに基づ

き立入検査を実施した。 

当該立入検査の結果については、完

了後速やかにその結果を経済産業大臣

へ報告した。 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成 果 

（２）立入検査 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
原子力安全・保安院職員

とともに同機に対する立

入検査を２件実施し、現場

において当機構職員が超
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第６８条第

７項の規定に基づき、機構が行

う同条第１項から第３項に規

定する立入検査 

 

②電気事業法第１０７条第９

項の規定に基づき、機構が行う

同条第１項から第３項に規定

する立入検査 

その結果を経済産業大臣へ報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第６８条第７

項の規定に基づき、機構が行う

同条第１項から第３項に規定す

る立入検査 

 

②電気事業法第１０７条第９項

の規定に基づき、機構が行う同

条第１項から第３項に規定する

立入検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第６８条第７項の

規定に基づき、機構が行う同条第１項

から第３項に規定する立入検査 

 

 

②電気事業法第１０７条第９項の規

定に基づき、機構が行う同条第１項か

ら第３項に規定する立入検査 

・原子炉等規制法の規定に基づき指示

のあった件数 なし 

・電気事業法の規定に基づき指示のあ

った件数 ２件 

 

経済産業大臣から機構に対し、関西

電力㈱美浜発電所３号機２次系配管破

損事故に関連し、取り替えた配管の健

全性を確認するため、立入検査を行う

よう指示があり、これに基づき立入検

査を実施した。 

本立入においては、現場において当

機構職員が超音波肉厚測定器を操作

し、取り替えた配管の肉厚測定などを

行った。 

当該立入検査の結果については、完

了後速やかにその結果を経済産業大臣

へ報告した。 

 

（Ｂ）

 

総 合 

（Ｂ）

音波肉厚測定器を操作し

て、破損した部位の取替配

管の肉厚測定などを行う

よう、法令に基づく経済産

業大臣からの指示があっ

た。 
経済産業大臣から機構

に対して立入検査の指示

のあった日以降、当機構と

して、当該立入検査にかか

る手続きを直ちに実施し

た。派遣する者の選定に当

たっては、非破壊検査に関

する専門知識が必要であ

ると判断し、かかる資格を

有した者を選定して派遣

している。 
２）情勢変化対応 
該当なし。 
３）運営効率化 
該当なし。 

 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
経済産業大臣から指示

を受けて実施した当該立

入検査においては、破断し

た部位の取替配管につい

て、非破壊検査に係る専門

知識を有した当機構職員

により肉厚測定を実施し、

また、現場における検査工

程についても、原子力安

全・保安院と適宜連携して

実施し、当該立入検査終了

後は、速やかに経済産業大

臣に報告し、一連の業務を

滞ることのないよう処理

した。 
 
２）安全確保 
当該立入検査の実施は、

当該事故の再発防止対策

の一端を担うことができ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

たものと認識している。 
 
３）規制高度化 
該当なし。 

 
４）緊急時対応 
該当なし。 

 
３．総合評価：Ｂ 
以上のように総合的に

見て、立入検査に関する業

務は、適切に実施され、当

該事故の再発防止対策の

検討の一端を担うことが

できたものと評価する。 
 

 （３）検査員の研修 

検査員は、規制体系、検査の

実施方法、検査技術・検査施設

に係る高度な専門知識や事業者

側からの検査等に係る事実関係

聴取方法等検査員として必要な

技術・技能が求められることか

ら、これらの専門知識、技能を

修得させるため、職員の業務内

容及び専門性を踏まえた研修計

画、研修コースを策定、実施す

ることにより、検査能力の維持

向上を図る。 

これらの研修、業務経験を通

じ各種の検査員資格を取得させ

ることにより、検査員資格の保

有者を期間中に延べ人数で２

０％増を図る。併せて、検査に

有効な技能、資格保有者を増や

し検査体制を充実させることと

する。 

（３）検査員の研修 

規制体系、検査の実施方法、検査技

術・検査施設に係る高度な専門知識や

事業者側からの検査等に係る事実関

係聴取方法等検査員として必要な専

門知識、技能を修得させるため、研修

機材の拡充、研修計画、研修コースを

策定、実施する。具体的には以下を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成１７年度新規採用者を中心

に、検査員等資格研修を実施し、有

資格者となる人材を育成する。 

 

 

 

（３）検査員の研修 

検査等業務が多忙であるなか、検査員

等資格研修を引き続き実施し、有資格者

となる人材の育成をすることができた。

また、高度な専門的知識を習得させる

ため、各種能力向上研修を積極的に実施

することを重点に研修計画を立案し、実

施した。 

当該計画に基づき、検査員等検査員等

資格研修を積極的に実施した結果、延べ

９９８名に資格を付与し、各種検査・審

査・確認業務を支障なく実施することが

できた。（機構発足当時からみると約１

２８％の増加） 

また、平成１７年度の業務従事時間に

おける研修の割合は、中期計画目標の

５％を超える６．０％であった。 

検査員等の業務内容及び専門性を踏

まえ、資格研修、能力向上研修など研修

計画、研修コースを策定し、以下の通り

実施した。 

 

①検査員資格研修を以下の通り実施し、

定期安全管理審査員２８名、溶接安全管

理審査員３１名、原子力施設検査員２８

名を新たに認定した。 

 ａ）定期安全管理審査員資格研修 

（２５名） 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）検査員の研修 
１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
検査員等の研修に当た

っては、法令に基づく検査

等業務を実施するための

資格の取得及び検査員等

の能力の維持・向上を計画

的に進めていくことが重

要であることを認識しつ

つ、平成１７年度の研修業

務の計画立案・実施に当た

っては、的確な研修コー

ス、日程等を設定し、これ

らを着実に進めるよう努

め、その進捗状況について

は、研修グループにおいて

逐次確認を行ってきた。 
また、検査業務の多忙か

つ検査最優先の環境下に

おいて、研修計画と実績に

乖離が生じないよう検査

員に研修受講を促すため、

受講生の指名による検査

業務からの離隔・確保、長

期間の日程の研修コース

の分割実施など、受講が容

易となるよう工夫し各種
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②前年度の改善の検討等を踏まえ、各

種能力向上研修を積極的に実施する。

また、検査等業務に有効な関連する

外部資格の取得の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （平成１７年４月４日～８日） 

 （平成１７年７月１３日～１５日） 

 ｂ）溶接安全管理審査員資格研修 

  （２９名） 

  （平成１７年５月９日～１２日） 

  （平成１７年８月１日～２日） 

 ｃ）品質保証（安全管理審査員資格）

  研修（２２名） 

  （平成１７年４月１８日～２２日）

  （平成１７年６月６日～１０日） 

（平成１７年７月４日～８日） 

（平成１７年８月１５日～１９日）

（平成１７年１１月７日～１１日）

 ｄ）原子力施設検査員資格研修 

  （２９名） 

  （平成１７年５月９日～１２日） 

  （平成１７年５月９日～１２日） 

  （平成１７年５月９日～１２日） 

 

②―１検査員等の更なる技能向上を図

るため以下の通り能力向上研修を実施

した。 

 ａ）品質マネジメントシステム審査員

スキルアップ研修（５７名） 

 （平成１７年６月２０日～２１日） 

 （平成１７年７月１１日～１２日） 

 （平成１７年７月２８日～２９日） 

 （平成１７年９月２０日～２１日） 

 （平成１７年１０月１７日～１８日）

 （平成１７年１１月２４日～２５日）

 （平成１８年１月２３日～２４日） 

 （平成１８年２月２日～３日） 

 ｂ）ＩＳＯ９０００ｓ２０００年版 

  規格解説研修（３６名） 

 （平成１７年４月１４日～１５日） 

 （平成１７年６月２３日～２４日） 

 （平成１７年８月１０日～１１日） 

 （平成１７年１０月１９日～２０日）

 （平成１７年１１月２１日～２２日）

 （平成１７年１２月１４日～１５日）

 （平成１８年３月２９日～３０日） 

 ｃ）品質管理研修（３９名） 

（平成１７年５月２３日～２６日） 

（平成１７年６月１４日～１７日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修の適切な実施に努め

ている。 
２）情勢変化対応 
検査業務を適正に行う

ためには最新の検査・審査

技術の履修は不可欠との

判断により、従来から行っ

ている安全管理審査関連

のＩＳＯ、ＪＥＡＣに係る

専門知識の習得研修、定期

検査関連の各種非破壊検

査に係る専門技術の習得

研修に加え、新規研修とし

て例えば、 
①原子力発電所に係る設

置許可、工事計画、技術

基準、保安規定等法令に

関するもの並びに原子炉

施設の系統及び機能に関

するものの理解を深める

「電気工作物検査員実務

研修」 
②今後業務量の増加が見

込まれる外廃棄確認業務

を確実に実施するため

「外廃棄確認実務研修」 
③中期計画において検査

等業務部門は、ＩＳＯ／

ＩＥＣガイド６５で規定

される認証機関としての

要件に合致するよう体制

整備を行うこととしてい

ることから、検査員が製

品認証機関に対する一般

要求事項について理解す

ることが出来るようにす

るため「ＩＳＯ／ＩＥＣ

ガイド６５概説研修」 
などを実施するととも

に、「ＰＤ認証制度及び非

破壊検査技術の研究開発

状況に関する講演会」他外

部セミナー、シンポジウム

等への積極的な参加を図
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成１７年８月２２日～２５日） 

（平成１７年１１月１４日～１７日）

（平成１７年１２月５日～８日） 

 ｄ）外廃棄確認実務研修（１６名） 

 （平成１７年６月３日） 

 （平成１７年６月２８日～７月６日）

 ｅ）原子炉等規制法関係確認員実務研

修（３４名） 

 （平成１７年６月９日～１０日） 

 （平成１７年７月７日～８日） 

 ｆ）溶剤除去性浸透探傷試験技術研修

（３９名） 

（平成１７年６月６日～７日） 

（平成１７年７月４日～５日） 

（平成１７年８月１日～２日） 

（平成１７年９月２９日～３０日） 

（平成１７年１２月１３日～１４日）

（平成１８年２月１３日～１４日） 

 ｇ）超音波探傷試験技術研修（４１名）

（平成１７年６月９日～２９日） 

（平成１７年７月６日～２７日） 

（平成１７年８月４日～３１日） 

（平成１７年９月５日～２８日） 

（平成１７年１０月１１日～２６日）

（平成１７年１１月７日～３０日） 

（平成１７年１２月１２日～ 

平成１８年１月１３日） 

（平成１８年１月３０日～２月８日）

ｈ）放射線透過試験技術研修 

  （５２名） 

（平成１７年６月２２日～２３日） 

（平成１７年７月２１日～２２日） 

（平成１７年８月２５日～２６日） 

（平成１７年９月８日～９日） 

（平成１７年１０月２０日～２１日）

（平成１７年１１月１０日～１１日）

（平成１７年１２月１５日～１６日）

（平成１８年１月２６日～２７日） 

（平成１８年２月１６日～１７日） 

（平成１８年３月２日～３日） 

 ｉ）磁粉探傷試験技術研修（５３名）

（平成１７年６月２３日～２４日） 

（平成１７年７月２０日～２１日） 

（平成１７年８月２４日～２５日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

っている。 
また、原子力安全・保安

院が職員のために実施す

る「原子力施設品質保証業

務研修」に当機構の職員も

参加させ、原子力安全・保

安院の研修生との本研修

でのグループ討議、ロール

プレイ及び研修期間中に

おける意見交換、情報交換

等を通じ、規制行政庁との

連携、検査員資質の向上を

図った。 
３）運営効率化 
研修業務の運営効率化

を図り、更には、次年度の

研修計画策定に資する観

点から、受講者に対し、新

規研修の希望、研修コース

及びカリキュラムの改善

等の要望事項を抽出して

いる。 
また、研修成果の把握・

評価については、従来から

行っている研修修了後に

受講者から提出される受

講レポートにおける自己

理解度の確認、研修講師、

講義内容・テキストの評価

等に加え、平成１７年度は

更に研修理解度を高める

ため、外部の講習会、セミ

ナー等を除き、機構におい

て企画設定した研修コー

スについては研修の終了

後原則として理解度テス

トを実施し当該研修の有

効性・妥当性について、客

観的・定量的に確認してい

る。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
検査等業務が極めて多
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成１７年９月７日～８日） 

（平成１７年１０月１９日～２０日）

（平成１７年１１月９日～１０日） 

（平成１７年１２月１４日～１５日）

（平成１８年１月２５日～２６日） 

（平成１８年２月１５日～１６日） 

（平成１８年３月１日～２日） 

 ｊ）渦流探傷試験技術研修（課程Ⅰ）

  （５０名） 

（平成１７年７月１４日～１５日） 

（平成１７年９月１３日～１４日） 

（平成１７年１０月４日～５日） 

（平成１７年１０月１７日～１８日）

（平成１７年１１月１５日～１６日）

（平成１７年１２月８日～９日） 

（平成１８年１月１７日～１８日） 

（平成１８年２月２１日～２２日） 

 ｋ）溶接検査員実務研修（５３名） 

（平成１７年９月１日～２日） 

（平成１７年１０月６日～７日） 

（平成１７年１１月１日～２日） 

（平成１７年１２月１日～２日） 

 ｌ）電気工作物検査員実務研修 

  （２６名） 

（平成１７年９月１２日～ 

１０月２８日） 

（平成１７年１１月１６日～ 

平成１８年１月１３日） 

（平成１８年１月１８日～３月９日）

 ｍ）原子力安全基礎研修（（株）日本

航空インタナショナルにおける検

査業務）（４１名） 

 （平成１７年６月２９日） 

 ｎ）高速増殖炉運転技能研修（４名）

（平成１７年８月２５日～２６日）

 ｏ）原子炉研修一般課程（２名） 

 （平成１７年９月５日～１１月２５

日） 

 ｐ）運搬方法確認実務研修（１名） 

 （平成１７年９月２２日～２６日） 

 ｑ）ＦＢＲ技術研修（基礎講座） 

  （３名） 

 （平成１７年１１月８日～１１日） 

 ｒ）原子力施設品質保証業務研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

忙である状況の中で、検査

員等の資格研修を引き続

き実施し、有資格者となる

人材を育成することがで

きた。また、高度な専門的

知識を習得させるため、各

種能力向上研修を積極的

に実施することを重点に

研修計画を立案し、実施し

た。 
当該計画に基づき、検査

員等資格研修を積極的に

実施した結果、延べ９９８

名に資格を付与し、各種検

査・審査・確認業務を支障

なく実施することができ

た。 
この付与は機構発足当

初からみると約１２８％

の増加となり、中期計画に

おいて記載する「これらの

研修、業務計画を通じ各種

の検査員資格を取得させ

ることにより、検査員資格

の保有者を期間中に延べ

人数で２０％増を図る」と

いう計画を大幅に上回る

ことができた。 
また、平成１７年度の業

務従事時間における研修

の割合は、約６％であり、

同じく中期計画の中で「有

資格者を増やすとともに、

資質を高めるため研修を

積極的に行い、その業務時

間の５％以上を研修受講

に充てる」という計画を上

回ることができた。 
受講者に対して、研修後

にアンケートを記載させ

るとともに、意見交換も延

べ６４名、１２回にわたり

検査員との意見交換を実

施し、これらを踏まえ、安
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研修内容等について、検査員からヒ

アリング等を行い、研修コース及びカ

リキュラムの改善を行う。 

  （２名） 

 （平成１８年１月１６日～２７日） 

 ｓ）ＩＳＯ／ＩＥＣガイド６５概説 

研修（３０名） 

 （平成１８年３月１６日～１７日） 

 ｔ）その他外部セミナー・シンポジウ

ム等参加１６件（延べ５６名） 

②―２電離放射線障害防止規則に基づ 

く特別の教育として、以下の通り実施し

た。 

 ａ）電離則ａ教育（３０名） 

（平成１７年４月１２日） 

（平成１７年４月２７日） 

（平成１７年９月１３日） 

（平成１７年１０月５日） 

 

また、安全管理審査業務のより適切な

実施に向けて、その能力を客観的に証明

できる（財）日本規格協会品質システム

評価登録センターが認定するＩＳＯ９

０００審査員補の増加を図った。 

（１７年度審査員補増加数 ２７名） 

 

③次年度研修計画策定に資するため、各

種研修受講レポートにおける要望事項

を踏まえ、１２回延べ６４名の検査員と

の意見交換を行った 

全管理審査員スキルアッ

プ研修のステップアップ

実施、同業務の審査基準と

してのＪＥＡＣ４２０９

の実運用に関する研修の

実施、非破壊検査のうち超

音波探傷試験技術の理解

を深める研修の実施等に

ついて平成１８年度研修

計画に反映することとし

た。 
２）安全確保 
検査員の能力向上、技術

的知見の向上、各検査チー

ムにおける検査の均質性

の確保は業務を遂行して

いく上で重要である。 
このため、規制高度化の

項で後述するとおり研修

プログラム体系の見直し

に着手するとともに、年度

途中であっても必要な研

修を適時に追加する等を

実施した。 
また、機構における検査

員心得を自ら作成すべく、

検査員全員から募集し、数

首選定の当該心得を検査

員全員に配布するととも

に、当機構ホームページに

掲載した。 
理解度テストを実施し

た研修コースにおける平

均点は、１００点満点で６

３～９８点の結果となり、

各コースとも概ね研修の

狙い（目的）が達せられた

ものと考える。なお、理解

度が浅いと思われる者に

は再度テストを受けさせ

る等、研修としても当機構

検査員として必要な知識

を保有させるよう努めた。 
このように、研修業務を
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

十二分に実施することに

よって、適切な検査等業務

を実施することができ、ま

た、専門性の高い人材を育

成できていることからも

安全確保に貢献している

ものと評価される。 
３）規制高度化 
平成１７年１１月から、

研修プログラムを体系的

に構築することを目的と

して、検査員に対し、下記

を内容とする各種アンケ

ート、インタビュー、ミー

ティングを実施し、現状の

定期検査及び定期安全管

理審査業務の分析を行い

業務遂行に必要な知識・技

能を抽出するとともに、研

修目的、実施方法等を特定

する再構築作業に着手し

た。１７年度の成果を踏ま

え１８年度においては引

き続き業務及び研修ニー

ズの分析、研修プログラム

の基本設計、研修教材の開

発を行い、平成１９年度か

ら試行的に実施する方針

である。 
・業務内容アンケート 
目的：強化すべき能力を

分析するため 
内容： 
①業務毎の難易度、重要

度 
②業務毎の時間配分 
・組織運営アンケート 
目的：職能開発の仕組み

を分析するため 
内容：職能開発、コミュ

ニケーション、風

土、役割分担、制

度 
・知識・技能ニーズ把握
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

アンケート 
目的：研修ニーズを分析

するため 
内容：検査技術・技能等

に関するニーズ 
・組織運営インタビュー 
目的：組織運営アンケー

トの深堀 
内容：職能開発、コミュ

ニケーション、風

土、役割分担、制

度等 
・人材要件モデル構築イ

ンタビュー 
目的：以下の４事象のコ

ンピテンシーのう

ち、④の個人及び

対人スキルに対応

する要件を定義す

るため 
内容：質の高い検査に繋

がるためのポイン

ト、成長を支えた

姿勢、行動等 
・ＮＲＣ検査官コンピテ

ンシーモデル コンピ

テンシーの構造 
グループⅠ：法的根拠及

び規制プロセス 
グループⅡ：技術的知識 
グループⅢ：規制手法 
グループⅣ：個人及び対

人面スキル 
・エキスパートミーティ

ング 
目的：研修ニーズの深堀 
内容：検査等業務に関す

る技術・技能、法

的知識、各教育・

訓練の目的等 
また、検査員等の個々の

スキルアップを図るため、

ＩＳＯ９０００審査員補、

各種非破壊検査技術者等
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

の外部資格の取得を推進

した。特に安全管理審査業

務のより適切な実施に向

けて、機構の専門家集団と

しての資質を向上させる

ため、その能力を客観的に

証明できるＩＳＯ９００

０審査員補登録者数の増

加を図った。この結果、主

任審査員１名、審査員補６

０名、合計の登録者数は６

１名と検査員の約半数が

同資格を有することとな

った。 
検査等業務を、法令資格

を有していることはもと

より、社会的に認められて

いる外部資格を有した者

が実施することによって、

より検査等業務が透明性

を有したものとすること

ができたと評価している。 
４）緊急時対応 
該当なし。 

 
３．総合評価：Ａ 
以上のように、総合的に

見て、中期目標の達成に向

け研修業務が十分に進展

していると評価した。 
 

Ａ３．機構が行う検査等業務（一

般勘定業務） 
Ａ３．機構が行う検査等業務（一

般勘定業務） 
Ａ３．機構が行う検査等業務（一般勘定

業務） 
Ａ３．機構が行う検査等業務（一般勘定

業務） Ａ  一 般 
（Ａ） 

原子炉等規制法又は電気事業

法に基づく検査又はこれに類す

る業務の実施に当たっては、標

準処理期間を定め、これを的確

に行い、その結果を速やかに経

済産業大臣に報告する。 
 
 
 
 
 

原子炉等規制法又は電気事業

法の規定に基づき機構が行う以

下の検査等について、事業者より

申請のあった日以降、当該検査等

を行う検査員の指定、検査要領書

の策定等を機構において定める

標準処理期間内に適切に処理し、

事業者の検査工程に合わせ厳格

に実施することとする。 
 
 

原子炉等規制法又は電気事業法の規

定に基づき機構が行う以下の検査等に

ついて、事業者の検査等工程を勘案し

て、厳格に実施する。また、事業者より

申請が有った日以降、検査員等の指定、

検査要領書の策定等を機構において定

める標準処理期間内に適切に実施する

よう努める。 
なお、その検査等の結果は検査等の終

了後速やかに経済産業大臣に報告を行

う。 

機構は、原子炉等規制法及び電気事

業法に規定される以下の検査等につい

て、事業者より申請が有った日以降、

事業者の検査等工程を勘案して、厳格

に実施した。 

また、これら検査等の結果は検査等

終了後、機構が定める標準処理期間内

に経済産業大臣に通知するよう努め

た。 

（具体的な申請件数等については、

Ａ２項で既に述べていることから本項

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
平成１７年度の検査等

業務の実行管理について

は、当機構の検査資源を効

率的に活用するよう、事業

者が計画する検査等工程

も可能な限り尊重し、円滑

かつ適切に対応すること

としている。 
具体的には、検査部門の

 

○「検査と質」を把握し

て、これを管理する仕

組みを考察するように

何回も言われているの

だから、そろそろ、

JNES の組織能力－
JNES 実施事項－その
結果の状態、の３者の

関係を理解して、最終

的な質（結果と状態）

のレベルの把握、そう

なってしまう管理機構

の問題、それをもたら
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 
 
①原子炉等規制法第６１条の

２４第１項に規定する溶接

検査 
 
 
 
 
②原子炉等規制法第６１条の

２５第１項に規定する廃棄

確認 
 
 
 
 
③原子炉等規制法第６１条の

２６第１項に規定する運搬

物確認 
 
 
 
 
④電気事業法第５２条第３項

に規定する溶接安全管理審

査 
 
 
 
 
⑤電気事業法第５５条第４項

に規定する定期安全管理審

査 

 
 
①原子炉等規制法第６１条の２

４第１項に規定する溶接検査 
 
 
 
 
 
②原子炉等規制法第６１条の２

５第１項に規定する廃棄確認 
 
 
 
 
 
③原子炉等規制法第６１条の２

６第１項に規定する運搬物確

認 
 
 
 
 
④電気事業法第５２条第３項に

規定する溶接安全管理審査 
 
 
 
 
 
⑤電気事業法第５５条第４項に

規定する定期安全管理審査 

 
 
①原子炉等規制法第６１条の２４第

１項に規定する溶接検査 
 
 
 
 
 
②原子炉等規制法第６１条の２５第

１項に規定する廃棄確認 
 
 
 
 
 
③原子炉等規制法第６１条の２６第

１項に規定する運搬物確認 
 
 
 
 
 
④電気事業法第５２条第３項に規定

する溶接安全管理審査 
 
 
 
 
 
⑤電気事業法第５５条第４項に規定

する定期安全管理審査 

では割愛する。） 
 
①原子炉等規制法第６１条の２４

第１項に規定する溶接検査 
・事業者から申請のあった件数 ８

２件 
・事業者へ確認証を交付した件数 
８７件 

 
②原子炉等規制法第６１条の２５

第１項に規定する廃棄確認 
・事業者から申請のあった件数 ２
１件 
・事業者へ確認証を交付した件数 
１８件 

 
③原子炉等規制法第６１条の２６

第１項に規定する運搬物確認 
・事業者から申請のあった件数 １

７４件 
・事業者へ確認証を交付した件数 
１６８件 

 
④電気事業法第５２条第３項に規

定する溶接安全管理審査 
・事業者から申請のあった件数 ５
９９件 
・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ４２９件 
 
⑤電気事業法第５５条第４項に規

定する定期安全管理審査 
・事業者から申請のあった件数 ９
７件 
・経済産業大臣へ結果通知を行った

件数 ３０件 
（一部の検査等について、通知のあ

った件数と結果通知を行った件数

に乖離があるが、年度をまたいで検

査等を実施しているもの等の理由

による。） 
 
以上述べてきたとおり、これら検査

等業務については、着実かつ適切に実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画グループが事業者の

予定する検査等計画を随

時一元的に情報入手する

とともに、常に全ての検査

員の執務状況を把握しつ

つ、これらを勘案して逐次

検査員チーム等に対し担

当案件を振り分け指示す

ることとしている。 
また、事業者の都合等に

よる検査等工程の計画変

更に対しても、上述と同様

な管理プロセスにおいて、

担当検査員、チーム等の業

務調整等を鋭意行うこと

により、弾力的に実行管理

できるよう努めている。 
２）情勢変化対応 
定期安全管理審査は、電

気事業者による定期事業

者検査の実施体制を審査

するという監査型の規制

制度であり、当機構のみが

実施している。このため、

機構としても、不断の改

善・見直しが必要であると

判断し、改善への取り組み

を実施している。 
機構は、制度創設時の平

成１５年１０月以降から

円滑に実施できるよう、審

査マニュアル等の整備に

努め、その審査結果は速や

かに原子力安全・保安院に

通知している。 
平成１７年度より二巡

目の定期安全管理審査を

迎えるプラントが現れた

こと等の情勢の変化を踏

まえ、審査マニュアル中の

審査の観点の見直し等を

適宜図ることとしている。 
また、定期安全管理審査

については、地元等の関心

ず組織が保有する能力

を半ば定量的に分析し

て見せて欲しい。 
○検査制度の効率向上

（確認すべき点を的確

に確認し、問題を適切

に指摘することを少な

い工数で実現してい

る）への貢献を高く評

価できる。 
○歴史の浅い定期安全管

理審査の改善努力が行

われている。  
○検査は適正に実施され

たと評価する。ただ、

定期安全管理審査の指

摘事項はまだＰＤＣＡ

サイクルのＰとＤに偏

っている。ＣとＡの指

摘もできるようになる

だけの力量を検査官全

員が備えることを要望

する。 
○検査等業務適正化への

取組をはじめ、業務の

適切な運営と多大の成

果が認められる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

施した。 
このほか、平成１７年度においては、

以下の事項について実施し、かかる業

務の一層の充実を図った。 
 
・関西電力㈱美浜発電所３号機２次

系配管破損事故への対応措置とし

て同社の原子力発電所に対する特

に厳格な定期安全管理審査を実施

した。 
 
 
 

 

が高いことから、平成１７

年１２月より審査開始時

や終了時に機構の審査担

当当者が地元自治体を訪

問して状況説明を行うこ

ととした。定期安全管理審

査の審査結果については

原子力安全・保安院へ通知

すると同時に機構のホー

ムページにてその内容を

公開しているところであ

るが、地元自治体に対して

はその旨を連絡文書にて

連絡するとともに要請に

基づき審査担当当者が出

向いてその内容を説明す

ることとしている。 
また、平成１６年８月に

発生した関西電力㈱美浜

発電所３号機二次系配管

破損事故への対応措置と

して経済産業大臣から当

面の間、同社の原子力発電

所に対して「特に厳格な定

期安全管理審査」を実施す

るよう指示されたことを

踏まえ、１７年度も引き続

き原子力安全・保安院と連

携し、実施方法等について

の見直し等を行いながら

事故の再発防止対策の実

施状況も含めて審査を実

施している。 
なお、検査等業務を含

め、規制に係る業務の実施

に当たっては透明性の確

保が重要であることから、

定期安全管理審査の審査

結果について原子力安

全・保安院へ通知すると同

時に機構のホームページ

に掲載する等当機構ホー

ムページを活用して業務

実施状況へ一般国民や事
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

業者等のアクセスが容易

となるよう努めている。 
３）運営効率化 
Ａ２（１）と同じ。 

 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
定期安全管理審査につ

いて、１７年度は３０件の

審査を実施するとともに

その審査結果を原子力安

全・保安院へ通知してお

り、電気事業法に基づいて

厳正、適正に処理した。 
審査マニュアルについ

ても、二巡目のプラントに

対する審査の実施、事業者

の保守管理体制の審査を

行うことを中心とした審

査への移行など情勢の変

化を捉えつつ整備を行い、

審査を実施中である。 
また、定期安全管理審査

の初期の段階において審

査での指摘事項について

本質的でない事項が散見

されるとの意見があった。

発足当初は確かに、事業者

の品質マネジメントシス

テムの構築段階であった

こと、Ａ２（１）でも述べ

たとおり、関係者の新検査

制度への理解が不足して

いたことから、指摘事項に

ついても品質マネジメン

トシステムに係る規程、文

書類の不備等に関するも

のが多かったものと認識

している。しかし、その後

は新制度への理解の深ま

りや、事業者による品質マ

ネジメントシステムに係

る規程、文書類の整備、機

構の審査マニュアル等の
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

整備等により、規程、文書

類の不備等に関する子細

な指摘等は減少し、最近で

は業務計画・プロセス、業

務実施等の指摘が太宗を

占めている。 
その他についてはＡ２

（１）と同じ。 
２）安全確保 
Ａ２（１）と同じ。 
３）規制高度化 
検査等業務担当理事を

委員長とする検査等業務

適正化調査委員会におい

て、平成１７年度に定期安

全管理審査の適正化策を

検討しており、この成果を

踏まえて、平成１８年度に

はモデルプラントによる

審査の実施を踏まえた運

用の見直しにより、現在の

検査制度の趣旨を一層取

り入れた定期安全管理審

査を全プラントに対して

順次実施する予定である。 
また、定期安全管理審査

の審査結果について、信頼

性・客観性を向上させる観

点から、審査基準に対する

適合性の判断等について

外部の専門家を含めた判

定会議を平成１６年度か

ら実施し、１７年度も継続

した。 
なお、機構ホームページ

を活用し、申請者の利便性

の向上と審査の円滑な実

施の促進のために定期安

全管理審査に係る申請の

手引きを作成し公開する

とともに、適宜手順書類の

公開に向けた取り組みを

実施した。 
その他についてはＡ２
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

（１）と同じ。 
４）緊急時対応 
該当なし。 

 
３．総合評価：Ａ 
以上のように、総合的に

見て、中期目標の達成に向

け検査等業務が十分に進

展していると評価した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｂ．原子力施設又は原子炉施設

の安全性に関する解析及び評価

に係る業務 

Ｂ．原子力施設又は原子炉施設の

安全性に関する解析及び評価に

係る業務 

Ｂ．原子力施設又は原子炉施設の安全性

に関する解析及び評価に係る業務 
Ｂ．原子力施設又は原子炉施設の安全性

に関する解析及び評価に係る業務 
 

    

 原子力施設又は原子炉施設

（以下、原子炉施設等という。）

の許認可に係る安全審査におい

ては、当該施設の設計の妥当性

を評価するため、異常な過渡変

化や事故事象が発生した場合に

も外部に影響を与えることがな

いか、確認するための安全解析

を行うが、事業者が行う安全解

析とは別の解析コ－ド（プログ

ラム）等を用いて、安全解析を

行うことにより、事業者が行っ

た安全解析の妥当性を確認する

こと、すなわち、クロスチェッ

クを行うことが必要である。機

構は、国が安全審査を行う際、

適切なクロスチェックのための

安全解析を行うとともに、安全

審査を行うことが予想される施

設のクロスチェックのための安

全解析を行うために必要となる

解析コ－ド及び評価手法の開発

整備を行う。 
また、許認可における審査とは

別に、事業者が安全性の一層の

向上のために行う定期安全レビ

ュ－や確率論的安全評価（ＰＳ

Ａ）、アクシデントマネ－ジメン

ト等の安全評価を機構も独自に

評価するとともに、現実に発生

した各種トラブル等について

も、現象の解析、評価を行い、

その安全性の確認を行うことが

求められる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｂ１．原子炉施設等の安全性に

関する解析及び評価（電源立地

勘定業務） 

Ｂ１．原子炉施設等の安全性に関

する解析及び評価（電源立地勘定

業務） 

Ｂ１．原子炉施設等の安全性に関する解

析及び評価 
（電源立地勘定業務） 

Ｂ１．原子炉施設等の安全性に関する解

析及び評価（電源立地勘定業務） 
 

 
Ａ 

 立 地 
（Ａ） 

（１）事業者の自主保安活動等

に関する安全性評価 

定期安全レビュ－、ＰＳＡ、

アクシデントマネ－ジメント等

安全性向上のため事業者が自主

保安活動の一環として行う原子

炉施設等に関する安全性評価に

ついて、その妥当性を検証する

ため、必要な解析コ－ド及び評

価手法の開発又は改良を行うと

ともに、整備されたコ－ドを用

い当該施設の安全性について解

析評価等を行う。 

（１）事業者の自主保安活動等に

関する安全性評価 

①定期安全レビュ－に係る評価

業務 

原子炉施設に関して下記の事

項について最新の技術的知見を

基に必要な解析等を行い、得ら

れた結果を基に、原子力安全規

制当局が定期安全レビュ－等に

おける該当施設の安全性に関す

る評価を行う際の情報を提供す

る。 

ａ）運転実績・運転経験（機器

の経年化や設備の健全性及び

信頼性の維持向上対策等）・事

故故障時の対応・最新の技術的

知見や事故故障経験等の反映

状況等の妥当性を、電気事業者

とは独立に、電気事業者からの

報告及び現地調査等により確

認する。 

 

 

 

ｂ）電気事業者とは独立にプラ

ント固有の運転経験を反映し

たＰＳＡを行い、電気事業者に

よるＰＳＡの手法及び評価結

果の妥当性を確認する。 

ｃ）経年化レビュ－ 

なお、本中期目標期間中のＰ

ＳＲ対象原子炉施設は、２０施

設程度である。 

また、原子力施設に関して、

下記の事項について最新の技

術的知見を基に解析等を行い、

保安院が妥当性を判断するた

めの材料を提供する。 

ａ）運転経験の包絡的な評価 

ｂ）最新の技術的知見の反映状

況の把握 

（１）事業者の自主保安活動等に関する

安全性評価 

①定期安全レビュー（ＰＳＲ）に係る

評価業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設 

ＰＳＲにおける確率論的安全評

価（ＰＳＡ）の実施内容等を検討

する。また、保安院の指示により、

電気事業者から保安院に提出さ

れるＰＳＲの報告のＰＳＡ結果

を分析し、その妥当性を確認す

る。 

 

 

 

 

ｂ）原子力施設 

（原子力安全・保安院の指示によ

る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業者の自主保安活動等に関する

安全性評価 

①定期安全レビュー（ＰＳＲ）に係る

評価業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設 

ＰＳＲに関しては、日本原子力

学会の標準委員会の発電炉専門部

会に設けられた定期安全レビュ－

分科会に参画し、実施手順の内容

検討及び手順書作成に貢献した。

また、ＰＳＲ２件について、確率

論的安全評価（ＰＳＡ）を実施し、

ＰＳＲに報告されたＰＳＡとの比

較及びトラブルの評価を実施し、

ＰＳＲにおけるＰＳＡの活用の有

用性に見通しを得た 

ｂ）原子力施設 

（原子力安全・保安院の指示な

し。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定期安全レビュー（ＰＳ

Ｒ）に係る評価業務 

外部評価委員会におい

て評価（解-4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○検査の合理化は鋭意進

められつつある。これに

対応して、安全審査の合

理化を検討し、提案され

てはどうか。（すでに安

全審査に関する解析コ

ードの認証制の検討が

進みつつあるとのこと） 
○技術力、対応力が確実に

向上しているものと認

められる。 
○これは、組織が蓄積して

きた技術力をさること

ながら、将来の社会ニー

ズを見抜いて先行研究

を遂行してきた見識に

負うところも大きく、今

後は、どのテーマを取り

上げるべきかという点

での「研究マネジメン

ト」の一層のレベルアッ

プが望まれる。 
○耐震設計指針問題への

支援で期待に十分応え

た。 
○国民が注目している耐

震設計指針の高度化に

対し、大きな貢献があっ

たと認める。特に地震Ｐ

ＳＡについて評価手法

の確立等に大きな成果

をあげたと高く評価す

る。 
○外部評価委員会の評価

も踏まえ、解析評価業務

における成果を高く評

価する。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ｃ）経年化レビュ－ 

なお、本中期目標期間中のＰ

ＳＲ対象原子炉施設は、２０施

設程度である。 

また、原子力施設に関して、

下記の事項について最新の技

術的知見を基に解析等を行い、

保安院が妥当性を判断するた

めの材料を提供する。 

ａ）運転経験の包絡的な評価 

ｂ）最新の技術的知見の反映状

況の把握 

ｃ）施設の特性に応じたＰＳＡ

及び高経年化に関する技術

評価に基づく対策の措置状

況の把握 

ｄ）上記ａ）～ｃ）の評価、把

握結果を踏まえた必要な対

策の立案 

 

②アクシデントマネ－ジメント

（ＡＭ）のレビュ－に係る評価

業務 

機構は、原子炉施設のシビア

アクシデントの発生防止、拡大

防止及び環境への影響緩和の各

段階において事業者の整備した

ＡＭ策について、最新の技術的

知見や安全解析コ－ドを基に解

析等を行い、その有効性（リス

ク低減効果）の評価を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アクシデントマネジメント（ＡＭ）

のレビューに係る評価業務 

ＡＭ策のレビュー支援のために、最

新の技術的知見を反映した安全解析

コードを用いて、代表的な原子炉施設

の解析を実施し、大気中への放射性物

質の放出量低減効果を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アクシデントマネジメント（ＡＭ）

のレビューに係る評価業務 

電気事業者が実施した既設５２基

の内的事象ＰＳＡの結果をレビュー

し、日本の原子炉施設の安全性のレベ

ルを確認した。これらの結果、原子力

安全・保安院の報告書に反映されると

ともに、国の性能目標策定に活 

用された。 

また、数値流体力学的解析手法を用

いて、代表的なＰＷＲの格納容器自然

対流冷却対策を対象にして、過酷事故

時の格納容器内熱流動を解析し、雰囲

気圧力を飽和の状態で一定に保つこ

とができることを確認した。また、同

対策によって格納容器雰囲気中の放

射性物質に対しても、著しい捕集効果

があるこ 

とも分かった。 

更に、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ国際協力Ｓ

ＥＴＨ計画で進めているＰＡＮＤＡ

試験の格納容器内流動試験結果を対

象にして、数値流体力学的解析手法を

適用した速度場の解析を進め、同手法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②アクシデントマネジメン

ト（ＡＭ）のレビューに係

る評価業務 

外部評価委員会におい

て評価（解-5） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「安全目標」に係る評価業務

機構は、国内の原子炉施設の

リスク評価を実施し、国が制定

する「安全目標」との適合性を

確認し、リスク情報を活用した

審査基準の導入に備える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③「安全目標」に係る評価業務 

ａ）性能目標の検討 

健康影響リスクと炉心損傷頻度

等の相関を分析し、安全目標（案）

に対応する性能目標の指標とそ

の値を検討し、技術的根拠をまと

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）レベル２ＰＳＡの検討 

国が策定する「安全目標」と公衆

の個人リスクを比較検討するた

めに代表的な加圧水型原子炉（Ｐ

ＷＲ）及び沸騰水型原子炉（ＢＷ

Ｒ）の主要な事故シーケンスを対

象にして、放射性物質の挙動とソ

ースタームを解析する。 

 

国内外のシビアアクシデント試

験研究成果等を基に、解析精度を

高めるべくシビアアクシデント

の適性を検証した。 

これらの成果の一部を、原子力学会

（平成１８年３月春の大会）で発表し

た。また、ＰＡＮＤＡ試験の解析結果

を、ＯＥＣＤ／ＮＥＡのＳＥＴＨ計画

会合（平成１７年５月）で報告し、国

際協力に貢献した。 

 

③「安全目標」に係る評価業務 

ａ）性能目標の検討 

代表的なＢＷＲ及びＰＷＲの定

格出力時の内的事象及び地震時を

対象にして、レベル３ＰＳＡを行

い、炉心損傷及び格納容器破損に

対する条件付平均個人リスクをま

とめ、原子力安全委員会、安全目

標専門部会、性能目標検討会で報

告し、性能目標値の策定に中核的

役割を果たした。（パブリックコメ

ントの後、平成１８年４月、安全

目標専門部会長から原子力安全委

員長に正式に報告された）。更に、

性能目標策定で課題となっている

公衆個人の評価範囲、サイト条件

（気象条件、人口分布）の影響、

避難の影響、複数基立地の影響を

検討し、原子力安全委員会、安全

専門部会、性能目標分科会で報告

した。安全目標に対する性能目標

が策定されたことによって、リス

ク情報を使用した安全規制の導入

に対する基盤が確立した。 

ｂ）レベル２ＰＳＡの検討 

停止時内的事象レベル２ＰＳＡ

２ループＰＷＲドライ型格納容

器プラントの停止時ミッドループ

運転状態を代表する炉心損傷事故

シーケンスを対象にして、ＭＥＬ

ＣＯＲコードを用いて炉心損傷後

の運転員の操作余裕時間及び放出

カテゴリのソースターム（環境へ

の放出放射性物質の種類、性状、

放出量、放出時期、放出期間）を

解析し、これらの発生確率を求め
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③「安全目標」に係る評価

業務 

外部評価委員会におい

て評価（解-5） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

総合解析コードＭＥＬＣＯＲの

改良を図る。また、モデル改良や

試験データの実炉への適用を補

完するために、数値流体力学手法

を用いた詳細挙動解析を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、停止時のミッドループ運転状

態時に放射性物質の大規模放出に

至る放出カテゴリの種類及び発生

頻度を明らかにした。 

また、ＢＷＲ-４ Ｍａｒｋ－Ｉ

型格納容器プラントを対象にし

て、発生頻度の大きい９種類のプ

ラント損傷状態を抽出し、ＭＥＬ

ＣＯＲコードを用いて事象の発生

のタイミング及びソースタームを

解析した。さらに、停止時を対象

とした格納容器イベントツリーを

構築して、放出カテゴリの発生頻

度を解析することによって、停止

時の主要な放出カテゴリの種類と

発生頻度及びソースタームを明ら

かにした。 

これらの成果の一部を、原子力

学会（平成１８年３月春の大会）

で発表した。 

また、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ国際協

力で進めたフランスのＰＨＥＢＵ

Ｓ-ＦＰ試験やスイスのＡＲＴＩ

ＳＴ計画等のシビアアクシデント

試験研究成果等を分析し、燃料か

らのＦＰ放出モデル、蒸気発生器

２次側ＦＰ沈着モデル、吸湿性エ

アロゾル成長モデル、ノード分割

モデル等を作成して、ＭＥＬＣＯ

Ｒコードに組み入れ、シビアアク

シデント解析コードの解析精度の

向上、計算の高速化を達成した。

また、代表的なＰＷＲ及びＢＷＲ

の主要な事故シーケンスを対象に

して、改良したＭＥＬＣＯＲコー

ドを用いて事故進展及び放射性物

質挙動を解析して、モデル改良の

影響を確認した。さらに、改良モ

デルを組み入れた数値流体力学手

法による詳細挙動解析の結果とＭ

ＥＬＣＯＲコードの解析結果とを

比較し、今後の重点改良項目を整

理した。 

これらの成果の一部を、ＣＳＡ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

ｃ）レベル３ＰＳＡの検討 

代表的なＰＷＲ及びＢＷＲの定

格出力時外的事象（地震）、定格

出力時内的事象及び停止時内的

事象等を対象にして、レベル３Ｐ

ＳＡを実施し、性能目標の検討の

ために、健康影響リスクの特徴を

まとめる。また、気象、人口分布、

土地利用データの整備を進める。

 

 

 

 

 

 

 

④耐震設計審査指針改訂等に係る評

価業務 

耐震設計審査指針の改訂に伴い、基

準地震動の設定方法等の高度化を行

う。また、耐震設計、耐震安全性に関

するバックチェック等の考え方を推

進するために耐震安全性評価支援シ

ステムの検討をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子炉施設等の安全性評価業務 

ａ）プラント増出力等に伴う安全

ＲＰ会議（平成１７年９月）で報

告し、国際協力に貢献した。 

ｃ）レベル３ＰＳＡの検討 

国内ＰＷＲ及びＢＷＲプラント

を対象にレベル３ＰＳＡを実施

し、定格出力時外的事象（地震）、

定格出力時内的事象及び停止時内

的事象について健康影響リスク

（急性障害、晩発性がんによる平

均個人リスク）の特徴をまとめ、

原子力安全委員会及び原子炉安

全・保安院で検討が進められてい

る性能目標の活用について技術的

知見を蓄積した。 

これらの成果の一部を、日本原

子力学会（平成１７年９月年秋の

大会）で発表した。 

 

④耐震設計審査指針改訂等に係る評

価業務 

耐震設計審査指針の改訂に伴い、平

成１７年度の業務により得られた下

記の成果を原子力安全委員会 指針

高度化検討分科会に逐次報告した。そ

の結果、耐震設計審査指針の改定方針

の決定，改訂項目の選定、具体的な記

載内容などに貢献した。 

・設計地震動が有する不確実さの取

り扱い 

・活断層の活動周期に関する確率論

的評価 

・耐震設計における余震の影響の取

り扱い  

・耐震設計審査指針体系の提案 

また、耐震設計審査指針の改定後を

睨み、既設プラントの新指針適合性に

着目した耐震安全性に関する決定論

的バックチェック評価及び確率論的

バックチェック評価の実施への準備

として、規制側としての評価手順書の

整備を行った。 

 

⑤原子炉施設等の安全性評価業務 

ａ）近い将来に予想されるプラント

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④耐震設計審査指針改訂等

に係る評価業務 

外部評価委員会におい

て評価（解-6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子炉施設等の安全性評

価業務 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

余裕の変化を定量的に評価する

手法を開発するために、実機条

件に基づく安全解析を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）解析評価業務の品質管理及び解

析技術の効率的継承を目的とし

て、導入した解析管理コードＥＡ

ＳＡの本格運用を図るため、主要

な解析コードについて解析プロセ

ス及び結果の表示方法等を検討

し、運用標準を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）六ヶ所核燃料施設の平常時被ば

く評価に係る気象データ、社会・

環境データを更新する。六ヶ所再

処理施設の事故時被ばく線量評価

に関連して、降雨や地形等を考慮

した局地気象解析を行う。さらに、

六ヶ所再処理施設の主要な建屋を

対象に、地震動や物性値のばらつ

きを考慮した手法により現実的な

応答を算定し、耐震安全性を評価

する。また、海外再処理施設等に

おける漏えい事故等を調査・分析

出力増等に関する申請の審査に資

するため、安全余裕評価手法を開

発する。安全余裕評価として、実

機プラントの挙動を出来るだけ忠

実に評価するために、ＢＷＲ炉心

部、原子炉１次系、格納容器を一

連の解析で評価出来るようＢＷＲ

炉心を三次元モデルとしたＴＲＡ

ＣＥコードデータを整備した。こ

れにより、ＢＷＲプラントの多重

故障、ＡＴＷＳ等の種々のシナリ

オが解析でき、プラント安全余裕

の定量評価の技術情報を蓄積し

た。 

ｂ）解析評価業務の品質管理及び解

析技術の効率的継承を目的とし

て、ＢＷＲの過渡・事故解析用ク

ロスチェック解析コードＲＥＬＡ

Ｐ５/ＭＯＤＩ/ＪＩＮＳ/Ｂ及び

ＰＷＲの過渡・事故解析用クロス

チェック解析コードＲＥＬＡＰ５

/ＭＯＤ２について代表的な実証

解析の解析手順やデータ受け渡し

方法を解析管理コードＥＡＳＡ上

に記載し、職員がウェブ上でアク

セスし計算の実行及び過去の計算

結果を閲覧できるようにし、運用

標準を作成した。これにより過去

に実施した過渡・事故解析の迅速

な閲覧、再計算が容易になり、ト

ラブル時などの緊急要請に活用可

能な環境が整った。 

ｃ）六ヶ所核燃料施設の平常時被ば

く評価に係る社会･環境データ（約

１５年前）を性別、年齢群情報も

可能な範囲で考慮して更新し、こ

れに基づき現行の線量評価パラメ

ータの妥当性を確認した。六ヶ所

再処理施設の事故時被ばく線量

を、過去約２０年間の気象データ

の変動解析、気象・大気拡散の不

確かさ解析並びに局地気象解析に

基づき評価し、従来から懸案事項

とされていた年間累積出現頻度９

Ｂ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部評価委員会におい

て評価（解-3、9） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

するとともに、トラブル事象解析

手法の調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥原子炉施設関連データベースの整

備 

ａ）原子炉設置（変更）許可申請書、

工事計画認可申請書等の安全審査

関係資料を継続入力し、安全審査

関係データベースを拡充する。ま

た、審査資料内の電子ファイリン

グシステムの改良を行い、システ

ムの操作性を更に向上させる。 

 

 

 

 

ｂ）原子炉設置許可申請書完本を基

にしたデータ更新登録作業を実施

し、常に最新情報を利用できるよ

うに整備する。 

 

 

 

ｃ）新たにデータベースに追加され

た工認申請書データを「工認情報

検索システム」で検索できるよう

検索ツリーに登録を行う。またデ

ータ登録状況の管理機能の整備等

を行いシステム管理手法の確立を

図る。 

 

 

７％線量による評価が安全側であ

ることを確認した（９９．５％線

量でも９７％線量の高々数倍程

度）。 

また、再処理施設の運転時に想定

されるトラブル事象の摘出、解析

コード及びデータベースの調

査・整理、解析手法を確立する上

での課題等を検討・整理した。 

海外の再処理施設等で実際に発

生した漏えい、温度・圧力の異常

上昇、異常な化学反応等のトラブ

ル事例について調査し、安全実証

解析等への反映事項をまとめた。

 

⑥原子炉施設関連データベースの整

備 

ａ）安全審査関係データベース 

原子炉設置（変更）許可申請書、

工事計画認可申請書等の安全審査

関係資料をイメージデータとして

８万ページ入力し、安全審査関係

データベースを拡充した。また、

データベースのセキュリティ強化

のため、アクセスしたユーザ名、

ファイル名等を記録するログ管理

機能を構築し、電子ファイリング

システムの改良を行った。 

ｂ）安全審査指標データシステム 

１３プラントの原子炉設置（変

更）許可申請書(ＢＷＲ：５プラン

ト・ＰＷＲ：８プラント)を対象に、

データ更新登録作業を実施し、最

新情報を利用できるように整備し

た。 

ｃ）プラントの工認申請書の添付資

料を含めた全資料を、検索ツリー

を用いて迅速に検索できるシステ

ムを作成している。本年度はシス

テムの運用を開始し、ＮＩＳＡか

らアクセスできるようにした。ま

た、類義語キーワード検索により

検索精度を向上し、更に検索に時

間を要していた系統図、配管図等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥原子炉施設関連データベ

ースの整備 

外部評価委員会におい

て評価（解-12） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）安全解析業務の効率的実施に役

立てるため、材料関係等の各種デ

ータベースを整備する。 

を、図面内の機器名から迅速に検

索できるようにした。また、申請

書の検索システムへの登録状況及

び補正の有無を容易に確認できる

機能を整備し使い易さを向上し

た。システムの利用拡大を図るた

め、解析評価部職員のＰＣからア

クセスするために必要な、検索記

録自動採取機能を整備した。 

ｄ）工事計画認可申請に係るクロス

チェック解析、並びに、事故発生

時における構造健全性評価解析等

で必要な材料データの種類を調査

し、整理した。これにより、構築

すべき材料データベースの基本構

成を明確にした。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）解析コード及び評価手法の開発又

は改良 

 

①解析コードの開発・改良 

ａ）高燃焼度燃料やウラン・プルト

ニウム混合酸化物（ＭＯＸ）燃料

炉心の安全解析の初期条件として

重要な炉心特性等を評価する核特

性解析コードの精度向上のため

に、ＭＯＸ燃料炉心の臨界実験解

析等を実施する。 

ｂ）三次元動特性解析コードの検証

実績拡充のため、ベンチマーク問

題等の解析を行う。 

 

 

 

 

ｃ）ＢＷＲの沸騰遷移や熱的余裕を

評価可能とする機構論的解析コー

ドの実機解析への適用性を評価す

る。また、民間基準として制定さ

れたポスト沸騰遷移（ＢＴ）基準

の評価手法を整備し、実機解析へ

の適用性を評価検討する。 

 

 

（２）解析コード及び評価手法の開発又

は改良 

 

①解析コードの開発・改良 

ａ）核特性解析コードＣＡＳＭＯ－

４のＭＯＸ燃料炉心解析に対する

計算精度向上のため、最新の核デ

ータライブラリＪＥＮＤＬ－３．

３、同コードのライブラリ形式等

を調査し、新たなライブラリ組み

込みの可能性を検討した。 

ｂ）三次元動特性解析コードＳＫＥ

ＴＣＨ－ＩＮＳの検証をＬＭＷベ

ンチマーク問題、ＮＥＡ／ＣＲＰ

の３Ｄ過渡ベンチマーク問題等を

用いて行い、その結果をまとめ、

原子力学会及びＰＨＹＳＯＲ２０

０６に応募した。 

ｃ）ＢＷＲの燃料健全性評価手法を

整備している｡本年度は、ＯＥＣＤ

/ＢＦＢＴ国際ベンチマーク試験

データを用いて、機構論的解析コ

ードによる沸騰遷移、熱的裕度の

解析結果の妥当性を検討し、原子

力学会に発表した(２件)。また、

ポスト沸騰遷移（ＢＴ）基準の評

価手法を熱水力動特性コードＲＥ

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）解析コード及び評価

手法の開発又は改良 

 

①解析コードの開発・改良 

 

外部評価委員会におい

て評価（解-7,9,13） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡの数値流体力

学手法（ＣＦＤ）の事故解析適用

性検討タスクグループに引き続き

参画し、成果を報告する。さらに、

機構で今後使用していく二相流Ｃ

ＦＤ手法を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡの安全余裕タ

スクグループに引き続き参画し、

機構が担当するサブタスク業務等

を実施する。 

 

 

 

ｆ）冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）熱

水力最適評価コードＴＲＡＣＥに

よりＰＷＲの２、３ループプラン

トＬＯＣＡ安全評価解析への適用

性を検討し、実機解析機能の整備

を行う。 

 

 

 

 

ＬＡＰ５/ＭＯＤ１/ＪＩＮＳ/Ｂ

に組込み、ＮＵＰＥＣの種々の試

験データにより検証した。同内容

を原子力安全委員会の原子力安全

基準・指針専門部会 沸騰遷移後

燃料健全性評価分科会で報告し

た。 

ｄ）高経年化対応や事故発生時の解

析に必要となる詳細熱流動解析

（ＣＦＤ）コードの整備をする。

本年度は、二相流に係る高経年化

技術評価で重要な構造物の周りの

詳細な二相熱流動場を把握するた

めに、細かな計算格子での二相流

数値流体力学手法（ＣＦＤ）計算

が現実的な時間で可能になるよ

う、計算格子数が増大しても過度

な計算時間にならない数値解析技

術ＳＯＡＲ（SIMPLE Optimized and 

Automated Relaxation Factors）

法を二相流ＣＦＤコードに組み込

み、試計算を行ってその機能を確

認した。また、ＯＥＣＤ/ＮＥＡの

ＣＦＤタスクグループ会合に出席

し、情報を収集するとともに、報

告書の執筆を分担し、国際協力に

貢献した。 

ｅ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡ主催の安全余

裕作業タスクグループ（ＳＭＡＰ）

のメンバーとして会議に出席し、

ＮＲＣ等の安全余裕評価の最新情

報を得るとともに、安全余裕の定

義や評価手法についてＪＮＥＳの

検討結果を報告した。 

ｆ）ＴＲＡＣＥコードをＰＷＲプラ

ント大破断ＬＯＣＡのクロスチェ

ック解析に使用するため、今年度

は、２ループプラントのＴＲＡＣ

Ｅコード解析用の入力データを作

成し、ＬＯＣＡ解析を実施できる

ようにした。 

ＬＯＣＡ解析に使用するＴＲＡ

ＣＥコードに燃料温度解析コード

ＴＯＯＤＥＥ２を組み合わせたコ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｇ）工事計画認可申請書等に係る審

査のための解析評価を迅速化する

ために機器応力解析評価支援シス

テムに関し解析支援機能を整備す

るとともに、解析モデルデータベ

ースを拡充する。さらに配管系解

析コードの入出力機能等の拡充を

図る。 

 

 

 

 

 

 

ｈ）断層モデルについて、地震動伝

播特性等の上下動に対する評価モ

デル等を整備する。また、個別要

素法モデルを用いて、斜面崩壊を

伴う岩塊の転動を解析する。また、

非線形地震応答解析コードを用い

て、大規模解析モデルの地震応答

解析等を実施する。さらに、津波

解析における陸上遡上解析モデル

の高度化を行うとともに、津波解

析用地形データ及び手法等の整備

等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ードシステムを作成し、同コード

システムの妥当性をハルデンＬＯ

ＣＡ試験ベンチマーク問題用いて

検証した。これによりＰＷＲのＬ

ＯＣＡ解析を効率良く実施可能と

なった。 

ｇ) 機器応力解析評価支援システム

の入力データ作成支援機能、応力

評価断面設定機能を改良し、解析

モデル作成の範囲を二次の有限要

素にまで拡張し、工事計画認可申

請書の審査に係る構造強度解析の

迅速化を実現した。さらに配管系

解析コードの入出力機能等の拡充

に関して、全体実行制御システム

のシステム設計を行い、システム

の機能的な構成を明らかにした。

また、省令６２号の改正に伴うＪ

ＳＭＥ「設計･建設規格」への対応

を可能とした。 

ｈ）断層モデルによる上下動の評価

モデルに関して以下の整備を行っ

た。 

断層モデルによる既往の上下動

評価手法について、調査・整理し、

断層モデルによる地震動解析コー

ドＳＡＮＦＡＬＴに上下動解析機

能を組み込んだ。 

断層モデルによる地震動解析に

用いる要素地震波作成のために、

中小地震の観測地震動を用いて、

上下動の郡遅延位相モデルを作成

し、模擬地震波作成コードＳＡＮ

ＷＡＶに組み込んだ。 

鳥取県西部地震ついて、ＳＡＮ

ＦＡＬＴコードにより上下動の解

析を行い、解析による地震動スペ

クトルが観測記録と対応すること

を確認した。 

また、個別要素法モデルを用い

て、斜面崩壊を伴う岩塊の転動の

解析を行えるようにし、その成果

を原子力学会で発表した。 

また、三次元ＦＥＭ非線形地震
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＰＳＡ手法の整備に係る業務（原子

炉施設） 

ａ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡのプロジェク

ト及び日本と米国原子力規制委員

会（ＮＲＣ）との二国間協定等の

情報を参考に機器故障率データ等

の整備や活用の方法を検討する。

ｂ）リスク情報を考慮した規制策定

に有効な情報を提供するため、リ

スク重要度等を活用して工事計画

の認可及び届出の対象となってい

る設備等がリスク上も重要なもの

が選定されていることを検討す

る。また、定例試験間隔、許容待

機除外時間等についても、その妥

当性評価のため、リスク情報活用

の可能性を検討する。検討に当た

っては、人間信頼性解析手法等の

高度化も図る。 

 

 

ｃ）シビアアクシデント時の水素混

合及び燃焼現象を解析するコード

を国際標準問題４７番の解析結果

をもとに改良するとともに、改良

したコードの実機スケール解析へ

の適用を図る。また、三次元汎用

熱流動解析コードＰＨＯＥＮＩＣ

Ｓを利用して、格納容器雰囲気直

接加熱現象について、実験検証解

析及び実機解析を実施する。 

 

応答解析コードＳＡＮＲＥＦの屋

根トラスの座屈を考慮した非線形

評価手法を高度化して、上下地震

動が原子力施設に作用するときの

地震応答特性の合理的評価を可能

とした。 

また、ＩＡＥＡ津波ワークショ

ップにて、ＪＮＥＳの津波評価技

術を海外に紹介し、ＩＡＥＡの安

全規準改訂の際の参考資料として

採用された。 

 

②ＰＳＡ手法の整備に係る業務（原子

炉施設） 

ａ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡのＩＣＤＥ 

(共通原因故障データに関する

国際協力)のデータを静的機器に

拡張して調査し、静的機器に対す

る共通原因故障率を整備した。 

ｂ）工事計画の認可及び届出の対象

となっている設備について、法・

省令等による整理・分類を行い、

対象範囲の設定の考え方を分析し

た。また、これらの範囲に含まれ

る設備のうちリスク上重要な機器

の摘出をおこなった。 

また、保安規定記載事項妥当性

評価のため、定例試験間隔及び許

容待機除外時間について代表ＢＷ

Ｒ５及び代表４ループＰＷＲの試

解析を行った。検討に当たっては、

認知過誤等の人間信頼性解析手法

の高度化の検討も行った。 

ｃ）シビアアクシデント現象の詳細

解析コードの検証と性能把握 

イ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡ国際標準問

題４７番（ＩＳＰ-４７）に参

加し、ＩＳＰ-４７のＳＴＥＰ

－２（ＴｈＡＩ試験）を解析し

た。その結果、ＴｈＡＩ試験の

ような小規模試験体系では、現

状の乱流モデルは乱流効果を

過大評価する傾向が有ること

が分かった。また、ＤＥＦＩＮ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＰＳＡ手法の整備に係る

業務（原子炉施設） 

外部評価委員会におい

て評価（解-1、4、11） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）国内外の原子力発電所で発生し

た事故・故障事例のうち代表的な

事例についてリスクの観点から評

価・分析し、国内プラントの運転

管理に係る情報として、重要度等

を把握する。また、アクシデント

マネジメントのスコープ拡大につ

いても検討する。 

ｅ）外的事象ＰＳＡ手法整備の一環

として、溢水による炉心損傷リス

クを評価するため、国内プラント

を対象とした溢水ＰＳＡ手法を整

備する。 

Ｅコードの数値計算部の安定

化改良を行い、解析時間の高速

化を実現した。 

これらの成果は、平成１７年

５月及び１０月のＩＳＰ－４

７ワークショップで報告した。

ロ）米国サンディア国立研究所で

実施された格納容器雰囲気直

接加熱実験を対象にして、デブ

リ（炉心溶融物）飛散挙動モデ

ルをモジュール化したＰＨＯ

ＮＩＣＳコードの検証解析を

実施し、実験の圧力変化を模擬

できることを確認した。また、

ドライ型２ループＰＷＲの原

子炉キャビティ区画室及び隣

接する格納容器下部区画室を

三次元で模擬した解析を実施

し、１次系内圧力が低圧で原子

炉容器破損にいたる事故シー

ケンスでは、格納容器に接触す

るデブリ厚さが最大でも０．３

ｍｍであることを確認した。こ

れによって、低圧の事故シーケ

ンスでは、格納容器直接接触に

よる格納容器破損の可能性が

著しく小さいことが明らかに

なった。 

これらの成果の一部を、日本

原子力学会（平成１７年９月秋

の大会）で発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ）国内代表プラントを対象に溢水

による炉心損傷リスクを評価する

ための溢水ＰＳＡ実施手順書を作

成し、溢水ＰＳＡ手法を整備した。
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ＰＳＡ手法の整備に係る業務

（原子力施設） 

リスク情報を考慮した規制の

検討に資するため、また、安全

性確認に使用するＰＳＡ手法

等を整備するため、以下を行

う。 

ａ）国内外の原子力施設におけ

るトラブルや故障情報の分析

等を行い、原子力施設に関する

ＰＳＡ手法を策定するととも

に、ＰＳＡ評価に使用できる故

障確率等のデ－タベ－スの整

備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ）電気事業者からの情報に基づき

整備している原子力発電情報公開

ライブラリ（ＮＵＣＩＡ）のデー

タを活用した国内機器故障率デー

タベース等の整備活動に協力す

る。また、国内における民間機、

軍用機の事故調査を行い、航空機

落下確率評価のためのデータベー

スを更新する。 

 

 

③ＰＳＡ手法の整備に係る業務（原子

力施設） 

 

 

 

 

 

ａ）再処理施設 

イ）代表的な事象のＰＳＡについ

て、リン酸トリブチル等の錯体の

急激な分解反応事象及び臨界事

象等を対象に実施し、事故シーケ

ンスの摘出及び定量化を行う。ま

た、基事象の重要度評価等を行

い、リスク情報の活用の可能性を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）施設で発生する全事象と起因

ｆ）原子力発電情報公開ライブラリ

（ＮＵＣＩＡ）のデータを活用し、

ベイズ手法を用いて、国内機器故

障率、起因事象頻度、待機除外頻

度等のＰＳＡに必要とされるデー

タを整備した。平成１６年の航空

機落下事故の調査を行い、昭和６

０年～平成１６年の２０年間の航

空機落下事故データベースとして

更新した。 

 

③ＰＳＡ手法の整備に係る業務（原子

力施設） 

 

 

 

 

 

ａ）再処理施設 

イ）ＰＳＡ手順整備のため、六ヶ

所再処理施設の設計情報等を

参考に、リン酸トリブチル等の

錯体の急激な分解反応事象の

ＰＳＡ及び重要度評価を実施

し、事故シーケンスの摘出及び

定量化を行った。施設全体にお

ける臨界事象シナリオを発生

原因別に分類し、解析条件等を

策定した。 

また、平成１６年度のＰＳＡ

結果を基に溶液沸騰及び水素

爆発事象の感度解析及び重要

度評価を実施した。本作業によ

り、これらの事象のＰＳＡ手順

を整理した。 

更に、我が国で唯一の運転実

績を持つ東海再処理施設の保

全データを活用した、再処理施

設の機器故障率データの整備

に着手し、データ整備の考え

方、手順について纏めると共

に、代表的な機器について機器

故障率を試算した。 

ロ）六ヶ所再処理施設の運転時の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ＰＳＡ手法の整備に係る

業務（原子力施設） 

外部評価委員会におい

て評価（解-8） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力施設について、事象

の進展解析及び設備全体のリ

スク分布評価の解析を実施す

る。 

事象の関係の分析について、六ヶ

所再処理施設の運転時の異常な

過渡変化を超える事象候補等に

ついて、起因事象、検知手段、防

止対策及び緩和対策等を摘出・整

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ウラン加工施設 

イ）国内ウラン加工事業者の協力

を得て、ＩＳＡ実施手順書の改定

を行い、１７年度版を作成する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異常な過渡変化を超える事象

の候補（約４６０件）について、

起因事象、検知手段、防止対策、

発生条件及び緩和対策を摘

出・整理すると共にイベントツ

リーを作成した 。これらのう

ち約１９０件の事象について

はコンシクエンスを評価し、残

りの事象（約２７０件）につい

てはコンシクエンス算出に係

るデータを評価した。また、代

表的な事象のＰＳＡに関する

知見と合わせて、施設全体のリ

スクプロファイルの予備的な

評価を行った。 

以上の活動に関連して、原子

力学会秋の大会で２件の口頭発

表を行った。また、国際ワーク

シ ョ ッ プ 「 Workshop on 

Utilization of Risk 

Information for Nuclear 

Safety Regulation」（５月、原

子力安全委員会主催）で報告を

行った。 

ｂ）ウラン加工施設 

イ）ウラン加工施設の代表工程で

ある焼結工程及びＵＦ６蒸発

工程に関し、国内ウラン加工事

業者より技術情報の提供を受

け、ＩＳＡ実施手順書を用いて

試解析を実施し、手順書の改良

への反映事項を摘出した。ま

た、安全確保項目（ＩＲＯＦＳ）

の重要度評価方法を検討し、複

数の重要度評価法を発案した。

さらに、重要度評価結果に基づ

く保守管理への具体的な反映

案の例をまとめた。 

一方、ＪＮＥＳ米国駐在の協

力のもとに、米国原子力規制委

員会（ＮＲＣ）及びＭＯＸ燃料

加工施設の建設会社である

Duke Cogema Stone & 

Webster(ＤＣＳ)社を訪問し、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）ウラン加工施設の代表工程で

ある焼結工程と六フッ化ウラン

蒸発工程について、ＩＳＡ試解析

を実施する 

 

 

 

 

 

 

ハ）ＩＳＡ手順のソフト化につい

ては、ＩＳＡ支援システムの概念

設計を基に、具体的な仕様をまと

める。 

ＩＳＡの考え方・課題などにつ

いて質疑・意見交換を行い、Ｉ

ＳＡ実施手順への反映事項を

整理した。 

また、頻度評価の定量性向上

のために、ＩＲＯＦＳの分類と

機器故障率評価を実施するた

めの手順を作成し、併せて評価

に必要な機器故障率等データ

を整理した。 

以上の検討等に基づき、ＩＳ

Ａ実施手順書を改訂した。 

ロ）平成１８年度に行う計画であ

るＩＳＡ手順書ソフト化の基

本設計のために、平成１６年度

に行ったソフト化の調査検討

の成果及び平成１７年度に行

った上記作業の結果を基に専

門家の意見聴取などを行い、Ｉ

ＳＡの実施上ソフトとして備

えるべき機能、留意点等を整理

した。 

ハ）ウラン加工施設のＩＳＡ試解

析に基づき、核燃料施設の事故

評価に係る検討を開始した。併

せて、ＭＯＸ燃料加工施設につ

いても、日本原子力研究開発機

構（ＪＡＥＡ）にて開発された

ＰＳＡ手法を基に施設の事故

評価に係る検討を行い、事故評

価の候補となる事象を選定す

るに当たっての考え方を整理

した。 

以上の活動に関連して、原子

力学会にて４件の口頭発表を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）トラブル事象等の安全解

析、評価 

現実に発生した各種トラブル

事象等の安全評価を行うため、

現象の解析、評価を迅速に行う。 

（３）トラブル事象等の安全解

析、評価 

機構は、原子炉施設等において

現実に発生した各種トラブル事

象又はトラブルにつながる可能

性のある事象等について施設の

安全性確認のため、事象の解析、

（３）トラブル事象等の安全解析・評価

 

 

 

 

 

 

（３）トラブル事象等の安全解析・評価
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

評価を迅速に行う。 

 

①事象評価に係る業務 

原子炉施設等で発生した事象が

施設の安全運転に影響を及ぼす

可能性があると判断された場合

には、事業者の報告に対して事

象の再現解析等を行い、事象の

把握、影響拡大の可能性及び影

響緩和措置の妥当性の評価等を

行い、その結果を速やかに保安

院に報告する。 

また、原子炉施設では、今後

新たに策定する必要があると考

えられる基準・規格等の作成支

援及びそれらに関連して新たに

誘起される可能性のあるトラブ

ル事象等についての安全評価を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事象評価に係る業務 

ａ）配管破断事故後におけるデブリ

（保温材の破砕片や格納容器内壁

塗装の剥離片、或いはゴミの様な

物）による非常用炉心冷却装置の

ストレーナー及びサンプスクリー

ンの閉塞等に関する解析評価を行

う。また、美浜３号炉配管破損事

故の原因究明の一環として配管減

肉挙動の定量評価手法を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事象評価に係る業務 

ａ）ＢＷＲプラントにおける、格納

容器内配管破断事故後のデブリに

よる非常用炉心冷却装置のストレ

ーナ閉塞を想定した場合の、暫定

対策の妥当性をＰＳＡ手法を用い

て評価した。同評価結果を保安院

の安全評価ワーキンググループ会

合で説明し、具体的対策の推進に

貢献した。 

また、ＢＷＲストレーナ閉塞に係

る事業者の解析を評価・検討し、

その評価手法及び結果は妥当であ

ることを確認した。その結果を保

安院の安全評価ワーキンググルー

プ会合で報告し、国の規制判断を

支援した。 

ＰＷＲの冷却材喪失事故（ＬＯＣ

Ａ）時の異物混入等によるサンプ

スクリーン有効性評価の審査基準

作成のためのＪＮＥＳの支援計画

を立案し、保安院の安全評価ワー

キンググループ会合で了承され

た。 

美浜３号炉配管破損事故解析の検

討としてＬＥＳ乱流モデルでの解

析を実施し、これまでの k-ε乱流

モデルでの結果と比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．マネジメント： Ａ 

１）進捗管理 

原子力安全・保安院から

の事業者実施内容の妥当

性確認指示後、作業担当グ

ループを設置し、作業の実

施及び進捗を管理すると

ともに、部内にクロスチェ

ック連絡会を設置して、各

作業担当グループの連携

を促進し、作業進捗と作業

内容のレビューを計画的

及び適切に実施して、保安

院スケジュールに遅延な

く対応した。 

２）情勢変化対応 

ＢＷＲプラントについ

て、 

当初計画した評価対象

プラントに加え、異なる安

全システム構成を持つプ

ラントが評価対象に追加

された。ＮＩＳＡ審査課及

び検査課と連絡を密にし、

日程を常に確認して情勢

変化への対応を徹底した。 

ＰＷＲプラントについ

て欧米の最新情報を常に

フォローし、国内プラント

の検討に必要なものはＪ

ＮＥＳのＮＩＳＡ支援計

画作成に反映させた。 

３）運営効率化 

本作業の対象事象は、い

くつかのそれぞれ複雑な

事象を組み合わせて分析

されるので、それぞれの事

象別に作業担当を決めて、

並列的に作業を進めると

ともに、検討結果を部内及

びＪＮＥＳ内に設置され
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たタスクフォースで十分

に議論したものを適宜、保

安院へ説明し、保安院の意

見を反映しながら作業を

実施して効率化を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ＢＷＲプラントのスト

レーナ有効性評価及び暫

定措置の有効性評価のた

め、事業者の評価に対して

クロスチェック解析を実

施して、事業者が保安院に

提出した評価手法と評価

結果の妥当性を確認して、

評価結果を保安院の安全

評価ワーキンググループ

に報告し、承認されるとと

もに、審査基準作成の支援

を行なった。 

更に、保安院の安全小委

員会に、これらの技術的資

料が利用され、恒久対策ま

での暫定措置が有効であ

るとの判断に有効に用い

られた。 

ＰＷＲプラントのサン

プスクリーン閉塞事象問

題解決のために必要な検

討項目を抽出して、ＪＮＥ

Ｓが実施する保安院支援

計画を保安院（同ワーキン

ググループ検討会）に報告

し、平成１８年度に作成が

必要な審査基準の検討を

進めている。 

２）安全規制の高度化への

貢献 

ＢＷＲプラントについ

ては、事業者のストレーナ

有効性評価手法と評価結

果の妥当性を確認して安

全規制を支援した。また、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）海外の事故故障事例等の安全情

報に基づき、重要度の評価方法を

検討する。 

 

ｃ）大地震直後のプラント健全性評

価・伝達支援システムのプロトタ

イプを検討するとともに、同シス

テムで想定した情報の双方向伝達

機能等を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）国内外の事故故障事例等の安全

情報に基づき、重要度を評価する

枠組みを検討し、事例の重要度を

評価した。 

ｃ）プラントの地震リスクに多大な

影響を及ぼすサイト周辺住民の避

難に関する判断を支援する情報環

境を実現するため、大地震直後の

サイト周辺を対象にした防災シナ

リオを検討すると共に、サイト周

辺の地震被害推定と情報の伝達支

援からなるシステムのフレームワ

ークを検討し、システムの基本機

能を作成した。 

また、モデルサイトを設定して

公開情報に基づき情報共有の基盤

となる時空間データベースを作成

し、これを用いて作成した基本機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＷＲプラントのストレ

ーナ設備設計を評価する

ための保安院の審査基準

作成を支援した。この審査

基準に基づいてＢＷＲプ

ラントのストレーナ設備

増強に関する工事計画認

可が行なわれている。 

ＰＷＲプラントについ

ては、ＮＩＳＡの対応計画

設定に役立てた。 

 

３．総合評価： Ａ 

ＢＷＲプラントについ

ては、審査基準に基づいて

順次、ストレーナ設備対応

の工事計画の審査に使用さ

れる。また、設備対応を行

うまでの暫定措置の有効性

をＰＳＡにより評価した。 

ＰＷＲプラントについて

は、平成１８年度の審査基

準作成に向けたＪＮＥＳの

実施計画を作成して、現在

作業実施中の段階である。 

 

外部評価委員会におい

て評価（解-1） 

 

 

外部評価委員会におい

て評価（解-2） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能を確認した。自治体の協力を得

て、地域や住民情報を整備し、モ

デルサイトのデータを作成するこ

とで、プラントサイトを対象にシ

ステムを具体化する際に必要とな

る作業の項目と量、及び地理情報

等のデータの詳細度を明確にし

た。 

また、同システムに、宮城県沖

地震の女川原子力発電所の耐震安

全評価の経験を生かし、プラント

再立上げ評価システムを組み込ん

だ。 

<その他緊急対応として実施した

もの> 

平成１７年８月１６日に発生し

た宮城県沖地震において、当該地

震の地震動スペクトルが一部周期

帯でＳ2を上回っていたことから、

今後宮城県沖で発生が予想される

想定宮城県沖地震について以下の

検討を行った。 
すなわち、平成１７年８月１６

日宮城県沖地震の震源特性とその

地域性、文科省地震調査研究推進

本部の想定宮城県沖地震との関連

等について地震学会等の知見を調

査・整理して、同地震の断層モデ

ルを作成して地震動解析を行っ

た。また、解析結果と観測記録を

比較し、モデルの妥当性を確認し

た。 
更に、上記地震の影響や震源特

性及びそれらの不確実さを考慮し

て、断層モデルにより想定宮城県

沖地震の地震動を解析し、同地震

による地震動スペクトルとその変

動幅を評価した。それらの結果と

東北電力が女川原子力発電所の耐

震安全性評価に用いた同地震を想

定した地震動を比較し、概ね対応

していることを確認した。 
ｄ）ハフニウム板型制御棒のひび等

発生のトラブル対応に係る一部制

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<その他緊急対応として実

施したもの> 

外部評価委員会におい

て評価（解-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．マネジメント： Ａ 

１）進捗管理  
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御棒挿入後の炉心の安定性につい

て、問題がないことを確認するた

め、評価・検討に着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全・保安院の指

示による「ハフニウム板型

制御棒挿入時のＢＷＲ炉

心の安定性」のクロスチェ

ック解析を実施するにあ

たり、作業担当グループを

設置するとともに、部内に

クロスチェック連絡会を

設置し、作業進捗について

定期的にレビューし、進捗

管理と作業品質の維持に

努めた。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院の指

示内容に対して、解析条

件、感度解析項目等の具体

的評価項目について、適宜

担当部署と打合せを行い、

作業方針を確認した。 

３）運営効率化 

多量な解析作業に対処

するため、一部アウトソー

シングを利用し、職員をで

きるだけ解析結果の評価

に注力させるとともに、評

価結果を適宜、クロスチェ

ック連絡会で検討し、その

意見を反映しながら作業

を実施して効率化及び品

質向上を図った。 

 

２．成 果： Ｂ 

１）計画達成度 

本作業は、平成１８年度

（上期）に終了する予定で

ある。本年度は、所定の作

業スケジュールに従い、対

象プラントにおける入力

データを作成し、定常状態

のプラント特性解析を行

い、入力データの妥当性を

確認した。今後、過渡解析

を進め、安定性の指標とな

る減幅比を評価し、保安院
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設を構成する設備等

の機械的強度の評価に係る業務

原子炉施設の設備等にき裂等

運転を経ることによる問題が検

出された場合の当該設備の機能

及び機械的強度等の評価を行

い、これによる該当施設の安全

性への影響を明確にすることを

目的として、以下の解析、評価

を行い、その結果を保安院に報

告する。 

ａ）内的事象ＰＳＡによる炉内

構造物及び配管損傷の影響評

価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設を構成する設備の機械

的強度等の技術基準に係る業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子力発電施設に設けられてい

る系統・設備を対象に、放射性物

質の内蔵量を考慮したクラス１、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設を構成する設備の機械

的強度等の技術基準に係る業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）放射能を内蔵する原子力施設を

対象として、広範囲のトラブル事

象を対象に系統・設備のリスク重

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

Ａ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とりまとめの報告書の技

術データとして提出する

予定である。 

２）安全確保： 

原子力安全・保安院で実

施しているＢＷＲのハフ

ニウム板型制御棒ひび割

れトラブルの対応に寄与

する。 

 

３．総合評価： Ａ 

ＢＷＲのハフニウム板

型制御棒ひび割れトラブル

の対応として、同種のひび

割れの恐れがある制御棒を

全挿入した運転が実施中で

ある。同運転状態では安定

性余裕の低下が懸念される

ため、保安院の指示により

機構で開発・整備した安定

性解析コードを用いて安定

性余裕について解析し、運

転上、支障がないことを確

認するとともに、事業者の

結果の妥当性を評価する。

本評価結果は、保安院とり

まとめ報告書のデータとな

り、原子力安全委員会に報

告される予定である。 

 

②原子炉施設を構成する設

備の機械的強度等の技術基

準に係る業務 

外部評価委員会におい

て評価（解-1,2） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ＢＷＲ及びＰＷＲを対象に

炉内構造物及び配管損傷時の

炉心損傷シナリオを検討し、リ

スクの観点から重要な炉内構

造物部位を把握する。 

ｂ）地震ＰＳＡによる炉内構造

物、配管損傷等の影響評価 

地震時の炉内構造物及び配

管に対する地震荷重を評価し、

炉内構造物や配管等にひび割

れ等が存在する状態で維持規

格に従った検査（検査範囲／検

査方法等） を行っている場合

の、これらの構造物の損傷確率

を算出することにより、炉心損

傷頻度を評価する。 

ｃ）き裂進展の時間特性把握と

炉内構造物損傷程度の許容限

度評価（炉心損傷頻度変動の観

点） 

上記ａ）及びｂ）の結果を踏

まえ、炉内構造物等のき裂進展

の時間特性等を把握した上プ

ラント全体の総合的な安全性

（炉心損傷頻度等）への影響の

検討を行い、炉内構造物損傷程

度の許容限度を評価する 

 

③研究開発段階炉開発炉のＰＳ

Ａ 

「もんじゅ」について、成功

基準（サクセスパス）解析を含

み内的事象を対象に定格運転時

及び停止時レベル１ＰＳＡを実

施する。 

この中で、高速増殖炉に特徴

的なトラブル事象の分析・評価

を行い、これに基づき機器検査

方策の立案及び重点検査対象機

器の摘出を行う。 

また、出力運転時レベル２Ｐ

ＳＡの簡易評価を行う。さらに、

地震ＰＳＡ（レベル１）を実施

するとともに、一般火災に対す

２、３、鋼製格納容器（ＭＣ）機

器のリスク重要度を評価する。 

 

 

 

ｂ）き裂進展解析コードを用いてよ

り現実的な炉心シュラウドき裂進

展評価を進める。さらに、定期検

査で検出される一次系配管溶接部

等についてもより現実的なき裂進

展評価を検討する。これらの結果

に基づいて構造物の損傷確率を算

出する。 

 

 

 

ｃ）上記ａ）、ｂ）などの検討に基づ

き、活用が予定されている学協会

規格及び民間規格の解釈や見直し

等に重要な情報を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究開発段階炉開発炉のＰＳＡ 

ａ）停止時レベル１ＰＳＡ 

高速増殖炉もんじゅを対象に、停

止時における炉心損傷頻度の概

算値を算出する。 

 

 

 

 

 

ｂ）レベル１ＰＳＡの活用 

レベル１ＰＳＡ等の結果を参考

に、検査等で重要となる機器や部

品の摘出を実施する。また、代表

的な炉心損傷事象に対する燃料

及びバウンダリ破損限界の検討

要度を簡易評価するＰＳＡモデル

の構築を行い、系統・設備のリス

ク重要度を評価した。 

 

 

ｂ）地震時における配管損傷頻度の

評価を目的に、配管にき裂がある

場合の損傷確率の試算を行い、配

管のき裂の有無によるＬＯＣＡ発

生頻度への影響を評価する基礎デ

ータを得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究開発段階炉開発炉のＰＳＡ 

ａ）停止時レベル１ＰＳＡ 

高速増殖炉もんじゅを対象に、

停止時における起因事象の選定を

行い、イベントツリー及びフォー

ルトツリ－を作成することにより

停止時のレベル１ＰＳＡ手法を整

備した。また、この整備した手法

を用いて停止時における炉心損傷

頻度の概算値を算出した。 

ｂ）レベル１ＰＳＡの活用 

レベル１ＰＳＡの重要度解析結

果から、検査等で参考にする安全

上重要な機器、系統を摘出した。

また過渡熱流動解析コードＮＡ

ＬＡＰを用いて過酷事故の事故進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究開発段階炉開発炉の

ＰＳＡ 

外部評価委員会におい

て評価（解-1,7,9,10） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

る火災ＰＳＡ評価に着手する。 から、レベル１ＰＳＡで用いる成

功基準を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）もんじゅレベル２ＰＳＡ 

主要な炉心損傷事象及び炉外燃

料貯蔵設備の崩壊熱除去機能喪

失事象等について、事故シナリオ

を整理し、機構が行うもんじゅの

レベル２ＰＳＡの評価レベルを

判定する。また、冷却材バウンダ

リの構造解析等の結果を基に、事

故時のバウンダリ破損の考え方

を整理し、バウンダリ多重破損に

よる格納容器バイパス事象の事

故シナリオを整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

展を解析し、スクラム失敗事象を

含め起因事象別に炉心損傷に至る

条件を明らかにした。また、これ

らの結果から、炉心損傷に至るま

での時間余裕を求めた。これらの

成果を、原子力学会(平成１７年９

月年会及び平成１８年３月春の大

会)で報告した。 

更に、仏高速炉ＰＨＯＥＮＩＸ

の配管混合部を対象として、大規

模な乱流シミュレーション(ＬＥ

Ｓ)による熱流動解析を実施した。

また、その他の流体モデルの適用

性を検討し、流体混合部の流動解

析手法を整備した。この手法を用

いて、バウンダリ破損確率を評価

する見通しを得た。 

ｃ)もんじゅレベル２ＰＳＡ 

もんじゅのＡＭの有効性評価の

準備のために、次のレベル２ＰＳ

Ａの手法整備を進めた。 

イ）炉心損傷事象の特徴の摘出と

レベル２ＰＳＡ評価レベルの

検討 

もんじゅの代表的な炉心損

傷事象である崩壊熱除去機能

喪失（ＰＬＯＨＳ）、スクラム

失敗事象（ＵＬＯＦ）、及び燃

料集合体事象を対象として、再

臨界挙動やナトリウム中線源

挙動など、高速炉特有の炉心損

傷事象に着目して、環境への放

射性物質放出割合(ＣＣＤＦ)

を分析した。これらの事象につ

いては、ＪＮＥＳが提案した現

象相関ダイヤグラム（ＰＲＤ）

を適用した現象イベントツリ

ーを用いて、事故シナリオの種

類と特徴、発生頻度を解析し、

レベル２ＰＳＡを実施する上

での事故評価の深度(評価レベ

ル)を判定した。 

その結果、レベル２ＰＳＡにお

いて事象推移の定量解析が必要
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）もんじゅ地震ＰＳＡ 

構築した解析モデルに基づき、感

度解析、重要度解析、不確実さ解

析等を実施する。 

となる事象として、ＰＬＯＨＳや

炉外燃料貯蔵槽（ＥＶＳＴ）の除

熱機能喪失などが摘出摘され、そ

の他の事象については定性的評

価が適切と判定した。 

ロ）冷却材バウンダリの破損判断

条件の検討 

ＰＬＯＨＳ時の冷却材バウン

ダリ破損機構を把握する目的

で、冷却系配管とメカニカルス

ナバなどの支持構造との干渉

効果や原子炉容器などの構造

応答に着目し、大変形弾塑性ク

リープ解析を実施した。この結

果、８５０℃を超える事故条件

では、応力緩和によって配管破

損の可能性は低減するが、ナト

リウムの熱膨張に起因した内

圧クリープや座屈などによる

冷却系機器の破損可能性が摘

出された。主要機器の破損部位

や破損到達時間などの情報に

基づいて、冷却材バウンダリの

破損判断条件を整理した。 

これらの成果の一部を、日本

機械学会２００５年度年次学

会で報告した。 

ｄ）もんじゅ地震ＰＳＡ 

地震時に特有な３ループ軸固着

事象及び繰返し反応度変動に対し

て、炉心損傷は発生しないことを

ＮＡＬＡＰコードによる解析で確

認した。 

また、手動操作、機器間同時損

傷、電気盤等のモデル化を見直し、

感度解析、重要度解析、不確実さ

評価等を実施した。 

更に、もんじゅの地震ハザード

に影響が大きい浦底断層のセグメ

ント長さの不確実さを考慮した地

震ハザードを解析評価し、その結

果を原子力委員会の近藤委員長に

報告した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｂ２．原子炉施設等の安全性解

析及び評価（電源利用勘定業務） 
Ｂ２．原子炉施設等の安全性解析

及び評価（電源利用勘定業務） 
Ｂ２．原子炉施設等の安全性解析及び評

価（電源利用勘定業務） 
Ｂ２．原子炉施設等の安全性解析及び評

価 
（電源利用勘定業務） 

 

Ａ  
利 用 

（Ａ） 

（１）クロスチェック解析 

原子炉施設等の設置許可等に

係る安全審査に際し、当該施設

の事故時の安全性等について各

種の解析コ－ド等を用いた安全

解析を行い、その設計の妥当性

を確認する。 

（１）クロスチェック解析等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①許可申請に係るもの 

事業者が原子力安全・保安院に

提出する設置（変更）許可申請

書に示される安全解析につい

て、機構は、保安院の指示に応

じて事業者が使用した安全解析

コ－ドとは異なる安全解析コ－

ド等を用いて安全解析を行い、

当該施設の安全性を確認すると

ともに事業者の安全解析の妥当

性を評価する業務を確実に実施

する。その結果は、速やかに原

子力安全・保安院に報告する。

中期目標期間中に見込まれる

設置許可申請は以下のとおり。

ａ）原子炉施設 

本中期目標期間中の設置（変

更）許可申請対象としては、敦

賀３号機及び４号機（日本原子

力発電株式会社）、東通２号機

（東北電力株式会社）並びに東

通１号機及び２号機（東京電力

株式会社）が計画中である。

（「平成１５年度電力供給計画

の概要」（経済産業省、平成１

５年３月）） 

 

 

 

 

 

（１）クロスチェック解析 

原子力安全・保安院の指示に応じて

事業者が原子力安全・保安院に提出

する設置許可申請書等に係る安全解

析を行い、当該施設の安全性を確認

するとともに事業者の安全解析の妥

当性を評価する。 

本年度中に見込まれる申請等は以下

のとおり。 

 

①許可申請に係るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設 

イ）日本原子力発電（株）敦賀３

号機及び４号機のクロスチェッ

ク解析を行い（実施時期は審査ス

ケジュールに依存）、解析結果が

「発電用軽水型原子炉施設の安

全評価に関する審査指針」に示さ

れた判断基準を満足するかどう

かを検討するとともに、本解析と

申請書記載の解析を比較し、同解

析の妥当性を検討する。 

 

 

 

 

 

（１）クロスチェック解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①許可申請に係るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設 

イ）日本原子力発電株式会社敦賀

３号機、４号機の中性子反射体

クロスチェック解析の迅速な

対応に備え、リングブロック間

ギャップ量の解析手法を整備

している。ＪＮＥＳが整備した

プログラムＦＥＬＩＯＳによ

る熱伝導解析から得たガンマ

発熱による温度分布による熱

ひずみと、損傷量分布によるス

エリングひずみのために生じ

る変形を汎用プログラムＡＢ

ＡＱＵＳで解析し、ギャップ量

分布と経時変化を算出した。ま

た、要素分割、及び構成式のモ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①許可申請に係るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設） 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

グループ内及び部内関

係部署間の連絡会を定期

的に行い、年度計画に沿っ

て業務の進捗を管理し、適

切である。 

２）情勢変化対応 

ＪＮＥＳ整備プログラ

ムＦＥＲＩＯＳでは対応

していないスエリングひ

ずみの影響評価が緊急課

題となったが、解析精度を

確認した上で汎用プログ

ラムＡＢＡＱＵＳを用い

 

○技術力、対応力が確実

に向上しているものと

認められる。 
○これは、組織が蓄積し

てきた技術力をさるこ

とながら、将来の社会

ニーズを見抜いて先行

研究を遂行してきた見

識に負うところも大き

く、今後は、どのテー

マを取り上げるべきか

という点での「研究マ

ネジメント」の一層の

レベルアップが望まれ

る。 
○クロスチェックが適正

に行われ、過誤の指摘

など単なる追認でない

ことを示した。 
○ＪＮＥＳによるクロス

チェック解析の有効性

を誰しもが認めるよう

になってきている。安

全解析コードの開発・

改良整備においても大

きな成果をあげている

と評価する。 
○外部評価委員会の評価

も踏まえ、解析評価業

務における成果を高く

評価する。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デル化の影響を把握して解析

モデルの妥当性を確認した後、

ギャップ量に対する冷却材流

量、ガンマ発熱量の感度を把握

した。 

一方、反射体ブロック間隙漏

れ量評価で使用する uＦＬＯＷ

/ＩＮＳコードの整備として、

ＳＯＡＲ法(SIMPLE Optimized 

and Automated Relaxation 

Factors)を組み込み、計算速度

の向上を確認した。 

上記評価に係る反射体ブロ

ック間ギャップ形成には、中性

子反射体の放射線発熱による

熱変形のみならず、運転時間の

経過と共に、照射損傷に伴うス

ウェリング変形が加わる。この

ため、スウェリング変形の評価

に必要な中性子反射体の放射

線による照射損傷量（ｄｐａ）

分布をＣＡＳＭＯ-４Ｅコード

で算出できることを確認した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）平成１２年度に電源開発大間

原子力発電所のクロスチェック

解析として、「炉心安定性」及び

「制御棒落下事故」の解析を実施

したが、その後の審査の過程で、

当時申請者から提供を受けた核

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

て対応した。 

３）運営効率化 

汎用プログラムＡＢＡ

ＱＵＳを遅延無く使用で

きる環境を整備して、本作

業の効的実施を可能にし

た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

クロスチェックの予備

解析として中性子反射体

についてガンマ発熱によ

る温度分布による熱ひず

みと、損傷量分布を評価

し、同分布によるスエリン

グひずみのために生じる

変形を解析し、ギャップ量

分布を算出した。また、ガ

ンマ発熱・冷却材流量の温

度・変形量感度解析等を実

施することにより感度の

知見を得たなど、クロスチ

ェック解析への対応がい

つでも可能となった。 

２）成果の活用 

日本原子力発電株式会

社敦賀３号機、４号機のク

ロスチェック解析に活用

する予定である。 

 

３．総合評価：Ａ 

計画に沿って適切に業

務のマネジメントを実施

し、当初に想定した内容と

同等の成果が得られ計画に

沿った成果である。 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全・保安院の指

示による「炉心の安定性」

及び「制御棒落下事故」の

クロスチェック解析を実
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面積データに一部誤りのあっ

たことが判明した。このため、

補正された核断面積データを

用いて、改めて「炉心安定性」

及び「制御棒落下事故」に係る

クロスチェック解析を行った。

解析の結果、今回の核断面積デ

ータの補正が解析結果に及ぼ

す影響は小さいことを確認し

た。この結果を原子力安全・保

安院に報告し、安全審査の技術

支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施するにあたり、それぞれ

の作業担当グループを設

置するとともに、部内にク

ロスチェック連絡会を設

置し、作業進捗について定

期的にレビューし、進捗管

理と作業品質の維持に努

めた。 

２）情勢変化対応 

保安院からの指示内容

に対して、具体的評価項目

等について、適宜、担当部

署と打合せを行い、作業方

針を確認した。 

３）運営効率化 

多量な解析作業を迅速

に処理するため、一部アウ

トソーシングを利用し、職

員をできるだけ解析結果

の評価に注力させるとと

もに、クロスチェック連絡

会で検討した結果を適宜、

保安院に報告し、保安院の

意見を反映しながら作業

を実施して効率化及び品

質向上を図った。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

該当炉の「炉心の安定

性」及び「制御棒落下事故」

のクロスチェック解析を、

機構にて整備してきた計

算コードを用いて実施し、

本事象に対する安全性を

確認した。予定した期限内

に作業を完了し、本クロス

チェックの結果を報告書

にまとめ、原子力安全・保

安院に提出した。本報告書

は、安全審査における技術

資料として活用された。 

２）安全確保： 

大間原子力発電所の安

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

84 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈その他緊急対応として実施したもの〉

平成１７年８月１６日に発

生した宮城県沖地震により、東

北電力・女川原子力発電所第１

号機～第３号機がスクラム停

止したのに伴い、同発電所の建

屋及び機器・配管の耐震安全性

について、以下のクロスチェッ

ク解析を実施した。 

女川原子力発電所第２号機

について、平成１７年８月１６

日宮城県沖地震、想定宮城県沖

地震Ａ、Ｂ、安全確認地震動に

対して、原子炉建屋及び耐震重

要度ＡＳ、Ａに分類される重要

機器全７９個について耐震安

全性評価を行い、当該建屋及び

機器がこれらの地震動に対し

て構造健全性を満たしている

ことを確認した。また、事業者

の解析結果はＪＮＥＳの解析

結果とほぼ一致していること

を確認した。 

また、作業の分析、計画書、

発注仕様書作成、解析、評価、

報告書作成の一連の作業にお

いて、契約期間や解析・評価期

間の大幅な短縮を図るととも

に、チェックリストに基づく第

3 者チェックを実施する等の品

質の確保を行った。 

また、これらの結果を原子力

安全・保安院に報告するととも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全審査に寄与した。 

 

３．総合評価： Ａ 

原子力安全・保安院の指

示により、該当炉の「安定

性」及び「制御棒落下事故」

に対する安全性を確認し

た。これにより、大間原子

力発電所の安全審査の円

滑・迅速な遂行に寄与した。 

 

〈その他緊急対応として実

施したもの〉 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全・保安院から

のクロスチェック指示書

の内容及び期限に対して、

部長及び３名の査読委員

で構成するクロスチェッ

ク連絡会を開催し（月当た

り２回程度開催），担当者

以外の第三者を含めて全

体計画、進捗状況及び検討

課題について討議するこ

とにより、成果の品質及び

業務進捗を管理すること

で極めて適切な進捗管理

を行った。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院と連

絡を密にし、事業者報告書

の提出日程，中間報告，原

子力安全・保安部会 耐

震・構造設計小委員会の報

告日程などを常に確認し

て情勢変化への対応を行

った。 

また、本業務は年度当初

の計画にはない作業であ

ったが、本クロスチェック

解析業務を優先させ、グル

ープ内の体制を組み、当初

計画業務と並行して迅
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、同院の要請により原子力安

全・保安部会耐震・構造小委員

会で報告し、２号機再起動のた

めの検証資料として用いられ

た。 

女川原子力発電所第３号機

について、２号機同様に原子炉

建屋の地震応答解析を行い、当

該建屋及び重要機器が構造健

全性を満たしていること、事業

者の解析結果はＪＮＥＳの解

析結果とほぼ一致しているこ

とを確認した。その際、事業者

の許容応力の誤記を指摘し、事

業者の報告書が修正された。 

また、これらの結果につい

て、原子力安全・保安院の要請

により保安院と同行し、宮城

県、石巻市、女川町への説明を

行った。 

上記２号機、３号機の解析作

業においては、地盤応答、建屋

応答、機器・配管応答、プラン

トシステム等の広範な分野に

亘っているため、部内の各専門

家を動員し、技術的調整や連携

のもとに作業を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

速・適切に対応した。 

３）運営効率化 

総務部契約グループの

協力のもと、契約期間を大

幅に短縮すると共に、建

屋，機器，配管などの解析

作業を適切に分離・統合

し、解析結果の受け渡しの

合理化、あるいは並列作業

の実施アウトソーシング

を含む体制を整備するこ

と等により大量の解析項

目に対し短期間で解析作

業を完了するなど，効率的

な運営を行った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

クロスチェック解析の

結果から事業者報告書は

概ね妥当であることを確

認すると共に、事業者報告

書に記載された許容応力

に誤記があること発見し

た。これらの結果は速やか

に原子力安全・保安院担当

課へ伝え、保安院、原子力

安全・保安部会 耐震・構

造設計小委員会（第２号機

分）及び地方自治体による

女川原子力発電所第２号

機，第３号機の運転再開に

関する判断に活用された。

また、事業者はＪＮＥＳに

指摘された誤記部分につ

いて報告書の訂正を行っ

た。以上のとおり、当初の

予定を上回る大きな成果

を得た。 

２）成果の活用 

耐震クロスチェック解

析成果をとりまとめて原

子力安全・保安院へ報告す

るとともに、保安院の要請
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力施設 

本中期計画期間中の事業許

可（変更）申請対象としては、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）高速増殖原型炉もんじゅの安

全性解析を実施する。（実施時期

は審査スケジュールに依存） 

 

 

 

ｂ）原子力施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）もんじゅの安全性解析につい

ては、原子力安全・保安院から

の指示はなかった。解析コード

の整備に重点化するように計

画した。 

 

ｂ）原子力施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により、女川２号機の耐震

クロスチェック解析結果

を原子力安全・保安部会 

耐震・構造設計小委員会で

報告し、再起動のための検

証資料として活用された。

また、女川３号機の耐震ク

ロスチェック結果につい

て、保安院の要請により保

安院と同行し、地方自治体

（宮城県，石巻市，女川町）

への報告を行った。 

 

３．総合評価：Ａ 

業務のマネジメントは適

切であり、かつ、早期に事

業者解析結果が妥当である

こと、および事業者報告書

の誤記を保安院に報告し、

第２号機及び第３号機の耐

震安全性の確認と運転再開

のための判断資料を提示し

たことは、原子力の安全確

保上極めて大きな成果を挙

げ、国による安全規制に特

筆すべき寄与をしたものと

考える。 

さらに、原子力安全・保

安院からの要請で、原子力

安全・保安部会 耐震・構

造設計小委員会あるいは地

方自治体において、機構が

耐震クロスチェック結果を

報告するなど，当初の成果

を上回る成果があった。 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力施設 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

以下のとおり。（「原子力の技術

基盤の確保について」（総合資

源エネルギ－調査会原子力部

会報告、平成１３年６月） 

イ）再処理施設 

・日本原燃株式会社（以下、

「ＪＮＦＬ」という。）再処

理施設 

・核燃料サイクル開発機構

再処理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）核燃料サイクル開発機構加工

事業許可申請に係る、臨界安全解

析、冷却性能解析、耐震解析及び

被ばく解析等につき、クロスチェ

ック解析を継続して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ)旧核燃料サイクル開発機構加

工事業許可申請に係る、臨界安

全解析、冷却性能解析、耐震解

析及び被ばく解析につき、クロ

スチェック解析を継続して実

施した。 

・核的制限値等の設定値、プル

トニウム貯蔵庫等の冷却性

能、被ばく評価に係るＭＯＸ

粉末挙動に関連するパラメ

ータ、被ばく線量及び耐震安

全性について妥当性を解析

した。解析の結果、申請者の

解析結果は妥当であること

を確認し、保安院に報告し

た。 

・申請者が設定した基準地震動

について目標スペクトルへ

の適合性評価、基準地震動の

建屋基礎への地盤伝播評価、

地震時の建屋の健全性並び

に粉末保管設備上部グロー

ブボックス及び保管ベッセ

ルの地震時健全性について

評価し、保安院に報告した。

申請者は指摘事項を反映し

て再解析を行った。 

・被ばく評価を実施し、安全性

の判断基準との比較結果及

び事業者の結果の妥当性の

評価を実施し、保安院へ報告

した。事業者は補正申請し

た。このクロスチェック解析

によって、国の安全審査でク

ロスチェック解析機能が適

切に発揮され、原子力施設の

安全確保に対する審査の信

頼性が確固なものであるこ

とが示された。 

・現在、原子力安全委員会にて

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

原子力安全・保安院から

のクロスチェック指示書

の期限及び内容に対して、

部長及び３名の査読委員

で構成するクロスチェッ

ク連絡会を開催し（それぞ

れの案件について月当た

り１回～２回程度）、担当

者以外の第三者を含めて

全体計画、進捗状況及び検

討課題について討議する

ことにより、成果の品質及

び業務進捗を管理し，極め

て適切な進捗管理である。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院と連

絡を密にし，日程を常に確

認して情勢変化への対応

を徹底しており，適切であ

る。特に、申請内容に不具

合を確認した場合には、早

期に原子力安全・保安院に

連絡し、審査への反映を行

っており、適切である。 

３）運営効率化 

申請内容の変更等が多

かったため、原子力安全・

保安院と連絡を密にし、迅

速な変更情報の確認に努

め、計画どおりの詳細な解

析を行うなど、効率的な運

営を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

臨界解析については、多

種多様で詳細な解析・評価

を実施し、保安院に対して
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２次審査中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多くの安全上重要な指摘

を行ない、審査に貢献し

た。指摘内容は、申請者の

行った補正に反映された。 

冷却性能に関しては、独

自に工夫した解析モデル

を用いて詳細な解析を行

い、安全性に問題のないこ

とを確認した。 

耐震解析に関しては、申

請者のグローブボックス

の解析モデルの不具合を

指摘し、申請者は指摘事項

を反映した再解析を実施

した。 

被ばく評価に関しては、

多くの不具合、解析結果の

間違いを指摘し、そのため

解析条件の変更などがあ

り時間を要したが、MOX 粉

末挙動に関連するパラメ

ータの独自の調査結果に

基づく申請者使用値の妥

当性の評価、遮へい評価及

び気象データに基づく詳

細な被ばく評価を行う等、

詳細な検討を行って最終

的に安全性を確認した。 

以上のとおり，当初の予

定を上回る大きな成果で

ある。 

２）成果の活用 

クロスチェック解析の

結果に基づき申請内容に

ついて多くの不具合を指

摘し、申請者の補正申請が

行われた。その結果に基づ

き、安全性の確認が行わ

れ、一次審査が終了し、二

次審査へと進行した。 

 

３．総合評価：Ａ 

業務のマネジメントは

適切であり，かつ，早期に
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）混合酸化物燃料（以下、「Ｍ

ＯＸ燃料」という。）加工施設

・ＪＮＦＬ－ＭＯＸ燃料加

工施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）日本原燃（株）ＭＯＸ燃料加

工施設等の事業許可申請に係る、

臨界、冷却性能、事故解析等につ

き、クロスチェック解析を行う。

（実施時期は審査スケジュール

に依存） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）日本原燃（株）ＭＯＸ燃料

加工施設等の事業許可申請

に係る、臨界、冷却性能、耐

震等につき、クロスチェック

解析の実施内容、方法等につ

いて検討し、解析の開始に備

えた（クロスチェック解析の

開始は、平成１７年度第４四

半期以降の予定である）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者解析結果との差異を

保安院に報告し、補正申請

に反映したことは、原子力

の安全確保上極めて大きな

成果を挙げ、国による安全

規制に大きな寄与をしたも

のである。 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全・保安院より

の要請により、事業許可申

請書を参考にとしてクロ

スチェック解析の実施項

目・内容等について計画を

立案し、担当課へ説明し

た。 

２）情勢変化対応 

特になし。 

３）運営効率化 

ＪＡＥＡＭＯＸクロス

チェック解析作業の実績

に基づき、クロス解析実施

項目を予想し、主担当者を

予め任命することにより、

計画案策定を効率的に行

った。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

クロスチェック解析実

施内容をほぼ確定するこ

とができ、実施に備えるこ

とができた。 

２）成果の活用 

クロスチェック解析実

施のための詳細な実施計

画書の作成に活用される。 

 

３．総合評価：Ｂ 

 事前の十分な計画立案に

基づき、原子力安全・保安

院との密接な連携のもと、

クロスチェック解析の効率
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

ハ）ウラン加工施設 

・ＪＮＦＬウラン濃縮施設

ニ）使用済燃料貯蔵施設 

ホ）その他施設 

・ＪＮＦＬ埋設事業施設 

 

 

 

②各種認可申請に係るもの 

事業者から提出される原子炉施

設等の工事計画認可申請、工事

及び設計の認可申請、保安規定

認可申請等のうち、保安院が事

業者の行った安全解析とは独立

に当該施設の安全性の確認解析

が必要と判断される場合、機事

業者から提出される原子炉施設

等の工事計画認可申請、工事及

び設計の認可申請、保安規定認

可申請等のうち、保安院が事業

者の行った安全解析とは独立に

当該施設の安全性の確認解析が

必要と判断される場合、機構は、

必要な安全解析を行い、その妥

当性の評価を実施し、その結果

を速やかに原子力安全・保安院

に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）東京電力（株）使用済燃料貯

蔵施設の事業許可申請に係る、除

熱性能解析、遮へい性能解析、被

ばく解析及び耐震安全性解析等

につき、クロスチェック解析を行

う。（実施時期は審査スケジュー

ルに依存） 

 

②各種認可申請及び届け出に係るもの

イ）日本原燃（株）再処理事業所

廃棄物管理施設等ガラス固化体

貯蔵建屋Ｂ棟の遮へい性能、崩壊

熱の除去性能、耐震解析等に関す

るクロスチェック解析を、継続し

て実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(平成１７年度に、東京電力

（株）使用済燃料貯蔵施設の

事業許可申請等はなし。従っ

て原子力安全・保安院からの

クロスチェック解析の指示は

なし) 

 

 

②各種認可申請及び届け出に係るもの

 

イ）日本原燃（株）再処理事業所

廃棄物管理施設等ガラス固化体

貯蔵建屋Ｂ棟（ＥＢ２建屋）の建

屋、床面走行クレーン、収納管・

通風管について耐震クロスチェ

ック解析を実施した。申請者はク

レーンの補正申請を行った。 

併せて、崩壊熱除去、遮へい性

能に係るクロスチェック解析を

実施した。 

解析の結果、申請者の解析結果

は妥当であることを確認し、原子

力安全・保安院に報告した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的な実施に備えることがで

きたものと高く評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②各種認可申請及び届け出

に係るもの 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全・保安院から

のクロスチェック指示書

の期限及び内容に対して、

部長及び３名の査読委員

で構成するクロスチェッ

ク連絡会を開催し（それぞ

れの案件について月当た

り１回～２回程度）、担当

者以外の第三者を含めて

全体計画、進捗状況及び検

討課題について討議する

ことにより、成果の品質及

び業務進捗を管理し，極め

て適切な進捗管理である。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院と連

絡を密にし，日程を常に確

認して情勢変化への対応

を徹底しており，適切であ

る。特に、申請内容に不具

合を確認した場合には、早

期に原子力安全・保安院に

連絡し、審査への反映を行

っており、適切である。 

３）運営効率化 

先行してクロスチェッ

クを解析行ったＫＡ建屋

及びＫＢＥ建屋の経験・実
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）日本原燃（株）再処理事業所

再処理施設第１ガラス固化体貯

蔵建屋西棟等の遮へい性能、崩壊

熱の除去性能等に関するクロス

チェック解析を実施する。（実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）日本原燃（株）再処理事業所

高レベル廃液ガラス固化建屋

（ＫＡ建屋）及び第一高レベル

廃液ガラス固化体貯蔵建屋東

棟（ＫＢＥ建屋）の設工認申請

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

績を活かして、保安院の意

見聴取会への報告も含め

て、円滑・効率的な運営を

図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

耐震解析において、申請

者のクレーンの耐震計算

書の不具合を指摘したこ

ととは、審査に大きな貢献

をしたものと高く評価で

きる。また、先行してクロ

スチェックを解析行った

ＫＡ建屋及びＫＢＥ建屋

の経験・実績を活かして、

速やかにクロスチェック

解析を行ったことは、大き

な成果である。 

２）成果の活用 

クロスチェック解析の

指摘により、申請者は補正

を行うなど、審査に活用さ

れた。なお、原子力安全・

保安院では、本クロスチェ

ック解析の結果を受けて、

認可を行った。 

 

３．総合評価：Ａ 

業務のマネジメントは

適切であり，かつ，早期に

事業者解析結果との差異を

保安院に報告し、補正申請

に反映したことは、原子力

の安全確保上極めて大きな

成果を挙げ、国による安全

規制に大きな寄与をしたも

のである。 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全・保安院から

のクロスチェック指示書

の期限及び内容に対して、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時期は審査スケジュールに依存）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に対する崩壊熱除去、遮へい性

能及び耐震（ＫＢＥ建屋、及び

その床面走行クレーン、収納

管・通風管、ルーバ及び整流

板・迷路板）についてのクロス

チェック解析を実施した。 

解析の結果、崩壊熱除去性能

について、事業者は補正申請を

行った。 

最終的に、申請者の解析結果

は妥当であることを確認し、原

子力安全・保安院に報告した。

 

さらに、第一高レベル廃液ガ

ラス固化体貯蔵建屋西棟（ＫＢ

Ｗ建屋）の設工認申請に対する

遮へい、除熱のクロスチェック

解析に備えて、解析実施内容、

実施方法等について検討を進

めた（クロスチェック解析は平

成１８年度当初に開始の見込

みである。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部長及び 3 名の査読委員

で構成するクロスチェッ

ク連絡会を開催し（それぞ

れの案件について月当た

り１回～２回程度）、担当

者以外の第三者を含めて

全体計画、進捗状況及び検

討課題について討議する

ことにより、成果の品質及

び業務進捗を管理した。 

本解析は、設計ミスが発

端になって設計変更が行

われたガラス固化体貯蔵

建屋の最初の申請に対す

るクロスチェック解析で

あり、冷却空気流路の複雑

な構造変更に対してＣＦ

Ｄ解析に大きな工夫を要

したこと、また、事業者が

モックアップ試験を行い、

その結果の考察を要した

こと、原子力安全・保安院

の意見聴取会でのクロス

チェック解析計画及び結

果の説明を要したこと等、

時間的に極めて厳しい状

況であったが、適切な進捗

管理により完了したもの

と評価できる。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院と連

絡を密にし，日程を常に確

認して情勢変化への対応

を徹底しており，適切であ

る。特に、申請内容に疑義

を確認した場合には、早期

に原子力安全・保安院に連

絡し、審査への反映を行っ

ており、適切である。 

３）運営効率化 

設計変更された部分を

中心に解析を行い、効率的

な作業を行った。 

また、保安院の意見聴取
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会への報告を円滑に行い、

了解を早期に取り付ける

など、円滑・効率的な運営

を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

設計変更後の冷却空気

流路の複雑な構造に対し

て崩壊熱除去、遮へい、耐

震の解析を実施したこと

は、技術的にも大きな成果

であり、また崩壊熱除去性

能について、事業者の評価

の問題点を指摘したこと、

耐震安全性について、事業

者の使用したＮＡＳＴＲ

ＡＮのバグを指摘したこ

とは、大きな成果である。 

２）成果の活用 

クロスチェック解析の

指摘により、申請者は補正

を行うなど、審査に活用さ

れた。 

この解析の経験は、次い

で行われたＥＢ２建屋の

クロスチェック解析の実

施に直接反映されている。 

なお、原子力安全・保安

院は本クロスチェック解

析の結果を受けて認可を

行い、申請者は改造工事を

実施した。 

 

３．総合評価：Ａ 

業務のマネジメントは適

切であり，かつ，冷却空気

流路の複雑な構造変更後の

最初の建屋に対して、崩壊

熱除去、遮へい、耐震の解

析を実施したことは、技術

的にも大きな成果を挙げた

ものと評価できる。 

クロスチェック解析の指
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）北海道電力（株）泊３号機工

事計画認可申請書に係るクロス

チェック解析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ)北海道電力（株）泊３号機第

５回工事計画認可申請書に係

るクロスチェック解析として、

原子炉本体のうち、上部炉心支

持板に関する３次元ソリッド

要素によるＦＥＭ解析を行い、

申請者の解析・評価は妥当であ

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

摘により、申請者は補正を

行うなど、審査に活用され、

原子力の安全確保上極めて

大きな成果を挙げた。この

ように、国による安全行政

に大きく寄与をしたものと

評価できる。 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原子力安全･保安院から

のクロスチェック解析指

示書の期限及び内容に対

して、Gr 内に担当チーム

を速やかに編成するとと

もに、部長を責任者とする

クロスチェック連絡会を

開催し、全体計画、進捗及

び検討課題の討議を行い、

成果の品質及び業務の管

理を適切に実施した。 

２）情勢変化対応 

本クロスチェック作業

を優先させ、原子力安全・

保安院と連絡を密にして，

報告の日程に対応させた

Gr 内の体制を組み適切に

対応した。 

３）運営効率化 

原子力安全・保安院への

報告期間が短かったため、

アウトソーシングを含む

実施体制を整備すること

により、短期間で解析及び

評価作業を完了させ、極め

て効率的に運営した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

原子炉本体のうち、炉心

支持構造物の上部炉心支

持板に対する３次元ソリ

ッド要素を用いた FEM 解

析及び応力評価に関して
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）泊３号機の工事及び設計の認

可申請に関し、燃料貯蔵設備

（燃料取扱設備を除く）の未臨

界性評価に係るクロスチェッ

ク解析を実施した。解析の結

果、新燃料貯蔵設備及び使用済

燃料貯蔵設備の未臨界性が十

分に確保されていること、及

び、申請者の解析結果は妥当で

あることを確認した。結果を保

安院に報告し、安全審査に役立

てた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

迅速かつ適切に対応し短

期間に所要の成果を達成

した。 

２）成果の活用 

業務の成果をとりまと

めて原子力安全・保安院へ

報告し，安全審査に活用さ

れた。 

 

３．総合評価：Ａ 

業務のマネジメントは

適切であり，かつ，原子炉

本体に係る申請に対して計

画通りに構造健全性評価

を、迅速かつ適切に対応し

短期間に達成するなど、当

初の計画を上回る成果であ

る。 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

「燃料貯蔵設備の未臨

界性評価」のクロスチェッ

ク解析を実施するにあた

り、作業担当グループを設

置するとともに、部内にク

ロスチェック連絡会を設

置し、作業進捗について定

期的にレビューし、進捗管

理と作業品質の維持に努

めた。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院から

の指示内容に対して、解析

手法、解析条件等につい

て、適宜、担当部署と打合

せを行い、作業方針を確認

した。 

３）運営効率化 

多量な解析作業を迅速

に処理するため、一部アウ

トソーシングを利用し、職

員をできるだけ解析結果

の評価に注力させるとと
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③届出に係わるもの 

原子炉施設等の廃止措置に伴

って廃止措置実施事業者及び埋

設事業者より提出される廃止措

置計画書に関し、機構は、保安

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もに、クロスチェック連絡

会で検討した結果を適宜、

保安院に報告し、保安院の

意見を反映しながら作業

を実施して効率化及び品

質向上を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

泊３号機燃料貯蔵設備

（新燃料用及び使用済燃

料用）を対象として、機構

で整備してきた核計算コ

ードの解析により、未臨界

性を確認するとともに事

業者の解析結果の保守性

を確認した。期限内に所定

の作業を完了し、本クロス

チェックの結果を報告書

にまとめ、原子力安全・保

安院に提出した。本報告書

は、工事認可の安全審査に

おける技術資料となるも

のである。 

２）安全確保： 

泊発電所３号機の工事

計画認可の安全審査に寄

与した。 

 

３．総合評価：Ａ 

原子力安全・保安院の指

示により、泊発電所３号機

の燃料貯蔵設備の未臨界性

を確認するとともに事業者

の解析結果の保守性を確認

した。これにより、工事計

画認可に係る安全審査の円

滑・迅速な遂行に寄与した。 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

97 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

院の要請に基づき安全解析及び

評価を行い、その結果を速やか

に保安院に報告する。 

 

 

（２）安全解析及び評価手法の

開発等 

原子炉施設等の安全解析にお

いて新しい知見等を取り入れ、

その精度の向上等を図るため、

安全解析コ－ド及び評価手法の

開発又は改良を行うとともに、

これに必要なデ－タベ－スの充

実化を図る 

（２）安全解析コ－ド及び評価手

法の開発又は改良 

原子炉施設等のクロスチェック

等に使用する安全解析コ－ド及

び評価手法について、多次元化や

高速化等解析評価技術における

新しい知見等を取り入れ、試験解

析やベンチマ－ク解析等により

その精度の向上及び解析機能の

拡充を図るとともに、安全解析コ

－ドの入出力機能等を整備し、解

析の迅速な対応を可能とする。 

また、試験等により必要な技術

情報の充実を図る。 

 

①安全解析コ－ドの開発、改良

整備 

原子炉施設等の安全解析等に

必要な安全解析コ－ド又は必要

となることが予想される安全解

析コ－ドの解析精度の向上及び

その評価機能等を拡充整備す

る。 

安全解析コ－ドの開発・整備

に当たっては、国内外における

同類コ－ドの開発状況及び利用

状況に基づく安全解析コ－ドの

開発・整備計画を策定し、それ

に基づき実施するものとする。

この開発・整備計画は、毎年、

最新情報を反映して見直しを行

う。 

安全解析コ－ドの開発・整備

においては、機構が所有する安

全解析コ－ドの改良及び機能拡

充の他に、必要に応じて、他の

機関が開発した解析コ－ドの導

入又は新たな安全解析コ－ドの

開発を含めて効率的に行う。 

また、安全解析コ－ドの開

（２）安全解析コ－ド及び評価手法の開

発又は改良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①安全解析コ－ドの開発、改良整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）安全解析コ－ド及び評価手法の開

発又は改良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①安全解析コ－ドの開発、改良整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）安全解析コ－ド及び

評価手法の開発又は改良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①安全解析コ－ドの開

発、改良整備 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

発・整備に必要な技術デ－タ等

は、独自の試験又は国際共同試

験への参加等を通して入手す

る。 

各分野の解析コ－ドの整備業

務は以下のとおりとする。 

ａ）原子炉施設に対する安全

解析コ－ド 

原子炉施設に係る安全審査

においてクロスチェック解析

等を実施する際に必要となる

炉物理解析コ－ド、過渡・事

故事象解析コ－ド、構造強度

解析コ－ド、被ばく評価解析

コ－ド及び耐震解析コ－ド並

びにＰＳＡ手法の改良整備を

行う。 

イ）炉物理及び過渡・事故事

象解析コ－ド 

炉物理解析コ－ドでは、熱水

力解析コ－ドとの結合による

三次元詳細解析手法の整備を

進める。また、熱水力解析コ

－ドでは、米国で既に認めら

れており、事故時の原子炉へ

の影響や安全余裕をより現実

的に評価できる最適評価手法

を整備するとともに、同手法

をＥＣＣＳ性能評価に適用す

るための原子炉冷却材喪失事

故解析コ－ドの不確かさ評価

等を行う。 

さらに、格納容器内の局所

的な乱れを精緻に扱い、事故

時の格納容器内の水蒸気濃度

等を精度良く解析する多次元

多成分流体の数値流体力学解

析手法整備のため、ＯＥＣＤ

／ＮＥＡ等の国際試験協力計

画に参加してベンチマ－ク解

析等により機能検証を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設に対する安全解析コ

ード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）炉物理及び過渡・事故事象解

析コード 

ⅰ) ＰＷＲ及びＢＷＲ用のプラ

ント動特性解析コードの実機

解析適用性、反応度事故解析

コードの改良・整備、安定性

動特性コードの整備、現行ク

ロスチェック解析コードの更

新のための入力データ整備等

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
ａ）原子炉施設に対する安全解析コ

ード 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ）炉物理及び過渡・事故事象解

析コード 

i） ＰＷＲ及びＢＷＲの過渡・

事故解析コードとして最新の

ＲＥＬＡＰ５／ＭＯＤ３．３

コードを今後のクロスチェッ

ク解析に適用するため、標準

プラントデータ（ＰＷＲ：３

タイプ、ＢＷＲ：４タイプ）

により判断基準の指標である

ＤＮＢＲやＭＣＰＲの解析が

出来るよう整備した。また、

ＲＥＬＡＰ５／ＭＯＤ３．３

用のＢＷＲ炉内流量配分モデ

ルを整備した。 

反応度投入事故のクロスチ

ェック解析に適用するため、

三次元動特性解析コードＳＫ

ＥＴＣＨ－ＩＮＳと原子炉熱

流動解析コードＴＲＡＣＥを

結合し、燃料エンタルピ算出

機能等を追加した。ＳＫＥＴ

ＣＨ－ＩＮＳ／ＴＲＡＣＥ/

コードにより、ＯＥＣＤ／Ｎ

ＥＡとＮＲＣが主催した「Ｍ

ＯＸ／/ＵＯ2 炉心トランジェ

ントベンチマーク問題」を解

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）原子炉施設に対す

る安全解析コード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）炉物理及び過渡・事故

事象解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-9,10） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) ＢＷＲ反応度投入事象を模

擬した試験を対象に詳細過渡

沸騰モデルの適用性を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ) ＴＲＡＣＥコードの使用環

境を整備し、ＰＷＲ大破断Ｌ

ＯＣＡ評価に関する検証解析

を拡充する。また、国内プラ

ントの安全評価への適用性を

検討する。 

 

析し、機能を確認した。 

周波数領域安定性解析コー

ドＬＡＰＵＲに領域安定性の

解析機能を組込み、Ｒｉｎｇ

ｈａｌｓ炉心の試験データを

用いて解析機能の妥当性を確

認した。時間領域解析コード

による領域安定性の評価で

は、炉内循環ループのモデル

化が影響を及ぼさないことを

確認した。 

ⅱ) ＢＷＲ反応度投入事象時

のボイドによる反応度抑制効

果を安全評価に適用すること

を目的として、加熱面近傍で

の沸騰を模擬するため、界面

の熱輸送計算に膜温度を導入

して改良した多次元詳細二相

流解析コードＡＣＥ-３Ｄに

より、過渡ボイド試験等の解

析を実施し、ボイド挙動定量

化に関する精度を評価した。

その結果、過渡沸騰時のサブ

クール沸騰域から飽和沸騰域

に至るまでのボイド率を概ね

予測できることを確認した。

また、ＬＯＣＡ時のＰＷＲサ

ンプ閉塞事象評価の一部とし

てＡＣＥ-３Ｄコードにより

二相ジェット圧力を評価しＡ

ＮＳＩ/ＡＮＳ標準と比較し

た。その結果、ＰＷＲのコー

ルドレグ破断の条件で高圧力

場ではＡＣＥ-３Ｄの等価圧

力場半径がやや大きく、低圧

力場では逆転することが分か

った。 

ⅲ）ダウンカマバイパス現象と

ＥＣＣＳ注入水混合挙動につ

いてＣＣＴＦ (円筒炉心試験

装置)実験とＵＰＴＦ (上部

プレナム試験装置)実験の検

証解析を実施して、ＴＲＡＣ

Ｅコードが安全評価解析に使
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) ＰＷＲのほう素希釈事象に

関する計画（ＯＥＣＤ／ＰＫ

Ｌ計画）の試験データの収集

分析を行うとともに、解析コ

ードの検証、整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ) 実機の大破断ＬＯＣＡの不

確かさ評価を実施する。また

統計手法の学会標準化の動き

や海外機関の手法のフォロー

アップを行い、当機構の評価

手法の整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ) 事故時熱水力挙動に関する

計画（ＯＥＣＤ／ＲＯＳＡ計

画）に参画し、設計基準事象

及び設計基準事象を越える事

象において生じる可能性があ

る複雑現象を予測するモデル

や手法に関して、多次元解析

コード等の検証を進める。 

 

 

用できることを確認した。 

ⅳ）ＯＥＣＤ/ＰＫＬ計画に参

画し、試験データの収集分析

を行うとともに、試験データ

を用いて、ＲＥＬＡＰ５/ＭＯ

Ｄ３コード、数値流体力学（Ｃ

ＦＤ）コードｕ－ＦＬＯＷ／

ＩＮＳよる解析を行い、これ

らコードの検証に活用した。

また、試験解析の一部をＯＥ

ＣＤ/ＰＫＬのワークショッ

プで報告し、情報を発信した。

これらの成果は、ホウ素希釈

メカニズムやリフラックス冷

却等、出力運転時には見られ

ない複雑なＰＷＲの停止時の

事故時熱水力挙動解析に対す

るコードの機能検証及び実機

適用評価手法として今後の事

故・トラブルの原因究明等に

活用できる。 

ⅴ) これまでＪＮＥＳで実施

してきた不確かさ手法(ＧＲ

Ｓ手法＋応答曲面法)に対し、

ラテン超方格法(ＬＨＳ)によ

る不確かさパラメータのサン

プリング機能を加えた。さら

に燃料被覆管最高温度(ＰＣ

Ｔ)の統計処理機能を新たに

加え、評価手法を拡充した。

この評価手法を用いて、ＯＥ

ＣＤ/ＮＥＡ ＢＥＭＵＳＥ

プログラムのＳｔｅｐ２(実

機解析)の評価を実施した。 

ⅵ）事故時熱水力挙動に関する

計画（ＯＥＣＤ／ＲＯＳＡ計

画）に参画し、同計画で予定

されている試験（ＰＷＲの頂

部破断、下部破断試験等）の

予備解析を実施し、提案され

た試験条件は実施上、問題が

ないことを認した。 

ⅶ）ＰＷＲサンプスクリーン閉

塞問題について、課題として残

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されている化学的影響に関し

て、海外状況調査を行い、試験

計画を立案して、試験装置の設

計・製作を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全・保安院から

の事業者実施内容の妥当

性確認指示後、作業担当グ

ループを設置し、作業の実

施及び進捗を管理すると

ともに、部内にクロスチェ

ック連絡会を設置し、作業

進捗と作業内容のレビュ

ーを実施して、保安院スケ

ジュールに遅延なく対応

した。また、ＰＷＲプラン

トではＪＮＥＳにもタス

クフォースを設立し、部間

の連携をとりつつ業務を

遂行した。 

２）情勢変化対応：Ａ 

ＰＷＲプラントについ

て欧米の最新情報を常に

フォローし、国内プラント

の検討に必要なものはＪ

ＮＥＳのＮＩＳＡ支援計

画作成に反映させた。ま

た、これら調査により国内

ＰＷＲプラント条件にお

けるサンプスクリーン閉

塞に対する化学的影響の

重要性が摘出されたこと

を受け、審査基準作成の参

考データとして利用でき

るよう、急遽化学影響試験

を立案した。 

３）運営効率化 

本作業の対象事象は、い

くつかのそれぞれ複雑な

事象を組み合わせて分析

されるので、それぞれの事

象別に作業担当を決めて、

並列的に作業を進めると

ともに、検討結果を部内と

ＪＮＥＳ内に設置された

タスクフォースで十分に

議論したものを適宜、保安

院へ説明し、保安院の意見

を反映しながら作業を実
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施して効率化を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ＢＷＲプラントのスト

レーナー有効性評価のた

め、事業者の評価に対して

クロスチェック解析を実

施して、事業者が保安院に

提出した評価手法と評価

結果の妥当性を確認して、

保安院の安全評価を支援

するとともに、審査基準作

成の支援を行なった。ＰＷ

Ｒプラントのサンプスク

リーン閉塞事象問題解決

のために必要な検討項目

を抽出して、ＪＮＥＳが実

施する保安院支援計画を

保安院（同ワーキンググル

ープ検討会）に報告し、平

成１８年度に作成が必要

な審査基準の検討を進め

ている。また、ＰＷＲサン

プスクリーンの化学影響

試験については欧米の先

行試験やＪＮＥＳで実施

した熱力学計算を参考に、

従来の試験では含まれて

いない影響も考慮した装

置を考案し、試験装置の設

計を進めている。 

２）安全規制の高度化への

貢献 

ＢＷＲプラントについ

ては、事業者のストレーナ

ー有効性評価手法と評価

結果の妥当性を確認して

安全規制を支援した。ま

た、ＢＷＲプラントのスト

レーナー設備設計を評価

するための保安院の審査

基準作成を支援した。この

審査基準に基づいてＢＷ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）構造解析コ－ド 

指針や基準・規格の改訂に

対応して機器・配管応力解析

評価コ－ドの整備を行うとと

もに、設備の経年変化を考慮

した確率論的破壊力学コ－ド

を整備する。 

また、燃料の更なる高燃焼度

化に対応して、高燃焼度化燃

料（ＭＯＸ燃料を含む）に特

有な現象に関する知見を燃料

ふるまい解析コ－ドに反映

し、照射後試験デ－タ等によ

り検証を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）構造解析コード 

ⅰ) 高経年劣化評価のき裂進展

評価に関して溶接解析コード

を用いてき裂進展による残留

応力解放挙動評価解析等を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) ＭＯＸ燃料を含む国内外の

高燃焼度化燃料の照射後試験

データ等を基に、高燃焼度燃

料に特有な現象に関する知見

を燃料ふるまい解析コードに

反映し、照射後試験データ等

により検証を行うとともに、

コードの不確定性を評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）構造解析コード 

ｉ）試験等との比較から、溶接

解析コードＱｕｉｃｋＷｅｌ

ｄｅｒの妥当性を確認した。

また、溶接部ごとにき裂進展

後の残留応力開放挙動は大き

く異なり、き裂進展評価精度

に応力開放挙動が大きく影響

する可能性を示唆する結果を

得た。 

また、従来手法に比して大幅に

計算作業時間を短縮化した、

モードⅠ楕円形状き裂進展解

析システムを開発した 

ⅱ）燃料ふるまい解析コードの

機構論的ＦＰガス放出モデル

等を改良し、ＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａの高燃焼度燃料等により検

証を行い、解析精度向上を確

認した。また、不確定性評価

のための感度解析を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒプラントのストレーナ

ー設備増強に関する工事

計画認可が行なわれてい

る。 

ＰＷＲプラントについ

ては、ＮＩＳＡの対応計画

設定に役立てた。 

 

３．総合評価：Ａ 

 ＢＷＲプラントについて

は、審査基準に基づいて順

次、ストレーナ設備対応の

工事計画の審査に使用され

る。ＰＷＲプラントについ

ては、平成１８年度の審査

基準作成に向けたＪＮＥＳ

の実施計画を作成して、現

在作業実施中の段階であ

る。 

 

ロ）構造解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-13） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ハ）被ばく評価解析コ－ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）耐震解析コ－ド 

耐震解析コ－ドについて平

成１５年度上期までに終了し

た試験の結果（耐震壁に対す

る多方向同時入力試験結果

等）を評価法として纏める。

具体的には耐震解析コ－ドに

より建屋が終局状態に至るま

での挙動を実際の地震動の三

次元性を考慮した解析を行

い、信頼度の高い建屋の耐震

安全裕度評価が行えるよう、

コ－ドの改良に向けての定式

化を行うとともに、その結果

を踏まえて耐震解析コ－ドの

改良を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）被ばく評価解析コード 

クロスチェック解析に用いる

放出源の有効高さを解析する

モデルを検討するために、気

流解析コードを導入する。ま

た、代表的な解析モデルを用

いて単純形状の周辺気流を対

象にした気流解析を実施し、

解析モデルの性能を分析す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）耐震解析コード 

人工地震動により設計地震動

を上回る地震動入力条件にお

ける建屋と地盤間の相互作用

に係る試験が計画されてい

る。これに係る建屋基礎の浮

き上りに関する試験データ等

を整理し、浮き上りモデル等

の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）被ばく評価解析コード 

原子力安全・保安院からの要

望の強い「風洞実験及び放出源

有効高さの評価」に対して、次

の内容を検討した。 

気流／拡散解析コード（ＲＡ

ＭＳ／ＨＹＰＡＣＴ（公開））

を導入・整備して、大気安定度

中立における平地試験を対象

に風下距離に対して粒子の水

平、垂直拡散濃度分布の拡がり

幅を評価し、気象指針との比較

を行うとともに解析モデルの

性能を分析した。これによっ

て、原子炉施設の立地に係わる

風洞実験及び放出源の有効高

さの数値解析予測に対する見

通しが得られた。 

この結果をもとにして、今後

の解析コードの整備計画を立

案した。 

ニ）耐震解析コード 

指針高度化に伴い新たに導

入される水平１方向と上下方

向の単独または同時の入力地

震動に対する基礎浮上りを考

慮した地震応答解析精度の確

認ができる三次元ＦＥＭ非線

形地震応答解析コードＳＡＮ

ＲＥＦ２を開発整備した。 

また、残余のリスクの評価に

必要な地震ハザード解析コー

ドＳＡＮＳＨＥＡＴにおける

地震動の距離減衰評価手法を

高度化した。さらに、我が国で

も始めての試みとなる地域毎/

地震発生様式毎の地震動のば

らつきの評価手法を地震観測

データに基づき高度化した。 

さらに、本震の直後に余震が

発生した場合の安全性を確認

するための手法開発のために、

新潟県中越地震を対象に本心

と余震によるそれぞれの地震

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）被ばく評価解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）耐震解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-13） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

ホ）ＰＳＡ手法 

原子炉施設の設置（変更）

許可申請に係る安全審査等に

おけるＰＳＡ手法の活用に向

けて、最新知見を考慮した内

的・外的事象に対するＰＳＡ

手法の整備、必要に応じマニ

ュアル等の整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）ＰＳＡ手法（地震ＰＳＡ） 

ⅰ) 専門家解釈の異なる特定断

層を選定し、専門家間での討

議等を行い、地震ハザード評

価手法を検討する。 

 

 

 

 

ⅱ) 斜面崩壊による岩塊の転動

挙動の不確実さを評価する。

また、断層モデルを用いた余

震ハザード解析手法の検討を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ) 上下方向に対する建屋、機器

応答評価及び損傷確率評価手

法を検討する。また、強震動

下での複数機器の同時損傷の

主要因となる応答の相関係数

への建屋基盤地盤物性の影響

について検討する。 

ⅳ) 地震下での経年変化を考慮

した構造物、機器等の損傷評

価手法等を検討する。 

 

 

 

ⅴ) 地震時の炉心損傷事故シー

ケンス発生頻度を、より適切

に評価することを目的とし、

配管及び機器の同時損傷を反

映した起因事象解析モデル及

び緩和系解析モデルの改良、

ハザードを解析し、余震の影響

範囲を把握した。 

ホ）ＰＳＡ手法（地震ＰＳＡ） 

ⅰ) 震源モデルの不確実さに

関する専門家間の討議のため

の震源に関する学識経験者と

専門家からなるパネルを組織

し、地震ハザード評価の説明

性を高くするために不可欠な

不確実さの取扱いプロセス構

築に向けて作業を開始した。 

ⅱ)断層モデルを用いた余震ハ

ザード解析手法について、以

下の検討及び成果発表を行っ

た。 

・断層モデルを用いた余震ハザ

ードの評価手法及び２００３

年十勝沖地震の試評価結果に

ついて纏め、原子力学会秋の

大会で発表した。 

・内陸地殻内の潜在断層を対象

に本震と最大余震による地震

動の超過確率を算定し、地震

ハザードに及ぼす最大余震の

影響について検討した。 

ⅲ）上下地震動に対する機器の

損傷モードについて検討を行

い、その成果を日本原子力学

会の地震ＰＳＡ実施手順基準

(案)に反映した。 
 
 
iv）地震下での経年変化を考慮

した構造物、機器等の損傷評

価手法の基本的な考え方をま

とめ、日本原子力学会の地震

ＰＳＡ実施手順基準(案)に反

映した。 
ⅴ)地震ＰＳＡ評価の高精緻化

を目的に、炉心損傷頻度に影

響のある炉内構造物・原子炉

格納容器・主要配管等の主要

機器について実機プラントの

構造に即した解析により耐力

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）ＰＳＡ手法（地震ＰＳ

Ａ） 

外部評価委員会におい

て評価（解-7） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

並びにそれら改良に伴う解析

プログラムの変更と試解析を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ) 停止時地震ＰＳＡ等を参考

に、地震ＰＳＡ手法の改良を

行う。 

 

 

 

ⅶ) 複数基サイトにおける地震

時リスクの実用的な評価モデ

ルの開発及び評価手法の整備

を行なう。 

 

 

ⅷ) 余震、津波などを起因とする

地震ＰＳＡの検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を算定し、フラジリティ評価

手法の精緻化を図った。また、

地震スクラム感知装置の効果

を考慮した炉心の地震応答を

算定し、より現実的な制御棒

挿入性フラジリティ評価がで

きることを確認した。 

・地震動による構造物及び機器

の損傷の相関を利用した同

時損傷評価手法を、起因事象

解析モデル及び緩和系解析

モデルに適用した。さらに、

同時損傷計算手法を地震Ｐ

ＳＡ解析コードに反映して

解析コードの機能を拡充し、

試解析により炉心損傷頻度

に与える同時損傷の影響に

ついて検討した。 

ⅵ)ＢＷＲ４プラント及び４ル

ープＰＷＲプラントを対象

に、停止操作中に地震動の影

響を受けるとした場合の事故

シーケンス解析モデルを作成

し試解析を行った。 

ⅶ)同一サイトの異なるプラン

ト間の、地震動による機器の

同時損傷を考慮した事故シー

ケンス評価モデルを開発し、

当該モデルに対する評価手法

を整備した。 

ⅷ)余震を考慮した地震ＰＳＡ

事故シーケンス解析モデルの

試作を行った。 

・新潟県中越地震を対象に本震

と余震による地震ハザード

を求め、余震の影響範囲を把

握した。また、全国の主要地

震の余震の発生頻度を求め

た。 

南海トラフ沿いで発生する

津波地震を対象に、波源の不

確実さを考慮した津波解析

を行い、それらの結果から津

波ハザードを作成し、ハザー
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅸ) 配管等の取り合い部の免震

構造を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅹ) 規制の観点からの地震ＰＳ

Ａレビュー標準を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

xi) 地震ＰＳＡのバックチェッ

ク支援用地震ＰＳＡ支援シス

ド評価手法と手順について

検討した。 

・上記津波ハザードの評価例に

ついて纏め、原子力学会秋の

大会で発表した。 

ⅸ)外部電源系統の機能喪失確

率評価及び免震構造の実機適

用性の検討 

外部電源喪失事象の発生確

率をより正確に評価するため

に、送電鉄塔等の外部電源系

統を含めた損傷確率評価手法

を検討した。また、外部電源

系統の地震リスク低減策とし

て開閉所及び非常用ＤＧの免

震化を検討し、非常用ＤＧを

免震化する際には、非常用Ｄ

Ｇと周辺配管との取り合い部

の構造を検討した。 

その結果、送電鉄塔の損傷

を考慮した外部電源系統の機

能喪失確率の概略値を把握

し、開閉所免震化による外部

電源系統の機能喪失確率への

影響を明らかにした。また、

非常用ＤＧを免震化する際

に、周辺配管の変位を許容値

以下に抑えるための免震設計

上の留意事項を摘出すること

ができた。 

ｘ）現在進められている耐震設

計審査指針の改訂では原子力

発電所の地震時耐震安全性に

対し、残余のリスク評価の導

入が考えられている。このた

め、指針の改訂後には事業者

は地震ＰＳＡ手法によって既

設プラントの耐震安全性を評

価することになる。本動向を

睨み、規制の観点から地震Ｐ

ＳＡレビュー標準を策定し

た。 

xi）上記の地震ＰＳＡレビュー

標準に加えて、ＪＮＥＳが地
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テムの整備を検討する。 

 

 

ヘ）ＰＳＡ手法（その他ＰＳＡ） 

ⅰ) 耐震設計審査指針改訂等の

支援に係わる評価業務 

耐震クラス２の設計用地震

動を決めるために、公衆の被ば

くと地震の発生頻度の観点か

ら検討する。また、現行耐震指

針における地震動評価の高度

化のために、震源を特定できる

地震のばらつきの扱い等に関

する評価手法を整備するとと

もに、必要に応じて耐震安全の

枠組みの高度化を検討する。 

 

 

 

 

ⅱ) 火災ＰＳＡ 

最新の知見に基づき評価手

法の改良を行うとともに、ＯＥ

ＣＤ／ＮＥＡでの火災データ

ベース構築のタスク等に参画

し、火災事例等のデータを整備

する。 

 

 

 

ⅲ) ＰＳＡ標準等の検討 

日本原子力学会のＰＳＡ標

準化分科会やＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａのリスク評価ワーキンググ

ループ（ＷＧＲＩＳＫ）に参画

し、日本原子力学会で策定を進

めているＰＳＡ標準やＰＳＡ

手法の整備等に反映する。 

 

 

 

 

 

 

震ＰＳＡを実施するにあたっ

ての支援システムを整備し

た。 

ヘ）ＰＳＡ手法（その他ＰＳＡ）

ⅰ）耐震設計審査指針の改訂に

伴い、平成１７年度の業務に

より得られた下記の成果を原

子力安全委員会指針高度化検

討分科会に逐次報告し、耐震

設計審査指針の改訂方針の決

定，改訂項目の選定、具体的

な記載内容などに貢献した。 

・設計地震動が有する不確実さ

の取り扱い 

・活断層の活動周期に関する確

率論的評価 

・耐震設計における余震の影響

の取り扱い  

・耐震設計審査指針体系（枠組

み）の提案 

ⅱ）火災ＰＳＡ 

火災ＰＳＡ手法を整備し、

火災が炉心損傷頻度に与える

影響を検討するために試解析

を実施した。またＯＥＣＤ/

ＮＥＡのＦＩＲＥプロジェク

トで構築している火災事例デ

ータベースを利用して火災発

生メカニズムの分析等を実施

した。 

ⅲ）ＰＳＡ標準等の検討 

日本原子力学会の地震ＰＳ

Ａ実施手順基準(案)の策定に

おいて、以下の貢献をした。

・地震ハザード評価に関する文

案全体の取り纏めを行うと

ともに、ＪＮＥＳの地震ハザ

ード評価例、フラジリティ評

価用地震動作成例等が記載

された。 

・フラジリティ評価に関する文

案全体の取り纏めを行うと

ともに、ＪＮＥＳの原子炉建

屋、屋外重要土木構造物、地

 

 

 

Ａ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ）ＰＳＡ手法（その他Ｐ

ＳＡ） 

外部評価委員会におい

て評価（解-4,5） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) レベル２ＰＳＡ手法の整備 

代表的なＰＷＲ及びＢＷＲ

の外的事象（地震時）等を対象

にして、格納容器破損頻度等の

平均値及び分散等、不確実さに

関するデータを蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盤・斜面、免震建屋・機器の

フラジリティ評価例等が記

載された。 

・余震の影響評価及び斜面崩壊

に伴う２次的影響評価に関

するＪＮＥＳの検討結果を

整理し、手順に記載された。

ⅳ）レベル２ＰＳＡ手法整備 
原子炉施設周辺の公衆の個人

リスクと国が制定する「安全目

標及び性能目標」との整合性を

検討できるように、下記のプラ

ントの格納容器破損頻度及び

環境への放射性物質の放出時

期及び放出量を分析し、その結

果をデータベースとして蓄積

した。 

４ループＰＷＲドライ型格納

容器、２ループＰＷＲドライ型

格納容器、ＢＷＲ－４ Ｍａｒ

ｋ－Ｉ型格納容器及びＢＷＲ

－５ Ｍａｒｋ－ＩＩ改良型の

地震時を対象にして、シビアア

クシデント現象の発生確率の

不確実さを解析し、炉心損傷に

対する条件付格納容器破損確

率の平均値を求めた。その結

果、４ループＰＷＲドライ型格

納容器プラントでは約０．９、

２ループＰＷＲドライ型格納

容器プラントでは約1.０であ

った。また、ＢＷＲでは、炉心

損傷頻度に対する条件付格納

容器破損確率は、いずれも約

１.０であった。 

また、ソースターム解析では、

ＪＮＥＳで整備を進めている

ＭＥＬＣＯＲ１.８.５改良コ

ードを使用した結果、これまで

と比較して、事故シーケンス及

び核種にもよるが大気中への

放出割合は、０．３から３倍程

度になる結果となった。 

これらの成果の一部を、平成１
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ）研究開発段階炉のプラン

ト過渡熱流動解析コ－ド及び

ＰＳＡ手法整備 

研究開発段階炉「もんじゅ」

のプラント過渡熱流動解析コ

－ドに各種解析モデル（メン

テナンス冷却系、自由液面、

集合体間熱移行、低熱流束沸

騰）を追加する。さらに、レ

ベル２ＰＳＡ簡易評価手法を

整備する。 

なお、別途行なわれるもん

じゅＰＳＡの進行状況によ

り、必要に応じてレベル２Ｐ

ＳＡ詳細解析手法について調

査を行い、整備計画を立てる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ) レベル３ＰＳＡ手法の整備 

国が策定する「安全目標」と

の整合性を公衆の個人リスク

で確認するため、複数の放出源

で異なるソースタームを考慮

したレベル３ＰＳＡ手法を整

備する。また、輸送ネットワー

ク解析コードを導入し、防護対

策モデルを検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

ト）研究開発段階炉のプラント過

渡熱流動解析コード及びＰＳＡ

手法整備 

ⅰ)プラント過渡熱流動解析コ

ードの整備 

過渡熱流動解析コードＮＡ

ＬＡＰにより実験炉常陽ＭＫ

－Ⅱ炉心の自然循環除熱試験、

もんじゅ自然循環模擬試験、４

０％負荷時タービントリップ

試験等の総合的な検証解析を

行ない、もんじゅＡＭ策への適

用性を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７年１１月のＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａの「レベル２ＰＳＡワークシ

ョップ」で発表した。また、結

果の一部を原子力学会（平成1

７年９月秋の大会）で発表し

た。 

ⅴ）レベル３ＰＳＡ手法の整備

確率論的環境影響評価コード

ＭＡＣＣＳ２を改良し、複数基

立地サイトにおいて異なる放

出源位置、かつ、異なるソース

タームに対して、放出の重ね合

せに対応したリスク評価が出

来るようにした。また、種々の

放出箇所及びソースタームを

適用して検証解析を実施し、結

果が妥当であることを確認し

た。 

また、ＭＡＣＣＳ２コードの防

護対策モデルを検証するため

に、避難時間推計システムを導

入した。 

ト）研究開発段階炉のプラント過

渡熱流動解析コード及びＰＳ

Ａ手法整備 

ⅰ）プラント過渡熱流動解析コ

ードの整備 
高速炉プラント過渡熱流動解

析コードＮＡＬＡＰを対象に、

もんじゅ自然循環模擬試験や

４０％負荷時タービントリッ

プ試験解析を行ない、解析モデ

ルの妥当性を検証した。 

この結果はＮＵＲＥＴＨ１１

（平成１７年１０月）で発表し

た。 

また、ＲＥＬＡＰ５／ＭＯＤ３

コード(２流体モデル)を用い

て４０％負荷時タービントリ

ップ試験でのＳＧ応答解析を

行い、ＳＧブローダウン時の温

度・圧力挙動はダウンカマ部で

の水・蒸気対向流挙動によって

適切に説明できることが分か
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ト）研究開発段階炉のプラ

ント過渡熱流動解析コード

及びＰＳＡ手法整備 

外部評価委員会におい

て評価（解-1） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) レベル２ＰＳＡの簡易評価

手法の整備 

現象イベントツリー展開手

法(ＭＭＣＳ)の炉心損傷事象

への適用性を確認するととも

に、事象相関ダイヤグラム法に

より現象イベントツリーの分

岐点の確率値を評価できるよ

うにする。 

 

 

 

ⅲ) レベル２ＰＳＡ簡易評価で

用いるリスク指標評価手法の

整備 

ナトリウム中の線源移行挙

動解析コードを対象に、高速炉

燃料での核分裂生成物（ＦＰ）

蒸発試験や希ガス気泡移行試

験などを用いて検証する。ま

た、微視的手法を用いて、ＦＰ

壁面沈着モデルの妥当性を確

認する。さらに、軽水炉の格納

施設応答解析手法を分析し、ナ

トリウム-コンクリート反応で

生成した水素の誘導拡散燃焼

など高速炉の特徴を反映した

解析手法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) 高速増殖炉の安全解析コー

った。 

この成果を、原子力学会(平成

１８年春の大会)で報告した。

ⅱ）レベル２ＰＳＡの簡易評価

法の整備 

事象相関ダイヤグラム法（ＰＲ

Ｄ）を整備し、気泡通過事故時

の燃料溶融確率、ＰＬＯＨＳ時

の即発臨界発生確率等の評価

への適用性を検討した。この結

果、再臨界など非線形性の強い

複雑な現象でも、ＰＲＤの適用

により、現象イベントツリーの

分岐確率をより客観的に求め

る得ることを確認した。 

ⅲ）レベル２ＰＳＡ簡易評価で

用いるリスク指標評価手法の

整備 
もんじゅの一次冷却系内での

放射性物質の移行挙動解析コ

ードＡＣＴＯＲを整備し、希ガ

スに随伴したナトリウム中か

らカバーガスへの放射性物質

の移行、ナトリウム中の放射性

物質の構造材表面への沈・脱着

挙動解析を行った。また、分子

動力学手法を用いた機構論的

モデルによる解析結果と比較

して、結果が適切であることを

確認した。 

これらの成果を、原子力学会

(平成１７年秋の大会)で報告

した。 

また、軽水炉のシビアアクシデ

ント解析コードＭＥＬＣＯＲ

の調査や、ナトリウム／コンク

リート反応による水素生成、ナ

トリウム蒸気雰囲気での水素

の誘導拡散燃焼などの既往試

験研究の調査に基づいて、高速

炉格納施設応答解析コードＡ

ＺＯＲＥＳの基本設計を行っ

た。 

ⅳ）高速増殖炉の安全解析コー
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）再処理施設、ＭＯＸ燃料加

工施設等に対する安全解析コ

－ド 

原子力施設の安全評価に使

用する安全解析コ－ドの改良

整備については、最新の動向調

査を行いつつ、以下を行う。臨

界・遮へい解析コ－ドについて

は 

イ）解析コ－ド・核デ－タの

維持更新 

ロ）最新検証デ－タの追加 

ハ）燃焼度クレジットの適性

検討等 

ド群の整備 

反応度係数や損傷炉心の核

特性評価のため、３次元拡散及

び連続エネルギーモンテカル

ロ計算システムを整備する。ま

た、２次冷却系構造物に対する

事故時荷重の汎用解析コード

システムを整備する。さらに、

もんじゅの保守・点検等の観点

から、集合体事故のシナリオ分

析を進め、今後の解析手法の方

針を立案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施

設等に対する安全解析コード 

 

 

 

 

 

 

 

イ）臨界・遮へい解析コード 

ⅰ) 解析コード・核データの維持

更新 

核燃料臨界安全評価支援シス

テムの支援機能の充実と改良

ド群の整備 

中性子拡散及び輸送等の炉心

核特性を解析する３次元拡散

及び連続エネルギーモンテカ

ルロ計算システム整備のため

に、反応度係数解析モジュー

ル、臨界性解析モジュール、安

全解析用データベースの機能

分析、基本設計（一部は詳細設

計）を実施した。 

更に、「高速増殖炉核計算シス

テム」の整備を行った。同シス

テムを構成する二・三次元拡散

及び輸送計算コードからなる

「反応度係数解析システム」、

モンテカルロ計算コードによ

る「臨界性解析システム」の一

部を構築し、実験解析等により

機能確認及び精度検証を行っ

た。 

更に、もんじゅの２次冷却系構

造物に対する事故時荷重評価

のために、汎用解析コードＡＢ

ＡＱＵＳのもんじゅ体系モデ

ルを整備した。 

燃料集合体事象の閉塞形成過

程、集合体内過程、集合体間破

損伝ぱ過程、全炉損傷過程を分

析し、解析手法整備方針を立案

した。 

ｂ）再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施

設等に対する安全解析コード 

再処理施設ガラス固化体貯蔵建

屋ＭＯＸ燃料加工施設当のクロス

チェック解析に活用し、これまでの

コード整備の有効性を確認した。 

 

 

 

イ）臨界・遮へい解析コード 

・核燃料施設臨界安全評価支援

システムに、新たにＳＣＡＬ

Ｅ５の解析支援機能を付加

した。また、ＭＶＰコード（Ｊ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）臨界・遮へい解析コー

ド 

外部評価委員会におい

て評価（解-14） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱流動・構造解析コ－ドについ

ては 

イ）コンクリ－トキャスク・

キャニスタ－の熱流動及び衝

撃応答解析機能拡張及び検証

 

イ）コンクリ－ト構造物衝撃

応答用新モデル導入及び検証

等 

 

を進める。最新版コードの導

入整備と検証解析を実施す

る。遮へい解析支援システム

の充実と、機構内での並列処

理環境の整備を進める。 

ⅱ) 最新検証データの追加 

詳細燃焼特性評価コードにつ

いて、隣接燃料の影響を考慮

する等の改良を進めるととも

に、検証解析を実施する。 

ⅲ) 臨界計算における燃焼度等

の影響検討 

燃焼度クレジット（ＢＵＣ）

の適用対象を再処理施設の溶

解槽等に拡大し、臨界計算の

不確かさを検討する。また、

ＢＵＣ適用時の課題を整理す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）熱流動・構造解析コード 

ⅰ) 空気自然循環冷却解析手法

の整備 

熱流動解析コードについて、

メッシュ解像度と各種乱流モ

デルを組合せた感度解析を実

施する。解析結果を、圧力損

失係数と熱伝達率に着目して

既往実験式等との比較により

検証し、十分な解析精度を確

ＥＮＤＬ－３．３）による最

新臨界実験例の検証解析を

実施し、推定臨界下限増倍率

を求めた。 

・核燃料施設遮へい評価支援シ

ステムに、ＡＮＩＳＮ及びＤ

ＯＲＴコードの入力作成支

援機能と遮へい解析コード

の解析結果可視化機能を整

備した。また、並列処理機器

を他の事業と共同で整備し

た。 

・最新公開版の連続エネルギー

モンテカルロ法コードＭＶ

ＰⅡを導入した。 

・詳細燃焼組成評価コードＭＶ

Ｐ－ＯＲＢＵＲＮについて、

径軸方向の拡張機能を、本体

に組込み一体化した。ＰＩＥ

データや国際ベンチマーク

問題の検証解析により、改良

効果を確認した。 

・整備したＭＶＰ－ＯＲＢＵＲ

Ｎコードにより使用済燃料

中の核種組成を求め、燃焼

度、初期濃縮度等の各種パラ

メータに対する再処理施設

の溶解槽模擬体系の実効増

倍率の感度解析を行い、ＢＵ

Ｃ適用時の影響を整理した。

・ Ｉ Ａ Ｅ Ａ の Technical 

Meeting（９月､ロンドン）で、

ＭＶＰ－ＯＲＢＵＲＮコー

ドの整備について発表した。

ロ）熱流動・構造解析コード 

ⅰ）空気自然循環冷却解析手法

の整備 

ガラス固化体貯蔵建屋のクロ

スチェック解析の経験を反映

して、十分な解析精度を確保す

るためのメッシュ解像度及び

計算機環境についての検討を

行い、平成１８年度より実施す

る環境整備及びコード改良整
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ロ）熱流動・構造解析コー

ド 

外部評価委員会におい

て評価（解-14） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故解析コ－ドについては 

イ）臨界事故時の放射能移行

デ－タによる検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保するためのメッシュ解像度

と各種乱流モデルの必要条件

を整理する。 

ⅱ) コンクリート構造物衝撃応

答用新モデルの導入及び検

証 

実機ベースの鉄筋コンクリー

ト（ＲＣ）版（屋根、壁）と

航空機をモデル化した１体モ

デルによる衝突解析を実施

し、必要に応じて、コンクリ

ート構成則の改良を行う。 

 

 

 

 

ハ）事故解析コード 

ⅰ) 臨界事故時挙動の試験デー

タによる検証 

溶液燃料系臨界事故解析コー

ドについて、ＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａベンチマーク等の試験デー

タにより、反応度変化等の時

間挙動を解析する機能を検証

する。また、粉末燃料系臨界

事故解析コードを用いて、混

合機容器からの放熱等が総核

分裂数へ与える影響につい

て、感度解析を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備等について準備を進めた。 

 

 

ⅱ）コンクリート構造物衝撃応

答用新モデルの導入及び検証 

動的スポール破壊と主応力破

壊の両破壊則を考慮できるよ

うに、コンクリート構成則を改

良した。また、改良した構成則

を用いて、航空機衝突時の実規

模ＲＣスラブの解析を実施し

た結果、航空機の衝突部分の近

傍に生じた局所破壊の影響、な

らびにスラブ全体に生じた全

体破壊の影響が評価可能とな

った。 

ハ）事故解析コード 

ⅰ）臨界事故時挙動の試験デー

タによる検証 

溶液燃料系臨界事故解析コー

ドＩＮＣＴＡＣに崩壊熱モデ

ル及び水分蒸発に伴う溶液の

濃縮モデルを組み込んで試解

析を行い、長時間の臨界事故事

象の解析への適用性を確認し

た。また、放射線分解ガスの速

度モデルの改良を実施し、ＯＥ

ＣＤ／ＮＥＡの国際ベンチマ

ーク問題（ＪＡＥＡのＴＲＡＣ

Ｙ装置及び仏ＳＩＬＥＮＥ装

置の試験データのうちランプ

給液、ランプ引き抜き事象デー

タ）での検証解析を行ない、妥

当性を確認した。 

粉末燃料系臨界事故解析コー

ドＩＮＣＴＡＣ-Ｐに混合機容

器からの放熱モデルを組み込

み、ＭＯＸ粉末体系における仮

想的な臨界事故を想定して総

核分裂数への影響を確認した。

ＯＥＣＤ/ＮＥＡ/ＮＳＣ臨界

安全ワーキングパーティ（９

月、米国）の専門家会合で、Ｉ

ＮＣＴＡＣコードによる臨界
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ハ）事故解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-14） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

ロ）ＭＯＸ燃料加工施設等の

火災・爆発解析手法の検討等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被ばく解析コ－ドについては 

イ）局地気象、沈着モデル等

の評価モデルの高度化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) ＭＯＸ燃料加工施設等の火

災・爆発解析手法の検討等 

換気系解析コード、火災解析

コード及び爆発解析コードに

ついて、火災時の輻射伝熱の

影響、種々の事故シナリオが

閉じ込め機能へ与える影響等

に関する感度解析を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）被ばく解析コード 

ⅰ) 局地気象、沈着モデル等の評

価モデルの高度化 

粒子状物質の大気中の拡散及

び沈着等の計算モデルを整備

する。また、国際放射線防護

委員会（ＩＣＲＰ）２００５

年勧告等に対応して線量計算

用データベースを整備すると

ともに、事故時被ばく線量評

価支援システムの整備を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故の国際ベンチマーク問題

の解析結果について発表した。

ⅱ）ＭＯＸ燃料加工施設等の火

災・爆発解析手法の検討等 

換気系解析コードについては、

電源喪失事故シナリオの解析

を行い、燃焼率変化モデル、エ

アロゾル移行モデルの適用性

を確認した。 

火災解析コードについては、輻

射熱伝達に及ぼすエアロゾル

濃度分布の影響を考慮できる

よう、輻射熱伝達モデルの改良

を行い、感度解析によりグロー

ブボックス内熱流動に及ぼす

エアロゾルの影響を把握した。

爆発解析コードについては、焼

結炉と接続するグローブボッ

クスをモデル化し、焼結炉内で

発生する爆轟による衝撃波が、

グローブボックス壁に与える

応力等を解析より求め、爆轟が

グローブボックスの気密健全

性に及ぼす影響を把握した。 

ニ）被ばく解析コード 

ⅰ)局地気象、沈着モデル等の

評価モデルの高度化 

・「再処理施設被ばく線量評価

コードの改良整備」 

被ばく評価関連の最新知

見に基づく大気拡散計算機

能（ＲＡＭＳ／ＨＹＰＡＣＴ

との比較機能）の高度化と外

部被ばく線量係数を整備し、

クロスチェック解析等に使

用する安全解析コードの改

良整備を実施した。 

その結果、今後採用される

予定のＩＣＲＰ２００５年

勧告等に対応した被ばく線

量係数による被ばく線量へ

の影響の把握、ボックスファ

ントムの採用による臓器線

量の計算等がタイムリーか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）被ばく解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-14） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）日本人向け健康影響モデ

ルの改良等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ) 日本人向け健康影響モデル

の改良等 

ＩＣＲＰ等の新たな評価モデ

ルを調査し本健康影響モデル

の改良に反映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つ適切にできるようになっ

た。 

・「事故時被ばく線量評価コー

ドＱＵＩＣＫＤＯＳＥの改

良」 

気象指針の大気拡散モデ

ルの補強として、ＱＵＩＣＫ

ＤＯＳＥを改良し、拡散途中

の風向・風速の変化、地形起

伏の影響を考慮した線量評

価機能を追加した。この結果

は、気象指針による線量評価

の安全側評価の確認に活用

する。 

・「事故時被ばく線量評価コー

ドＱＵＩＣＫＤＯＳＥの改

良」 

気象指針の大気拡散モデ

ルの補強として、ＱＵＩＣＫ

ＤＯＳＥを改良し、拡散途中

の風向・風速の変化、地形起

伏の影響を考慮した線量評

価機能を追加した。この結果

は、気象指針による線量評価

の安全側評価の確認に活用

する。 

ⅱ)日本人向け健康影響モデル

の改良等 

・「日本人向け健康影響モデル

の改良等の改良整備」 

日本の人口動態、がんベー

スラインのデータベースの

整備(１９５０－２０００

年、２０２０年までの予測)、

最新知見（ＢＥＩＲ VII 等）

に基づくがんリスク評価モ

デルの改良を行った。 

この結果、今後、国が進め

るサイクル施設の性能目標

策定に対して、ＭＡＣＣＳ２

－Ｊで使用する日本人口を

対象とした生涯 がん死亡リ

スク係数等の最新版を利用

できるようにした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ａ）使用済燃料中間貯蔵施設に

対する安全解析コ－ド 

金属キャスク方式について

は平成１６年末頃以降に、ま

た、コンクリ－トキャスク方

式については１年程度遅れで

事業許可申請が予定されてお

り、早急に、クロスチェック

解析を実施する際に使用する

除熱、遮へい、構造強度、耐

震等の安全解析コ－ドの整備

が必要である。 

イ）金属キャスク方式の使用

済燃料中間貯蔵施設安全解析

コ－ド 

金属キャスク方式の使用済

燃料中間貯蔵施設の安全解析

コ－ドについては平成１５年

度中に改良整備を完了し、ク

ロスチェック解析に備える。

除熱解析コ－ドについては貯

蔵建屋内の雰囲気温度解析手

法、遮へい解析コ－ドについ

ては敷地周囲の直接及びスカ

イシャイン線量及び貯蔵建屋

給排気口ストリ－ミング線量

解析手法、構造強度解析コ－

ドについては燃料被覆管制限

温度の評価手法及び金属キャ

スク構造部材の強度評価手

法、耐震解析コ－ドについて

は建屋応答解析手法の改良整

備及び有限要素法地盤安定性

解析手法等の改良整備を完了

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）使用済燃料中間貯蔵施設に対す

る安全解析コード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）金属キャスク方式の使用済燃

料中間貯蔵施設安全解析コード 

 

ⅰ) 使用済燃料中間貯蔵施設に

係る安全解析コード等の調査

金属キャスク方式及びコンク

リートキャスク方式の使用済

燃料中間貯蔵施設の安全評

価・解析に関連する海外の規

制・許認可の最新動向、国内

外の最新技術動向等の調査を

継続して行う。 

ⅱ) 統合化燃焼計算システムＳ

ＷＡＴの改良 

断面積ライブラリの追加並び

にユーザインターフェース機

能の拡充を行う。 

 

 

 

 

 

ⅲ) 金属キャスク方式中間貯蔵

施設の敷地境界線量解析 

整備済みの簡易解析、二次元

Ｓｎ遮へい解析コードＤＯＲ

Ｔ－三次元モンテカルロ遮へ

い解析コードＭＣＭＰ接続解

析及びＭＣＮＰ－ＭＣＮＰ接

続解析手法を用いて実規模の

中間貯蔵施設を想定した敷地

境界線量の試解析を行う。 

ｃ）使用済燃料中間貯蔵施設に対す

る安全解析コード 

金属キャスク方式貯蔵施設用の

基本的な安全解析コードの整備を

完了した。 

 

 

 

 

 

 

 

イ）金属キャスク方式の使用済燃

料中間貯蔵施設安全解析コー

ド 

ⅰ）使用済燃料中間貯蔵施設に

係る安全解析コード等の調査 

米国の中間貯蔵施設全般の状

況、Ｈ．Ｂ．ロビンソン発電所

貯蔵施設の認可更新審査、燃焼

度クレジットに係る規制及び

ＰＳＡ手法の内容に関して、最

新動向を把握した。 

 
ⅱ）統合化燃焼計算システムＳ

ＷＡＴの改良 

ＳＷＡＴに、ＥＮＤＦ／Ｂ－Ⅵ

に基づく断面積ライブラリを

追加すると共に作表、作図等出

力についてユーザーインター

フェース機能を追加し、機能を

拡充した。また、測定データと

の比較解析を行うことにより

解析機能を検証した。 

ⅲ）金属キャスク方式中間貯施

設の敷地境界線量解析実規模

の金属キャスク方式の中間貯

蔵施設を想定し、ＤＯＲＴ－

ＭＣＮＰ接続解析、ＭＣＮＰ

－ＭＣＮＰ接続解析及び簡易

解析手法により解析を行い、

それぞれの解析手法の適用性

を確認した。また、施設の設

計に応じた適切かつ合理的な

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）使用済燃料中間貯蔵施

設に対する安全解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-15） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ) 金属キャスクの臨界安全性

解析 

米国で認可されている使用燃

料貯蔵キャスクを対象に、通

常貯蔵状態及び仮想的な事故

状態を想定した感度解析を行

う。 

 

 

 

ⅴ) 金属キャスク方式中間貯蔵

施設の熱流動解析 

事故時を含む種々の貯蔵条件

をパラメータとした解析を、

ＰＨＯＥＮＩＣＳコードによ

り行い、貯蔵建屋の熱流動に

関する知見を蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ) 容器内熱流動解析コードの

整備 

実機金属キャスク体系を対象

に容器内熱流動解析コードシ

ステムによる試解析を行い、

非構造格子三次元汎用熱流動

解析コードＦＬＵＥＮＴによ

る解析結果と比較して、自然

循環解析モデルの妥当性を検

討する。 

 

 

 

 

ⅶ) 貯蔵建屋内金属キャスク落

下衝撃解析手法の整備 

前年度の作業成果を基に、非

線形動的構造解析コードＬＳ

解析手順をまとめた。 
ⅳ）金属キャスクの臨界安全性

解析 

ＳＣＡＬＥ４．４ａ臨界解析

コードシステムにより感度解

析を行い、仮に燃料が破損し

たとしてもキャスク内に水分

が存在しなければ臨界に達し

ないこと等、解析条件が実効

増倍率に与える影響を把握し

た。 

ⅴ）金属キャスク方式中間貯蔵

施設の熱流動解析 

むつ市に計画されているリサ

イクル燃料備蓄センターで採

用される予定のスタック方式

貯蔵建屋を想定したモデル建

屋を例に、金属キャスクの貯

蔵体数、給排気口圧力損失係

数、給気口閉塞率等をパラメ

ータとした貯蔵建屋内の熱流

動の試解析をＰＨＯＥＮＩＣ

Ｓコードにより実施し、解析

手法を確認するとともに、ス

タック方式貯蔵建屋の除熱特

性を把握した。 

ⅵ）容器内熱流動解析コードの

整備 

リサイクル燃料備蓄センター

に貯蔵されるＢＷＲ用金属キ

ャスクの試解析等を実施し、

同キャスクの特徴である稠密

構造が除熱特性に与える影響

を把握し、最適なＡＢＡＱＵ

Ｓ伝熱解析モデルの選定を行

うことができた。また、ＦＬ

ＵＥＮＴコードにより同等の

解析を行い、両者の解析結果

を比較し、コードシステムの

妥当性を検証した。 

ⅶ）貯蔵建屋内金属キャスク落

下衝撃解析手法の整備 

前年度の作業成果を基に、非

線形動的構造解析コードＬＳ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）コンクリ－トキャスク方

－ＤＹＮＡを用いた貯蔵建屋

内での金属キャスク（緩衝体

なし）の落下衝撃解析手法に

ついて、電力中央研究所が実

施した落下試験を例に手法を

検証する。 

 

 

 

 

 

ⅷ) 大地震時を想定した中間貯

蔵建屋の耐震解析 

Ｓ２地震等の大地震を想定し

た場合の中間貯蔵建屋の地震

応答解析を行い、建屋及び杭

の応答性状を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅸ) 使用済燃料被覆管の構造健

全性解析手法の検討 

キャスク落下時の使用済燃料

被覆管の構造健全性解析手法

を検討する。また、使用済燃

料の特性を考慮した軽水炉燃

料解析コードによる感度解析

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）コンクリートキャスク方式の

－ＤＹＮＡを用いた貯蔵建屋

内での金属キャスク（緩衝体

なし）の落下衝撃解析手法に

ついて、電力中央研究所が実

施した落下試験を例に手法を

検証した。コンクリート強度

を試験時強度に設定する等に

より、落下試験結果をほぼ再

現することができ、落下衝撃

解析手法の妥当性を確認し

た。 

ⅷ）杭支持建屋の代表的な設計

モデル（質点系モデル:ペンゼ

ン・格子型、ＦＥＭモデル）

を作成し、基準地震動に建屋

立地予定地の近傍プラントサ

イトのＳ２地震動を用い、Ｊ

ＮＥＳ所有の地震応答解析コ

ード(質点系ＳＡＮＬＵＭ、Ｆ

ＥＭ系ＳＡＮＮＯＳ)を使用

して、杭の応答が非線形領域

に至る解析を実施した。その

結果、建屋上部について質点

系モデル、ＦＥＭモデルで同

程度の応答値が得られ、解析

コードが実規模の杭支持建屋

にも使用可能なことを確認し

た。 

ⅸ）使用済燃料被覆管の構造健

全性解析手法の検討 

受入れが想定される燃料に対

して、軽水炉燃料解析コード

により、代表的な出力履歴を

用いて全燃料寿命にわたる燃

料ふるまい解析を行い、使用

済み燃料受け入れ時の特性を

評価し、機械的特性低下防止

のための被覆管制限温度に関

する裕度を確認した。また、

不確定性が含まれるパラメー

タに関して感度解析を実施

し、内圧等の不確定性幅を評

価した。 

ロ）コンクリートキャスク方式の
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

式の使用済燃料中間貯蔵施設

安全解析コ－ド 

コンクリ－トキャスク方式

の使用済燃料中間貯蔵施設に

ついては、金属キャスク方式

の成果を踏まえて、コンクリ

－トキャスク方式特有の項目

について除熱、遮へい、構造

強度、耐震の安全解析コ－ド

の整備を行うものとし、平成

１５年度から着手し平成１７

年度中に改良整備を完了し、

クロスチェック解析に備え

る。 

除熱解析コ－ドについては

コンクリ－トキャスク内と貯

蔵建屋内の熱流動を練成した

雰囲気温度解析手法、遮へい

解析コ－ドについてはコンク

リ－トキャスクの遮へい開口

部を考慮したキャスク周囲及

び敷地周辺線量解析手法、構

造強度解析コ－ドについては

キャニスタ溶接部健全性解析

手法、耐震解析コ－ドについ

ては地震時のキャスク転倒・

すべり及びキャニスタ振動解

析手法等の改良整備を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用済燃料中間貯蔵施設安全解

析コード 

ⅰ) 中間貯蔵施設敷地境界線量。

解析手法の整備敷地境界線

量解析手法を選定して、整備

を進め、その関連する実験デ

ータ等による検証解析を行

う。 

 

 

ⅱ) キャニスタ内部熱流動解析

手法の整備 

整備済みの容器内熱流動解析

手法及びコンクリートキャス

ク単体熱流動解析手法を連成

して、燃料及びキャニスタ各

部の最高温度等を評価するキ

ャニスタ内部熱流動解析手法

を整備し、国の委託により電

力中央研究所が実施したコン

クリートキャスク除熱性能試

験結果の提供を国から受けて

手法を検証する。 

 

 

ⅲ) コンクリートキャスク方式

中間貯蔵施設の熱流動解析

手法の検討 

整備済みのキャニスタ内の熱

流動解析手法、コンクリート

キャスク単体熱流動解析手法

及び貯蔵建屋内の熱流動解析

手法の相互の間でデータを授

受して、貯蔵建屋内とコンク

リートキャスクのアニュラス

部の冷却空気の熱流動とを連

成して解析するコンクリート

キャスクの熱流動解析手法を

確立する。 

 

ⅳ) キャニスタの構造強度解析

手法の検討 

キャニスタの溶接部の残留応

力について検討する。さらに、

使用済燃料中間貯蔵施設安全

解析コード 

ⅰ）中間貯蔵施設敷地境界線量

解析手法の整備施設の設計に

応じた適切かつ合理的な解析

手順をまとめた。検証解析に

ついては、用いる実験データ

等の収集を行い、解析は平成

１８年度に実施することとし

た。 

ⅱ）キャニスタ内部熱流動解析

手法の整備 

キャニスタ内のバスケットや

ヘリウム流路を詳細に模擬し

た熱流動解析と、キャニスタ

胴より外側の空気流路及びコ

ンクリート容器壁内の熱流動

解析を別個に行い、それぞれ

の解析から求まるキャニスタ

胴部の温度及び熱流束を境界

条件として受け渡し反復計算

を行うことで、キャスク全体

の温度分布や流動状態を把握

する手法を整備し、有効性を

確認した。 

ⅲ）コンクリートキャスク方式

中間貯蔵施設の熱流動解析手

法の検討 

コンクリートキャスク単体の

熱流動パラメータ解析から、

給気口における空気温度の関

数としてキャスク排気温度及

び流量、キャスク側面からの

熱放出量等を求め、この関数

を貯蔵建屋内に設置したそれ

ぞれのキャスクの表面境界条

件として与えることで、複数

のキャスクの発熱の影響を反

映した貯蔵建屋内熱流動解析

が可能であることを確認した 

ⅳ）キャニスタの構造強度解析

手法の検討 

一次蓋及び二次蓋溶接後の残

留応力を算出し、既往の実験
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）放射性廃棄物埋設事業の安

全性等の解析評価を行う解析

コ－ド 

炉心等廃棄物の埋設事業の

許可申請が計画されており、

この申請に対する安全審査に

おけるクロスチェック解析を

実施する際に使用する安全解

析コ－ドの整備を行うことが

必要である。 

安全解析コ－ドとしては、

安全性について合理的で信頼

性の高い解析が可能なコ－ド

に加えて、処分場周辺で起こ

る核種移行に関わる現象を詳

細に理解・把握し、解析条件

及び解析パラメ－タ値の設定

並びに安全評価の保守性の程

度の確認に役立てるために、

現象を詳細に解析することが

できるコ－ドも併せて整備す

ることが必要である。 

キャニスタ落下における溶接

残留応力及び溶接欠陥を考慮

した詳細モデルによる健全性

評価手法を検討する。 

 

 

 

ⅴ) コンクリート製貯蔵容器の

構造強度解析手法の整備 

コンクリート製貯蔵容器の基

本的安全機能の健全性を評価

するために、地震時ロッキン

グ及び滑り解析手法、ガタを

有する体系の耐震解析手法、

衝突時の衝撃解析手法等を検

討、整備する。また、電中研

が行う実大コンクリートキャ

スクの耐震振動試験を対象と

して検証解析を行い、解析手

法の整備を行う。 

 

 

ｄ）放射性廃棄物埋設事業の安全性

等の解析評価を行う解析コード 

 

 

 

 

イ）一次元安全解析コードについ

ては、解析コード等の機能確認・

感度解析を行う。また、ソースタ

ームの多様化に対応できる機能

等を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）多次元詳細現象解析コードに

結果等と比較することで解析

モデル及び解析手法の妥当性

を確認した。また、一次蓋と

二次蓋の溶接部が接近してい

ることに対し、二次蓋溶接に

より、一次蓋溶接部の残留応

力に及ぼす影響を把握した。 

ⅴ）コンクリート製貯蔵容器の

構造強度解析手法の整備 

水平＋上下地震動の同時入力

を対象としたパラメータ解析

を行い、接触モデルやキャス

ク底面の要素分割、静・動摩

擦係数の設定が解析結果に与

える影響を把握した。また、

電中研の耐震振動試験（１／

３モデル）を対象とした検証

解析を行い、地震動の入力倍

率と最大浮上り角度・すべり

量の関係を、ある程度の精度

で追随可能なことを確認し

た。 

ｄ）放射性廃棄物埋設事業の安全性

等の解析評価を行う解析コード 

余裕深度処分のクロスチェック

解析に必要な機能を持つ解析コー

ドの導入・改良を基本的に終了し

た。 

イ）一次元安全解析コードについ

ては、解析支援システムにおい

て解析対象とした人工バリア

性能評価条件を入力フラグ等

の指定により選択できる機能

を確認した。 

人工バリア等性能評価コー

ドによる感度解析を行い、人工

バリア等の核種保持能力の範

囲を把握した。 

埋設施設のセル毎に異なる

廃棄物が定置されるような状

況を想定し、異なる核種組成、

核種量を入力できる機能等を

追加した。 

ロ）多次元詳細現象解析コードに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）放射性廃棄物埋設事業

の安全性等の解析評価を行

う解析コード 

外部評価委員会におい

て評価（解-16） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

このため、一次元安全解析

コ－ド及び三次元地下水流動

解析コ－ドを含む多次元詳細

現象解析コ－ド等から成る安

全解析コ－ドを、最新の開発

状況等の調査を踏まえて改良

整備し（安全解析に使用する

パラメ－タ値の整備を含む）、

クロスチェック解析に備え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついては、解析支援システムによ

り感度解析等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）地下水流動解析コードについ

ては、先行事例との比較計算等を

行い、解析コードの検証を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）分布を持つパラメータ値を使

った評価方法については、解析支

援システムへの付加、パラメータ

値の分布状況の調査、試計算を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

ついては、バリア性能評価コー

ドの出力（フラックス）を次の

バリア性能評価コードの入力

とする際の出力データの単位

の統一等の改良を行った。 

人工バリア等性能評価コー

ドによる感度解析を行い、イ）

の一次元安全解析コードによ

る解析結果との比較検討等を

行った。 

人工バリアの各構成要素（コ

ンクリートピット、緩衝材な

ど）の性能を評価するためにＧ

ｏｌｄｓｉｍによるプログラ

ムを整備した。 

天然バリア中の地下水流

動・核種移行解析において、解

析対象領域を分割して計算す

るための制御プログラムを整

備した。 

ハ)地下水流動解析コードについ

ては、原位置での測定データを

基に、三次元地下水流動解析コ

ードＴＯＵＧＨ２による解析

を行い、地下水流動測定結果と

比較してＴＯＵＧＨ２の適用

に問題ないことを確認した。 

六ヶ所サイトを含む広域（数

百ｋｍ2、深さ十数ｋｍ）～小域

（数ｋｍ2 、深さ数ｋｍ ）での

三次元地下水流動解析を行い、

地下水流動状況を把握した。 

ニ）分布を持つパラメータ値を使

った評価方法については、解析

支援システムに組み込んだ解

析コードに対し、分布を持つパ

ラメータ値を使った評価がで

きるようにプログラムを整備

し、解析支援システムに導入し

た。 

分布を持つパラメータ値を

調査し、分布の状況を把握する

とともに、これらの値を基に試

計算を行い、パラメータ値の分
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力施設関連デ－タベ－ス

の整理 

原子力施設関連の安全審査の

参考情報を提供するために新た

に申請される原子力施設等の許

認可資料を安全審査デ－タベ－

スに登録する。 

 

③研究開発段階炉に係る新知見

の調査 

研究開発段階炉について施設

の設計等に反映すべき点がある

かどうか速やかに検討するた

め、研究開発段階炉の安全性及

び安全規制に関し新たな知見の

動向を定期的に把握する。 

 

 

ホ）既往の事業許可申請書におけ

る生態圏核種移行に係るモデル

及びパラメータ値の調査等を行

う。 

 

ヘ）解析コード等の改良履歴、入

出力データ等の管理を行うため

に、計算機を利用した手法（品質

保証支援システム）の導入を行

う。 

 

 

 

②原子力施設関連データベースの整

理 

六ヶ所再処理施設に関する事業許可

申請書及び設計及び工事の方法の認

可申請書等をデータベース化し、検

索性の向上を図る。 

 

 

③研究開発段階炉に係る新知見の調

査 

高速増殖炉のＡＭ評価に着目し、蒸

気発生器による崩壊熱除去、事故時

サイフォンブレイク、補助冷却系の

自然通風促進策などを調査する。ま

た、摘出した新知見を、維持基準の

検討、検査方針の検討等にも反映す

る。 

布と解析結果の分布との関係

を把握した。 

ホ）既往の埋設事業許可申請書に

おいて用いられている生態圏

核種移行パラメータ値を調査

し、品質保証支援システムへ入

力した。 

へ）データベース、解析コード改

良履歴などを保管・記録するた

めの品質保証支援システムを

構築した。また、領域分割計算

のため、解析支援システムを構

成する計算機システムの整備

を行った。 

 

②原子力施設関連データベースの整

理 
六ヶ所再処理施設に関する事業許

可申請書及び設計及び工事の方法の

認可申請書をデータベース化し、検索

システムを利用することにより、容易

にかつ迅速に検索が可能となった。 
 
③研究開発段階炉に係る新知見の調

査 

高速増殖炉の安全性に係る運転保

守、構造健全性、事象解析評価の研究

開発動向及び海外の高速炉開発の状

況を調査した。 

その結果、研究開発動向では、最近

の破損燃料検出法、維持基準、供用期

間中検査、構造健全性評価方法、事象

解析評価手法は、「もんじゅ」運転再

開後に反映できることを確認した。海

外の高速炉開発状況調査では、ロシア

ＢＮ―８００、韓国のＫＡＬＩＭＥＲ

－６００、インドの原型炉ＰＦＢＲの

安全に係わる設計概要を過年度に加

えて調査した。 

また、海外軽水炉の過去１０年間の

トラブル事例に国内の過年度のもの

を加えて整理した。その結果、高速炉

システムに共通性のある水・蒸気系機

器設備等において経年変化による配

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力施設関連データベ

ースの整理 

外部評価委員会におい

て評価（解-12） 

 

 

 

 

③研究開発段階炉に係る新

知見の調査 

外部評価委員会におい

て評価（解-1） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

管破損、ヒューマンエラーに係るトラ

ブルが多く摘出された。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｃ．原子力防災支援業務 
 

Ｃ．原子力防災支援業務 Ｃ．原子力防災支援業務 Ｃ．原子力防災支援業務     

 万一原子炉施設等で原子力災

害等が発生した場合には、住民

や環境への影響を最小限に抑え

るために、国、自治体、原子力

事業者が一体となって迅速かつ

適切に対処することが必要であ

る。このため、日頃から、緊急

時に関係者が行う措置の手順を

実地に確認するための訓練を行

うほか、緊急時に必要となる施

設、設備を整備し、適切に維持

管理しておくことが重要であ

る。 

機構は、原子力防災対策に関し、

防災訓練の計画立案、関係機関

の調整等の事務を原子力安全・

保安院と協力して実施する。ま

た、新たな原子炉施設等立地地

域における緊急事態応急対策拠

点施設（オフサイトセンター）

の整備を行うほか、オフサイト

センターや緊急時対策支援シス

テム（ＥＲＳＳ）が適切に利用

できるようにその維持・管理を

行うとともに、万一の事態に備

えた対応体制を整備する。さら

に、原子力防災に関する調査研

究及び関係者の研修を実施す

る。また、原子力災害（原子力

災害が生ずる蓋然性を含む。）及

び武力攻撃原子力災害が発生し

た場合には、関係法令等の定め

るところにより必要な業務を行

なう。 

 

        

Ｃ１．原子力防災支援業務 
（電源立地勘定業務） 

Ｃ１．原子力防災支援業務 
（電源立地勘定業務） 

Ｃ１．原子力防災支援業務（電源立地勘

定業務） 
Ｃ１．原子力防災支援業務（電源立地勘

定業務） Ｂ 
 立 地 

（Ｂ） 
（１）原子力防災訓練の支援等 

原子力災害対策特別措置法に

基づき､毎年度実施される原子

力総合防災訓練に参画し、当該

訓練に関する中期計画及び年度

（１）原子力防災訓練の支援業務

 
①国が毎年度実施する原子力総

合防災訓練に関し、国の訓練計

画策定にあたっての基礎資料を

（１）原子力防災訓練の支援 

 
①国、自治体、原子力事業者等が共同

で実施する原子力総合防災訓練の訓練

進行計画や訓練シナリオ等を作成す

（１）原子力防災訓練の支援 
 
①原子力総合防災訓練は事前訓練（１

０月１３日）、本訓練（１１月９，１

０日）を組み合わせた訓練として実施

 

 

 Ａ 

 

 

（１）原子力防災訓練の支

援 
① 
１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 

 

○実力が試される機会が

ほとんどない業務だ

が、危機管理上は極め

て重要なため、平時の

一層の取り組みを期待

したい。 
○防災支援業務は裏方役
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

計画の計画立案並びに総合的な

調整に係る業務を行う｡ 

また地方自治体や原子力事業者

等が実施する原子力防災訓練に

対する協力、支援を行う。 

さらに、国民保護法に基づく

武力攻撃事態等における国民保

護のための措置について対応体

制を検討するとともに、国及び

地方公共団体と協力し、訓練を

実施するよう努める。 

整備するとともに、訓練進行計

画や訓練シナリオ等を作成す

る。 

また実際の訓練に参画し、訓練

結果をとりまとめるとともに、

参加者を対象にアンケート調査

等を行い、今後の訓練に反映す

るための事項を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。また、実際の訓練に参画し、訓練

結果をとりまとめるとともに、参加者

を対象にアンケート調査等を行い、今

後の訓練に反映するための事項を整理

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

した。 
事前訓練については、シナリオを知ら

せない方式で新潟県原子力防災センタ

ーと経済産業省緊急時対応センターと

を結んで、避難行動等の実動を伴わない

図上訓練として実施した。本訓練につい

ては、２日間に亘る訓練として、第一日

目は政府職員、資機材等緊急派遣の実働

訓練を含む実時間での初動対応を、第二

日目については緊急事態対応をそれぞ

れ実施した。これらに対し、企画・立案、

準備から実施、評価に至る全ての段階に

おいて以下の支援を行った。 
ａ）企画・準備段階 
訓練準備として、国、新潟県等関

連自治体、東京電力（株）が共同で

実施する事前訓練及び本訓練の進行

計画や個別訓練シナリオ等を検討

し、訓練用資料を作成した。作成に

当たっては昨年度の２日間にわたる

訓練（中越地震により中止）を継承

すると共に中越地震で得られた教訓

事項を取り入れた要領を計画した。

準備段階では６月から２４関係機関

との調整会議を事務局として東京で

４回、現地で３回運営し、各機関の

要望等を踏まえた訓練要綱および実

施要領等の訓練用資料の作成を支援

した。この際、現地調整会議の場を

利用し、要請に基づき自治体関係者

に対する防災講演会（２回）の講師

を担任し、防災訓練の意義等を啓蒙

した。 
ｂ）訓練実施段階 
事前訓練は新潟県原子力防災セン

ターと経済産業省緊急時対応センタ

ーにおけるコントローラを主体とし

て同訓練の運営を支援した。 
実施段階では正確な取材と取材者

の訓練目的等の理解促進のために現

地においてマスコミに対し訓練要領

説明会を開くと共に、見学者に対し

ても訓練の実態がよく把握しうるよ

うに説明パネルの設置や訓練状況を

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度当初から業務予定

を確立し業務を推進した。

特に６月からは２４関係

機関との調整会議を事務

局として東京で４回、現地

で２回運営し、各機関の要

望等を踏まえた訓練大綱

および実施要領等の訓練

用資料の作成を支援した

進捗管理は適切である。 
２）情勢変化対応 
現地調整会議での講演

会開催、プレス説明、見学

者用説明準備等実施した

ことは適切である。 
３）運営効率化 
各機関の要望等を踏ま

えた訓練大綱および実施

要領等の訓練用資料の作

成を支援するに際し、先行

的に２４関係機関との調

整会議を事務局として６

回運営し、手戻り作業が無

いように着意した業務推

進要領は効率的であり適

切である。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
事前訓練の実施および

本訓練は適切に達成した。 
２）安全確保 
防災訓練の支援を通じ

安全確保への意識啓発を

図るなど適切に実施した。 
３）規制高度化 
該当なし 
４）緊急時対応 
事前訓練および本訓連

の実施を通じ、対象者の緊

急時対応能力は適切に向

上した。さらに、実動時間

での緊急派遣等着実に実

効性をあげることが出来

であり、特筆事項をあ

げることは難しいが、

一定の成果をあげたと

評価する。ただ、長期

的な視点で防災訓練の

マンネリ化を防ぐ方策

を考えるなども今後行

ってほしい。 
○計画された事項は確実

に実施されたと評価す

る。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地方自治体及び原子力事業者

等が定期的に実施する防災訓練

の際に、訓練進行状況に応じた

事故状況、予測等の情報提供や

防災訓練支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地方自治体の防災訓練を支援するに

当たっては、企画、計画作成、実施及

び評価の各段階における自治体の要望

を事前に把握し、各自治体の要望に基

づき事故状況や予測情報の提供、緊急

事態応急対策拠点施設（オフサイトセ

ンター）運営支援等必要な支援を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リアルタイムで放映するモニターの

設置を行った。住民避難を伴う実動

訓練においては各機関の連携が重要

なことから首相官邸、オフサイトセ

ンター等を結ぶ訓練全体の連携に係

る進行を監視し、訓練の進捗を支援

することにより斎整とした運営に寄

与した。 
ｃ）評価段階 
訓練計画段階から有識者を入れた

訓練検討委員会を設け、訓練要領の

確認や訓練評価を行うと共に、政府

本部事務局やオフサイトセンターで

の訓練参加者にアンケートを実施し

てコメントを集め、次年度への提言

を入れた報告書をまとめた。 
 
②地方自治体が定期的に実施する防

災訓練の支援については、自治体に対

し事前アンケート調査を行い自治体

の要望を把握した上で、訓練を支援し

た他、事故シナリオの作成等計画準備

段階から訓練後の評価にわたる各段

階で保安院と一体となって支援を行

った。また、訓練実施に合わせた、防

災講演会の開催により、原子力防災意

識の向上を図った。さらに今年度は自

治体要望に応えた訓練の実施と連携

した要素訓練として自治体現地本部

運営訓練を企画実施し、訓練の実効性

を向上させた。支援実績は次のとおり

であり、今年度原子力防災訓練を実施

した道県全てに対し支援を行った。 
・防災講演会（５自治体、全７回） 
・プレス、見学者への事故シナリオ等

説明（７自治体） 
・訓練評価（１３自治体） 
・緊急事態応急対策拠点（オフサイト

センター）設備操作（１４自治体） 
・プラント情報、予測情報の提供（１

１自治体） 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た。 
 
３．総合評価：Ａ 
 マネジメント及び成果共

にＡであるため総合評価も

Ａとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 
１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
年度当初に自治体の要

望を把握し、各自治体の要

望する時期に自治体の要

望に応える要員数をもっ

て支援した。このため訓練

が集中する時期には防災

支援部の総力をあげて支

援した。これら進捗管理は

極めて適切である。 
２）情勢変化対応 
全国の立地県と支援に

ついて事前調整の都度、変

化する要望に柔軟に対応

した。特に北海道からは現

地本部訓練を急遽、全面的

に支援することを要望さ

れたが、これにも柔軟かつ

迅速に対応した。これら業

務の実施は適切である。 
３）運営効率化 
年度当初に各自治体に

対してＪＮＥＳの支援可

能な事項を説明すると共

に希望する支援事項に関
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しアンケート調査を実施

し、そのニーズを把握し

た。また実施にあたっては

準備の段階から保安院と

一体となり調整する等、業

務運営の効率化に努めた

ことは適切である。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
１３道県１５件の支援

実績となり、全自治体の防

災訓練を支援することと

なった。また昨年度に比

し、訓練評価や事故シナリ

オの説明が倍増して依頼

され、これを適切に対応し

実施したことは、いずれも

予期以上のものであり極

めて適切である。また、設

備操作や、プラント情報提

供はルーチン化され、自治

体訓練の実施には無くて

はならないものとなった。 
２）安全確保 
自治体の防災訓練を適

切に支援することを通じ

安全確保に関する意識啓

発及び自治体職員等の防

災能力を著しく向上させ

得たものと思料される。殊

に、県訓練における地元住

民向け講習会や年度末（２

月）に開催された原子力文

化振興財団の原子力講座

の講演を依頼されたこと

は、この証左である。 
３）規制高度化 
該当なし 
４）緊急時対応 
関係者の緊急時対応能

力を向上することができ

たものと思料される。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

③指定公共機関としての業務計

画を策定するとともに、国民保

護法に基づき国及び地方公共団

体と協力し、武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置

について訓練を実施する。 

 

 

 

 

 

③年度内に指定公共機関としての業務

計画を策定するとともに、国民保護法

に基づき国及び地方公共団体と協力

し、原子力施設に対する武力攻撃事態

における国民の保護のための措置につ

いて訓練を実施する。 

 
 
 
 
 
③国民保護に係る次の業務を実施した。 
福井県で実施された国民保護訓練に

おいては内閣官房の武力攻撃原子力災

害発生のシナリオ及び訓練実施計画の

作成に協力する保安院の助成を行うと

共に、訓練に参加し機構の武力攻撃原子

力災害時における国民保護業務を体得

した。また指定公共機関としての業務計

画を策定した。 
 
 

 
 
 
 
 
Ｂ 

 
マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ｂ） 

３．総合評価：Ａ 
マネジメント、成果とも

にＡであることから総合

評価をＡとした。 
 
③ 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
国民保護業務計画の作

成に当たり、準拠とすべき

経済産業省の計画作成後

に着手し、年度末までに報

告できるよう事前に機構

内各部及び保安院との調

整を計画的に実施した進

捗管理は適切である。 
２）情勢変化対応 
国民保護訓練が武力攻

撃原子力災害対応シナリ

オで実施されることに伴

い、研修・訓練及び核物質

防護グループ長等の関係

者を研修させ、当該事態が

起きた場合の行動や機構

業務の理解促進に努めた

柔軟な業務運営は適切で

ある。 
３）運営効率化 
武力攻撃事態対処法及

び国民保護法に関する機

構職員に対する研修を自

治省消防庁国民保護運用

室長に依頼し実施したこ

とは専門家の能力を活用

する効率的な実施要領で

あり適切である。 
 
２．成 果：Ａ 
１） 計画達成度 
１７年度中に機構の国

民保護計画を作成し経済作

業大臣を経由して内閣総理

大臣に報告することを、保

安院との調整の下に計画ど
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

おり実施したことは適切で

ある。 
２） 安全確保 
国民保護業務計画の作

成及び国民保護訓練への

参加・研修等は武力攻撃原

子力災害対処にあたって

の準拠あるいは対処能力

を向上させるものであり

国民の安全確保に裨益す

るところ大である。 
３） 規制高度化 
該当なし 
４） 緊急時対応 
国民保護業務計画の作

成及び国民保護訓練への

参加は、武力攻撃原子力災

害という緊急時対応の準

拠を作成したものであり、

また対応能力を向上させ

るものであり適切である。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメントはＢ、成果

はＡであることから総合評

価をＢとした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）緊急事態応急対策拠点施

設（オフサイトセンター）設備

の整備及び維持管理 

全国の原子炉施設等の立地地

域に設置されたオフサイトセン

ターの各設備について、緊急事

態発生時に円滑に使用すること

ができるように、維持管理を行

うとともに、原子炉施設等の新

規立地地域に必要となるオフサ

イトセンターの設備の整備を行

う｡ 

（２）緊急事態応急対策拠点施設

（オフサイトセンター）設備の維

持管理及び改善 

オフサイトセンター、経済産業

省庁舎及び地方自治体庁舎等に

設置した原子力防災設備を緊急

事態発生時等に迅速かつ的確に

使用できるよう、防災訓練等にお

ける運用経験を反映した設備の

改善を行うとともに、その維持管

理を行う。 

また、設備の中長期更新計画を

立案する。 

 

①日常点検、定期点検による設

備の維持管理（平成１５年９月

末現在２０地区） 

（２）オフサイトセンター設備の維持

管理及び改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①日常点検、定期点検による設備の維

持管理 

２０地区のオフサイトセンター及び

（２）オフサイトセンター設備の維持管

理及び改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①日常点検、定期点検による設備の維

持管理 

２０地区のオフサイトセンター及び

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｂ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①日常点検、定期点検によ

る設備の維持管理 
１．マネジメント：Ａ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対応センター設備の維持管理を

実施するとともにオフサイトセンター

の運用支援を実施する。 

 

ａ）月１回、設備の員数確認、点検、

起動確認を、年１回定期保守点検を

実施し、設備の健全性維持に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

ｂ）放射線測定器の校正試験を実施す

る。 

 

 

ｃ）原子力防災専門官が実施する各設

備の起動・操作の支援を実施する 

 

 

 

ｄ）原子力防災訓練時に設備の立ち上

げ等の支援を実施する。 

 

 

 

ｅ）設備の異常発生時に原因調査、点

検、修理を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対応センターの維持管理につい

て地区ごとに保守管理会社に発注し、次

のとおり設備の維持管理及び運用支援

を実施した。 

ａ）日常点検として、設備の員数確認、

点検、起動確認等を全地区、毎月１

回実施した。また年１回定期保守点

検を実施した。これらにより、オフ

サイトセンター機器が正常に機能

することを確認した。なお、年１回

の定期保守点検はＪＮＥＳ職員が

直接現地において、設備の保守管理

状況を確認するとともに、設備管理

台帳と現品との照合を実施した。 

ｂ）放射線測定器の校正試験をすべ

てのオフサイトセンターで年１

回実施し、放射線測定器が、使用

可能状態にあることを確認した。

ｃ）原子力防災専門官が実施する各

設備の起動・操作の支援等を着実

に実施した。 

（延べ５３０回、地区平均２５

回） 

ｄ）原子力防災訓練時等に設備の立

ち上げ等の支援を着実に実施し

た。 

（延べ１８０回、地区平均８．

５回） 

ｅ）設備の故障発生（主要な不具合

延べ２７０件、地区平均１３件）

に際し、原因調査、点検、修理を

実施し、設備の健全性維持に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）進捗管理 
２０地区のオフサイト

センター及び緊急時対応

センターの維持管理を地

区毎に保守管理会社に受

託させ、これを適切に実施

した。 
２）情勢変化対応 
昨年度に作成した不具

合データベース（修理状況

や支払完了状況の現況を

明らかにしたもの）を一層

活用し、増加する修理処理

業務に柔軟に対応した。 
３）運営効率化 
１６年度に作成した故

障データベースを活用し、

修理原因の推定及び故障

発注業務を効率的に実施

した。 
 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
計画した業務を計画ど

おり達成したことは適切

である。 
２）安全確保 
オフサイトセンターの

設備を適切に維持管理し

たことは万が一の安全確

保に寄与するものであり

適切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
オフサイトセンターの

設備を適切に維持管理す

ることにより緊急時にお

ける対応に万全を期すも

のであり適切である。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメントはＡであ

るが成果がＢであるため、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

②緊急事態が発生した場合のオ

フサイトセンター立上げ支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②緊急事態が発生した場合のオフサイ

トセンター立ち上げ支援 

ａ）体制の確立 

緊急時に、防災専門官等の要請に

よりオフサイトセンターの迅速な

立ち上げの支援を行うため、あらか

じめ１時間以内に参集可能な支援

要員を確保、維持する。 

このため支援要員全員の電話番号、住

所を記載した緊急時支援体制表を

整備し、緊急時に備える。 

ｂ）緊急時における支援 

緊急にオフサイトセンターの立

ち上げを行う旨防災専門官等から

指示があった場合には、迅速なオフ

サイトセンターの立ち上げに関す

る支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）通常時における対応 

緊急時の対応に備えて、定期点

検、月例点検及び原子力防災訓練

（参集訓練を含む）を通じて、設備

の立ち上げ、操作に習熟しておく。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②緊急事態が発生した場合のオフサイ

トセンター立ち上げ支援 

ａ）体制の確立 

各地区とも緊急時の連絡体制

表を作成し、必要な要員を確保す

る等、緊急時のオフサイトセンタ

ーの迅速な立上支援体制を確保

した。また、保守管理会社の参集

時間を計測した結果、３０分から

１時間程度で参集可能であるこ

とを確認した。 

ｂ）緊急時における支援 

原子力発電所等の緊急事態では

ないが、オフサイトセンター周辺

で震度５以上の地震が発生した

場合に、オフサイトセンターの設

備が健全性を保持しているかを

確認するための規程を制定し、運

用に供した。 

その結果、４地区（福岡、新潟、

千葉、宮城）で発生した震度５弱

の地震に対して、規程どおり保守

管理会社が直ちにオフサイト

センターに行き、設備の健全性を

確認した。 

ｃ）通常時における対応 

各地区とも月例点検、定期点検、

原子力防災訓練・研修等の実施を通

じ設備の立ち上げ、操作に習熟し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価はＢとした。 
 
②緊急事態が発生した場

合のオフサイトセンター

立ち上げ支援 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
該当無し 
２）情勢変化対応 
地震の多発傾向に鑑み、

震度５以上の地震発生時

のオフサイトセンター設

備の健全性を確認するた

めの規程を制定した。その

結果、４カ所の地区で震度

５弱が発生したが、本規定

に従い、保守管理会社が直

ちに現場へ行き、オフサイ

トセンター設備の健全性

を確認した。この柔軟な処

置は、情勢に適合するもの

であり適切である。 

３）運営効率化 
該当無し 

 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
地震発生時における対

応規程を作成し、４地区の

震度５弱地震の発生に対

して規定に則り適切に対

応した。これは平素からの

即応準備と緊急時への即

応意識の浸透によるもの

であり、年度当初に計画し

た業務以上のことを処置

した。 
２）安全確保 
地震発生後におけるオ

フサイトセンター設備の

健全性を確保することは

極めて重要なことであ

り、これを確認する体制

を確立すると共にこれを
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③運用経験等を反映した設備の

改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③運用経験等を反映した設備の改善 

原子力防災専門官、保守会社等関係

者の設備改善に係る意見、要望をもと

に、必要度、費用等を検討し設備の改

善計画を策定し、設備の改善を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③運用経験等を反映した設備の改善 

ａ）意見、要望等の把握 

原子力防災専門官や保守会社

等関係者からのヒヤリング等に

より、オフサイトセンター設備改

善に係る意見、要望を把握した。

ｂ）設備改善計画の策定 

意見要望をもとに、優先順位、

費用等を検討し、年度当初に設備

の改善計画を策定した。 

ｃ）設備改善の実施 

策定した改善計画をもとに８

件の設備の改善を計画的に実施

すると共に防災専門官等の要望

に基づき臨機に３件の設備改善

を実施した。 

主な実施項目は次のとおりであ

る。 

○ 計画的な整備 

・広報カメラシステムの設置 

（２地区） 

・各種情報表示システムの改造 

（１３地区) 

・無線式マイクシステムの整備 

（９地区） 

・設備の再配置（３地区） 

・緊急時対応センターのプロジェ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持したことは適切であ

る。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
地震発生後におけるオ

フサイトセンター設備の

健全性を確保する体制を

確立したことは、緊急時対

応に直接寄与するもので

あり極めて適切である。 

 
３．総合評価：Ａ 
マネジメント、成果とも

にＡであるため総合評価は

Ａとした。 
 
③運用経験等を反映した

設備の改善 

１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
年度当初に策定した年

度設備改善計画に基づく

整備を計画通りに実施し

たそれぞれの進捗管理は

適切である。 
２）情勢変化対応 
市町村合併に伴う設備

の移設要望或いは防災関

係者からの要請による設

備改造に対しそれぞれ適

切に対応した。 

３）運営効率化 
該当なし。 

 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
原子力防災専門官や保

守会社等関係者からのヒ

ヤリング等により、オフサ

イトセンター設備改善に

係る意見、要望を把握し、

これに基づき優先順位、費

用等を考慮した設備の改
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④設備の中長期更新計画の立案

また、東北電力東通原子力発

電所１号機の新規建設に伴い、

平成１７年度末までに青森県東

通オフサイトセンター（仮称）

の設備整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④設備の中長期更新計画の立案 

オフサイトセンター設備の更新につ

いて、拠点を結ぶ回線網の見直しを行

い、各設備の耐用年数や各機器の接続

性を考慮して、更新時期、更新手順等

を検討した上で、更新計画を策定する。

クタ整備（１地区） 

・市町村合併に伴う設備の移設及

び撤去（２地区） 

・ホワイトボード増設（５地区）

・衛星通信設備増幅管交換（８地

区） 

○ 臨機の整備 

・放射線監視システムの改造 

（２地区） 

・非常用発電機設置に伴う配線変

更 

（２地区） 

・外部映像取り込みのための改造

（１地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④設備の中長期更新計画の立案 

平成１９年度から本格的に計画し

ているオフサイトセンター設備の更

新に関し自治体の原子力防災ネット

ワークと一体化した統合原子力防災

ネットワークの構築を柱とする設備

更新基本計画（更新工事手順、工事工

程計画を含む）を策定した。 

本計画はＩＰ（Internet Protocol）技
術を活用したＶＰＮ（Virtual Private 
Network）による高速、大容量通信ネ
ットワークを基盤とするものであり、

緊急事態発生時における国、自治体及

び関係機関の連携を一層強化し得る

ものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

善計画を年度当初策定し、

これに基づき各種の設備

改造を計画どおり実施し

たことは適切である。 
２）安全確保 
使用者の要望等に基づ

くオフサイトセンターの

設備改造は緊急時の対応

を適切ならしめるもので

あり、ひいては住民の安全

確保に貢献するものであ

り適切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
使用者の要望等に基づ

くオフサイトセンターの

設備改造は緊急時対応を

効果的にするものであり

適切である。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメント、成果とも

にＢであるため総合評価は

Ｂとした。 
 
④設備の中長期更新計画

の立案 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

中長期更新計画の立案

業務を計画どおり実施（基

本計画を作成完了）した進

捗管理は適切である。 

２）情勢変化対応 

該当無し 

３）運営効率化 

日進月歩する情報通信

技術を取込むため同部門

をコンサルタントに委託

する等、業務の効率化に着

意したことは適切である。 

 

２．成 果：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

１）計画達成度 

中長期更新計画の立案

業務を計画どおり実施（基

本計画を作成完了）したこ

とは適切である。 

２）安全確保 

中長期更新計画（骨子）

を立案したことは将来の

オフサイトセンター設備

及び情報通信網を改善す

るものであり立地住民の

安全確保に繋がることで

あり適切である。 

３）規制高度化 

該当無し 

４）緊急時対応 

国、自治体及び関係機関

の連携を一層強化した中

長期更新計画の立案業務

は、今後の緊急時対応を適

切ならしめるものであり、

適切である。 

 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメント、成果とも

にＢであるため総合評価は

Ｂとした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）緊急時対策支援システム

（ＥＲＳＳ）の管理運用 

緊急事態発生時の支援システ

ム（ＥＲＳＳ）について、適切

に維持管理を行うとともに、緊

急時に国における対応を支援す

るためにＥＲＳＳの速やかな起

動等が行えるよう、運転・評価

要員の熟度を高め、非常参集体

制を整備する。 

 

（３）緊急時対策支援システム

（ＥＲＳＳ）の管理運用業務 

緊急時にＥＲＳＳを速やかに

起動し、原子力安全・保安院の緊

急時対応センター及びオフサイ

トセンターに的確な情報を提供

する。 

また、原子力防災訓練等におけ

る運用経験や原子力発電所の設

備改善の反映及び通信技術、計算

機技術に関する新たな知見に基

づき、ソフトウェアやはドウェア

の必要な見直しを行う。 

更に定期的に運用試験等を実

施することによりシステムの維

持管理及び運転員等の技術的能

（３）緊急時対策支援システム（ＥＲＳ

Ｓ）の管理運用業務 

 

①ＥＲＳＳに電気事業者が整備を完了

したＡＭ策を反映するために、設備概

要や運転手順概要の把握等、緊急時対

策技術についての検討、整備をＢＷＲ

及びＰＷＲの各代表４プラントを対象

に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）緊急時対策支援システム（ＥＲＳ

Ｓ）の管理運用業務 

 

①軽水炉の緊急時対応技術の高度化

の第一段階として、電気事業者がＡＭ

策として整備した設備の系統図、計器

リスト等の設計図書や緊急時の運転

手順書等の提供を受け、事故緩和設

備、事故収束運転の手順について、国

の緊急時対応の観点からまとめると

共に、事故状態判断基準の整理及びＥ

ＲＳＳへの伝送パラメータの選定等

を行った。 

・事故緩和設備の概要把握 

各事故緩和設備について、機能説

明書、概略系統図、機器仕様一覧

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

（３）緊急時対策支援シス

テム（ＥＲＳＳ）の管理運

用業務 

① 

１．マネジメント：Ａ  

１）進捗管理 

ＢＷＲ及びＰＷＲの各

代表４プラントを対象に

事故緩和設備、事故収束運

転の手順をまとめると共

に、事故状態判断基準の整

理及びＥＲＳＳへの伝送

パラメータの選定等を計

画通り行ったこと、また電

気事業者資料の入手時期

の調整や入手後の工程を
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

力の習熟を図る。 

また、定期的に緊急時の際の運

転・評価要員の参集訓練を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表、計測機器一覧表の形式で整理

し、ＥＲＳＳに反映すべき事項を

把握した。 

・事故収束運転手順の把握 

代表的な事故シーケンスを２０

シーケンス程度選定し、シーケン

スに沿った事故収束運転を運転

フローの形式でまとめた。 

・事故状態判断基準の作成 

緊急時対応を行う上で必要とな

る判断項目を抽出し、判断基準を

根拠と共に整理した。 

・伝送パラメータの選定 

ＥＲＳＳに伝送するパラメータ

を一覧表にしてまとめた。 

対象とした代表プラント 

ＢＷＲ：福島第一１号（ＢＷＲ３）

      福島第一２号（ＢＷＲ４）

      福島第二１号（ＢＷＲ５）

      柏崎６号（ＡＢＷＲ） 

ＰＷＲ：大飯１号（アイスコンデ

ンサー型格納容

器） 

      大飯３号（４ループ） 

      高浜３号（３ループ） 

      伊方２号（２ループ） 

さらに、軽水炉以外のＪＮＦＬ再処

理施設及びＪＡＥＡもんじゅについて

も、緊急時対応技術の整備に着手した。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り実施したのは適

切である。また軽水炉以外

のＪＮＦＬ再処理施設及

びＪＡＥＡもんじゅにつ

いても、緊急時対応技術の

開発について、その考え及

び実施概要並びにスケジ

ュールを決定し、これを防

災小委員会で披露しオー

ソライズ化したことは極

めて適切である。 

２）情勢変化対応 

ＪＮＦＬ再処理施設及

びＪＡＥＡもんじゅの緊

急時対応技術の開発につ

いて、防災小委員会で発表

することを防災課から提

案受けし、これを適切に処

置した柔軟な対応は適切

である。 

３）運営効率化 

各代表４プラントを同

時並行的に実施するので

はなく、さらに大代表プラ

ントを選定して先行実施

し、実施方法及び成果を確

認した後、この成果を他の

プラントへ展開した業務

運営要領は効率的な要領

であり適切である。また、

一義的に緊急時対応を行

う電気事業者も含めたワ

ーキンググループ方式で

検討を進めたことは手戻

り作業を防止する効率的

な推進要領であり、極めて

適切である。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

ＢＷＲ及びＰＷＲの各

代表４プラントを型式の

異なるプラントから選定

し、計画通り事故緩和設
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②システムの維持管理及び運転員等の

技術的能力の習熟を図るため、運転・

評価要員の緊急時対応訓練を兼ねたシ

ステムの運用試験をより充実した訓練

内容で２週間に１回程度実施する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②ＥＲＳＳの運用試験は、緊急時対応

訓練として位置づけ運転・評価要員を

対象に事前にシナリオを知らせるこ

となく模擬事故データを伝送するこ

とにより行い、各システムの健全性を

確認すると共に、職員の緊急時対応技

術の習熟を図った。この際、年度当初

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

備、事故収束運転の手順を

まとめると共に、事故状態

判断基準の整理及びＥＲ

ＳＳへの伝送パラメータ

の選定等を実施したこと

は適切である。 

２）安全確保 

設備概要、運転手順を緊

急時対応の観点からわか

りやすい形式でまとめた

こと及び事故状態の判断

基準を根拠と共に整理す

ると共にＥＲＳＳに伝送

するパラメータを抽出整

理したことは地域住民の

安全を確保に寄与するも

のであり適切である。 

３）規制高度化 

なし 

４）緊急時対応 

緊急時対応の観点から

の設備概要、運転手順の取

りまとめ及び事故状態の

判断基準、ＥＲＳＳに伝送

するパラメータの抽出整

理は緊急時対応を的確に

行うために適切である。ま

た、再処理施設及びもんじ

ゅの緊急時対応技術の整

備に着手したことも適切

である。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメントはＡ及び

成果はＢであるので総合評

価をＢとした。 

 
② 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

年度当初に国及び地方

自治体の実施する防災訓

練時期を考慮した運用試

験実施計画を作成し、これ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に運用試験実施方針を作成し、全プラ

ント（ＢＷＲ３２プラント及びＰＷＲ

２３プラント）を対象に様々な特定事

象を選定して、合計２０回の試験を計

画的に実施した。なお、実施にあたっ

ては以下のような点に留意し充実を

図った。 

・ＰＳＡ評価の発生頻度を考慮した対

象事象の選定 

・上記①で入手した電気事業者の運転

手順書を忠実に反映 

・試験後のＡＭ策を含む事故収束運転

や事故挙動の解説等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に基づき計２０回の試験

を計画的に実施したこと

は適切である。 

２）情勢変化対応 

なし 

３）運営効率化 

訓練の対象とするプラ

ントをその型式が偏らな

いよう選定したこと、対象

事象を発生頻度を考慮し

て選定したことは限られ

た時間内で多様な訓練を

行うのに効率的な要領で

あり、適切である。 

 

２．成 果：Ａ  

１）計画達成度 

①で入手した資料を有

効に活用し電気事業者の

運転手順を忠実に反映し、

年間２０回の訓練を行っ

たことは適切である。 

２）安全確保 

電気事業者の運転手順

を忠実に反映した模擬事

故データを使用したこと

やその運転結果としての

事故の挙動等を理解した

ことは緊急時対応能力の

向上さらには住民の安全

確保上きわめて有効であ

る。 

３）規制高度化 

なし 

４）緊急時対応 

電気事業者の運転手順

を忠実に反映した模擬事

故データを使用したこと

やその運転結果としての

事故の挙動等を理解した

ことは緊急時対応能力を

向上させるものであり極

めて適切である。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

③ＥＲＳＳの運転・評価要員参集体制

を確立し、月に１回程度の緊急時連絡

訓練及び半年に１回程度の参集訓練を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
③平成１６年度に確立したＥＲＳＳの

運転・評価要員参集体制を連絡対象者の

変更等を反映して常に最新のものに維

持しつつ連絡訓練を１０回、参集訓練を

２回実施した。訓練に当たっては年度当

初に実施方針を作成し、平日、休日、ま

た、午前、昼間、夕方、夜間の時間帯よ

り適宜実施時期を選定して行い、一斉召

集システムの連絡に対し応答操作の習

熟を図ると共に参集に必要な時間を把

握する等計画的に実施した。特に、通常

の交通手段が使用できない早朝、深夜に

ついてのタクシーの利用の可能性等を

把握した。 
また、ヒューマンエラーによる誤情報が

発信されたことに伴い、一斉連絡システ

ムの改良を直ちに実施し、再発の防止を

図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント及び成果

はＡであるので総合評価は

Ａとした。 

 

③ 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

計画通り実施した進捗

管理は適切である。 

２）情勢変化対応 

連絡対象者の変更等を

反映して常に最新のもの

に維持したことや一斉連

絡システムのヒューマン

エラーに即時に対応し再

発防止のためシステムを

改修したことはきわめて

適切である。 

３）運営効率化 

機構が実施した参集訓

練の場を利用、あるいは勤

務時間帯を利用する一斉

召集応答訓練等の実施は

本訓練に過重な時間を配

当することを避ける効率

的な訓練要領であり適切

である。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

年度当初に実施方針を

作成し、平日、休日、また、

午前、昼間、夕方、夜間の

時間帯より適宜実施時間

を選定して連絡訓練を１０

回、参集訓練を２回実施し

たことは計画通りであり、適

切である。 

２）安全確保 

要員の参集体制を確立

し、常に実効性を確認して

おくことは住民の安全確

保に資するものであり適
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④原子力防災訓練等における運用経験

や原子力発電所の設備改善の反映及び

通信技術、計算機技術に関する新たな

知見に基づき、ソフトウェアやハード

ウェアの必要な見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④運用経験や設備改善の反映として、

以下の改造を行った。 

・事象進展をスキップさせる訓練で

は、スキップ期間中のデータが取得

できず、重要なパラメータのトレン

ドを把握できないため、意思決定訓

練等に支障があった。このためスキ

ップ期間中のデータを取得する機

能を追加し、訓練の実効性を向上さ

せた。 

・敷地境界等のモニタリングポスト

は、環境へ放出された放射性物質の線

量のみならず格納容器からのスカイ

シャイン等による直接線量をも検知

する。しかしながら模擬データ作成に

あたり従来は直接線量の影響を評価

しておらず、模擬事故データが現実と

は異なったものとなっていたため格

納容器トップドームのないＰＷＲ６

プラントについて直接線量の影響を

評価して改良を行い、より現実的な模

擬事故データの提供を行えるように

した。 

・原子力発電所の設備改善の反映と

して、柏崎刈羽２号、３号、福島第

二３号の３プラントについて伝送パ

ラメータのＳＩ単位系表示への移行

を反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

切である。 

３） 規制高度化 

該当なし 

４）緊急時対応 

要員の参集体制を確立

し、常に実効性を確認して

おくことは緊急時対応を

確保するものであり適切

である。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメントはＡであ

るが、成果はＢであるので

総合評価をＢとした。 

 
④ 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

伝送パラメータのＳＩ

単位系への移行の反映に

当たっては、電気事業者側

システムの改造工程と調

整して実施することによ

り、工事のための供用停止

期間を最小限にして実施

した進捗管理は適切であ

る。 

２）情勢変化対応 

スキップ期間中のデー

タを取得する機能を追加

したこと、及び格納容器ト

ップドームのないＰＷＲ６

プラントについてスカイシ

ャインの影響を評価し得る

よう改良を行い、より現実

的な模擬事故データの提供

を行えるように措置したこ

とは、いずれも従来訓練の

問題点を是正するものであ

り、適切である。 

３）運営効率化 

伝送パラメータのＳＩ

単位系への移行の反映に

当たり工事のための供用
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

  停止期間を最小限とし得

るよう電気事業者側シス

テムの改造工程と緊密に

調整しつつ実施した処置

は効率的な業務要領であ

り適切である。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

年度当初に計画した業

務を全て計画通り実施し

たことは適切である。 

２）安全確保 

スキップデータの取得

や模擬事故データをより

現実的なものにしたこと

は、訓練の実効性を向上さ

せるものであり、ひいては

住民の安全確保にも資す

るものであり適切である。 

３）規制高度化 

該当なし 

４）緊急時対応 

スキップデータを取得

しうるよう改善したこと

や模擬事故データに直接

線量の影響を反映したこ

とは、いずれも訓練を実際

的なものとし緊急時の対

応を適切ならしめるもの

であり、適切である。 

 

３．総合評価：Ｂ 

マネジメント及び成果

もＢであるので総合評価を

Ｂとした。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）原子力防災研修 

原子炉施設等又はこれらの施

設外における核燃料物質又は核

燃料物質に汚染されたものの運

搬において放射性物質又は放射

線の異常な水準の放出を伴う緊

急事態が発生した場合に、防災

（４）原子力防災研修 

緊急事態応急対策の実施が

円滑に行われるように、原子力

安全・保安院の要請に応じて、

平常時から国、地方公共団体、

原子力事業者及び関係機関の

防災関係者に原子力防災に関

（４）原子力防災研修 

緊急事態応急対策の実施が円滑に行

われるように、原子力安全規制当局の要

請に応じて、国、地方公共団体、原子力

事業者及び関係機関の防災関係者に原

子力防災に関する研修を実施する。 

さらに、研修内容の改善を図るため、

(４)原子力防災研修 

緊急事態応急対策の実施が円滑に行

われるように、原子力安全規制当局の

要請に応じて、国、地方公共団体及び

原子力事業者等の関係機関の防災関係

者に原子力防災に関する研修を実施し

た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

活動に携わる国及び自治体職員

更には消防､警察、自衛隊、海上

保安庁など関係する防災機関職

員に対し､防災活動を的確かつ

安全に行うことができるよう、

原子力防災に必要な知見等を身

につけさせること等を目的とす

る研修を的確に実施する｡ 

また、研修受講者に対して研

修内容についてアンケート等を

実施し、その結果を評価・分析

すること等により、研修内容の

適時適切な改善を図る。 

 

する研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研修内容 

以下に示す原子力防災に関連

する研修を実施する。 

・原子炉施設立地道府県の保

安検査官事務所職員等を対象

とした４０人程度の規模の現

地研修を毎年ＯＦＣ毎に実施

する。 

・原子力施設立地道府県の原

子力防災要員（防災専門官、

自治体職員等）に対する４０

人程度の規模の研修を毎年サ

イクル施設管轄のＯＦＣで実

施する。 

・警察、自衛隊、海上保安庁

を対象とした４０人程度の規

模の核物質防護のための研修

を毎年ＯＦＣ設置県毎に実施

する。 

・消防、警察等を対象とした

１００人程度の規模の核燃料

輸送講習会を年間２～３ケ所

で実施する。 

・その他必要なもの 

 

 

 

 

 

 

 

研修受講者に対してアンケート調査等

を行い、その結果を評価・分析する。 

具体的には、以下の研修を実施する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①緊急時の際、原子炉施設立地道府県

のオフサイトセンターに初期に他地域

から支援のために参集する防災専門官

と当該自治体担当者及び当該事業者参

集要員を対象とした現地研修をオフサ

イトセンター３カ所以上で、総受講者

数４０名を目標に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この際、原子力防災に係る研修用テ

キストを作成するとともに､専門家に

よる講師陣を整備した。特に部内講師

陣には講師能力の向上を狙いとする部

外講師による『講師能力向上研修』を

企画実施し同能力の向上に努めた。ま

た､各原子力施設近傍等に適切な研修

会場を設営した｡ 

さらに、研修内容の改善を図るため、

研修受講者に対してアンケート調査等

を行い、その結果を評価・分析した。

具体的には、以下の研修を実施した。

 

①防災専門官等広域支援現地研修 
緊急時において初期に参集する機

能班要員を対象とした、２日間の近隣

防災専門官等現地研修に加え、当該事

業所の半日見学を加えて実施した。本

研修は緊急時の初期活動の要となる

防災専門官等を対象に初動活動事項

の習得等を主眼として、下記のオフサ

イトセンター５カ所で実施した。今年

度からの新たな試みとして、演習項目

に関連する半日の事業所見学を取り

入れ、実際のプラント状況認識を持て

るようにカリキュラムを構成した。 
研修に当たっては各機能班の初動

活動における要素演習としてグルー

プ討議を主体にしたシミュレーショ

ン方式を導入し、課題解決の導出プロ

セスに重点を置いた実践的な内容に

した。 
また、初動参集時に最低限必要とな

る事業所や地域特有の情報を選定し

たものを参集時必携集として開催Ｏ

ＦＣ毎に作成した。本必携は参加した

各地の防災専門官等から非常に有益

であるとの評価を得たことから、全国

の各ＯＦＣ用のものを整備すること

とした。 
総受講者数は６８名となった。 
 

計６８名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ 

メント 

（Ａ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
年度当初から訓練目的

に基づき、防災専門官のニ

ーズを把握しつつ計画を

確立し、実施にあたっての

オフサイトセンターの確

保及び応援する防災専門

官との研修参加への調整

等を計画的に実施する等、

業務実施に当たっての進

捗管理は適切である。 
２）情勢変化対応 
緊急時に近傍の防災専

門官が当該オフサイトセ

ンターの運営を応援する

ことについて訓練がなさ

れていない問題点を改善

するため、初動活動事項や

広報技術の習得及び防護

対策決定に際しての技術

的判断根拠の理解を主眼

とする実践的な訓練を実

施した。またＯＦＣに係る

地域資料等を集めた必携

集を整備し、これを防災専

門官に配布し参集時に活

用してもらう等、柔軟な対

応は極めて適切である。 
３）運営効率化 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②研修方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設立地道府県の原子力防災

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②原子炉施設立地道府県の原子力防

研修日 研修場所 参加人員(名) 
H17/5/11-13 茨城オフサイ

トセンター 
１４ 

H17/8/10-12 美浜オフサイ
トセンター 

１３ 

H17/9/28-30 新潟オフサイ
トセンター 

１１ 

H18/1/18-20 六ヶ所オフサ
イトセンター 

１７ 

H18/2/8-10 愛媛県オフサ
イトセンター 

１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

研修に当たっては各機

能班の初動活動における

要素演習としてグループ

討議を主体にしたシミュ

レーション方式を導入し、

課題解決の導出プロセス

に重点を置いた実践的な

内容にする等、効率的な演

習に留意したことは適切

である。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
研修者から好評（５点評

価アンケートによる参加

者の研修満足度：平均４．

７（９３点））と評価され、

昨年度（平均４．２（８５

点）より更に向上したたこ

とから、その達成度は極め

て適切である。 
２）安全確保 
防災専門官の緊急時対

応能力の向上に大きく貢

献したことは、ひいては住

民の安全確保に資すもの

であり適切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
受講者からは研修内容

が充実しており、実践的で

あるとの高い評価を得る

等、防災専門官の緊急時対

応能力の向上に大きく貢

献したことから極めて適

切である。 
 
３．総合評価：Ａ 
マネジメント、成果ともに

Ａであることから総合評価

はＡとした。 
 
②原子炉施設立地道府県の
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

原子力防災に係る研修用テキ

ストを作成し､専門家による講

師陣を整備し､東京及び各原子

力施設近傍に適切な研修会場を

設営し､原子力防災研修を行う｡

また、研修内容の改善を図る

ため、研修受講者に対してアン

ケート調査等を行い、その結果

を評価・分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要員（自治体職員、警察・消防、事業

者等）に対する４０人程度の規模の機

能班訓練を原子力発電所管轄のオフサ

イトセンター１３カ所で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災要員（防災専門官、自治体職員等）

に対する機能班訓練を原子力緊急時

支援・研修センター及び原子力安全技

術センターと共同で、下記原子力発電

所管轄の地区１２カ所で実施した。実

施に当たっては事前に各自治体と調

整することにより、合同対策協議会で

の自治体の役割について知りたいと

の各自治体の要望をもとに、合同対策

協議会と自治体本部の連携を考慮し

た訓練とした。また受講者の募集につ

いては、防災専門官、地元自治体と協

議した。 
 

研修日 地区 参加人員(名) 
H17/7/13-15 東通 １１３ 
H17/7/27-29 愛媛 ７８ 
H17/8/3-5 佐賀 ６７ 
H17/8/24-26 鹿児島 ７４ 
H17/8/29-31 宮城 ７１ 
H17/9/7-9 島根 ７５ 
H17/9/15-16 茨城 ８５ 
H17/9/27-28 北海道 ７７ 
H17/10/12-14 福島 ７９ 
H17/10/19-21 石川 ７４ 
H17/10-31-11/2 静岡 ８０ 
H18/2/15-17 福井 １１１ 
           計９８４名 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力防災要員（防災専

門官、自治体職員等）に

対する機能班訓練 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
実施に当たっては事前

に各自治体と調整すると

共に受講者の募集につい

ては、防災専門官、地元自

治体と協議し１２ケ所で

の訓練を計画どおり実施

した進捗管理は適切であ

る。 
２）情勢変化対応 
実施時期及び参加者の

調整等に関する自治体と

の調整を柔軟に実施する

ことにより所定の計画を

予定どおり実施したのは

適切である。 
３）運営効率化 
原子力緊急時支援・研修

センターおよび原子力安

全技術センターと協同で

本訓練を担当する等、業務

運営は効率的であり適切

である。 
 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
各地区における参加人

員は平均７４名となり、そ

の達成度は適切である。 
２）安全確保 
関係職員の緊急時対応

能力を向上させることは

住民の安全確保にも資す

るものであり、適切であ

る。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
本訓練に参加した関係

職員の緊急時対応能力を
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

③原子炉施設立地道府県の原子力防災

要員（自治体職員、警察・消防、事業

者等）に対する４０人程度の規模の機

能班訓練を原子力発電所管轄のオフサ

イトセンター１３カ所で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③原子力施設立地道府県の原子力防

災要員（防災専門官、自治体職員等）

に対するサイクル施設オフサイトセ

ンター運営研修を計画通り下記オフ

サイトセンター４カ所で実施した。 
研修に当たり、事前に各自治体と調

整し、昨年度に比べ課題演習に時間を

割き、オフサイトセンターの活動を十

分理解した上で図上演習を計画した。 
 

計１８６名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修日 研修場所 参加人員
(名) 

H17/9/13-14 六ヶ所オフ
サイトセン

ター 

６３ 

H17/12/19-20 熊取オフサ
イトセンタ

ー 

４１ 

H18/1/12-13 上斎原オフ
サイトセン

ター 

４８ 

H18/1/24-25 横須賀オフ
サイトセン

ター 

３４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

向上させるものであり適

切である。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメント、成果とも

にＢであることから総合評

価はＢとした。 
 
③原子力施設立地道府県の

原子力防災要員（防災専門

官、自治体職員等）に対す

るサイクル施設オフサイト

センター運営研修 
１ マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
 事前に各自治体と調

整する等により４回の研

修を適切に実施した進捗

管理は適切である。 
２）情勢変化対応 
昨年度にくらべ課題演

習に時間をさき、オフサイ

トセンターの活動を十分

理解した上で図上演習を

計画する等、要望に応じた

柔軟な運営は適切である。 
３）運営効率化 
参加者のアンケートを

実施し、毎回自治体側のニ

ーズを把握した。実施にあ

たっては前年度及び前回

からのニーズを研修計画

の企画・立案に反映させる

等、業務運営の効率化に努

めたことは適切である。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
研修終了後、参加者の満

足度調査を実施したが、そ

の満足度は８４％と高か

った。このことからも計画

の達成度は適切と思料さ

れる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④警察、自衛隊、海上保安庁を対象と

した３０人程度の規模の核物質防護の

ための研修会をオフサイトセンター設

置県１６カ所で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④警察、自衛隊、海上保安庁職員を対

象とした核物質防護のための研修会 
下記オフサイトセンター設置県１６

カ所で実施した。 
研修に際しては、警察庁、海上保安庁、

防衛庁と協議して、受講者を募集した。 
実施にあたって本年度は、新たに原子

力の基礎知識としての放射線測定器の

取扱い実習を取り入れた。 
なお、本研修会は、原子力施設及びオ

フサイトセンターの見学を含むため、原

子力事業者、防災専門官の協力を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）安全確保 
研修参加者の緊急時対

応能力の向上は、住民の安

全確保に資すものであり、

適切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
課題演習およびシナリ

オ非提示訓練に於いて医

療機関のネットワークが

未整備(熊取)であるなど
の指摘を受け、具体的に整

備に着手(大阪府)すると
言う成果を得る等、研修の

効果は大きい。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメントはＢ、成果

はＡであることから総合評

価をＢとした。 
 

④ 警察、自衛隊、海上保安
庁を対象とした核物質防護

のための研修会 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
１６ケ所での研修会を警

察庁、海上保安庁、防衛

庁との協議に基づき予定

通り実施した進捗管理は

適切である。 
２）情勢変化対応 
座学だけでなく放射線

測定器の取扱を要望する

一部参加者の声があるも

のの、実施時間から同取

扱教育の時間が確保でき

ないことを考慮し、昼間

の休憩時間に実施できる

ように処置したことは適

切である。 
３）運営効率化 
原子力の基礎知識講義

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

147 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤消防、警察等を対象とした１００人

程度の規模の核燃料輸送講習会を３回

実施する。また､この講習会で使用する

ビデオを制作する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計３９０名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤消防、警察等を対象とした核燃料輸

送講習会研修の実施にあたっては、機

構外有識者等で構成する「核燃料輸送

講習会に係る検討会」を３回実施し、

各委員からの意見を反映して研修内

容を決定するとともに、講習会用テキ

ストを改訂し運用した結果、テキスト

に対して受講者の９割以上から内容

に満足を得た。 
また、この講習会で使用する核燃料輸

送全体に対するビデオを企画・制作し、

講習会で使用する等平成１６年度に比

しより充実した内容で研修を下記場所

で３回実施した。 
なお、受講者の募集に際しては、警察

庁、消防庁及び地元自治体と緊密に調整

研修日 研修場所 参加人員(名) 
H17/7/7 北海道 ３０ 
H17/7/21 神奈川県 ２１ 
H17/8/4 石川県 ２９ 
H17/8/30 福井県 ３０ 
H17/9/8 青森県 １９ 
H17/9/21 宮城県 １９ 
H17/9/29 岡山県 ２１ 
H17/10/13 茨城県 １７ 
H17/10/27 福島県 １７ 
H17/11/10 島根県 ２４ 
H17/12/1 新潟県 １７ 
H17/12/15 愛媛県 ３４ 
H18/2/2 佐賀県 ２５ 
H18/2/16 大阪府 ４４ 
H18/2/23 静岡県 １７ 
H18/3/9 鹿児島県 ２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

に、放射線測定器の取扱い

実習を取り入れる等、理解

を容易にする効率的な運

営は適切である。 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
計画どおり１６ケ所の

地区で研修を実施したこ

とは概ね適切である。 
２）安全確保 
研修者の緊急時の対応

能力の向上は住民の安全

確保にも資するものであ

り適切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
これら研修を通じて研

修者は緊急時の対応能力

を向上させる契機となっ

たものと思料する。海上保

安庁に対しては追加３箇

所の現地研修を行った。 
 
３．総合評価：Ｂ 
 マネジメント、成果とも

にＢであるため、総合評価

はＢとした。 
 
⑤ 消防、警察等を対象とし
た核燃料輸送講習会 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
３回の講習会を警察庁、

消防庁及び地元自治体と

協議しつつ参加者を募り

つつそれぞれの講習会場

での機構外講師との打ち

合わせを適切に実施し計

画どおり講習会を実施し

た業務の進捗管理は適切

である。 
２）情勢変化対応 
研修の高度化を図る目
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。 
 
研修日 研修場所 参加人員

(名) 

H17/9/16 福岡 ６３ 

H17/10/21 名古屋 ９２ 

H17/11/15-16 横浜 ６４ 

計 ２１９名 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的で「核燃料輸送講習会に

係る検討会」を運営し、部

外識者の意見を集約して

テキストの問題点（原子力

専門外の対象者にはやや

難解）を適切に改善したこ

とは極めて適切である。 
３）運営効率化 
原子力と関係の薄い警

察・消防等の本研修対象者

に視聴覚に訴え得るよう

核燃料運搬全体に係るビ

デオを制作し研修に使用

しうるよう措置したこと

は、研修を効果的且つ効率

的に実施するものであり

極めて適切である。特にビ

デオ制作にあたり、分かり

易さを目標とした構成の

企画を立て、ビデオを作成

したことは効率的な研修

を実施しようとする意気

込みの発露であり適切で

ある。 
 
２．成 果：Ｂ 
１）計画達成度 
計画どおりの講習会を

実施したことは適切であ

る。 
２）安全確保 
受講者の緊急時応能力

の向上は、住民の安全確保

にも列なるものであり、適

切である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
本講習会の受講を通じ、

受講者に緊急時対応能力

の向上の一助となったも

のと思料される。 
 
３．総合評価：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

⑥その他必要な研修（講演会を含む）

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、原子力災害対策の内容を広く

国民に理解してもらうための「原子力

防災に関するホームページ」のメンテ

ナンスを行う。 

 
 
 
 
⑥今期は海上保安庁に対し、要望に応

じて以下のとおり、３回の放射線防護

研修を実施した。 
 
 

研修日 研修場所 
参加人

員(名)

H17/12.21,22 銚子 ７０

H18/1.13 清水 ８０

H18/1.17 横浜 １６０

計３１０名 
 
また、原子力災害対策の内容を広く国民

に理解してもらうための「原子力防災に

関するホームページ」のメンテナンスを

行った。 
 
 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ 

メント 

（Ｂ）

 

成  果 

（Ａ）

 

総  合 

（Ｂ）

マネジメント、成果とも

にＢであることから総合評

価をＢとした。 
 
⑥ 
１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
ホームページ改定に関

する計画を年度当初に作

成し、同計画に基づき計画

的に実施した進捗管理は

適切である。 
２）情勢変化対応 
防災専門官を通じ海上

保安庁各保安本部から放

射線防護に関する研修依

頼がなされたことに伴い、

急遽な要請に係らず業務

の間断をぬって研修内容

を決定すると共に適任の

講師を派遣し同研修を支

援したことは極めて適切

である。 
３）運営効率化 
ホームページのメンテ

ナンスを部外業者に請負

わせ実施したことは業務

を効率的に実施するもの

であり適切である。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
ホームページの更新を

計画どおり実施したこと

は適切である。 
２）安全確保 
海上保安本本部職員に

対する放射線防護に関す

る研修は関係者の安全確

保に資すものであり、適切

である。 
３）規制高度化 
該当無し 
４）緊急時対応 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

研修支援を通じ関係者

の緊急時対応能力の向上

に資したことは適切であ

る。 
 
３．総合評価：Ｂ 
マネジメントはＢ、成果

はＡであることから総合評

価をＢとした。 
 

 

（５）原子炉施設等の核物質防

護対策に係る調査及び支援 

原子力施設等に係る核物質防

護対策に資するため、海外の動

向等も踏まえ、妨害破壊行為等

による施設への影響の技術的評

価等を行うとともに、平成１７

年度から原子炉等規制法に基づ

き国が実施する核物質防護検査

等に係る必要な情報提供等を行

い、国が行う核物質防護対策へ

の支援を行う。 

（５）原子炉施設等の核物質防護

対策に係るの調査及び支援 

原子炉施設等に対する核物質防

護対策について、海外の規制動

向、特に米国で発生した同時多発

テロ（２００１年９月１１日）以

降の防護対策強化の状況を把握

するとともに、防護すべき重要設

備・機器の選定、妨害破壊行為等

による重大事態を想定した影響

評価・影響緩和策等に関する調査

研究を行い、我が国において関連

の基準・指針等を策定するための

情報提供を国に対して行う。ま

た、原子炉等規制法に基づき国が

実施する核物質防護の審査・検査

に係る防護措置の妥当性評価（ハ

ード面・ソフト面）に関する情報

等の提供を行い、国が行う核物質

防護対策への支援を行う。 

（５）原子炉施設等の核物質防護対策に

係る調査及び支援 

 

①動向調査 

海外における関連基準・指針等の整

備状況及び事業者等で取られている対

策等を核物質防護先進国（米国、英国、

仏国、独国等）において調査し、国が

進める核物質防護に関する措置等の策

定・改訂のために必要な情報の提供等

を行う。また、国際原子力機関（ＩＡ

ＥＡ）の核物質防護に関する措置（ガ

イドライン、マニュアル等）の策定作

業への協力を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）原子炉施設等の核物質防護対策に

係る調査及び支援 

 

①動向調査 

・我国の対処方針を検討する場に参加

し、ＰＰ条約改正外交会議、ＩＡＥ

Ａの専門家会議等（４回）に出席し

て我国の対処方針に沿って対応する

とともに、ＩＡＥＡのガイドライン

策定に協力した。またＩＡＥＡガイ

ドライン案を分析して国内規制（事

業者へ示す枢要設備設定手順書等）

への反映を行った。 

・海外における関連基準等の整備・運

営状況について規制当局との打合

せ、事業者が実施する核物質対策等

についての調査及び信頼性確認制度

の調査を実施し国が進める核物質防

護規準等の策定・改訂のために必要

な情報を収集すると共にこれを分析

し保安院に提供した。 

・国内外のワークショップ、セミナー

等（４回）へ参加し、核物質防護に

関する技術情報を収集・分析し保安

院に提供した。また職員にこれらセ

ミナー等への参加を通じ最新の知見

等を習得させる等により専門家の育

成に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）原子炉施設等の核物

質防護対策に係る調査及び

支援 

①動向調査 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

改正炉規法の施行にあ

わせて、ＩＡＥＡガイドラ

イン案の調査分析、海外動

向の調査・分析を行い、国

への情報提供を適切に行

った。また、米国の信頼性

確認制度の調査・分析を改

正炉規法の施行に合わせ

て１２月までに終了させ

た。具体的には、原子力安

全・保安院と適宜打合せる

とともに、保安院の要求に

応じて柔軟な進捗管理を

実施した。 

２）情勢変化 

国内セミナー等に職員

を積極的に参加させ、最新

の知見等を習得させる等

により専門家の育成に努

めた業務要領は柔軟であ

り適切である。 

３）運営効率化 

該当なし。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

国が進める核物質防護
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②防護対策の評価検討 

災害防止・緩和策の有効性・妥当性

の検討について保安院を支援し、国が

関連の指針等を策定するために必要な

情報の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②防護対策の評価検討 

・代表的軽水炉プラントに対し、妨害

破壊行為を受けた際の災害防止・緩

和・復旧策について検討し、国の関

連規準策定及び審査・検査に必要な

技術情報の提供を行った。 

・再処理プラントに対し、妨害破壊行

為を受けた際のプラントの影響評価

について、予備的検討を実施した。

・国が実施したＤＢＴ（設計基礎脅威）

及び防護措置の策定に関し、技術支

援を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

審査・検査の準備に必要な

技術情報の調査・分析・提

供を行ない、当初計画を予

定通り達成したことは適

切である。 

２）安全確保 

保安院への情報提供等

は、我が国の核物質防護措

置のレベルを引き上げる

ものであり、原子力発電施

設の安全確保に貢献する

ものと思料。 

３）規制高度化 

国の核物質防護対策の

強化に向けた基準・マニュ

アル等の整備に対し、技術

支援による貢献が出来た

ことは規制の高度化に寄

与するものであり適切で

ある。 

４）緊急時対応 

各種情報の提供は、緊急

時における核物質防護対

策に資するものであり適

切である。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメントがＢ、成果

がＡであるため総合評価は

Ｂとした。 

 

②防護対策の評価検討 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

原子力安全・保安院と適

宜打合せるとともに、保安

院の要求に応じて柔軟な

進捗管理を実施した。 

２）情勢変化 

該当なし。 

３）運営効率化 

該当なし。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・核物質防護に対する災害防止・緩和

策の有効性・妥当性を評価するため

に必要なプラント影響評価を代表プ

ラントで実施した。さらに衝撃荷重

に対する構造物脆弱性評価を算出す

る挙動シミュレーション技術の基礎

を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

種々の災害防止・緩和・

復旧策を具体的に提案で

きたことは、今後の核物質

防護対策の強化に向けて、

顕著な技術的貢献が出来

たものと思料。 

２）安全確保 

災害防止・緩和・復旧策

を検討し、軽水炉プラント

の核物質防護対策の強化

案を提案できたことは、安

全確保上極めて貢献でき

たものと思料。 

３）規制高度化 

防護すべき枢要区域の

選定とその妨害破壊行為

に対する防止・緩和・復旧

策について貴重な情報が

得られ、規制高度化に向け

た充分な貢献が出来たも

のと思料。 

４）緊急時対応 

妨害破壊行為が不幸に

して発生した場合の緊急

の復旧策について貴重な

情報を提供できたことは

適切である。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメントＡ、成果Ａ

であるため総合評価はＡと

した。 
 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
国の法律改正及び関連

規格基準構築等の技術的

支援のため、工程を組み計

画的かつ柔軟に進捗管理

を遂行した。具体的には、

原子力安全・保安院と頻繁

に連絡をとると共に、核物

質防護対策支援室と定期

的に中間成果を議論し、効
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

率的に進捗を管理した。 
２）情勢変化対応 
「核原料物質，核燃料物

質及び原子炉の規制に関

する法律」の核物質防護規

定により全ての原子炉施

設等について原子炉設置

者は、核物質防護規定を定

めることになった。この、

核物質防護規定で定める

防護区画（枢要設備が存在

する区域）について、国が

妥当性を判断するための

情報を提供するため、軽水

炉プラント、再処理設備等

に対する枢要設備、枢要区

画の選定手法を迅速に構

築した。 
３）運営効率化 
プラント影響評価を効

率的かつ適切に実施する

ために、これまで蓄積して

きた火災ＰＳＡで構築し

た評価モデルやシステム

解析モデルを活用するこ

とにより核物質防護用の

評価モデルを効率的に作

成した。 

 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
国が進める核物質防護

対策の強化に貢献できる

ようプラント影響評価を

行い枢要設備候補を同定

した。 
２）成果の活用 
代表的な軽水炉プラン

ト及び再処理施設におけ

る枢要設備及び区画候補

を摘出し、国が実施する審

査に必要な情報を提供し

た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

③審査・検査に係る支援 

原子炉等規制法の改訂に伴う事業者

からの核物質防護規定の変更認可申請

に関し、国が実施する審査の支援のた

め、枢要設備に係る情報等の提供を行

う。 

 

 

 

 

 

③審査・検査に係る支援 

・国内の軽水炉、再処理施設、ＦＢＲ

の枢要設備について、ＩＡＥＡガイ

ドライン（案）に基づき設定手順を

策定すると共に原子炉等規制法の改

訂に伴う事業者からの核物質防護規

定の変更認可申請に関し、解析評価

部の協力を受けつつ国が実施する枢

要設備選定の妥当性検討に対し、事

業者検討結果との照合検討を実施し

た。 

・来年度から始まる国の検査に関する

検査マニュアル等の策定について技

術支援を実施した。 

・検知センサーやカメラ等の防護設備

について性能試験の計画、管理及び

評価を実施し、検査マニュアルの判

断基準のベースとなる基礎データの

一部を整備した。 

・緊急時対応計画策定ガイドライン

(案)を策定し、原子力安全・保安院

に提出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合評価：Ａ 
国が実施する審査に必

要な情報を提供し、審査業

務に大きな貢献を行った。 

 

③審査・検査に係る支援 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

国からの審査に係る技

術支援要請に対し、これに

適切に対応した。具体的に

は、常に原子力安全・保安

院と打合せ、その要求に応

じて柔軟な進捗管理を行

った。 

２）情勢変化 

２月末までに審査のた

めの技術提供するよう臨

時の緊急要請が１２月末

になされたが、これに対し

ても柔軟に対応したこと

は適切である。 

３）運営効率化 

国の要請に短期間で応

え得るように、業務の優先

順位や作業が重複しない

ように配慮した明確な分

担を、それぞれ明示したこ

とは、業務の効率化を図る

ものであり適切である。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

国の審査・検査に係る技

樹支援を通じて顕著な技

術貢献を行うことが出来

たことは適切である。 

２）安全確保 

国の審査・検査に係る技

樹支援を通じて、国内原子

力発電施設のセキュリテ

ィ確保に直接資するもの

と思料。 

３）規制高度化 

国の審査・検査に関する
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・核物質防護の観点から、原子炉施設

における枢要設備及び区画を同定

し、国の具体的な防護対策の策定に

貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

 

 

マニュアル整備に関し技

術支援し、併せて検査マニ

ュアルの判断基準のベー

スとなる基礎データの一

部を整備したことは、規制

の高度化に向けた貢献が

出来たものと思料。 

４）緊急時対応 

その他国の求めに応じ

て行う業務として実施し

た防護設備の性能試験の

計画、管理及び評価並びに

緊急時対応計画策定ガイ

ドライン（案）の策定につ

いて、２～4ヶ月の間で成

果をまとめ、国の核物質防

護対策に貢献した。 

 

３．総合評価：Ａ 

マネジメント、成果とも

にＡであるため総合評価は

Ａとした。 

 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
国の法律改正及び関連

規格基準構築等の技術的

支援のため、工程を組み計

画的かつ柔軟に進捗管理

を遂行した。具体的には、

原子力安全・保安院と頻繁

に連絡をとると共に、核物

質防護対策支援室と定期

的に中間成果を議論し、効

率的に進捗を管理した。 
２）情勢変化対応 
「核原料物質，核燃料物

質及び原子炉の規制に関

する法律」の核物質防護規

定により全ての原子炉施

設等について原子炉設置

者は、核物質防護規定を定

めることになった。この、

核物質防護規定で定める
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

防護区画（枢要設備が存在

する区域）について、国が

妥当性を判断するための

情報を提供するため、軽水

炉プラント、再処理設備等

に対する枢要設備、枢要区

画の選定手法を迅速に構

築した。 
３）運営効率化 
プラント影響評価を効

率的かつ適切に実施する

ために、これまで蓄積して

きた火災ＰＳＡで構築し

た評価モデルやシステム

解析モデルを活用するこ

とにより核物質防護用の

評価モデルを効率的に作

成した。 

 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
国が進める核物質防護

対策の強化に貢献できる

ようプラント影響評価を

行い枢要設備候補を同定

した。 
２）成果の活用 
代表的な軽水炉プラン

ト及び再処理施設におけ

る枢要設備及び区画候補

を摘出し、国が実施する審

査に必要な情報を提供し

た。 

 
３．総合評価：Ａ 
国が実施する審査に必

要な情報を提供し、審査業

務に大きな貢献を行った。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

（６）武力攻撃原子力災害に関

する調査 

国が実施する武力攻撃原子力

災害時における国民の保護のた

めの措置に資するため、海外の

動向等も踏まえ、武力攻撃事態

等による施設への影響の技術的

評価等の支援を行う。 

（６）武力攻撃原子力災害に関す

る調査 

国が実施する武力攻撃原子力

災害時における国民の保護のた

めの措置に資するため、海外の動

向や核物質防護対策で想定する

脅威を越える武力攻撃事態等に

よる原子炉施設等への影響評価

等に関する調査研究及び技術的

評価等の支援を行う。 

 

 

 

 

（６）武力攻撃原子力災害に関する調査

国が実施する武力攻撃原子力災害時に

おける国民の保護のための措置に資す

るため、米国における原子炉施設等への

武力攻撃事態への対応に係る調査を行

う。 

（６）武力攻撃原子力災害に関する調査

・米国の「武力攻撃事態対応」に関

する調査を行ない、国が実施する武

力攻撃原子力災害時における国民の

保護のための措置の検討に関する情

報提供を行った。 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成 果

（Ｂ）

 

総 合

（Ｂ）

（６）武力攻撃原子力災害

に関する調査 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

国の緊急の要請に際し

て、調査会社に対して中間

報告を義務付け、逐次に得

られた情報を逐次に分析

するよう処置し、早期の国

への情報提供を行った進

捗管理は適切である。 

２）情勢変化 

国の質問に対し、適宜再

調査を行って回答したこと

及び調査報告書の要旨の作

成依頼あるいは現地訪問す

る国の職員の調査会社から

の直接聴取等に柔軟に措置

したことは適切である。 

３）運営効率化 

該当事項を調査するに

適切な調査会社を使って

所要の調査を実施したこ

とは効率的であり適切で

ある。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

国からの新たな質問に

対して再調査を行うなど、

国に対して顕著な技術的

貢献が出来たことは極め

て適切である。 

２）安全確保 

原子力発電施設での有

事の際の国民保護に関し

技術支援したことは国民

の安全確保に寄与するも

のであり適切である。 

３）規制高度化 

本調査は有事の際の規

制整備・高度化にも寄与す

るものであり適切である。 

４）緊急時対応 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

有事の際の緊急時対応

について、海外調査による

技術支援を行い所要の成

果を得たことは適切であ

る。 

 

３．総合評価：Ｂ 

 マネジメント、成果とも

にＢであるため総合評価は

Ｂとした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｄ．安全確保に関する調査、試

験及び研究 
Ｄ．安全確保に関する調査、試験

及び研究 
Ｄ．安全確保に関する調査、試験及び研

究 
Ｄ．安全確保に関する調査、試験及び研究     

原子炉施設等は、高度な複合

システムであり、その安全確保

に係る知見、情報は、設計から

運転、廃止に至り多岐にわたる。

原子力の安全規制を的確に実施

するためには、常に最新の知見

を集め、安全規制の基礎となる

データ・情報を集約していくこ

とが必要である。さらに、そう

した知見を、規格、基準等にお

いて体系化していくとともに、

制度の見直し、審査規定の策定

等に反映していくことで、より

科学的・合理的な判断に基づく

規制を行うことが可能となる。

機構は、このために必要となる

調査、試験及び研究を行う。な

お、これらの実施に当たっては、

策定すべき規格基準等への活用

について、そのアウトプットを

明確にし行う。 
 具体的には、内外の規格基準、

設備の信頼性評価、高経年化対

策、施設の耐震性、燃料特性、

核燃料サイクル施設の安全性、

廃止措置の安全性、放射性廃棄

物処分の安全管理、放射性物質

の輸送、ヒューマンファクター、

アクシデントマネージメント、

提案公募型調査研究等を対象と

する。 
 なお、試験・研究の実施に当

たっては、適切なテーマ選定、

事業計画策定、進捗管理、成果

の客観的評価のために、第三者

による評価を受ける仕組みを導

入し、試験・研究目的の達成や

成果の活用が見込まれない場

合、迅速に見直し、中止すべき

ものは中止するなど安全規制行

政ニーズに的確に応えていくよ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

う努める。 
 
Ｄ１．安全確保に関する調査、

試験及び研究（電源立地勘定業

務） 

Ｄ１．安全確保に関する調査、試

験及び研究（電源立地勘定業務） 
Ｄ１．安全確保に関する調査、試験及び

研究（電源立地勘定業務） 
Ｄ１．安全確保に関する調査、試験及び

研究（電源立地勘定業務） 
Ａ 

 
立 地 
（Ａ） 

Ｄ１Ａ 規格基準類に関する調

査、整備 
Ｄ１Ａ 規格基準類に関する調

査、整備 
Ｄ１Ａ． 規格基準類に関する調査、整

備 
Ｄ１Ａ規格基準類に関する調査、整備    

(１)規格基準等調査 

原子炉施設等の安全性の確認

及び確保に係る法令、規格及び

基準類について、今後我が国に

おいて必要となる基準等を整備

するため、国内外の現状につい

て調査・分析するとともに、そ

の整備を行うために必要な情報

を収集する。 

また、構造と性能を維持する

ための規格、機器の補修・修理

に関する規格、検査に係る規格

等について、学協会等の規格策

定団体の規格基準作成作業に積

極的に参加し、規制当局として

の規格策定ニーズを伝達し、安

全規制に対応した規格整備に貢

献するとともに、国際機関が行

う原子力安全基準等作成作業に

積極的に参加し、我が国の考え

方等について発信し、国際基準

の整備に貢献する。 

さらに、これらの学協会、産

業界等で作成された規格、基準

等について、原子炉施設等にお

ける適用の妥当性に関し、保安

院が行う検討の支援を行う。 

(１)規格基準類調査 

 

①国内外の整備状況等の調査・

分析 

原子炉施設等の保有国及びⅠ

ＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ等の

国際機関における原子炉施設等

に係る法令、基準及び規格に関

する情報の調査収集及び分析

し、我が国の法令、基準及び指

針等と照らし検討を行い、保安

院が行う基準改正に関連情報等

を提供する。 

また、保安院のニーズを受け

て米国機械学会等の外国学術団

体の制定する原子炉施設を構成

する設備に係る規格類（例えば、

ＡＳＭＥ ＳＥＣ. ⅩⅠ）の整備

維持状況等を調査し、その内容

について我が国の技術基準等へ

の反映を検討する。 

さらに、米国のＡＳＭＥコード

ケースの運用方法について我が

国における原子力安全規制への

反映を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）規格基準類調査 

 

①国内外の規格基準整備状況等の調

査・分析 

ａ）欧米諸国の規制制度・規格基準の

実情調査 

 

 

 

 

イ）我が国の原子力発電設備の技

術基準（省令６２号）の性能規定

化に伴い認証規格として使用さ

れる学協会規格の技術評価に必

要となる技術的課題を抽出し、そ

れに係る欧米主要国の原子力安

全規制における現状調査を行う。

また、デジタル安全保護系の規

格・基準に関する国内外調査を行

う。 

ロ）核燃料サイクル施設に関する

諸外国の規制動向として、米国、

仏国、英国における安全解析手法

等の調査を行う。核燃料サイクル

にかかわる運転経験についての

サブワーキンググループの会合

及び関連する活動等に参画し、関

連情報を調査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）規格基準類調査 

 

①国内外の規格基準整備状況等の調

査・分析 

ａ）欧米諸国の規制制度・規格基

準の実情調査 

原子炉設備の技術基準性能規定

化検討の過程で、詳細情報が必

要となった以下の事項について

調査を行った。 

イ）火災防護に関する米国の規制

及びＩＡＥＡ安全基準につい

て、我が国の関連基準との比較

を含めて調査を行った。我が国

では、管理面での要件に関する

規定がないため、民間規格とし

て策定する必要があることが

分かった。 

 

 

ロ）制御室の居住性に関する米国

の規制について、我が国の関連

基準との比較を含めて調査を

行った。制御室の気密性につい

ての試験に関する規定がない

ため、民間規格を策定する必要

があることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）規格基準類調査 

 

①国内外の規格基準整備状

況等の調査・分析 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

海外調査の対象とした

案件は、省令６２号性能規

定化業務への反映の必要

性から年度前半に調査を

完了できるよう管理する

ため、調査担当会社に機構

のニーズを的確に伝達し、

また、毎月の定例会合で懸

案等の確認、月報の実績表

における進捗状況の可視

化により、状況把握を分か

りやすくするよう工夫し、

予定どおり調査を完了さ

せた。 

ＩＡＥＡ安全基準案へ

の対応については、対応優

先度を設定し、重要基準案

に対しては原案の段階か

ら国内法令との対比を行

い、我が国の意見が反映で

きるよう管理した。 

２）情勢変化対応 

調査課題の選定に当た

っては、現在の最大の業務

である技術基準の性能規

定化改訂にあるため、その

業務進展に伴い発生した

課題を調査内容に反映し、

即応的な対応を行った。 

ロードマップ整備では、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○試験研究等外部評価委

員会で適切に評価され

ている、ただし、特に

評価Ⅰとなったものに

ついて根拠の説明の乏

しいものが見られるの

で検討されたい。 
○時宜にかなったテーマ

を選定し、着実な成果

を挙げていることは評

価できる 
○国の規制行政を支える

ための支援作業などが

適正に行われている。 
○現在実施されている試

験研究はいずれも非常

に重要なものであり、

成果もあがっていると

評価する。一部の研究

は規格・基準に反映さ

れる段階にまできてお

り、目標を達成しつつ

ある。その意味で高い

評価を与えるべきであ

ることは間違いない。

ただ試験研究には時間

が掛かるため、実施中

の課題の多くは何年も

前に立案されたもので

ある。現在一部策定さ

れたロードマップを今

後の試験研究の実施に

どう生かしていくの

か、必ずしも明確でな

い。ロードマップの策

定を一層進めるととも

に、それと結びつけた

形で試験研究が実施さ

れていることをもっと

見やすくすべきであ

る。 
○調査・試験および研究
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務進展に伴い発生した

課題については委員会参

加のＪＮＥＳ職員との連

携で対処した。 

３）運営効率化 

調査委託はすべて競争

入札とし、結果的に当初予

算で当初計画より範囲を

広げた調査が可能となり、

年度後半には、当初予定外

の在米代表部を通しての

調査発注が可能となった。 

規格基準データベース

に関しては、外部への発注

により、保有する資料ベー

スの法令集の電子化をさ

らに進め、キーワード検索

できるようにした。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

すべての業務に関し、計

画を超える内容及び課題

の調査を行っており、ま

た、調査の結果は、省令６

２号性能規定化に反映で

きている。 

また、ロードマップ整備

のうち水化学については

については、機器の高経年

化対応及び従事者被ばく

の低減のにおける「水質」

の重要性を勘案して、年度

後半に追加実施を決め、本

評価の時点で予定どおり

行われている。 

２）安全確保 

調査結果は、技術基準

（省令６２号)の性能規定

化及びその解釈検討の中

で反映された。また、我が

国の民間規格の今後の改

訂に対する重要な提言に

結びついている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務について、外部評

価委員会による技術評

価も踏まえ、機構にお

ける経営管理上の実績

は高く評価できる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）米国、英国、仏国の規制当局

の情報公開部門にて利用可能

な安全解析に関する文献類を

検索・整理した。 

ＯＥＣＤ／ＮＥＡの核燃料

サイクルにかかわる運転経験

についてのサブワーキンググ

ループの年次会合に参画し、我

が国の状況の報告等を行った。

また、同ワーキンググループの

活動である、テクニカル・ノー

ト（ＮＥＡ加盟国のサイクル施

設について、規制機関及び運転

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロードマップ整備では、

本年度に行った廃棄物処

分に関する研究開発ニー

ズ調査は、ロードマップ作

成の基盤業務である。この

結果は、今後、ロードマッ

プ化されて、安全研究を介

して安全規制に反映され

る。 

３）規制高度化 

調査結果が省令 62 号の

性能規定化に使用されて

おり、直接、規制高度化に

つながった。 

研究ニーズ調査は、ロー

ドマップ作成、必要な安全

研究の実施、規格基準化と

つながり、規制の高度化に

大きく寄与できる。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

調査の結果は、省令６２

号の性能規定化を構成す

る各要素（省令自体の改

訂、省令の解釈及び解説の

作成、学協会規格の認証）

につながっており、当初の

目標を十分上回った成果

を出している。 

 

外部評価委員会におい

て評価（解-8） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）米国機械学会（ＡＳＭＥ）準拠品

以外の民間規格活用状況調査 

米国における建設及び供用期間

中試験に関する連邦規則や規制指

針等でのＡＳＭＥ以外の民間規格

の活用状況を体系的に調査し、我が

国の関連規格・基準との対比を行

い、我が国における同様規格の適用

性評価等の調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）ＩＡＥＡ安全基準の調査、分析 

ＩＡＥＡが作成する原子炉施設

等に係る安全基準について、我が国

の法令、指針、規格等と対比分析に

より両者の差異を確認し、今後、我

機関によるＳａｆｅｔｙ Ｃａ
ｓｅｓの構造、利用及び整備に

関する調査）の作成にあたり、

我が国の部分の執筆及び取り

まとめを行った。 

ニ）上記調査の結果は、（２）①

の性能規定化された技術基準

における要件設定に反映され

ている。また、学協会に対して

は対応規格策定の提案につな

がっている。 

ホ）保安院と協力して、「ディジ

タル計算機の安全保護系への

適用に当たっての要求事項に

ついて」を策定し、省令６２号

第２２条の安全保護装置の要

求事項としてまとめた。また、

ソフトウェアに関連する

Regulatory Guide、ＩＥＥＥ等

の文献調査を行い、得られた知

見を上述の要求事項に反映し

た。 

ｂ）米国機械学会（ＡＳＭＥ）準

拠品以外の民間規格活用状況調

査 

イ）供用期間中試験の基準等に関

しては１．２．②項の業務に含

まれている。 
ロ）米国の規制で引用している民

間規格のうち、ＡＳＭＥ規格を

除く学協会規格として、米国電

気電子学会、米国材料試験協会

等の規格について我が国の規

格基準との比較検討を行った。

ディジタル計装規格、耐雷規

格、放射性廃棄物設備関連規格

などが十分でないことが分か

った（ディジタル計装について

はａ）項参照）。 

ｃ）ＩＡＥＡ安全基準の調査、分

析 

イ）「立地」関連基準 

緊急時対応のＩＡＥＡ安全基

準案に対し、作成段階で我が国
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が国で整備すべき安全要件に関す

る情報を保安院に提示する。本年度

は、「原子力施設の立地評価」及び

「マネジメントシステム」を分析対

象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）原子力規格・基準情報の発信 

国内、海外主要国(米国、英国、

独国、仏国)及びＩＡＥＡの原子力

安全に係る規格・基準等を保安院及

び一般へウェブにて発信する仕組

みを開発するとともに、規格・基準

情報をデータベースに追加登録す

る（約８５０件を予定）。また、機

構外部へ発信するためのサーバー

を整備する。 

 

 

 

 

ｅ）国内学協会の規格整備状況の調査

学協会（原子力学会、機械学会、

電気協会等）における規格の作成・

整備に係る活動現状を調査すると

ともに、今後、安全規制のために必

要となり得る学協会規格に関する

調査を行う。また、原子力施設等の

安全研究に関するロードマップの

整備を行い、学協会において今後作

成すべき規格を確認し、関連情報を

学協会へ提示する。 

 

 

 

 

 

の指針と比較分析を行い、警戒

行動区域、緊急防護行動計画区

域及び食物制限区域の範囲につ

いて我が国の情報を提供し、ほ

ぼ同等な基準となった。 

ロ）「マネジメントシステム」関

連基準 

要件レベルの基準策定段階か

ら参加し、我が国の民間規格と

比較分析結果に基づく情報提供

を行い、日本とほぼ同等な基準

となった。 

ハ）上記の我が国からの情報の提

供については、③ｂ）を参照。

ｄ）原子力規格・基準情報の発信

国内、海外主要国(米国、英国、

独国、仏国)及びＩＡＥＡの原子

力安全に係る規格・基準等を保

安院及び一般へウェブにてデー

タを提供できる環境を整備し

た。一般へのデータ提供につい

ては、提示する情報を制限する

仕組みを開発したが、実運用に

当たっての条件整備を行ってい

るところである。また、今年度

は、規格・基準情報データベー

スへは９５９件の情報を追加登

録した。 

ｅ）国内学協会の規格整備状況の

調査 

イ）国内学協会と定期的な打ち合

わせを行い、規格策定状況を調

査した。また、技術基準の性能

規定化検討で明示された、今後

整備が必要となる民間規格４

件を関連学協会に提示した。 

ロ）原子力安全研究ロードマップ

整備に関して、今年度は下記の

技術分野における安全研究ニ

ーズをまとめた。本作業は、調

査の中立性を確保するため原

子力学会に依頼して行った。 

・原子力発電施設の運転及び廃

止措置等に伴い発生する放射
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全規制に係る規格類の整備

支援 

 学協会の活動内容を勘案し

て、整備すべき規格類の作成作

業会等への出席又は機構の調

査、研究成果等の提供を行い、

これらの学協会が行う規格類の

整備促進に協力する。 

 また、学協会が作成した原子

炉施設等の安全に係る規格類に

ついて、最新知見の反映、見直

し等に関する情報を提供する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全規制に係る規格類の整備支援 

 

ａ）学協会の規格策定のための作業会

等への対応 

学協会の規格策定のための作業

会等に関して、必要に応じ機構の専

門家を参画させるとともに、機構と

しての支援体制を確立する。 
 
ｂ）海外規制情報等に関する調査・研

究成果等の提供 

海外規制情報等に関する機構の

調査・研究成果等を学協会等に提供

できるよう、機構にて実施した海外

規制情報調査結果をデータベース

化し、機構外へウェブで発信する仕

組みを開発する。また、データベー

スへ調査結果の拡充を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性廃棄物等の処置に関連する

分野 

・水化学分野（原子炉冷却系統

の水質と材料） 

なお、水科学については、Ｈ

１６年度のロードマップを作成

した「高経年化対応」と「燃料

高度化」の成果を、これらの課

題に共通す「資質管理」の面か

ら検討したところ、改めて、「水

質」に焦点を当てた安全研究と

してのロードマップの検討が必

要との結論にいたり、年度後半

に急遽、追加実施を決めたもの

であり、第一段階としてのニー

ズ調査を行っている。 

 

②安全規制に係る規格類の整備支援 

 

ａ)学協会の規格策定のための作

業会等への対応 

原子力関連規格を作成している

学協会の委員会等に参加する機

構内専門家リストを作成した。

これにより、機構の専門家の計

画的派遣に利用されている。 

ｂ）海外規制情報等に関する調

査・研究成果等の提供 

機構が調査した海外規制情報を

機構外へホームページで発信す

るシステムを開発した。このシ

ステムは別途整備した法令デー

タベースとのリンクを設定し、

利便性の向上を図った。また、

このシステムに下記の６件の海

外規制情報を登録した。 

・欧米諸国の規制制度・規格基準

の実情調査（平成１５年度実施） 
・技術基準等の整備と民間規格に

関する調査（平成１５年度） 
・米国の設計審査の具体的プロセ

スなどの調査（平成１６年度） 
・仏国の検査機関の設計審査の調

査（平成１６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成 果

（Ｂ）

 

総 合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全規制に係る規格類の

整備支援 

１．マネジメント：Ｂ 
１）進捗管理 
事業成果のＤＢ化に関

しては、請負会社との間に

毎月１回の定例会議によ

り、進捗・懸案等の管理を

行った。また、月報の中で

実績表（スケジュールに実

績をイナヅマ・実線等で記

載したもの)にて進捗を可
視化し、状況把握を分かり

やすく管理した。 
２）情勢変化対応 
学協会の委員会等に参

加する機構内専門家リス

トは、学協会の規格整備活

動に対応した専門家派遣

を実施することに役だっ

ている。 
３）運営効率化 
成果のＤＢ化による報

告書管理の効率化につな

がっている。 
 
２．成 果：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③国際機関における基準類整備

活動への参画 

原子炉施設等の安全に係る基

準の作成及び整備に係る国際機

関の委員会等に積極的に出席

し、我が国の技術関連情報等を

提供することにより、国際的な

安全基準類の整備に協力する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③国際機関における基準類整備活動へ

の参画 

ａ）国際安全基準検討 

ＩＡＥＡの策定する原子炉施設

等についての基本原則、設計、運転、

防災等の基準に対して国内の意見

等を取りまとめる。また、国際機関

の委員会に出席し整備作業に参画

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・米国の供用期間中検査及び試験

等に関する民間規格等の調査

（平成１６年度） 
・ＡＳＭＥ ＯＭコード等に関す

る調査（平成１６年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③国際機関における基準類整備活動

への参画 

ａ）国際安全基準検討 

イ）ＮＵＳＳＣ会合の対処方針を

検討するＩＡＥＡ国際安全基

準検討会及びＣＳＳ会合の対

処方針を検討するＣＳＳ検討

会を立ち上げた。また、重要Ｉ

ＡＥＡ基準に対する我が国の

意見を集約するＣＳＳ個別検

討会では、下記基準案について

原子力安全・保安院がＩＡＥＡ

に提示する意見等の作成に必

要な情報をまとめた。 

・ＤＳ２９８:安全原則 

・ＤＳ３３８:マネジメントシ

ステム 

この２件の安全基準に関して

は、ＩＡＥＡ当初案は、我が国

の考え方との乖離が大きかっ

たが、最終段階に至るまで、Ｉ

ＡＥＡ各委員会及び専門家会

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）計画達成度 
機構の成果である調査

報告をキーワード等によ

り効率良く検索し、閲覧で

きる仕組みを検証すると

ともに、これまでの調査結

果をデータベースに登録

した。 
２）安全確保 
成果は、現在検討が進め

られている技術基準（省令

６２号)の性能規定化及び
その審査基準検討に活用

された。 
３）規制高度化：該当なし 
４）緊急時対応：該当なし 

 
３．総合評価：Ｂ 
適切なマネジメントに

より予定通りの成果が得

られた。 
 

③国際機関における基準類

整備活動への参画 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
ＩＡＥＡから提示のあ

った委員会開催や意見照

会のスケジュールに対し

て、国内の関係者（原子力

安全・保安院、原子力安全

委員会、文部科学省、原子

力安全技術協会、電力事業

者、メーカー）との円滑な

調整を図る体制を整備し、

その総合調整窓口として

的確な作業計画を立て、遅

滞なく必要な調査を行う

とともに資料を作成し、Ｎ

ＵＳＳＣ会合及びＣＳＳ

会合への我が国参加者へ

関係者への情報提供を円

滑に行った。 
２）情勢変化対応 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合等にて我が国の考え方とそ

の根拠を繰り返し説明し、多く

の国の賛同を得た結果、最終案

では我が国の考え方との乖離

は非常に少なくなっている

（例；ＤＳ１９８については、

放射線安全偏重から施設と活

動全般への言及。ＤＳ３３８に

関しては基準全体の構成や顧

客の定義。） 

ロ）ＩＡＥＡ主催のＮＵＳＳＣ会

合（Ｈ１７／５ Ｈ１７／１０

及びＨ１８／３）及びＣＳＳ会

合(Ｈ１７／６及びＨ１７／１

１)に出席する我が国の委員

（保安院職員)の活動支援とし

て、我が国におけるＩＡＥＡ安

全基準の活用状況等の情報を

提供すると共に、これらの会合

に参加し、我が国の意見の反映

を図った。 

ハ）ＩＡＥＡに対して加盟各国が

基準作成の素案作成段階から

参画できるように申し入れた

結果、素案作成のための専門家

会合等に参画が可能となった。

今年度は２件の専門家会合に

参加した。 

ニ）ＩＡＥＡで策定中の核燃料サ

イクル施設に対する安全基準

文書（４文書）について、ドラ

フト修正のためのコンサルタ

ント会議に参画し、我が国の方

針を反映すると共に、ドラフト

最終版作成に貢献した。また、

国内の関係者（原子力安全委員

会、原子力安全・保安院、研究

機関、大学、事業者）の意見を

集約し、４文書のドラフト作成

過程におけるコメント作成に

資すると共に、ドラフト最終版

に対する日本のコメント（案）

を取りまとめ、原子力安全・保

安院に報告した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準案｢安全原則｣と｢マ

ネジメントシステム｣は、

ＩＡＥＡから繰り返し変

更提案が出され、その都度

国内の意見の収集、基準へ

の反映状況の確認など的

確に対応できた。 
３）運営効率化 
ＩＡＥＡ安全基準案へ

の対応作業において多く

の幅広い意見（電力事業

者、メーカー等）を吸い上

げるため、アウトソーシン

グ（原安協の有効利用）の

活用等で作業の効率化を

図った。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
今年度の重点検討対象

とした２件のＩＡＥＡ基

準は、過去数年間議論が行

われたものであるが、最終

的に我が国の意向を反映

した基準となるよう、我が

国の委員に対し必要なコ

メントとその妥当性説明

の資料を提供し、ＩＡＥＡ

担当委員会レベルで承認

に至るまでにもっていく

ことができた。 
また、ＮＵＳＳＣとして

の検討に加え、当初予定に

はなかった他の３委員会

（ＷＡＳＳＣ，ＲＡＳＳ

Ｃ，ＴＲＡＮＳＳＣ）との

意見交換を行うＣＳＳ対

応会合の場を設営し、分野

をまたがったＩＡＥＡ基

準に対する国内コメント

をとりまとめるなどの総

合調整を行う体制を確立

できた。 
２）安全確保 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④規格類の適用性評価 

学協会等で作成された規格類

を、国の安全規制に適用する際

の妥当性について、公正、公平

かつ公開の原則に則り、国の定

める基準による要求性能との対

応、要求性能達成のための具体

的な手法や仕様の明示、手法や

仕様の技術的妥当性等の観点か

ら評価を行うことにより、保安

院がこれらの規格類を安全規制

に適用する際の検討評価に必要

な情報を提供する。 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力規格・基準情報の発信 

国内の原子力安全に係る規格・基

準等の技術関連情報等を発信する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④規格類の適用性評価 

学協会が策定、改訂する規格の状況

に応じて、保安院がそれらを規制に取

り込む際の適用性評価の支援をする。

本年度は、下記（２）①に示す、省令

改訂に当たり引用が必要となる学協会

規格について評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力規格・基準情報の発信

国内の原子力安全に係る規格・

基準等の技術関連情報等を発信

する 
イ）発電用原子力施設の構築物、

システム及び機器の重要度分

類に関する会合に出席し、国内

の情報を提供した。 

ロ）「緊急時対応」及び「マネジ

メントシステム」に関する情報

発信については（１）①ｃ)を

参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④規格類の適用性評価 

技術基準の性能規定化により仕様規

格として必要となる下記の日本電気

協会規格５件、日本機械学会規格４件

の技術評価を原子力安全・保安院の要

請により実施した。実施に当たって

は、機構内及び外部の専門家の参加を

要請し、作業会形式で行った。これら

の結果は、技術評価書としてまとめて

原子力安全・保安院に提示した。 

ａ）機会学会規格 

・設計建設規格 

・配管内円柱状構造物の流力振動

評価指針 

・蒸気発生器伝熱管Ｕ字管流力弾

性振動防止指針 

・配管の高サイクル熱疲労に関す

る評価指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

Ａ 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＡＥＡの安全基準案

｢緊急時対応｣及び「マネジ

メントシステム」につい

て、我が国の意見が反映で

きた。 
３）規制高度化 
該当なし 
４）緊急時対応 
該当なし 

 
３．総合評価：Ａ 
重要基準について我が

国の意見が反映された形

で国際合意に至っており、

当初の計画を十分満足で

きる成果を得ている。ま

た、これまで個別対応であ

った我が国のＩＡＥＡ対

応の統合化が進展した、系

統的なＩＡＥＡ対応を可

能とするシステムを構築

できた。 
 
ａ）ニ)外部評価委員会に
おいて評価（解-8） 

 
④規格類の適用性評価 

１．マネジメント：Ａ 
１）進捗管理 
学協会規格の技術評価

に当り、ＪＮＥＳ外の専門

家を入れた作業会を立ち

上げ、性能規定化された省

令６２号の施行に間に合

うように技術評価を完遂

した。 
２）情勢変化対応 
原子力安全・保安院の要

請により、学協会規格の技

術評価の主体となること

になり、個々の規格対応の

作業チームを結成、対応し

た。 
３）運営効率化 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）電気協会規格 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ、

原子炉格納容器バウンダリの範

囲を定める規程 

・工学的安全施設及び関連施設の

範囲を定める規程 

・原子力発電所の火災防護指針 

・原子力発電所の放射線遮へい設

計指針 

・原子炉格納容器の漏えい率試験

規程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度は９件の学協会

規格の技術評価実施の要

請を受けたが、実施期間が

短かった(６ヶ月)であっ
たにもかかわらず、外部専

門家の知見や公開資料等

を有効に活用して、人員の

増大を抑えつつ、短期間で

対応実施した。 
 
２．成 果：Ａ 
１）計画達成度 
計画どおり業務を実施

できた。 
２）安全確保 
性能規定化された省令

６２号を補完する仕様規

定としての学協会規格の

技術評価を完遂し、規制体

系の中に位置づけた。 
３）規制高度化 
性能規定化された省令

６２号を補完する仕様規

定としての学協会規格の

技術評価を完遂し、規制体

系の中に位置づけた。 
４）緊急時対応 
該当なし 

 
３．総合評価：Ａ 
適切なマネジメントに

より、原子力安全・保安院

の進める技術基準の性能

規定化にスケジュール的

にも的確な対応を行うこ

とができた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)国の安全審査、検査に係る

規定等の作成支援 

原子炉施設等に関する安全審

査、検査等に必要な規定等の策

定のため、調査検討を行うとと

もに、定期的又は必要に応じ見

直しを行い、当該規定類の改訂

(２)国の安全審査、検査に係る規

定等の作成支援 

保安院が行う審査規定又は検

査規定等の整備、見直しのため、

原子炉施設等の設置許可、（設計

及び）工事計画認可、定期安全レ

ビュー等における該当施設の安

（２）国の安全審査、検査に係る規定等

の作成支援 

①審査基準、検査要領等の作成支援 
保安院が実施している「発電用原子

力設備に関する技術基準を定める省

令」（省令６２号）の改訂に伴い必要と

なる、同省令の審査基準／解説案の作

（２）国の安全審査、検査に係る規定等

の作成支援 

①審査基準、検査要領等の作成支援 
ａ)平成１６年度から引き続き保

安院を支援し、性能規定化検討

会の共同事務局業務を推進し

た。 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

（２）国の安全審査、検査

に係る規定等の作成支援 

①審査基準、検査要領等の

作成支援 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

性能規定化された省令
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

に必要な事項をまとめる。 全性に関する情報を提供する。 

現行の規制体系にリスク情報

を活用する方法を法令/指針/技

術基準/保安規定等に則して検討

し、評価基準や評価マニュアルの

整備等を行う。 

①リスク情報を活用できる分野

と現行規制との整合性の検討 

②現行規制体系をベースとした

リスク情報を考慮した規制体系

の検討 

③リスク情報を考慮した規制体

系の試運用 

成等を支援する。また、省令改訂のた

めの保安院主催の検討会について共同

事務局としての支援を行う。 

ａ）機構内に審査基準／解説の整備の

ため、技術分野別に設置した作業会

において必要な情報を収集、分析

し、保安院が策定する審査基準／解

説（案）としてまとめる。 

ｂ）同省令改定案のＷＴＯ協定への適

合性確認のために必要な情報を整

備し提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）性能規定化された技術基準の

「解釈」（審査基準）及び「解説」

の整備のため、５つのワーキン

ググループ（材料・構造、シス

テム、サービス、検査、別表第

三）を設置し、原案のとりまと

めを行った。 

ｃ）「解釈」として使用することに

なる学協会規格の技術評価を行

う原子力安全・保安院の検討ワ

ーキンググループ（「基準評価Ｗ

Ｇ」、「安全設計ＷＧ」及び「検

査ＷＧ」）に共同事務局として参

加し、（１）④で作成した資料を

ベースに作成した評価資料を報

告した。また、「解釈」として引

用可能な学協会規格がない技術

基準要件については、それに入

れる規制文書の原案を作成する

とともに、学協会に対しては規

格作成の提案をした。 

ｄ)「解釈」の背景、根拠等を説明

する「解説」を「解釈」原案作

成と同時に整備し、保安院の了

承を得て、機構ホームページに

掲載し、利用者の便を図った。

ｅ)「解釈」及び「解説」を充実さ

せるため、機構内に技術基準検

討委員会を立ち上げ、定期的に

改訂する作業を開始した。 

ｆ）発電用原子力設備の国際基準

として国際貿易機関(ＷＴＯ)が

引用するＩＡＥＡ安全基準との

整合性確認のための資料整備に

協力し、技術基準成立の一助と

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６２号の平成１７年７月

公布、平成１８年１月施行

を実現するため、原子力安

全・保安院との共同事務局

として、省令自体の改訂、

解釈・解説のとりまとめ及

び仕様規格として活用す

る学協会規格の技術評価

等の業務をスケジュール

どおり行い、必要な時期に

必要な情報が提供できる

よう業務管理を行い、計画

通り終了させた。 

２）情勢変化対応 

原子力安全・保安院の検

討会委員のコメントや保

安院各課の検討の進展に

対応するため、ワーキング

グループの立ち上げるな

ど、機能的な対応を行い、

遅滞なく回答を行った。 

３）運営効率化 

規格基準部内外の担当

者間の連携により作業を

効率的に推進した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

原子力安全・保安院との

省令６２号性能規定化の

共同事務局として、省令改

訂に至る一連の業務を同

院の設定するスケジュー

ルに対応して実施できた。 

２）安全確保 

性能規定化された省令

６２号の実運用において、

事業者が省令適用範囲の

明快な判断等ができる「解

釈及び解説」の策定に寄与

し、また、学協会規格の認

証による明示的な安全確

保の基礎の形成に寄与し

た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②発電用原子炉を対象とした安全規制

におけるリスク情報の適用と評価 

ａ）リスク情報の活用項目に関する課

題を摘出整理する。リスク情報の活

用項目の内容を具体化し活用項目

の優先順位付けを行う。これらに基

づき、リスク情報活用のロードマッ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②発電用原子炉を対象とした安全規制

におけるリスク情報の適用と評価 

ａ）リスク情報活用の道筋を規定

する安全規制へのリスク情報活

用の基本的考え方及びリスク情

報活用の当面の実施計画を作

成・提案し、保安院との協力の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

３）規制高度化 

省令６２号の性能規定

化改訂とそれを補完する

学協会規格の認証により、

原子力安全・保安院の目指

した規制体系の実現に寄

与した。 

４）緊急時対応 

該当なし。 

 

３．総合評価：Ａ 

性能規定化された省令

６２号の平成１７年７月

公布、平成１８年１月の施

行に向け、性能規定化検討

会での原子力安全・保安院

との共同事務局としての

対応及び仕様規格として

活用する学協会規格の技

術評価に対し、機構内外の

専門家を動員した作業グ

ループ等を設立し、、必要

な業務をスケジュール通

り完遂する一方、省令の解

釈及び解説のとりまとめ

に関しては、別の作業グル

ープを設立し、スケジュー

ル通りこれをまとめた。 

これに関する業務は、少

数の担当者が、Ｄ１Ａ（４）

業務を含めて一時は１０

件を超える作業グループ

を運営管理し、最終的に省

令施行日には、必要な条件

すべてを整備された状況

へと導いたものである。 

 

②発電用原子炉を対象とし

た安全規制におけるリスク

情報の適用と評価 

外部評価委員会におい

て評価（解-4） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

プを作成し短期の活用項目に対し

て実施計画を作成する。 

ｂ）安全規制にリスク情報を活用する

場合に必要となる規制文書の体系

を検討する。また、リスク情報の活

用に係る包括的な規制ガイドライ

ンを作成し、活用分野・項目ごとの

規制ガイドライン等を検討する。 

ｃ）ＰＳＡ手法やデータに対する要求

事項、民間標準の是認（エンドース）

の枠組み、レビュー方法に係る要求

事項等を検討する。これらの結果を

用いて、ＰＳＡの品質確保に対する

基本的要求等を定めた規制ガイド

ラインを作成する。 

 

 

③再処理施設の経年変化事象の調査 

経年化再処理施設の定期的な評価と

して評価対象とすべき経年変化事象を

抽出するために、国内外の再処理施設

及び類似化学プラントの不具合事象等

の調査・分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下、公衆審査を経て確定した。

 
ｂ）安全規制にリスク情報を活用

する場合に必要となる規制文書

体系の中核となる「基本ガイド

ライン(試行版)」を作成・提案

し、保安院との協力の下、公衆

審査を経て確定した。 

ｃ）ＰＳＡ手法やデータに対する

要求事項、民間標準の是認（エ

ンドース）の枠組み、レビュー

方法に係る要求事項等の検討結

果を用いた「ＰＳＡ品質ガイド

ライン(試行版)」を作成・提案

し、保安院との協力の下、公衆

審査を経て確定した。 

 

③再処理施設の経年変化事象の調査 

化学・石油プラント及び国内外の再

処理施設の事故・故障事例及び保全

事例を調査し、構成材質・材料及び

使用条件（流体、温度、圧力、腐食

性物質の有無等）により分類される

代表的な再処理施設の機器・構築物

ごとに整理し、技術資料集としてま

とめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③再処理施設の経年変化事

象の調査 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

事業計画についてはタ

スクによりＪＮＥＳ内の

他部門の関係者との連携

を行うとともに、国内専門

家の意見と聞くために、経

年化再処理施設の関係者

（事業者、メーカ、保安院、

学識経験者）より構成され

る「意見を聞く会」を設置、

議論し、広く実効的な調査

研究を実施した。 

２）情勢変化対応 

当初計画では再処理施

設の第１回高経年化対策

評価の審査は１７年度に

見込まれていたことから、

本調査は１０年後に予定

されている第２回審査の

ための先行的な調査とし

て開始したが、第１回審査

が１８年度に変更となっ

たことから、第１回審査に

活用できるような成果が
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安院から要請された。従

って、先行している軽水炉

の高経年化評価基準等を

参考にしつつ、Ｈ１８年度

の審査に活用できるよう

に進捗管理を行なった。 

３）運営効率化 

事業の遂行では、実用炉

の高経年化に取り組んで

いる部内の高経年化評価

室の知見を有効活用する

とともに、化学プラントの

知見を有効活用し、効率化

を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

技術資料集の作成にあ

たっては、軽水炉の高経年

化対策の知見の活用、化学

プラントの状況、及び事業

者の高経年化対策評価報

告の内容を調査し、実効的

な整備を図った。これによ

り、計画では想定していな

かった第１回高経年化審

査に活用できる成果をあ

げた。 

２）安全確保 

本事業は、既に２０年以

上操業が行われているＪ

ＡＥＡ再処理施設及び今

度新たに操業が開始され

る六ヶ所の再処理施設の

高経年化対策評価に活用

することを目指している

ものであり、我が国の再処

理施設の安全確保に貢献

できるものである。 

３）規制高度化 

高経年化対策は軽水炉

のみならず、原子力施設全

般に要求されているもの

であり、本事業は再処理施
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④耐震安全性審査基準類の高度化調査

 

ａ）省令６２号５条の性能規定化に必

要な、施設に対する性能要求要件、

耐震設計審査指針高度化に関連し

て反映すべき要件等を検討する 

 

 

 

 

 

 

ｂ）地震・地震動に関する最新の研究

動向調査及び主要な地震について

観測記録の収集とその特性分析等

を行い、原子力施設の耐震設計に反

映すべき知見を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④耐震安全性審査基準類の高度化調

査 

ａ)耐震設計審査指針改定の動向

を踏まえ、省令６２号５条耐震

関連規定の性能規定化の要件に

関連して、プラントデータ調査

では、容器の地震力算定時の要

求事項及び地震応答支配要因の

抽出を行い、地震動の支配要因

調査では、断層モデルの内陸地

殻内地震に関する審査上留意す

べき因子の抽出を行った。 
ｂ）地震・地震動に関する最新の

研究動向調査及び主要な地震に

ついて観測記録の収集とその特

性分析等を行い、原子力施設の

耐震設計に反映すべき知見とし

て整理した。 
また、宮城県沖地震での短周

期地震動の卓越などの事象を踏

まえ硬質岩盤での地震動評価法

に関する計画を立案した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設の規制の高度化に貢献

できるものである。 

４）緊急時対応 

Ｈ１８年度の第一回高

経年化評価においても活

用可能なものが要求され

たが、軽水炉での知見や化

学プラントの知見を活用

して対応することができ

た。 

 

３．総合評価：Ａ 

ＮＩＳＡからの要求に

対しても、ＪＮＥＳ内の他

部署の知見の活用等、効率

的な運営及び進捗管理を

行い、当初計画を上回る成

果が得られた。 

 

④耐震安全性審査基準類の

高度化調査 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

耐震設計審査指針の改

訂に引き続きＨ１９年度

ころから必要となるＪＥ

ＡＧ耐震設計指針の技術

審査に備えて審査時に必

要な技術項目の調査を推

進・完了した。 

２）情勢変化対応 

宮城県沖地震で指摘さ

れた短周期地震動卓越な

どの新知見に対応すべく

地震動調査の内容の見直

しを実施し、硬質岩盤での

減衰特性評価などの評価

計画を強化した。 

３）運営効率化 

東北大の協力を得て、地

震動観測点を同大観測点

に隣接させることで、地盤

調査等の事前調査の効率

化を図った。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

宮城県沖地震による計

画変更を含め予定事項を

達成した。 

２）安全確保 

該当なし 

３）規制高度化 

ＪＥＡＧ技術審査に際

して活用する予定である。 

４）緊急時対応 

Ｈ１７／８月の宮城県

沖地震に関連する課題抽

出整理を実施し計画に反

映した。 

 

３．総合評価：Ｂ 

当初計画の調査内容の

他に、宮城県沖地震による

状況変化を取り込み、計画

を柔軟に修正し硬質岩盤

での地震動調査を計画に

追加した。 

 

Ｄ１Ｂ． 原子炉施設等の安全

性確認に関する調査、試験及び

研究 

Ｄ１Ｂ． 原子炉施設等の安全性

確認に関する試験等 
Ｄ１Ｂ． 原子炉施設等の安全性確認に

関する試験等 
Ｄ１Ｂ．原子炉施設等の安全性確認に関

する試験等 
    

(１)原子炉施設等の材料、構造

に関する信頼性等の実証 

原子炉施設等の機器、配管等

の経年変化についての評価技術

の検討を行うため、機器等の耐

久性、き裂進展特性､欠陥検出・

測定性等に関する試験、解析等

を行う。また、原子炉施設等の

構造健全性に関する評価手法の

妥当性を確認する。 

 

 

(１)原子力施設等の材料、構造に

関する信頼性等の実証 

原子力施設等の機器、配管等の

経年変化の評価技術の検討を行

うため、機器等の耐久性試験とし

て「実用原子力発電設備環境中材

料等疲労信頼性実証事業」、き裂

進展特性試験として「炉水環境疲

労き裂進展評価試験」「原子力用

ステンレス鋼の耐応力腐食割れ

実証事業」、欠陥検出・測定性等

に関する試験、解析として「原子

力発電施設検査技術実証」、「シュ

ラウド等の非破壊検査技術実証

事業」を行う。 

また、原子炉施設等の構造健全

（１）原子炉施設等の材料、構造に関す

る信頼性等の実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）原子炉施設等の材料、構造に関す

る信頼性等の実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）原子炉施設等の材料、

構造に関する信頼性等の実

証 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

性に関する評価手法の妥当性の

確認として「複雑形状部機器配管

健全性実証事業」、「流動励起振動

評価手法の実証」を行う。 

 

①原子力発電施設検査技術実証

本事業では、維持基準の導入に

より許容される欠陥評価のた

め、自然欠陥（疲労き裂、ＳＣ

Ｃ）を付与した実機模擬試験体、

ⅠＳⅠで使用されるＵＴ技術及

びⅠＳⅠのＵＴ検査員の組合せ

による検出及びサイジングの測

定試験を行い、現状現状のＵＴ

技術を評価する。また、評価結

果を基に、ⅠＳⅠでのＵＴの欠

陥検出・サイジングに関する規

格・基準について検討する。 

 

②原子力用機器材料の非破壊検

査技術実証事業 

低炭素ステンレス鋼等の応力

腐食割れ（ＳＣＣ）による欠陥

について、その検出・サイジン

グに関する改良型超音波探傷

（ＵＴ）、電磁気探傷（ＥＣＴ）

技術の実証を行うとともに、同

検出技術による欠陥の検出、寸

法測定試験要領（案）を策定す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年度で事業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力用機器材料の非破壊検査技術

実証事業 

ａ）低炭素ステンレス鋼の非破壊検査

技術実証 

イ）超音波探傷技術と電磁気探傷技

術の予備試験等の基礎試験を実

施する。 

 

 

 

ロ）シュラウド及び原子炉再循環系

(ＰＬＲ)配管の模擬試験体の製

作を行う。 

 

 

ハ）製作が完了したシュラウド及び

ＰＬＲ配管の模擬試験体の一部

を用いて実証試験を実施する。 

 

 

 

 

ニ）実証試験の終了した一部の試験

体については切断試験を実施し、

欠陥寸法･性状等の調査を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力用機器材料の非破壊検査技

術実証事業 

ａ)低炭素ステンレス鋼の非破壊

検査技術実証 

イ）超音波探傷技術と電磁気探傷

技術の予備試験としてＥＣＴ

による欠陥サイジング試験及

びＳＣＣの信号比較試験を実

施し、実証試験への試験条件等

を確認した。 
ロ）シュラウド及び原子炉再循環

系(ＰＬＲ)配管の模擬試験体の
製作を行った。Ｈ６試験体、Ｆ

６００Ａ、薄平板試験体を完了

した。 
ハ）製作が完了したシュラウド及

びＰＬＲ配管のＳＣＣ模擬試

験体を用いて実証試験を実施

した。Ｈ４、Ｈ３、Ｐ６００、

Ｐ３００、及び薄平板試験体に

ついては、模擬ＳＣＣ欠陥につ

いて２次評価まで完了した。 
ニ）実証試験の終了した模擬試験

体の内、Ｈ４、Ｈ３、Ｐ６００、

Ｐ４００、Ｐ３００及び薄平板

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力用機器材料の非破

壊検査技術実証事業 

ａ)低炭素ステンレス鋼の

非破壊検査技術実証 

外部評価委員会におい

て評価（基-1） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）基礎試験及び実証試験における

試験結果の妥当性確認・不明事象

の解明等のため、シミュレーショ

ンシステムによる解析評価等を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ニッケル基合金溶接部の非破壊検

査技術実証 

イ）ニッケル基合金溶接部の応力腐

食割れ（ＳＣＣ）に対する音波探

傷試験（ＵＴ）、渦電流探傷試験

（ＥＣＴ）の欠陥検出性及びサイ

ジング精度を確認するために、炉

内構造物模擬試験体、セーフエン

ド模擬試験体及び圧力容器貫通

部模擬試験体の製作を実施する。

 

 

ロ）基礎試験として放電加工（ＥＤ

Ｍ）ノッチを付与した炉内構造物

模擬試験体、セーフエンド模擬試

験体、容器貫通部模擬試験体に対

してＵＴ及びＥＣＴを行い、ＳＣ

Ｃを測定する際の検査要領書の

一部を作成する。 

 

ハ）確証試験としてＳＣＣを付与し

た炉内構造物模擬試験体、セーフ

エンド模擬試験体に対してＵＴ

及びＥＣＴを行い、ＳＣＣに対す

る欠陥検出性及びサイジング精

度の確認を行う。 

 

 

について切断試験を実施し、Ｓ

ＣＣ欠陥寸法･性状等の調査を

行った。 
ホ）基礎試験及び実証試験におけ

る試験結果の妥当性確認・不明

事象の解明等のため、シミュレ

ーションシステムによる解析

評価等を実施した。ＵＴについ

ては基礎試験２事例、実証試験

１４事例についてＵＴ探触子

や欠陥条件等を変えて実施し、

試験データの妥当性等を確認

した。ＥＣＴについては基礎試

験２０事例、実証試験１４事例

についてプローブや欠陥等の

異なる条件で実施した。 
ｂ）ニッケル基合金溶接部の非破

壊検査技術実証 

イ）ニッケル基合金溶接部の応力

腐食割れ（ＳＣＣ）に対する超

音波探傷試験（ＵＴ）、渦電流

探傷試験（ＥＣＴ）の欠陥検出

性及びサイジング精度を確認

するために、２種類の炉内構造

物模擬試験体、３種類のセーフ

エンド模擬試験体および４種

類の圧力容器貫通部模擬試験

体の製作を実施した。 

ロ）基礎試験として放電加工（Ｅ

ＤＭ）ノッチを付与した炉内構

造物Ｈ９継手模擬試験体、加圧

器安全弁管台セーフエンド模

擬試験体に対してＵＴ及びＥ

ＣＴを行い、ＳＣＣを測定する

際の検査要領書の一部を製作

した。 

ハ）確証試験としてＳＣＣを付与

した炉内構造物平板模擬試験

体、原子炉入口ノズルセーフエ

ンド模擬試験体、加圧器サージ

管台模擬試験体に対してＵＴ、

ＥＣＴのＳＣＣに対する検査

データを取得した。また、前年

度に測定を実施した炉内構造

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ニッケル基合金溶接部

の非破壊検査技術実証 

外部評価委員会におい

て評価（基-2） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ）ＵＴの試験データを検証するた

めの試験装置である超音波探傷

シミュレーションシステムの設

計製作を継続実施する。 

 

 

 

ホ）超音波探傷シミュレーション等

の装置を用いて探傷試験につい

て解析を実施する。 

 

 

ヘ）ＵＴ及びＥＣＴの測定試験結果

から炉内構造物の検査指針（１次

案）、セーフエンドの検査指針(１

次案)の策定を行う。 

 

 

 

 

ト）ＮＲＣが実施する「ニッケル基

合金及び異種金属溶接部のＰＷ

ＳＣＣのための非破壊試験に関

する国際協力研究計画」に参画

し、ニッケル基合金ＳＣＣに関す

る最新技術の情報交換等を行う。

 

 

ｃ）容器貫通部狭隘部の非破壊検査技

術 

容器貫通部狭隘部における損傷

事例、検査技術等の調査を行い、試

験の計画を行う。また、模擬試験体

の設計製作に着手するとともに試

験条件等の検討を行う。 

 

 

 

 

 

物Ｈ７継手、原子炉入口セーフ

エンド模擬試験体の切断試験

を実施し、欠陥検出性及びサイ

ジング精度の確認を行った。 

ニ）ＵＴの試験データを検証する

ための試験装置である超音波

探傷シミュレーションシステ

ムの設計製作として、容器貫通

部のモデル化を行うとともに、

高速計算機能の製作を継続実

施した。 

ホ）超音波探傷シミュレーション

等の装置を用いて探傷試験に

ついて解析を実施し、試験方法

の改良提案を行うとともに、試

験結果の妥当性を確認した。 

ヘ）ＵＴ及びＥＣＴの測定試験結

果から炉内構造物の検査指針

（１次案）として現行ＥＣＴ法

による欠陥検出及び長さサイ

ジングに関する提案、セーフエ

ンドの検査指針(１次案)とし

て現行ＵＴ法の欠陥検出試験

に関する提案を行った。 

ト）ＮＲＣが実施する「ニッケル

基合金及び異種金属溶接部の

ＰＷＳＣＣのための非破壊試

験に関する国際協力研究計画」

に関する会議が海外で２回、機

構において１回開催され、ニッ

ケル基合金ＳＣＣに関する最

新技術の情報交換等を行った。

ｃ）容器貫通部狭隘部の非破壊検

査技術 
イ）損傷事例、検査技術等の調査 
・国内のＢＷＲプラントのＩＣ

ＭハウジングのＳＣＣ事例

３件、海外のＰＷＲプラント

の上蓋管台及び炉内計装筒

管台のＰＷＳＣＣ事例３件

を抽出し、損傷事例の分析・

評価した。 
・容器貫通部狭隘部における検

査適用の現状を調査・分析を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）容器貫通部狭隘部の非

破壊検査技術 

外部評価委員会におい

て評価（基-3） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③実用原子力発電設備環境中材

料等疲労信頼性実証 

ａ）実用原子力発電設備環境中

材料等疲労信頼性実証 

原子力発電設備の機器・配管

等の疲労寿命が、炉水環境中で

低下する知見が得られたこと

から、加速疲労試験を行い、パ

ラメータと疲労寿命を求め、環

境中疲労評価手法を策定する。

また、策定した評価手法妥当

性について信頼性評価試験を

行い実証する。これらの、環境

中疲労寿命式及び環境中疲労

評価手法については、「環境中

疲労評価技術指針」として纏め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力プラント機器健全性実証事業

 

ａ）実用原子力発電設備環境中材料等

疲労信頼性実証 

イ）実用原子力発電設備環境中材料

等疲労信頼性実証 

ⅰ）環境効果の基礎的な疲労試

験のうち、ＢＷＲ環境中では、

炭素鋼、低合金鋼、ステンレス

鋼、ニッケル基合金の疲労試験

を継続して実施する。またＰＷ

Ｒ環境中では、炭素鋼、低合金

鋼、ステンレス鋳鋼、ニッケル

基合金の疲労試験を実施する。

 

 

ⅱ）個別影響因子に着目した疲

行なった。 

・上記調査結果を基に、全体計

画及び実証試験の詳細計画

を立案した。 

ロ）模擬試験体の設計製作 
炉内計装筒管台及び制御棒駆

動機構管台を模擬した実機模擬

試験体を設計した。これらの実機

模擬試験体に付与する欠陥はＥ

ＤＭノッチ及びＳＣＣとし、ＥＤ

Ｍノッチ及びＳＣＣの付与方法

及び試験体の製作工程（案）を策

定するとともに、一部製作に着手

した。 
ハ）試験条件等の検討 
実証試験等の試験条件を検討

するため、基礎試験として容器貫

通部狭隘部用超音波（ＵＴ）探触

子及びＥＣＴプローブについて

の特性評価試験を実施し、狭隘部

における検査性能を把握した。ま

た、ＵＴシミュレーション解析及

びＥＣＴシミュレーション解析

における狭隘部解析モデルを構

築し、ＵＴ及びＥＣＴの影響因子

ついて分析・評価した。 
 

②原子力プラント機器健全性実証事

業 

ａ）実用原子力発電設備環境中材

料等疲労信頼性実証 

イ）実用原子力発電設備環境中材

料等疲労信頼性実証 

ⅰ）環境効果の基礎的な疲労試

験のうち、ＢＷＲ環境中で炭

素鋼、低合金鋼、ステンレス

鋼、ニッケル基合金の疲労試

験を実施し、ＰＷＲ環境中で

炭素鋼、低合金鋼、ステンレ

ス鋳鋼、ニッケル基合金の疲

労試験を実施し、低ひずみ速

度における疲労寿命データ等

を取得し評価を行った。 

ⅱ）個別影響因子に着目した疲

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力プラント機器健全

性実証事業 

ａ）実用原子力発電設備環

境中材料等疲労信頼性実証 

外部評価委員会におい

て評価（基-4） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）炉水環境疲労き裂進展評価

技術調査 

国内ＰＷＲ原子力プラント

の原子炉圧力バウンダリ－を

構成する機器の主要な部位に

使われているステンレス鋼及

びニッケル基合金に関し、使用

条件、環境を模擬した疲労き裂

進展試験を実施し、疲労き裂進

展速度線図を策定する。 

 

 

 

 

 

④複雑形状部機器配管健全性実

証 

労試験のうち、ひずみ速度変動

の影響については、炭素鋼、低

合金鋼及びステンレス鋼の試

験を継続して実施する。切欠効

果については、ニッケル基合金

の試験を継続して実施する。流

速の影響については、炭素鋼、

炭素鋼鍛鋼、ステンレス鋼及び

ニッケル基合金の試験を実施

する。 

 

 

 

 

 

ⅲ）温度とひずみ速度等を同時に

変化させる試験では、ＢＷＲ環

境中(炭素鋼)、ＰＷＲ環境中

(ステンレス鋼)で複合効果確

認試験を実施する。 

 

 

ⅳ)得られたデータを評価して

環境中疲労寿命式及び環境中

疲労評価手法の見直しを行う。

 

 

ロ）炉水環境疲労き裂進展評価技術

調査 

ステンレス鋼、ニッケル基合金

のＰＷＲ炉水環境中での疲労き

裂進展試験を行い、データを取得

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）複雑形状部機器配管健全性実証 

 

労試験のうち、ひずみ速度変

動の影響については、炭素鋼、

低合金鋼及びステンレス鋼の

試験を実施し、ひずみ保持条

件の疲労寿命への影響等を確

認した。切欠効果については、

ニッケル基合金の試験を実施

し、応力集中部の現行の疲労

強度設計手法の妥当性を評価

した。流速の影響については、

炭素鋼、炭素鋼鍛鋼、ステン

レス鋼及びニッケル基合金の

試験を実施し、疲労寿命に及

ぼす流速の影響を確認、評価

した。 

ⅲ）温度とひずみ速度等を同時

に変化させる試験では、ＢＷ

Ｒ環境中(炭素鋼)、ＰＷＲ環

境中(ステンレス鋼)で複合効

果確認試験を実施し、本事業

で策定した環境中疲労評価手

法の妥当性を確認、評価した。

ⅳ）得られたデータを評価して

環境中疲労寿命式及び環境中

疲労評価手法の見直しを行

い、ステンレス鋼の環境中疲

労寿命式を一部改定した。 

ロ）炉水環境疲労き裂進展評価技

術調査 

ステンレス鋼、ニッケル基合

金のＰＷＲ炉水環境中での疲労

き裂進展試験を行い、所期のデー

タを取得した。 

なお、本事業で得られた、環

境中疲労寿命式、疲労評価手法を

総括し、機構－ＳＳレポート｢原

子力発電設備 環境中疲労評価手

法｣(機構－ＳＳ０５０３) を取

りまとめ、発行した(８月)。本書

を基に、平成１８年６月頃に日本

機械学会より「環境疲労評価規

格」が発行される予定である。 

ｂ）複雑形状部機器配管健全性実

証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）複雑形状部機器配管健

全性実証 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

本事業は、原子炉施設機器・

配管のうち、構造的、形状的及

び溶接等による材質的な不連続

性を有することにより複雑で高

応力となる複雑形状部機器配管

部に対し、供用期間中検査等で

検出されたき裂の進展予測を精

度良く行うために必要な溶接残

留応力の評価手法、及びき裂進

展量の予測評価手法を確立す

る。 

また、これを元に、複雑形状

部機器配管のき裂進展評価ガイ

ドラインをまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）複雑形状部の残留応力評価技術

検討 

実機を簡略模擬した部分モデ

ル試験体の一部に対し残留応力

測定、応力解析を実施する。また、

新たに実機の構造、製造条件等を

模擬した試験体の製作、応力測定

等を実施する。 

ⅰ）中口径セーフエンドを模擬

した被覆アーク溶接試験体の

残留応力解析を実施する。併せ

て、炉内計装筒斜角取付試験

体、シュラウドサポート下鏡溶

接部試験体等について、応力測

定を実施する。 

 

 

ⅱ）残留応力測定、応力解析を

行った試験体については、ベン

チマーク問題としてまとめ、標

準的な解析手順書を整備する。

 

 

 

ⅲ）シュラウドサポートにおけ

る複数の溶接部を模擬した試

験体等、実機での構造、製造条

件等を模擬した試験体を製作

する。併せて、簡易形状の小型

試験体を用いた試験、解析によ

り、溶接残留応力に影響を及ぼ

す因子について検討する。 

 

ロ）複雑形状機器配管モデル実証試

験 

ⅰ）溶接部の応力拡大係数（Ｋ

値）については、簡易解の複雑

形状部への適用性、保守性を検

討する。併せて、き裂形状のモ

デル化、構造部の複雑形状によ

る影響、き裂進展経路について

検証する。 

 

ⅱ）管継手のＫ値については、

イ）複雑形状部の残留応力評価技

術検討 

実機模擬の部分モデル試験

体、実規模構造モデル試験体に

ついて、以下に示す応力解析、

残留応力測定、ならびに試験体

製作等を実施した。 

 

ⅰ）中口径セーフエンド模擬の

被覆アーク溶接継手試験体の

残留応力解析を実施し、応力

測定結果との比較によりＦＥ

Ｍ解析モデルの妥当性を検証

した。また、炉内計装筒斜角

取付試験体、シュラウドサポ

ート下鏡溶接部試験体等の応

力測定を実施した。 

ⅱ）応力測定及び解析結果に基

づいて残留応力解析のベンチ

マーク問題としてまとめ、小

口径配管周継手、平板突合せ

継手、差込み継手等に対する

ＦＥＭ解析手順書（案）を作

成した。 

ⅲ）シュラウドサポート溶接部

を模擬した実規模構造モデル

試験体を製作した。また、簡

易形状の小型試験体を用いた

試験、解析を行い、溶接残留

応力に影響を及ぼす因子につ

いて検討を行った。この成果

は、上記ⅱ)に示した解析手順

書に組み込む予定である。 

ロ）複雑形状機器配管モデル実証

試験 

ⅰ）溶接部について、応力拡大

係数（Ｋ値）簡易解の複雑形

状部への適用性、保守性を解

析により検証した。また、シュ

ラウドサポートシリンタープ

レート等の複雑形状部におけ

るき裂形状のモデル化等によ

る影響を評価した。 

ⅱ）管継手について、管継手エ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部評価委員会におい

て評価（基-5） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

⑤原子力用ステンレス鋼の耐応

力腐食割れ実証事業 

維持基準の導入に伴い、構造

健全性上問題のないひびの評価

のため、応力腐食割れ試験を行

い、１８年度までに取得したデ

ータに基づき、対象とした３鋼

種(原子力用ＳＵＳ３０５Ｌ､Ｓ

ＵＳ３１６Ｌ､ＳＵＳ３１６Ｎ

Ｇ)について、応力腐食割れ進展

速度等の応力腐食割れ評価線図

の検討を行うとともに、応力腐

食割れ評価ガイドラインの検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管継手エルボ、ティーのＫ値の

解析結果をまとめ、応力の簡易

算定法を含む疲労き裂進展評

価手法を立案する。 

ｃ）原子力用ステンレス鋼の耐応力腐

食割れ実証事業 

イ）本プロジェクトで取得するき裂

進展速度と実機との整合性を判

断するために必要な要因を検討

する。 

 

 

ロ）炉心シュラウドを模擬した実機

大供試体の製作を行う。供試体か

ら試験片を切り出し、ＳＣＣき裂

進展試験データを取得する。ま

た、試験片で得られたき裂進展デ

ータの実機への適用性の検証を

目的とした実証試験に関する試

験方法の検討と実規模の再循環

系配管試験体の製作に着手する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ）得られたＳＣＣき裂進展速度デ

ータ等を基に、通常水質条件下に

おける再循環系配管のＳＣＣ評

価線図の提案を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ルボ、ティーのＫ値の解析結

果をまとめ、応力の簡易算定

法を含む疲労き裂進展評価手

法を立案した。 

ｃ）原子力用ステンレス鋼の耐応

力腐食割れ実証事業 

イ）本プロジェクトで取得するき

裂進展速度と実機との整合性

を判断するために必要な要因

を検討し、これら要因のうち重

要と考えられる因子の影響度

評価に着手した。 

ロ）炉心シュラウドを模擬した実

機大供試体の製作を行い、溶接

部近傍の硬さ測定、残留応力測

定等の基礎特性把握をおこな

った。この基礎特性を加味し、

供試体から試験片を切出しＳ

ＣＣ進展試験に着手した。ま

た、原子炉再循環系（ＰＬＲ）

配管を対象としたＳＣＣ進展

試験を継続実施し、ＳＣＣき裂

進展速度データを取得した。 
さらに、試験片で得られたＳ

ＣＣき裂進展データの実機への

適用性の検証を目的とした実証

試験計画を立案するとともに、

溶接部を有する実規模のＰＬＲ

配管試験体の１／２の製作を完

了した。 
ハ）上記ロ)項のＰＬＲ配管を対象
としたＳＣＣき裂進展速度デ

ータを解析して、BWR 通常水
質条件下におけるＰＬＲ配管

のＳＣＣ進展速度線図を構築

した。 
なお、ＳＣＣ技術検討会の席

上、「ＳＣＣ評価線図の提案」は

規格化の一環と考えられるの

で、「ＳＣＣ進展速度線図の策

定」の方が実状にあっているの

ではないかとのコメントを受け

呼称を変更した。 
 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子力用ステンレス鋼

の耐応力腐食割れ実証事業 

外部評価委員会におい

て評価（基-6） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

⑥流動励起振動評価手法の実証

蒸気発生器の伝熱管に発生す

る水・蒸気の流れによる微少な

流動励起振動について、蒸気発

生器信頼性実証試験のデータや

海外研究機関との情報交換等を

基に、流動励起振動評価手法の

解析的実証が既に行われてい

る。機構は、この結果を伝熱管

の健全性へ及ぼす影響を評価す

る手法に関する学協会規格の素

案（適用限界等を含む）として

まとめる。 

 

平成１５年度で事業終了  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)原子炉施設等の耐震性評価

技術に関する調査 

原子炉施設等の耐震性評価技

術の妥当性を確認するため、関

連する規格・基準類及び耐震安

全解析コード等の調査を行うと

ともに、新たな入力地震動等に

対する施設の耐震性評価を行

う。 

そのために必要な大型振動台

を使用する耐震実証試験につい

ては平成１６年度中に完了す

る。 

(２)原子炉施設等の耐震性評価

技術に関する調査 

 

①地震波伝ぱ特性評価法につい

て、地震観測データに基づき検

討を行い、より信頼性の高い評

価法を提案する。 

これまでの調査結果を踏ま

え、地震基盤相当位置から上部

の地盤構造の同定を行い、地震

波伝ぱ特性評価法についての検

討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）原子炉施設等の耐震性評価技術に

関する試験及び調査 

 

①地震波伝ぱ特性評価 

平成１６年度までの成果を地震波伝

ぱ特性評価法としてレポートに取りま

とめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）原子炉施設等の耐震性評価技術に

関する試験及び調査 

 

①地震波伝ぱ特性評価 

平成１６年度までの成果を地震波伝

ぱ特性評価法としてレポートに取り

まとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）原子炉施設等の耐震

性評価技術に関する試験及

び調査 

①地震波伝ぱ特性評価 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

Ｈ１６終了事業である

ため、実施中事業に影響を

出さないよう作業管理し

た。 

２）情勢変化対応 

Ｈ１６終了事業である

が、ＪＥＡＧ改訂が近づい

ており、その技術審査に活

用すべく再纏めを実施し

たものである。 

３）運営効率化 

該当無し 

 

２．成果：Ａ 

１）計画達成度 

Ｈ１６までの事業成果

において応答スペクトル

のばらつきの要因を分析

し、新たなデータ追加と評

価条件の再検討を行い一

層の精度向上を図った。 

２）安全規制への貢献 

評価法の精度向上によ

りＪＥＡＧ技術審査をよ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設の耐震性につい

て、従来の評価レベルを超えた

限界の把握が必要となってい

る。このため、施設の安全強度・

機能の限界に係る試験データを

取得し、新たな入力地震動等に

対する施設の耐震性評価を行

う。 

なお、大型振動台を使用する

試験は平成１６年度中に終え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③実地盤上に建屋模型を設置し

て、発破による人工地震動によ

り加振し、設計地震動を上回る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②機器設備耐震信頼性試験及び評価 

ａ）「機器耐力（横形ポンプ、電気品）」

については評価結果を総合的に取

りまとめる。 

ｂ）「機器耐力（制御棒挿入性）」につ

いては実機試験の試験データ評価

を継続し、大入力加振時の応答解析

モデルを構築するとともに耐力評

価を行う。 

ｃ）「機器耐力（大型立形ポンプ）」に

ついては実機試験の試験データ評

価を継続し、大入力加振時の応答解

析モデルを構築するとともに耐力

評価を行う。 

ｄ）これらの結果を総合評価して、同

類施設を含む耐力データベースと

耐力評価手法を構築する。 

 

 

ｅ）「機器耐力（弁、タンク）」では耐

力を評価するための試験計画の詳

細を作成し、試験体・装置の設計を

行い、製作に着手する。 

 

 

 

③地盤・構造物系の耐震性に関する試

験等 

大規模制御発破による人工地震動の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②機器設備耐震信頼性試験及び評価 

ａ)「機器耐力（横形ポンプ、電気

品）」については評価結果を総合

的に取りまとめた。 

ｂ）「機器耐力（制御棒挿入性）」

については実機試験の試験デー

タ評価を継続し、大入力加振時

の応答解析モデルを構築すると

ともに耐力評価を行った。 

ｃ）「機器耐力（大型立形ポンプ）」

については実機試験の試験デー

タ評価を継続し、大入力加振時

の応答解析モデルを構築すると

ともに耐力評価を行った。 

ｄ）これらの結果を総合評価して、

設計範囲を超えた大入力の地震

動に対する同類施設を含む耐力

データベースと耐力評価手法を

構築した。 

ｅ)「機器耐力（弁、タンク）」で

は、設計範囲を超えた大入力の

地震動に対する耐力を評価する

ための試験計画の詳細を作成

し、試験体・装置の設計を行い、

製作に着手した。 

 

③地盤・構造物系の耐震性に関する試

験等 

試験予定地域で大規模制御発破に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

り高い信頼度で実施でき

るようにした。 

３）情報発信の質 

１８年度の地震工学系

の学会に公表予定。 

４）緊急時対応 

関連なし 

 

３．総合評価：Ａ 

過去の成果を総合的に

総括したことで、今後ＪＥ

ＡＧ技術評価等への事業

成果の活用性が高められ

た。 

 

②機器設備耐震信頼性試験

及び評価 

外部評価委員会において

評価（基-18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地盤・構造物系の耐震性

に関する試験等 

外部評価委員会において
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

地震動入力条件（１,０００ＧＡ

Ｌ.以上）における建屋と地盤間

の相互作用に係るデータを取得

し、既往の地盤・建屋相互作用

評価法の適用限界を確認すると

ともに、大地震動入力でも適用

可能なものに改良する。 

これを踏まえて、設計条件を超

える地震に対する耐震安全裕度

を高信頼度で把握するのに際し

ての規制上の要求についてまと

めるとともに、学協会規格の整

備についての提案をまとめる。

 

④欠陥が生じた炉内構造物及び

配管に対する維持規格の妥当性

（耐震安全裕度、耐震強度評価

法）を振動試験により実証する

とともに実証データを、維持規

格の拡充・整備の場に提供する。

性質調査・地盤調査を実施し、人工地

震動の試験目的への適合性、計測デー

タを用いた基礎浮上りに係る解析検討

及び基礎浮上り計測法の検討を行い目

的とする試験が実施可能であることを

確認する。また、試験体及び試験の検

討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

④「経年設備耐震（炉内構造物、配管）」

では基本設計に引き続いて詳細設計及

び製作の一部を行い、欠陥を模擬した

炉心シュラウドモデル及び再循環配管

モデルの部分試験と複合モデル試験の

一部を実施し、耐震強度に係る試験デ

ータを取得して評価する。 

よる人工地震動の性質調査を行い、地

表で１０００Ｇａｌを超える複数の

地盤震動記録を収集・分析し、試験目

的への適合性を確認した。さらに、試

験予定地域で基礎浮上り予備試験を

実施し、基礎浮上り現象が実際に生じ

ることを計測により確認すると共に

本試験でも基礎浮上りを生じること

の解析的確認、 計測法の検討を行っ

た。これより試験の実施可能性が確認

できた。また、本試験の試験体及び試

験の検討を行った。 

 

 

④「経年設備耐震（炉内構造物、配管）」

では基本設計に引き続いて詳細設計及

び製作の一部を行い、欠陥を模擬した

炉心シュラウドモデル及び再循環配管

モデルの部分試験と複合モデル試験の

一部を実施し、耐震強度に係る試験デ

ータを取得して評価した。 

 

⑤耐震セミナーの実施 

宮城県沖地震での耐震性への関心

の高まりに答え、設備の余裕をJNESで

実施した機器耐力試験成果の報告、学

識者及び事業者による報告及びパネ

ル討論のセミナーを、実施したもので

ある。 

規制側及び事業者側の原子力関係者及

び一般から約１２０名の参加があり、

参加者に耐震試験の重要性を再確認頂

くと共に、今後の方向性等に関する意

見も得ることが出来、意義のあるもの

とすることが出来た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価（基-19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④経年設備耐震 

外部評価委員会において

評価（基-20） 

 

 

 

 

 

⑤耐震セミナーの実施 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

宮城県沖地震による耐

震性への関心の高まり等

により緊急に計画したも

のであるが、請負会社を活

用し、短期間で計画・実行

した。 

また、発表内容について

は国内研究機関等と適宜

連絡をとりつつ実施した。 

２）情勢変化対応 

宮城県沖地震による関

心の高まりを受けて、当初

計画外であったが、タイム

リーに開催するために、約

１ヶ月の準備期間を経て、

耐震セミナーを開催した。 

３）運営効率化 

短期間の発注作業となっ

たことで、請負会社との作
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業分担を工夫し、計画予算

を大幅に下回る費用で目的

を達成した。 
 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ＪＮＥＳの安全研究の

内容を主体として、学識者

による公演、パネルディス

カッション等を実施し、原

子力の耐震分野の技術成

果、今後の動向等につい

て、広くアピールすること

ができた(参加者：１１９

名)。 

２）安全確保 

該当なし 

３）規制高度化 

改訂耐震設計審査指針

の重要課題はリスク評価、

免震の取込みなどであり、

ＪＮＥＳでは機器耐力試

験を通じてリスク評価に

取り組んでいること、免震

については今後の計画に

反映していく事を報告し

た。これらを通じて規制の

高度化に貢献できる。 

４）緊急時対応 

該当無し 

 

３．総合評価：Ａ 

良好なマネジメントに

より、社会情勢等を反映し

て、短期間に良好な成果を

発信することができた。 

 

(３)燃料及び炉心安全性確認試

験 

 安全審査等に用いるデータと

しての活用、また、技術的な指

針等の改訂、安全評価手法の改

良、高度化を行うため、燃料の

照射、核特性等に関する試験を

（３）燃料及び炉心安全性確認試

験 

①燃料集合体信頼性実証試験 

５サイクル燃焼したＢＷＲ高

燃焼度９×９型燃料集合体につ

いて調査・分析を実施し、５５

ＧＷＤ/Ｔまでのデータを取得

（３）燃料及び炉心安全性確認試験 

 

①燃料集合体信頼性実証試験 

ａ）高燃焼度９×９型燃料信頼性実証

 

イ）福島第二発電所１号炉で５サイ

クル燃焼した９×９燃料のペレ

（３）燃料及び炉心安全性確認試験 

 

①燃料集合体信頼性実証試験 

ａ）高燃焼度９×９型燃料信頼性

実証 

イ）福島第二発電所１号炉で５サ

イクル燃焼した９×９燃料に

 

 

 

 

Ａ 

 

 

（３）燃料及び炉心安全性

確認試験 

①燃料集合体信頼性実証試

験 

ａ）高燃焼度９×９型燃

料信頼性実証 

外部評価委員会におい
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

実施し、燃料及び炉心の安全性

に関する最新の知見を取得す

る。 

し、通常運転時の燃料の燃焼ふ

るまいが予測の範囲内かどうか

を評価し、現行安全評価手法の

信頼性を確認、実証する。 

また、燃料ペレットからの核分

裂（ＦＰ）ガスの放出や被覆管

の強度等に関して集合体規模で

得られる多くのデータを整理

し､燃焼度･中性子照射量等の依

存性についてそのメカニズムも

含めて評価した上で、次期高燃

焼度燃料安全審査時に、燃料の

安全評価の技術的判断根拠とし

て提供する。 

国内の軽水炉に装荷するＢＷ

Ｒ･ＭＯⅩ燃料（５０ＧＷＤ/Ｔ）

及びＰＷＲ・ＭＯⅩ燃料（５５

ＧＷＤ/Ｔ）について燃焼後の調

査・分析を行い、通常運転時の

ふるまいデータを整備・蓄積す

るとともに現行安全評価手法の

信頼性を確認する必要がある。

このため燃焼後の調査・分析

の実施に備えて、燃料サンプル

を用いて、超ウラン元素の分析

やプルトニウムスポット中核分

裂ＦＰガスの分析等を実施し、

分析手法を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②全ＭＯⅩ炉心核設計手法信頼

性実証試験 

全数ＭＯⅩ燃料装荷炉心の安

全設計・評価に使用される核解

析手法の信頼性を実証するとと

ット/被覆管金相試験、被覆管水

素分析等の破壊試験、スペーサ寸

法測定等の部材試験を実施し、５

５GWd/t 燃焼度燃料のふるまいに

関する最新知見を蓄積する。被覆

管酸化膜厚さ・水素吸収性等につ

いて、燃料の安全評価の技術的判

断根拠として提供する。 

 

 

 

 

 

ロ）燃焼後の調査、分析済み燃料に

ついて借用先である電力会社へ

返還するため、当該燃料を収納す

る模擬燃料集合体の製作を完了

し、東海再処理工場に輸送し電力

会社へ返還する。 

 

ｂ）１／３炉心混合酸化物燃料信頼性

実証 

ＭＯＸ燃料試料（敦賀 1号機で３

サイクル燃焼した８×８型ＭＯＸ

燃料集合体）を用いて、電子線微小

分析及び蛍光Ｘ線分析による、プル

トニウムスポット部とそれ以外の

領域のＦＰガス保持量の絶対測定

を可能とするための較正曲線を作

成し、その適用性を確認し、本測定

評価技術整備を完了する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②全ＭＯＸ炉心核設計手法信頼性実証

試験 

ａ）燃焼後ＭＯＸ燃料を炉心に装荷す

る炉物理試験 

イ）ベルギーのベルゴニュークリア

ついて、燃焼後の調査・分析と

して、ペレット/被覆管金相試

験、被覆管水素分析等の破壊試

験、スペーサ寸法測定等の部材

試験を実施した。これらの試験

結果を燃焼度依存性、高燃焼度

域での加速現象の有無につい

て評価を行った。なお、一部の

燃料要素の被覆管酸化膜厚

さ・水素吸収性に特異なものが

見られたので、照射後試験以外

にも照射環境の解析等を実施

し、詳細評価を行った。 

ロ）燃焼後の調査、分析済み燃料

について借用先である電力会

社へ返還するため、当該燃料を

収納する模擬燃料集合体の製

作を完了し、東海再処理工場に

輸送し電力会社へ返還を行っ

た。 

ｂ）１／３炉心混合酸化物燃料信

頼性実証 

ＭＯＸ燃料試料（敦賀 1号機で

３サイクル燃焼した８×８型

ＭＯＸ燃料集合体）を用いて、

電子線微小分析、蛍光Ｘ線分析

を実施し、プルトニウムの特性

Ｘ線強度と濃度の較正直線を

作成し、プルトニウムスポット

部とそれ以外の領域のプルト

ニウム濃度、プルトニウムに対

するＦＰガス（キセノン）の特

性Ｘ線強度比を測定し、実機Ｂ

ＷＲ及びＰＷＲ・ＭＯＸ燃料に

おけるプルトニウムスポット

部からのＦＰガス放出挙動の

評価に資する測定評価技術整

備を完了した。 

 

②全ＭＯＸ炉心核設計手法信頼性実

証試験 

ａ）燃焼後ＭＯＸ燃料を炉心に装

荷する炉物理試験 

イ）ベルギーのベルゴニュークリ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

て評価（基-21） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）１／３炉心混合酸化物

燃料信頼性実証 

外部評価委員会におい

て評価（基-22） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 全ＭＯＸ炉心核設計手

法信頼性実証試験 

外部評価委員会におい

て評価（基-14） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

もに、将来の高燃焼度ＭＯⅩ炉

心の安全審査にあたって、保安

院が現行の安全設計・評価手法

を適用する妥当性を判断するた

めの技術データを提供するた

め、以下の試験及びデータ解析

を行う。 

燃焼後ＭＯⅩ燃料装荷炉心等

の炉物理試験及びそのデータ解

析 

炉物理試験用のＭＯⅩ燃料を

製作し、全ＭＯⅩ燃料炉心の炉

物理試験を実施する。 

９Ⅹ９型ウラン燃料の組成分

析データ解析等を行い、次期中

期計画期間に予定される燃焼後

ＭＯⅩ燃料データの解析手法を

確立する 

社等が主催する国際共同研究（Ｒ

ＥＢＵＳ計画）に参加することに

より炉物理試験等を継続する。 

 

ロ）中燃焼度ＭＯＸ燃料及び燃焼後

ウラン燃料試験については、最終

報告書を入手し、試験を完了す

る。また、高燃焼度ＭＯＸ燃料試

験について、試験バンドルを製作

し炉物理試験を開始する。 

 

 

 

 

ハ）入手したデータを用い、燃焼後

ウラン燃料を装荷した炉物理試

験データ等の解析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）全数ＭＯＸ燃料を装荷する炉物理

試験 

イ）フランスの原子力庁原子力開発

局との共同研究として、同国カダ

ラッシュ研究所の臨界試験装置

におけるＭＯＸ炉物理試験を継

続し、試験データを入手する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）９×９基準炉心の試験データの

解析を行う。 

 

 

ア社等が主催する国際共同研

究（ＲＥＢＵＳ計画）に参加す

ることにより炉物理試験等を

継続し試験データを入手した。

ロ）中燃焼度ＭＯＸ燃料及び燃焼

後ウラン燃料試験については、

組成分析を終了し試験データ

を入手し、試験を完了した。高

燃焼度ＭＯＸ燃料試験につい

ては、試験バンドルを製作し炉

物理試験を実施し、試験データ

を入手した。また、これらの入

手データの妥当性検討を行っ

た。 

ハ）燃焼後ウラン燃料を装荷した

炉物理試験データ等の解析に

ついては、炉心解析コードＳＲ

ＡＣによる燃焼解析進め、試験

バンドルを構成する２５本の

燃料棒の軸方向高さ３領域の

燃焼後の組成を求めた。この組

成を利用してＳＲＡＣ及びモ

ンテカルロコードＭＶＰを利

用して炉心解析を実施し、実効

増倍率、炉心出力分布等をもと

め測定データと比較評価した。

ｂ）全数ＭＯＸ燃料を装荷する炉

物理試験 

イ）フランスの原子力庁原子力開

発局との共同研究として、同国

カダラッシュ研究所の臨界試

験装置におけるＭＯＸ炉物理

試験を継続し、９Ｘ９基準炉

心、４０％ボイド、７０％ボイ

ド、炉心軸方向ボイド変化模擬

炉心、１０Ｘ１０燃料炉心の試

験を実施した。また、９Ｘ９基

準炉心の試験データの妥当性

検討を行うとともに試験報告

書を作成した。 

ロ）９Ｘ９基準炉心の試験データ

について、ＳＲＡＣ及びＭＶＰ

を利用して炉心解析を実施し、

実効増倍率、出力分布等を求め
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

ハ）ＭＯＸ炉心のドップラー反応度

を測定する炉物理試験の予備調

査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）１／３ＭＯＸ炉心燃焼後ＭＯＸ燃

料の核種組成等の解析の準備 

５サイクル燃焼後９×９ウラン

燃料の集合体燃焼解析と、燃焼後核

種組成の測定値との比較評価等を

行う。 

測定データと比較評価した。 

ハ）ＭＯＸ炉心のドップラー反応

度を測定する炉物理試験を原

子力研究開発機構の臨界試験

装置ＦＣＡを利用して実施す

るための予備調査として、試験

炉心の構成の検討及び炉心特

性、ドップラー反応度等の解析

を行った。また、プルトニウム

サンプルを利用するための調

査計画を策定した。 

ｃ）１／３ＭＯＸ炉心燃焼後ＭＯ

Ｘ燃料の核種組成等の解析の準

備 

ＳＲＡＣ及びモンテカルロ燃焼

計算コーﾄﾞＭＶＰ－ＢＵＲＮを

利用して、９Ｘ９ウラン燃料集

合体の燃焼解析を行い、５サイ

クル燃焼後９Ｘ９ウラン燃料の

ペレット燃焼度及び燃焼後ウラ

ン・プルトニウム同位体等の核

種組成の測定値との比較評価を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４)アクシデントマネジメント

知識ベース整備 

 アクシデントマネジメント策

の妥当性評価を行うために必要

な解析モデル、データベースの

構築等のため、放出放射性物質

の挙動等に関する試験、データ

の収集・整備を行い、原子炉施

設の防災対策の高度化を図る。 

(４)アクシデントマネジメント

（ＡＭ）知識ベース整備 

 

 

 

 

 

 

 

①ＳＡ発生防止、拡大防止につ

いては、国内代表的ＢＷＲ及び

ＰＷＲ（それぞれ５プラント）

の想定事故に対して、原子炉防

災対策上重要なパラメータ（原

子力災害対策特別措置法第１０

条、１５条事象の発生時期等）

についての整理を行い、データ

ベースシステムを構築する。 

停止時等の定格出力運転時以外

の事故を対象としたパラメータ

（４）アクシデントマネジメントの知識

ベース整備 

 

 

 

 

 

 

 

①データベースシステムの作成 

システム機能確認、登録済みデータ

内容確認及びシステム試運用を行い、

必要な改良を図る。また、ＡＭ策レビ

ューや環境への影響緩和（ソースター

ム他）に係る知識ベースの収集登録を

進める。 

 

 

 

 

（４）アクシデントマネジメントの知識

ベース整備 

原子炉施設の防災対策の高度化や安

全目標、性能目標、環境影響評価等に係

る以下の作業を実施するとともに、国の

ＡＭレビューに際して、分析及び判断の

技術的根拠となる知識ベースをデータ

ベースシステムへ登録した。 

 

①データベースシステムの作成 

国内外の停止時ＰＳＡ評価及び安全

確保対策について調査し、停止時のア

クシデントマネジメント整備の有効

性／必要性の検討を行った。 
更に、国内外の研究成果や最新の知

見を反映した解析モデルを用いたシ

ビアアクシデント事故進展解析結果

から原災法第１０条事象、１５条事象

などの主要事象の発生時期及び状態

量等を整理し、登録済みのシビアアク

  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

（４）アクシデントマネジ

メントの知識ベース整備 

 

 

 

 

 

 

 

①データベースシステムの

作成 

外部評価委員会におい

て評価（解-4,11） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

の整理、登録について着手する

 

 

 

 

 

 

②環境への影響緩和について

は、国内外の試験や解析等のデ

ータを取得する。また、データ

が不足している放射性物質挙動

及びデブリ（溶融炉心）冷却挙

動については、挙動を解明する

ための試験を実施しデータを取

得するとともに、実機評価に必

要な解析モデルの開発・改良を

行い、取得したデータ及び開

発・改良したモデルをデータベ

ースシステムに登録する。 

なお、試験は、国際共同プロ

ジェクト等にて実施することに

より、海外の設備や専門家のノ

ウはウを活用し、効率化を図る。

得られた成果は、得られたＡＭ

知識ベースは、新たに 設置さ

れる原子炉施設のＡＭレビュー

に際して、保安院が必要とする

技術的根拠となるデータとして

提供するとともに、ＡＭ策の妥

当性評価手法や原子炉施設の安

全目標への適合性確認のための

評価手法に反映する。 

さらに、国が実施する原子炉

施設の防災対策のために、早期

大量放出に関するＳＡやＡＭに

係るデータ等として提供する。

 

 

 

 

 

 

 

②環境への影響緩和に係る知識ベース

の整備 

ａ）放射性物質挙動に関する試験 

イ）蒸気発生器内エアロゾル挙動に

関する国際協力試験（ＡＲＴＩＳ

Ｔ計画）に参加し、引き続き分離

効果試験データを取得する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）ＡＲＴＩＳＴ模擬蒸気発生器伝

熱管束領域におけるエアロゾル

沈着モデル及びプールスクラビ

ングモデルを検討する。試験条件

及び試験結果を分析し、これらの

解析モデルの精度を検討する。 

 

 

 

 

 

ハ）前項ロ）のモデルを使用した実

炉スケール解析を実施し、事故条

件下におけるエアロゾル沈着及

びスクラビングによる捕集効果

を検討する。 

 

 

 

 

 

 

シデント発生・拡大防止に係るデータ

ベースの向上を図った。また、新たに

約１８０件の環境影響緩和に係る試

験研究成果等のデータの収集登録を

進め、データベースシステムの充実を

図った。 
 
②環境への影響緩和に係る知識ベー

スの整備 

ａ）放射性物質挙動に関する試験

イ）蒸気発生器内エアロゾル挙動

に関するポールシェラー研究

所主催の国際協力試験ＡＲＴＩ

ＳＴ計画に参加して、分離効果試

験データを取得した。また、蒸気

発生器伝熱管内、蒸気発生器伝熱

管束領域、気水分離器及び湿分分

離器等の蒸気発生器内各領域の

エアロゾル沈着特性を分析し、蒸

気発生器内で、著しいエアロゾ

ル捕集効果があることを確認

した。 

ロ）ＡＲＴＩＳＴ試験装置体系の

模擬蒸気発生器伝熱管束領域に

おけるエアロゾル沈着モデル及

びプールスクラビングモデルを

作成した。作成したモデルによる

エアロゾル捕集効率の解析値は、

試験結果を良好に再現し、顕著な

捕集効果があること、特に、蒸気

発生器２次側注水により百から

千のオーダーの著しい捕集効果

が得られることを確認した。 
ハ）前項ロ）のモデルを実炉スケ

ールの解析に適用し、種々のシ

ビアアクシデント事故条件下

における蒸気発生器内のエア

ロゾル捕集効果及び注水時の

スクラビングによる捕集効果

を定量的に把握した。また、伝

熱管破損側の蒸気発生器へ注

水する対策によって、大気中へ

放出される放射性物質の量を

オーダーで低減できることを

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②環境への影響緩和に係る

知識ベースの整備 

外部評価委員会において評

価（基-15、解-11） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

ニ）ＡＲＴＩＳＴ伝熱管束領域を対

象に、数値流体力学手法による３

次元エアロゾル挙動解析体系を

作成し、沈着効果を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ）仏国放射線防護・原子力安全研

究所（ＩＲＳＮ）とＥＵが主催す

るシビアアクシデント時のＦＰ

移行挙動に係る国際協力（ＰＨＥ

ＢＵＳ計画）の最終試験であるＢ

４Ｃ制御棒試験ＦＰＴ３（平成１

６年１１月終了）結果とこれまで

に改良整備したＭＥＬＣＯＲコ

ードとの比較検証解析を行い、整

備改良したモデルの確認及び解

析精度の向上を計る。 

ｂ）デブリ冷却挙動に関する試験 

イ） 格納容器内デブリ冷却挙動に

関する国際協力試験（ＯＥＣＤ

／ＭＣＣＩ計画）と圧力容器内

デブリ挙動に関する国際協力試

験（ＯＥＣＤ／ＭＡＳＣＡ計画

確認した。 
ニ）数値流体力学的手法を用い

て、蒸気発生器伝熱管破損事故

条件下の３次元流動挙動を

種々の乱流モデルにより解析

して、ＲＳＭモデルが試験結果

をよく再現することを明らか

にした。さらに、エアロゾル挙

動解析にラグラジアン系のラ

ンダムウォークモデルを適用

して、３次元速度場のエアロゾ

ルの挙動を解析した。これによ

り、器壁表面への著しいエアロ

ゾル沈着効果を確認した。これ

らの結果は、ＡＲＴＩＳＴの総

合試験計画立案に反映する。さ

らに、前項イ）、ロ）、ハ）及び

ニ）の検討結果をもとに、蒸気

発生器上部構造物表面でのエ

アロゾル沈着モデルを提案し、

国際標準モデルとして、今後Ａ

ＲＴＩＳＴプロジェクトの中

で検討することになった。これ

らの成果の一部を、ＡＲＴＩＳ

Ｔ計画会合（平成１７年６月）

及びＣＳＡＲＰ計画会合（平成

１７年９月）で報告した。 
ホ）バンドル出力や燃料の共晶溶

融温度を一部見直した後、ＭＥ

ＬＣＯＲコードを用いてＦＰ

Ｔ３試験の主に炉心溶融進展

挙動解析を実施した。その結

果、これまでにデータが得られ

ている炉心部の燃料温度や上

部プレナム部温度及び水素生

成量等の試験結果を再現でき、

コードの妥当性を確認できた。

 

ｂ）デブリ冷却挙動に関する試験 

イ）格納容器内デブリ冷却挙動に

関する国際協力試験（ＯＥＣＤ

／ＭＣＣＩ計画）と圧力容器内

デブリ挙動に関する国際協力

試験（ＯＥＣＤ／ＭＡＳＣＡ計
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

フェーズ II）に参加する。ＭＣ

ＣＩ計画については、クラスト

破損試験及び溶融物噴出試験の

データを、ＭＡＳＣＡ計画につ

いては溶融デブリプール成層化

に関する一部の試験データを継

続して入手する。 

ロ） ＭＣＣＩ計画に関しては、メル

ト噴出試験及び２次元侵食試験

データのＭＣＣＩ解析モデルへ

の反映及びクラスト破損試験デ

ータの分析並びに解析モデル検

討を引き続き行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ） 熱力学データベースを用いて

ＭＡＳＣＡ試験を解析する。ま

た、共晶点評価などによるデー

タの詳細化により熱力学データ

ベースの整備を進める。 

 

ニ） 圧力容器下部プレナム内デブ

リの圧力容器の冷却時における

逆成層化現象を考慮した解析モ

デルの改良をさらに行う。 

 

 

 

③ガス状ヨウ素基礎試験 

ａ）格納容器内プール水中にイオンと

して溶存しているヨウ素が放射線

の影響下で、ガス状ヨウ素として再

放出される効果を定量的に調べる

ための試験装置の改造と予備試験

を行う。 

 

画フェーズ II）はともに予定通

り進捗しており、所定の試験デ

ータを入手した。 

 

 

 

 

ロ）ＯＥＣＤ／ＭＣＣＩ計画に参

加して得られたメルト噴出及

び２次元侵食に関する知見を、

デブリ・コンクリート相互作用

２次元解析コードＣＯＣＯに

組み込み、これまでに入手して

いるデブリ冷却・コンクリート

侵食挙動に関する試験データ

を用いて検証した。ＭＣＣＩ計

画のクラスト破損試験データ

の評価に関しては、応力解析の

境界条件をより現実的な強制

変位にモデルを変更した結果、

破損応力が増加し、破損位置が

荷重領域近傍となることが明

らかとなった。 

ハ）コリウムの飽和酸化近辺の領

域のデータを詳細化し、コンク

リートデータとの整合性を向

上させた。また、ＭＡＳＣＡの

酸化試験解析によりデータベ

ースの妥当性を検証した。 

ニ）圧力容器内デブリ熱流動解析

に適した乱流モデルを選定す

るとともに、逆成層化を考慮で

きる実炉評価に適した圧力容

器熱負荷解析コードを開発し

た。 

 

③ガス状ヨウ素基礎試験 

ａ）格納容器内ガス状ヨウ素再放

出抑制試験に関する調査及び試

験計画を立案するとともに、Ｃ

ｏ-６０線源照射設備やヨウ素
分析装置等の改造に着手した。

また、既存設備によるヨウ素濃

度検出感度確認や試験条件設定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ガス状ヨウ素基礎試験 

外部評価委員会におい

て評価（基-16） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

ｂ）実炉の代表的シビアアクシデント

を対象に格納容器ソースターム評

価量を調査する。 

のための予備試験を行った。 
ｂ）産業界で使用しているシビア

アクシデント解析コードＭＡＡ

Ｐによる、アクシデントマネジ

メントの有無による格納容器ソ

ースターム低減量について調査

した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５)人間・組織の調査分析等調

査 

原子炉施設等におけるトラブル

事象等において、人間・組織面

の問題点等に関し調査、分析等

を行い、併せてこれらの対策に

係る評価手法の検討、作成を行

う。 

また、これらの活動に関する

情報の収集・提供を行う。 

(５)人間・組織の調査分析等調査

業務 

次に示す３項目の調査分析等

を実施し、人間・組織に係わる知

見を得るとともに国が対応すべ

き課題を明らかにし、検討した成

果を保安院に提供する。 

 

①トラブル事象等の人間・組織

の調査分析に基づく知見・教訓

の蓄積 

継続的に、国内のトラブル事

象等（ヒヤリハット事例、良好

事例、検査報告書内容等を含む）

から人間・組織面での知見､教訓

等を整理、蓄積し、課題を明ら

かにするとともに、その対策に

係わる評価手法を検討・作成す

る際の基礎データ､評価データ

として活用する。 

 

 

 

②原子力安全文化の組織内醸成

と定着化の基盤整備 

原子力安全文化が事業者の組

織の中に醸成し、定着を図るこ

とができているか確認できる

「安全文化の理解と評価のため

の手引き」を作成し、品質保証

システムの中で安全文化の有り

様を保安院がモニタリングする

際に役立てる。 

 

③中央制御室等の人間工学的評

価に関する規定の検討 

（５）人間・組織の調査分析等調査業務

 

 

 

 

 

 

 

①トラブル事象等の人間・組織の調査

分析に基づく知見・教訓の蓄積 

ａ）国内外の人的事例等を分析し、再

発防止対策、規制への反映事項及び

教訓を抽出し、データの蓄積を行う

とともに、重要な事例は教訓集に整

理を行う。 

ｂ）ヒューマンファクターの分析方法

について整理を行う。また、蓄積し

たヒューマンファクター事例と保

安規定等との関連の整理を行う。 

 

 

 

 

②人間・組織面の過誤データの整備 

人間･組織面の過誤データについて、

データ収集及び評価に関する要件を調

査、検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

③原子力安全文化の組織内醸成と定着

化の基盤整備 

（５）人間・組織の調査分析等調査業務

 

 

 

 

 

 

 

①トラブル事象等の人間・組織の調査

分析に基づく知見・教訓の蓄積 

ａ）国内外の人的事例等を分析し、

再発防止対策、規制への反映事

項及び教訓を抽出し、データの

蓄積を行った。また、重要な事

例は教訓集に整理した。 

ｂ）ヒューマンファクターの分析

方法について整理を行った。ま

た、蓄積したヒューマンファク

ター事例と保安規定等との関連

の整理を行った。 

ｃ）データベースの検索・表示・

印刷機能の拡充を行った。 

 
②人間・組織面の過誤データの整備 

データ収集及び評価に関する要件

について文献調査、海外調査等を行

い、検討した。データ収集および評

価に関するガイドライン（案）を作

成した。 

 

 

 

 

 

③原子力安全文化の組織内醸成と定着

化の基盤整備 

 Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）人間・組織の調査分

析等調査業務 

外部評価委員会におい

て評価（基-17） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

中央制御室は、設備環境・人間

環境等の諸因子を考慮した設計

が要求されることからこれを評

価するための判断材料を調査、

検討し、保安院が確認すべき項

目を整理の上、人間工学的評価

の規定案を作成、提供する。 

また、最近のトラブル事象等

が起動／停止時及び停止中に発

生していることに鑑み、中央制

御室のシステム設計の観点から

システムの運用管理について、

国内外の最新技術の知見を調

査、検討し、人間工学的評価に

関する規定案へ反映する。 

ａ）事業者を評価するための手引き原

案に基づき、保安活動等で確認でき

る仕組みを検討し、手順書を作成す

る。 

ｂ）安全文化に係る評価項目・評価方

法等について知見を整理、検討し、

ＯＥＣＤ／ＮＥＡ ＳＥＧＨＯＦの

活動に参画する。 

ｃ）技術的能力の確認に必要な事項に

ついて品質マネジメント要件等と

比較評価し、技術能力の確認要件の

絞込み等の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

④中央制御室等の人間工学的評価に関

する規定の検討 

ａ）前年度までに作成した規定案の原

案を用いて、既存の中央制御盤につ

いて監視、操作性の観点から検討を

行い、実用性の評価を行う。 

 

 

 

ｂ）中央制御室のシステム運用管理の

規定案等に反映すべき要件に関し、

最新知見に基づき評価すべき項目

等の検討を行い、規定案の原案を作

成する。 

ｃ）前年度までに作成した審査向け規

定案の原案を基に、使用前検査等の

ために必要な内容の調査・検討を行

い、検査における着眼点、留意点の

抽出、整理を行う。 

 

 

 

 

 

ａ）安全文化・組織風土について

保安活動で確認する仕組みを検

討し、手順書を作成し、組織風

土については実運用に供した。

ｂ）安全文化の日常的な評価、確

認のため「安全文化の理解と評

価のための手引き」を作成した。

 

ｃ）海外規制機関の動向調査する

ともに、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ ＳＥ

ＧＨＯＦの活動に参画した。 

 

ｄ）技術的能力の確認に必要な事

項について品質マネジメント要

件等と比較評価し、技術能力の

確認要件の絞込み等の検討を行

った。 

 

④中央制御室等の人間工学的評価に

関する規定の検討 

ａ)性能規定化において、省令６２

号第２４条の二原子炉制御室等

の技術基準が改訂され、誤操作

防止に対する要求事項として、

前年度までに作成した審査向け

規定案を活用し、規制に反映し

た。 

ｂ）中央制御室のシステム運用管

理規定案に記載すべき要件を検

討し、規定（案）のドラフト版

を作成した。 

 

ｃ）これまでに作成した審査向け

規定原案から中央制御室の誤操

作防止に対する検査について、

着眼点、留意点を抽出、整理し

た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｄ２．安全確保に関する調査、

試験及び研究（電源利用勘定業

務） 

Ｄ２．安全確保に関する調査、試

験及び研究（電源利用勘定業務） 
Ｄ２．安全確保に関する調査、試験及び

研究（電源利用勘定業務） 
Ｄ２．安全確保に関する調査、試験及び

研究（電源利用勘定業務） Ａ 
 利 用 

（Ａ） 

Ｄ２Ａ．原子炉施設等の基準・

指針等の整備のための調査、試

験及び研究 

Ｄ２Ａ．原子炉施設等の基準・指

針等の整備のための調査、試験及

び研究 

Ｄ２Ａ．原子炉施設等の基準・指針等の

整備のための調査、試験及び研究 
Ｄ２Ａ．原子炉施設等の基準・指針等の

整備のための調査、試験及び研究 
   

(１)高燃焼度燃料の安全裕度に

関する調査及び試験 

高燃焼度燃料の安全評価手法

の高度化を図るため、照射に伴

う被覆管脆化等のメカニズムを

解明し、その損傷評価により安

全裕度を明らかにする。 

(１)高燃焼度燃料の安全裕度に

関する調査及び試験 

機構は、燃料被覆管の照射脆

化・水素脆化に関して、温度・応

力等の条件を変えた試験による

水素の影響等の詳細観察及び破

損の再現試験を行い、現象論的な

知見を系統的に収集する。 

また､これに並行して計算科学

により被覆管内の水素原子のふ

るまいや中性子照射による結晶

構造の変化のような微視的なプ

ロセスを解明することにより破

損メカニズムを明らかにする。 

その上で、燃料安全評価に係る

基準及び評価手法を、水素脆化が

顕著となる高燃焼度燃料被覆管

にも適用できるように、燃料破損

しきい値の定量的な評価指標案

を提示し、その技術的根拠となる

データを提供する。 

また、これらデータを、次期の

高燃焼度燃料の安全審査時に、燃

料の安全評価の技術的判断根拠

として提供する。 

（１）高燃焼度燃料の安全裕度に関する

調査及び試験 

①最新知見の収集・整理 

高燃焼度燃料の安全裕度等許認可の

規格･基準及び安全評価の方法につい

て国内外の最新の知見を収集整理す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高燃焼度燃料の安全裕度に関する

調査及び試験 

①最新知見の収集・整理 

米国、欧州、韓国を対象に高燃焼

度燃料の許認可の制度、規格･基準等

について調査・整理し、プラントタ

スクの中に型式認定ＷＧを設けて、

国内の現状の許認可制度との比較、

課題を分析し、ＮＩＳＡ、原安委及

び事業者等の関係機関の意見も考慮

して、安全確保の実効性を高めるた

めの一次及び二次を含めた安全審査

の制度改善(燃料の型式認定及び解

析コードの認証制度)の提言をまと

めた。提言については、学識経験者

からなる「ご意見を聞く会」を設置

して、意見を伺った。 

また、燃料の破損・不具合事例に

ついて過去１０年間の国内外の知見

を収集整理した。国内では、海外の

ような大規模な燃料破損はないが、

海外ではクラッド付着等に起因する

腐食加速による大規模な燃料破損が

発生している。これは、燃料の高燃

焼度化に直接関連するものではない

が、長期サイクル運転や増出力等に

よる燃料の使用条件の変化等が複雑

に組み合わさって起こった可能性が

あり、我国においても今後の高富化

度運転に向けて留意する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高燃焼度燃料の安全

裕度に関する調査及び試験

①最新知見の収集・整理 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

海外の許認可制度等の

調査及び燃料の破損・不具

合事例の調査は、請負先か

ら数回にわたる中間的な

報告を受けその都度コメ

ントをつけ調査内容の充

実を図る等効果的、効率的

な進捗管理を行った。 

また、新たな許認可制度

の提言の検討は、型式認定

ＷＧを設けて、効率よく進

捗管理を行った。 

２）情勢変化対応 

現状の許認可制度の課

題を抽出するために関係

機関等の意見も考慮した。 

３）運営効率化 

海外の規制制度の調査

及び燃料の破損・不具合事

例の調査は外部の専門機

関を活用した。また、新た

な許認可制度の提言を検

討するＷＧメンバーには

解析評価部の担当者を加

えて効率的運用を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

海外の許認可制度等の

調査及び燃料の破損・不具

合事例の調査は、目標を達

成して調査を完了した。特

に海外の燃料の破損・不具

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○時宜にかなったテーマ

を選定し、着実な成果

を挙げていることは評

価できる 
○国の規制行政を支える

ための支援作業などが

適正に行われている。 
○現在実施されている試

験研究はいずれも非常

に重要なものであり、

成果もあがっていると

評価する。一部の研究

は規格・基準に反映さ

れる段階にまできてお

り、目標を達成しつつ

ある。その意味で高い

評価を与えるべきであ

ることは間違いない。

ただ試験研究には時間

が掛かるため、実施中

の課題の多くは何年も

前に立案されたもので

ある。現在一部策定さ

れたロードマップを今

後の試験研究の実施に

どう生かしていくの

か、必ずしも明確でな

い。ロードマップの策

定を一層進めるととも

に、それと結びつけた

形で試験研究が実施さ

れていることをもっと

見やすくすべきであ

る。 
○調査・試験および研究

業務について、外部評

価委員会による技術評

価も踏まえ、機構にお

ける経営管理上の実績

は高く評価できる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合事例は、今後の我国の軽

水炉の高負荷運転にあた

って留意すべき事項を明

らかにした。 

安全審査の制度改善(燃

料の型式認定及び解析コ

ードの認証制度)の提言に

ついては、「ご意見を聞く

会」で、提言は大変重要な

内容を含んでおり、時宜を

得たものである、腰をすえ

て取り組むべきとの高い

評価を得た。 

２）安全確保 

新たな許認可制度の提

言は、燃料及び安全解析コ

ードに関する安全確保の

実効性を高めることが狙

いであり、安全確保に直接

つながるものである。ま

た、高負荷運転が行われて

いる海外の燃料の破損・不

具合事例の分析は、今後の

我国での燃料の安全確保

につながるものである。 

３）規制高度化 

トピカルレポート制度

を適用する燃料の型式認

定及び解析コードの認証

の提言は、今後の安全規制

の制度の高度化に資する

ものである。また、海外で

の燃料の破損・不具合事例

は、今後の高負荷運転時の

燃料の安全規制上の着目

事項となる。 

４）緊急時対応 

該当せず。 

 

３．総合評価：Ａ 

従来から潜在的な課題と

なっていた許認可制度の改

善に向けて、専門技術者集

団である JNES の活用を含
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

②試験 

ａ）ＢＷＲ高燃焼度燃料被覆管につい

て、試験体等の準備を完了させ、酸

化膜の電気化学測定、水素化物の溶

解析出の測定等を行い、被覆管内の

水素／水素化物挙動等の検討を行

う。 

 

 

 

ｂ）ＰＷＲ高燃焼度燃料被覆管につい

て、機械特性試験用の試験体を製作

し、強度延性の温度依存性を検討す

るためリング引張試験等の機械特

性試験に着手する。また、機械試験

供試体の水素化物等の詳細観察と

クラックの発生・進展条件の検討に

着手する。 

 

 

③解析・評価 

ａ）燃料被覆管の照射損傷蓄積につい

て点欠陥等の衝突反応モデルを検

討し、照射損傷形成のシミュレーシ

ョンの試計算を実施する。 

 

ｂ）ジルコニウム－水素二元系の原子

レベルシミュレーションの入力デ

ータを整備し、単原子水素の拡散及

び点欠陥クラスターとの相互作用

の試計算を開始する。 

ｃ）温度勾配下、応力負荷時の被覆管

内の水素、水素化物の分布、応力分

布を解析する。 

 

 

 

 

②試験 

ａ）ＢＷＲ高燃焼度燃料被覆管に

ついて、酸化膜の微細組織観察、

電気化学測定、水素化物の溶解

析出挙動試験等を実施し、被覆

管の水素吸収／水素化物析出挙

動等を検討した。また、高燃焼

度被覆管の機械特性試験を実施

し、被覆管の延性、き裂発生条

件等を検討した。 

ｂ)ＰＷＲ高燃焼度燃料被覆管の

機械特性試験及び試験後の水素

化物等の詳細観察に関する試験

実施要領書を作成し、試験片製

作及び試験片の特性把握のため

の被覆管水素分析を開始した。

また、照射欠陥の回復を調べる

ため分析装置の機能調整を開始

した。 

 

③解析・評価 

ａ）燃料被覆管の照射損傷蓄積に

ついて点欠陥等の衝突反応モデ

ルを策定し、照射損傷形成のシ

ミュレーション試計算を実施し

た。 

ｂ）分子動力学解析によりジルコ

ニウム－水素二元系の原子レベ

ルシミュレーションの基礎入力

データを整備し、試計算を開始

した。 

ｃ）被覆管の破壊力学によるき裂

進展解析のために、温度勾配、

応力負荷時の被覆管内水素分布

と応力分布解析のモデル化に着

手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

めて、公正・中立的な立場

から、新たな制度に向けた

提言をまとめた。 

 

②試験 

外部評価委員会におい

て評価（基-23） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③解析･評価 

外部評価委員会におい

て評価（基-23） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

(２)核燃料加工施設等の安全性

に関する調査及び試験 

核燃料加工施設等が保持すべ

き核燃料物質等の閉じ込め性能

等に関する技術基準の作成、改

良に必要なデータ等を取得する

ため、ＭＯⅩ粉末の挙動等に関 

関する調査、試験研究を行う。 

(２)核燃料加工施設等の安全性

に関する調査及び試験 

落下、火災、爆発,臨界等の事

故を対象に、事故時のグローブボ

ックス（ＧＢ）内におけるＭＯⅩ

粉末の粉塵化挙動、浮遊挙動等に

係る文献等調査、解析モデル・解

解析コードの調査及び解析コー

ドによる解析を行い、発生源とし

てのＭＯⅩ粉末の粉塵化等の挙

動に係る技術的知見・データを整

備する。 

また、ＧＢの閉じ込め性能等に

関する技術基準の作成に役立て

るために、閉じ込め性能を定量的

に確認する手法についての調査

検討、試験用ＧＢを設計製作して

各手法についての試験を行い、結

果を纏める。 

さらに、ＧＢ火災時の閉じ込め

性能を確保するＧＢ管理条件の

実験的導出を行うために、ＧＢ内

負圧、換気回数等をパラメータと

した解析を行うとともに、製作し

たＧＢを用いた火災時、消火時の

圧力変動試験の計画を作成する。

 

（２）核燃料加工施設等の安全性に関す

る調査及び試験 

 

 

①グローブボックス（ＧＢ）の地震時

閉じ込め性能の評価試験及び供用期

間中の閉じ込め性能の定量的確認方

法に係る比較試験を行うための供試

体及び必要な試験設備を製作すると

ともに、その試験計画を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地震時試験におけるＧＢ挙動解析

を行う。 

 

 

 

③ＧＢ火災試験に対して、部材燃焼、

フィルター目詰まり評価の為の要素

試験設備を製作する。また、ＧＢ内火

災に係る解析を実施する。 

（２）核燃料加工施設等の安全性に関す

る調査及び試験 

 

 

①-1 ＧＢの地震時閉じ込め性能の評

価試験及び閉じ込め性能の定量的確認

方法に係る比較試験を行うための供試

体及び必要な測定センサー等計装設備

を含む試験設備を製作した。 

①-2 ＧＢ地震時の閉じ込め性能評価

試験について予備的解析を踏まえて、

ＧＢの動的、静的試験およびパネル要

素試験の試験項目と試験用要領、試験

スケジュールを作成した。また閉じ込

め性能の定量的確認方法試験について

も装置の予備的機能試験を行いその結

果を反映させて試験計画を作成した。

 

②地震時のＧＢ挙動解析について、六

ヶ所サイトを想定した地震力で、試験

計画を作成に反映する予備解析を実施

した。 

 

③ＧＢ火災試験に対して、ＧＢ構成材

料の燃焼特性データ取得のための火災

ソースターム試験設備の製作を行うと

ともに、一部材料に係わる燃焼試験を

実施して、その機能を確認した。また、

ＧＢ火災評価のためのゾーンモデルコ

ード、フィールドモデルコードについ

て、データの入力、消火ガス評価機能

等の改良機能について整備を行い、試

解析を行った。 

 

Ａ 

 

 

 

（２）核燃料加工施設等の

安全性に関する調査及び試

験 

外部評価委員会におい

て評価（基-24） 

  

 

 

 

 

(３)使用済燃料中間貯蔵施設の

安全性、信頼性に関する調査及

び試験 

使用済燃料中間貯蔵施設に供

される乾式キャスク等につい

て、貯蔵中及び貯蔵後輸送の健

全性、安全性に係る審査基準等

の整備のために必要なデータ等

を収集するため、密閉性等に関

する調査、試験、解析・評価を

(３)使用済燃料中間貯蔵施設の

安全性、信頼性に関する調査及び

試験 

 

①乾式キャスク等に関する調査

及び試験 

ａ）金属キャスク貯蔵技術 

実機条件下での長期貯蔵に

伴う金属ガスケット、中性子遮

へい体等の経年劣化の評価手

（３）使用済燃料中間貯蔵施設の安全性、

信頼性に関する調査及び試験 

①乾式キャスク等に関する調査及び試

験 

平成１５年度で事業終了 

 

 

 

（３）使用済燃料中間貯蔵施設の安全

性、信頼性に関する調査及び試験 

 

 

①乾式キャスク等に関する調査及び

試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

（３）使用済燃料中間貯蔵

施設の安全性、信頼性に関

する調査及び試験 

 

①乾式キャスク等に関する

調査及び試験 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

行うとともに、基準、指針等の

整備業務に係る支援を行う。 

法を確立し、保安院の行う事業

認可の審査における評価のた

めに提供する。 

また、長期貯蔵中の取扱い事

故等における金属キャスクの

挙動を明らかにするため、加速

劣化を付与した確認試験を実

施し、長期貯蔵に伴う金属キャ

スクシステムの健全性評価手

法を確立し、保安院の行う事業

認可の審査における評価のた

めに提供する。 

 

ｂ）内部収納物健全性評価手法

等 

機構は、使用済燃料の貯蔵に

関する国内外の先行事例や発

電所内での実績データ等の調

査を行い、貯蔵期間中の圧力監

視、温度計測、放射線計測、地

震時の加速度計測等の各デー

タに基づいて使用済燃料収納

容器内部の健全性を評価する

手法について検討し、長期貯蔵

後の輸送に先立って実施され

る発送前検査について、容器を

開放せずに、実証的データに基

づいて内部収納物の健全性を

確認する合理的な検査方法へ

の対応策を検討する。 

 

ｃ）貯蔵設備長期健全性等 

イ）金属キャスク方式 

長期貯蔵に伴う密封健全性

の裏付けデータを得るため、

金属ガスケットに関する実規

模大の長期密封性能試験が行

われている。 

機構は、これを継続実施し、

保安院の安全性判断のための

データとして提供する。また、

地震時の金属キャスク内部収

納物同士の衝突挙動を明らか

にして、内部収納物の健全性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年度で事業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）安全規制のための基準の整備等 

イ）貯蔵設備長期健全性等 

ⅰ）金属ガスケットの長期密封性

に関する特性データ等を収集・

整備する。また、地震時のキャ

スクの内部収納物同士の各衝突

挙動を確認するための振動試験

結果を踏まえ、中間貯蔵に関す

る安全性への地震の影響につい

て検討する。さらに、緩衝体が

装着されていないキャスク落下

試験結果を踏まえ、事故時の安

全性への影響について検討す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）安全規制のための基準の整備等

イ）貯蔵設備長期健全性等 

ⅰ）金属ガスケットの長期密封

性に関する特性データ等を収

集・整備した。 

また、地震時のキャスクの

内部収納物同士の各衝突挙動

を確認するための振動試験結

果を踏まえ、中間貯蔵に関す

る安全性への地震の影響につ

いて検討しまとめた。さらに、

緩衝体が装着されていないキ

ャスク落下試験結果を踏ま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）安全規制のための基準

の整備等 

外部評価委員会におい

て評価（基-25） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

評価用データとして、保安院

の行う事業認可の審査におけ

る評価のために提供する。 

ロ）コンクリート方式 

コンクリート方式で用いら

れる比較的薄肉の金属性容器

であるキャニスタを対象に、

長期間の貯蔵に伴うキャニス

タ材料の溶接部等の腐食や応

力腐食割れに係るデータを取

得し、長期健全性の評価用デ

ータとして、保安院における

事業認可の審査のために提供

する。また、地震時のコンク

リート構造物とキャニスタ及

びキャニスタの内部収納物同

士の各衝突挙動を明らかに

し、健全性評価用データとし

て保安院が行う事業認可の審

査用に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

ⅱ）コンクリート方式で用いられ

る比較的薄肉の金属性容器で

あるキャニスタを対象に実施

されている、キャニスタ材の耐

食性及びＳＣＣ等に関する特

性データ等を収集・整備する。

また、地震時の貯蔵容器とキャ

ニスタ及びキャニスタの内部

収納物同士の各衝突挙動を確

認するための振動試験結果を

踏まえ、中間貯蔵に関する安全

性への地震の影響について検

討する。 

ⅲ）以上の収集・整備、検討及び

国内外の最新知見を踏まえ、中

間貯蔵施設の安全性に係る規

格基準等の整備及び見直しに

係る支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

ロ）安全規制のための基準の整備等

中間貯蔵施設の安全規制支援

のために、国外の安全規制動向・

関連する技術データ等について

最新情報等の調査・収集・評価等

を実施する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

え、事故時の安全性への影響

について検討した。 

 

ⅱ)コンクリート方式で用いら

れる比較的薄肉の金属性容器

であるキャニスタを対象に実

施されている、キャニスタ材

の耐食性及びＳＣＣ等に関す

る特性データ等を収集・整備

した。また、地震時の貯蔵容

器とキャニスタ及びキャニス

タの内部収納物同士の各衝突

挙動を確認するための振動試

験結果を踏まえ、中間貯蔵に

関する安全性への地震の影響

について検討した。 

ⅲ）以上の収集・整備、検討し

た知見及び国内外の最新知見

を中間貯蔵施設のデータベー

スに追加・整理した。また、

これらの知見を踏まえ、規格

基準等の整備及び見直しに係

る支援に資するため、中間貯

蔵施設の安全性に係る技術要

件、技術基準と民間規格の対

応を整理し、課題等を抽出・

整理した。 

ロ）安全規制のための基準の整備

等 

中間貯蔵施設の安全規制支援

のために、国外の安全規制動

向・関連する技術データ等につ

いて最新情報等の調査・収集・

評価等を実施した。 
ｂ）使用済燃料中間貯蔵に関する

セミナーの開催 
使用済燃料中間貯蔵に関する

規制支援研究の現在までに得

られたに成果について、セミナ

ーを開催した。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果 

（Ａ）

 

総 合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）使用済燃料中間貯蔵に

関するセミナーの開催 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

セミナーの準備、運営に

関する業務の一部は外注

し、外注業者との定期的な

打合せにて管理した。ま

た、発表内容については国

内研究機関及び学会等と
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適宜連絡をとりつつ実施

した。 

２）情勢変化対応 

本セミナーは当初は予

定されていなかったが、青

森県知事の同意を受け、事

業開始に向けて実質的に

進みだした時期を捉え、規

制支援研究成果全体を広

く公表したものである。 

３）運営効率化 

セミナーの準備、運営に

ついては、業務の一部を専

門業者に発注することに

より、効率的に運営され

た。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

セミナーでは、ＪＮＥＳ

のみならず、電中研の成

果、学会標準委員会の活動

等、規制支援研究全体を広

く公表した。また、セミナ

ーは約１３０名の参加者

がり、参加者のアンケート

結果でもセミナーの有効

性に関する意見が支配的

であった。 

２）安全確保 

該当なし。 

３）規制高度化 

事業開始が具体的に進

展し始めた時期を的確に

捉え、規制機関として実施

している安全研究を一堂

に会し、公表することによ

り、国民に対して透明性あ

る情報の伝達ができ、規制

の高度化に大きく貢献し

た。 

４）緊急時対応 

該当無し。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②施設の耐震性に関する調査及

び試験 

地盤物性取得試験結果を基に

砂れき地盤等の地盤物性データ

ベースを作成する。また、砂れ

き地盤等における地震動の観測

記録を収集・分析した結果に基

づき、大地震時における非線形

性も考慮した設計用地震動の評

価法を作成する。 

さらに、杭基礎地盤模型の振動

試験結果を踏まえて、大地震時

における地盤・杭の非線形応答

を考慮した基礎地盤安定性評価

手法を作成する。 

これらの成果を中間貯蔵施設

の安全審査における評価のため

に提供する。 

 

③燃料に関する調査及び試験 

５５ＧＷＤ/Ｔまでの高燃焼

度使用済燃料を対象にクリープ

試験を行い、適用範囲を広げた

クリープ予測式を策定し、併せ

てこれを構造強度解析コードの

改良整備に提供する。 

また、我が国の中間貯蔵施設

の安全審査に備えて高燃焼度使

用済燃料被覆管等のホットセル

での長時間加熱試験等を行い、

被覆管の水素析出特性や被覆管

の強度劣化状態を含む高燃焼度

燃料の中間貯蔵時の挙動に関す

るデータを取得し、５５ＧＷＤ/

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成１５年度で事業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②燃料に関する調査及び試験 

ａ）調査 

各国の中間貯蔵施設における燃

料の貯蔵に係る基準・規制及び関連

する試験研究について継続的に調

査し、それらを現行の規制行政へ反

映させるための検討・整理を行う。

 

 

 

 

 

ｂ）使用済燃料被覆管クリープ試験 

５５ＧＷｄ／ｔまでの使用済燃

料を対象としたクリープ試験を行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②燃料に関する調査及び試験 

ａ）調査 

ＩＡＥＡ主催ＳＰＡＲ-Ⅱ会議

に出席し、各国の中間貯蔵に関

する実績及び研究に関する情報

を収集した。また、米国の状況

に関し、ＮＲＣと情報交換を実

施した。ドイツの規制状況につ

いても情報収集をした。以上の

結果について、現行の規制行政

へ反映させるための検討・整理

を実施した。 

ｂ）使用済燃料被覆管クリープ試

験 

５５ＧＷｄ/ｔ型使用済燃料被

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

３．総合評価：Ａ 

地元了解が得られ、事業

開始が具体的に進展し始め

た時期にタイムリーに、か

つ、他機関で実施している

安全研究も含め、中間貯蔵

に関する安全研究を一堂に

会したセミナーを開催し、

多くの参加者に規制の状況

を公表できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②燃料に関する調査及び試

験 

外部評価委員会におい

て評価（基-26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

203 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｔまでの高燃焼度燃料の中間貯

蔵の審査指針・技術基準案を検

討する。 

うための試験体の製作等を行うと

ともに、クリープ試験を開始する。

 

 

ｃ）水素化物配向影響確認試験 

イ）長期貯蔵時の温度・応力条件

等を考慮した水素化物配向特性

や被覆管劣化状態を把握する試

験を行う。 

 

 

 

ロ）貯蔵時の使用済燃料の健全性

を確保するための技術基準の検

討に着手する。 

 

ハ）使用済燃料貯蔵容器の落下事

故時の燃料棒のふるまいを把握

する試験のための事前検討等を

行う。 

覆管のクリープ試験を行うため

の試験体の製作等を行うととも

に、クリープ試験を開始し、外

径変化データを取得した。 

ｃ）水素化物配向影響確認試験 

イ）５０ＧＷｄ／ｔまでの使用済

燃料被覆管を対象に、水素化物

配向特性試験、機械特性評価試

験、及び照射硬化回復試験を実

施し、貯蔵時の温度・応力条件

下での被覆管劣化状態に関す

るデータを取得、整理した。 

ロ）上記イ）で取得したデータを

基に、貯蔵時の使用済燃料の健

全性を確保するための技術基

準の検討に着手した。 

ハ）使用済燃料貯蔵容器の落下事

故時の燃料棒のふるまいを把

握するために、ひずみ速度が大

きい条件で機械特性を評価す

る試験の内容を検討し、同試験

の試験要領を策定した。 

 

(４)廃止措置の安全性に関する

調査 

廃止措置を安全に実施するた

めに、解体工事による周辺環境

への影響についての調査を実施

するとともに、廃止措置に伴い

発生する諸課題及びその対策等

について検討を行い、廃止措置

に係る安全性の評価手法を構築

する。 

(４)廃止措置の安全性に関する

調査 

①解体工事による周辺環境への

影響に係る調査 

廃止措置工事の本格化への備

えとして、解体工事が環境へ及

ぼす影響を評価するための情報

を「環境影響評価はンドブック」

としてまとめるため、実用発電

用原子炉施設を想定した模擬試

験体を用いた試験を行い、コン

クリート構造物については制御

爆破工法等、金属構造物につい

てはガス切断工法及びレーザ切

断工法を対象に、解体時に発生

する粒子状放射性物質（粉じん）

の拡散に係る、安全性の評価を

行う上で必要となる移行挙動デ

ータ等が取得されている。 

機構は、これらの結果を受け、

金属構造物のプラズマ切断工法

（４）廃止措置の安全性に関する調査 

①ふげん発電所の解体工事による周辺

環境への影響に係る調査 

ふげん発電所の廃止措置実施にとも

なう安全上の留意事項等について検討

する。特にカランドリア管について安

全性の評価上必要となるデータの採取

試験を行い、粉じんに対する適用性の

評価等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）廃止措置の安全性に関する調査 

 

①ふげん発電所の解体工事による周

辺環境への影響に係る調査 

原子力機構の改良型コードを使用し

て、海洋拡散モデルを考慮した場合の

残量トリチウム放出による、解体工事

時の公衆被ばく線量を評価した。ふげ

ん発電所の場合には海洋拡散効果を適

切に考慮することが重要であり、今後、

この効果の検証方法を検討する。 

照射済カランドリア管(ジルコニウ

ム合金)の代替試料として、使用済燃料

被覆管を用いてプラズマ溶融すること

で、切断時に発生する粉じん中へのＳ

ｂ-１２５の移行挙動を評価した結果、

当初の予想通りＳｎ同様に全量粉じん

中へ移行し、濃縮することが判明した。

今後、切断時に発生すると考えられる

Ｓｂ－１２５より低沸点物質であるコ

バルトカルボニル等のガス成分の切断

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）廃止措置の安全性に

関する調査 

①ふげん発電所の解体工事

による周辺環境への影響に

係る調査 

外部評価委員会におい

て評価（基-27） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

に係る同様の移行挙動データ等

を追加取得するとともに、安全

性の評価におけるデータベース

として整備する。 

また、研究開発段階の原子炉施

設「ふげん発電所」の廃止措置

工事を対象として、原子炉構造

や仕様等に係る実用発電用原子

炉施設との違いやその特徴を踏

まえた周辺環境への影響に係る

検討がなされ、廃止措置の各工

程での放射性物質の拡散につい

て要因毎に留意事項が既に摘出

されている。 

機構は、この結果を受けて、

必要となるデータ等の取得計画

を策定し、放射性物質の拡散に

係る安全性の評価を行う上で必

要となるデータ等の取得を行

い、安全性の評価におけるデー

タベースとして整備する。 

 

②廃止措置に伴う諸課題及びそ

の対策等に係る検討 

廃止措置に伴って大量に発生

する解体廃棄物の分別・管理を

行う際に確保すべき安全事項の

審査に資するため、解体廃棄物

に関する海外の最新状況及び国

内の取組状況を調査し、測定単

位、測定時期等の測定方法及び

管理する単位や定期的測定の有

無等の分別・管理の確保すべき

安全事項について調査・検討を

行う。 

また、廃止措置に係る認可、

確認のために必要な技術基準、

審査基準等の整備のため、国内

外の基準やリスクレベルに応じ

た運用実績等について調査、検

討を行い、その成果を保安院へ

提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②廃止措置に伴う諸課題及びその対策

等に係る検討 

ａ）国内外の解体廃棄物管理に係る分

別・管理・測定の事例整理の結果を

踏まえ、解体廃棄物管理のあり方に

ついて具体化する。また、廃止措置

計画書及び保安規定における安全

確保上の重要事項等について整理

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）廃止措置の技術基準等に係る調査

を行い、技術基準整備に参考となる

項目等について整備する。 

 

時の熱影響部を含めた性状測定を実施

する。（ホット試験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②廃止措置に伴う諸課題及びその対

策等に係る検討 

ａ）国内外の廃止措置時の解体廃

棄物管理の事例を具体的に整理

し、廃棄物管理に関する基準類

を調査するとともに、解体廃棄

物管理に係る動向を調査抽出・

整理した。この中で、安全上重

要な項目に対して、規制当局に

よる規制関与の方法について、

基本的方策とチェックの実施要

領について検討整理を行った。

これらの成果については、廃

止措置計画の認可の基準に考え

方に反映され、今後は解体実施

時の運用における保安規定の審

査等に具体的に反映される予定

である。 

ｂ）過去の解体届の事例を調査し、

ＩＡＥＡの国際基準、設備の許

認可に係る要件、定期検査のあ

り方等について検討を実施し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②廃止措置に伴う諸課題及

びその対策等に係る検討 

ａ） 
外部評価委員会におい

て評価（基-28） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ＩＡＥＡの国際基準、

設備の許認可に係る要件、

定期検査のあり方等の検討 

１．マネジメント：Ａ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 た。その成果は、廃止措置に関

する省令等に反映された。 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）進ちょく管理 

適宜、国との打合せを行

い、国の規制ニーズを明確

にしつつ遂行した。 

２）情勢変化対応 

廃止措置に関する炉規

法改正のための検討は平

成１６年秋頃から、原子力

安全委員会と廃止措置安

全小委員会でほぼ同時期

に開始された。改正炉規法

は平成１７年５月に公布

され、廃止措置に関する大

きな変更点は届出制から

認可制に変わることで、審

査基準の整備や運転段階

から廃止措置段階へ移行

することによる諸基準の

見直し等が急務となった。

そのため、国の技術基準整

備を支援するために本事

業を実施することとした。

なお、事業遂行において

は、国の政省令制定のスケ

ジュールを踏まえて本事

業を適切に実施した。 

３）運営効率化 

定期検査等に係るＪＮ

ＥＳ内や事業者の情報を

収集し、主に内作作業にて

タイムリーな対応を行っ

た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

政省令整備に必要な情

報を国に提供し、省令改正

に貢献した。 

２）安全確保 

廃止措置における安全

確保の観点から、維持すべ

き設備の考え方、保安検査

の回数等について検討し

た。 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

206 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）規制高度化 

今回の廃止措置の制度

改正は安全性を確保しつ

つ、廃止措置の進捗に伴い

変化する安全確保の重要

性の程度に応じた規制を

行うものである。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

過去の解体届の事例の

調査、ＩＡＥＡの国際基準

の調査、定期検査のあり方

や設備の許認可に係る要件

の検討等を実施し、廃止措

置制度に係る省令改正等に

反映した。また、日本原子

力学会、標準委員会の廃止

措置分科会等に委員として

参画し、廃止措置計画書の

民間基準の制定に寄与し

た。 

 

（５）クリアランスレベルの確

認手法等に関する調査 

クリアランス制度の信頼性、

効率性の一層の向上を図るた

め、クリアランスレベルの測定

が正確にできていることを確認

するための手法等に関する調査

を実施するとともに、クリアラ

ンスレベル以下であることが確

認された物に疑義が生じた場合

などにおける対応策等について

検討を行う。 

（５）クリアランスレベルの確認

手法等に関する調査 

クリアランスレベルの測定が

正確にできていることを確認す

るため、事業者におけるクリア

ランス確認手法等を検証すると

ともに、汚染や放射化等により

クリアランス確認対象資材中に

含まれる放射性物質の核種、濃

度等を抜取等により正確に測定

評価する手法を調査する。 

また、クリアランスレベル以下

であることを確認された物に不

法に放射性物質が混入する等に

よる疑義が生じた場合などの事

業者及び規制側における対応の

ため、環境放射線の測定法や必要

な管理措置等について調査、検討

を行う。 

今後、クリアランス制度の対象

となることが見込まれる核燃料

（５）クリアランスレベルの確認手法等

に関する調査 

 
①ガス炉用クリアランス測定装置の模

擬線源を整備する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
②海外におけるクリアランス運用状況

等について調査する。 

 

 

 

 

 

（５）クリアランスレベルの確認手法等

に関する調査 

 

①クリアランス専用測定装置の性能

について調査するとともにそれを踏

まえて規制として確認するべき事項

について検討し、バスケット型クリア

ランス専用測定装置に対する模擬線

源について整備した。また、模擬線源

を用いて東海発電所のクリアランス

専用測定装置の性能確認ができるこ

とを確かめた。（実証確認は３月末見

込み。） 

 

②米国のクリアランス運用状況につ

いて調査するとともに、異物等混入に

よる不明線源が発見された場合の放

射線測定方法等について技術的検討

を実施し、不測の事態の対応案を検討

した。 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）クリアランスレベル

の確認手法等に関する調査 

外部評価委員会におい

て評価（基-31） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

サイクル施設から発生するクリ

アランス確認対象資材に対する

確認手法等について調査、検討

を行う。 

③万一の不測事態の発生に備え、対応

策等について検討する。 

 

 

 

 

 

④クリアランス制度における技術基

準、検認手順等を検討する。 

③規制ニーズを踏まえ、東海発電所の

放射性核種分析の妥当性評価のため

の放射化学分析を実施した。なお、核

燃料サイクル施設のクリアランスに

ついては来年度以降に実施すること

とした。 

 

④クリアランスに係る技術基準及び

確認手順等について検討し、適宜保安

院の支援を行った。その結果、法律、

省令及び保安院文書に反映された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）放射性廃棄物の処分に関

する調査 

低レベル放射性廃棄物及び高

レベル放射性廃棄物の処分の安

全確保に関する基準、規定類の

整備及び安全性評価手法の確立

のため、国内外の状況に関する

調査、検討等を行う。 

(６)放射性廃棄物の処分に関す

る調査 

 

①低レベル放射性廃棄物に係る

調査、検討等 

低レベル放射性廃棄物のう

ち、プラズマ溶融処理を行った

充填固化体に係る調査結果で

は、廃棄確認方法の「一体とな

るような充填」に係る難溶融物

の混合割合、「有害な空隙」に係

る残留空間割合、「放射能濃度」

に係る濃度算出時の補正法と残

存率及び「健全性を損なう物質」

に係る塊状アルミニウムの無機

物との混合比率等について、廃

棄確認申請に備えた確認方法の

見直しが必要とされ、確認方法

の整備に必要なデータの調査及

び確認方法の整備に係る検討が

行われてきた。 

機構は、これを受けて、当該

廃棄体等について具体的な性状

や溶融時の挙動等の調査及び検

討の結果を基に、国としての確

認方法を検討し、事業者からな

される廃棄確認申請への対応を

可能とする。 

低レベル放射性廃棄物のう

ち、放射性物質の濃度が比較的

高い「炉心等廃棄物」について

は、埋設事業者による処分場の

（６）放射性廃棄物の処分に関する調査

①低レベル放射性廃棄物に係る調査、

検討等 

ａ）均質固化体･充填固化体等の廃棄

確認に係る調査 

確認方法の一部が未整備な廃棄

体等を対象にして、確認マニュアル

の改正等について検討する。また、

技術基準に適合することを示すた

め事業者が提示したデータの信頼

性等を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）余裕深度処分の技術基準整備及び

安全評価に係る調査 

（６）放射性廃棄物の処分に関する調査

 

 

①低レベル放射性廃棄物に係る調査、

検討等 

ａ）均質固化体･充填固化体等の廃

棄確認に係る調査 

確認方法の一部が未整備な新規

廃棄体等に対する具体的な確認

方法等を検討した。 
検討結果を反映した確認要領等

の整備状況は以下のとおり。 
・ペレット・グラニュール固化

体及びペレット固化体に対す

る確認要領を作成し、機構-

ＳＳレポートを発行した。 

・福島第一電子力発電所の充填

固化体に対するＳＦ等継続使

用に関する検討が終了し、機

構-ＳＳレポートを発行した。

・東海発電所の蒸発固化体及び

高周波溶融固化体等に対する

技術的検討は、ほぼ終了した。

・浜岡原子力発電所の均質固化

体に対するＳＦ等継続使用に

ついて現在検討中。 

また、浜岡原子力発電所の実

廃棄体に対する放射能分析実施

の可能性について、関係者と調

整中。 

ｂ）余裕深度処分の技術基準整備

及び安全評価に係る調査 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

（６）放射性廃棄物の処分

に関する調査 

 

①低レベル放射性廃棄物に

係る調査、検討等 

ａ）均質固化体･充填固化体

等の廃棄確認に係る調査 

外部評価委員会におい

て評価（基-29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）余裕深度処分の技術

基準整備及び安全評価
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

本格調査が実施されている。 

機構は、性状等が従来とは異

なる当該廃棄体についての確認

方法を含め、埋設処分の安全性

評価の妥当性を確認するため、

余裕深度処分に係る安全評価技

術に関し、保安院が準備すべき

安全評価モデルの調査を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深度規制の観点から、一般の地下

利用に関する制限等について調査

する。また、安全評価モデル及び技

術基準について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）埋設深度の検討では、大深度

化の傾向にある公共的地下利

用施設の開発段階における行

政手続の調査を行い、記録保存

が行われれば事業許可に至る

までに埋設跡地であることの

認知がなされ、埋設跡地が公共

的地下利用に供されることは

回避し得るとの見通しを得た。

ロ）安全評価手法の検討では、ス

ウェーデン及びフィンランド

における安全評価手法の調査

を人工バリアの劣化評価及び

リスク論的評価に重点をおい

て調査し、我国における技術基

準策定のための重要事項に資

する情報を得た。 

ハ）施設の技術基準に係る検討で

は、これまでの調査結果及び欧

米先進諸国の調査結果を踏ま

え、余裕深度処分における安全

評価上重要と考えられる事項

として、１１項目の安全規制に

関する基本的考え方の論点を

抽出し、人工バリアのモデル化

の重要性を把握した。 

ニ）共通的な施設性能指標の提案

として、施設を構成する多様な

材料、部材、核種を対象とした

共通的な評価指標を提案し、そ

の有効性を確認した。 

ホ）施設・廃棄体技術基準策定の

ための解析的検討では、閉鎖後

の処分坑道の再冠水挙動を気

液２相流モデルにより解析し、

人工バリアの初期挙動に関す

る定量的な結果を得た。 

ｃ）施設・廃棄体技術基準策定の

ための解析的検討 

イ）共通的な施設性能指標の提案

として、施設を構成する多様な

材料、部材、核種を対象とした

共通的な評価指標を提案し、そ

の有効性を確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

に係る調査 

外部評価委員会において

評価（基-30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）施設・廃棄体技術基準

策定のための解析的検討 

１．マネジメント：Ａ 

１）進ちょく管理 

保安院、事業者と適宜打

合せを行い、余裕深度処分

の安全規制の大枠を確認
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）閉鎖後の処分坑道の再冠水挙

動を気液２相流モデルにより

解析し、人工バリアの初期挙動

に関する定量的な結果を得た。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、さらに安全規制上の課

題を明確にすることによ

って具体的な目標を立て、

本業務を遂行した。 

２）情勢変化対応 

原子力安全委員会にお

いて２００５年９月に低

レベル放射性廃棄物埋設

分科会が設置され、主に余

裕深度処分の安全規制の

考え方と安全指針につい

て検討が開始されたこと

から、保安院と共にＪＮＥ

Ｓにおける検討状況等に

ついて情報交換を行い、安

全規制動向の推移とＪＮ

ＥＳ検討の方向性につい

て確認しながら本業務を

遂行した。 

３）運営効率化 

本業務遂行のためには

高度な解析計算を多様な

条件で行う必要があるこ

とから、十分に経験を有す

る業者に解析計算を発注

し、その結果を評価分析す

ることにより効率化を図

った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

イ)については今後、余

裕深度処分施設の安全性

を確保する上で非常に有

効となるツールを整備す

ることができ、また、ロ)

についても処分施設の管

理期間を検討していく上

で有用な情報を整備でき

たことから、当初計画を上

回る成果を得た。 

２）安全確保 

本業務による成果は、余

裕深度処分の安全性を確
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高レベル放射性廃棄物に係る

調査、検討等 

使用済燃料の再処理によって

発生する高レベル放射性廃棄物

については、既に海外からの返

還ガラス固化体の貯蔵が行われ

ており、その処分についての研

究も各方面で進められているこ

とから、機構は、本中期目標期

間中に安全評価モデルに係る諸

外国の最新の動向を調査し、放

射性廃棄物の地層処分に係る地

質及び気候関連事象の安全評価

技術に関し、保安院が準備すべ

き事項の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高レベル放射性廃棄物に係る調査、

検討等 

ａ）地層処分の安全評価技術に係る調

査 

地質・気候に関連の特徴、事象及

びプロセスについて整理し、スクリ

ーニング方法と選定基準について

検討する。また、国内外の地質・気

候関連の安全評価モデル・シナリオ

と安全研究内容等について調査、整

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）概要調査安全要件の検討 

 

イ）深地層の研究施設等を活用した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②高レベル放射性廃棄物に係る調査、

検討等 

ａ）地層処分の安全評価技術に係

る調査 

イ）米国のＥＰＡ及びＮＲＣによ

る新基準の内容を特に破壊事

象（火成事象及び地震・断層活

動など）の観点から調査し、ま

た、ＤＯＥによる破壊事象に関

わる性能評価手法を整理した。

ロ）スイス及びフランスの「粘土

層」を対象にした安全評価にお

ける取り扱い方とシナリオ等

の整理状況をまとめた。 

ハ）安全評価手法の検討として、

それまでの検討結果などを踏

まえた地質及び気候関連事象

に関わる我が国として取るべ

き安全評価手法の方向性につ

いて検討した。 

ニ）ＦＥＰ分析ツールの一環とし

て、関連図作成ツールを検討し

整備した。 

ｂ）概要調査安全要件の検討 

 

イ)ＪＡＥＡ安全研究センターが

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

保するために非常に有用

な情報となる。 

３）規制高度化 

本業務の成果は、処分施

設の安全性を過度に保守

的に評価することなく、安

全上のポイントを絞った

評価が可能であることを

示すことができた。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

情勢変化に柔軟に対応

し、予想を上回る成果が得

られ、今後の安全規制整備

に有用な情報を多数提供で

きた。 

 

②高レベル放射性廃棄物に

係る調査、検討等 

ａ）地層処分の安全評価技

術に係る調査 

外部評価委員会において

評価（基-30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ) 概要調査安全要件の検

討  

１．マネジメント：Ａ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

安全評価手法の信頼性の確認の

ための研究計画を策定し、研究に

着手する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）安全規制支援機関との調整を図

りつつ、国内外の調査等により、

概要調査の安全要件について主

要論点の整理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発してきている安全評価手

法のＨ１８年度からのＵＲＬ

ｓ計画の実際の地質環境への

適用に向けて、その準備段階と

して、解析コードの検証計画の

検討やＵＲＬs 計画で取得され

ているデータの確認等を行う

とともに、共同で行う研究の実

施体制についての検討を行っ

た。 

ロ)概要調査の安全要件の素案を

作成するとともに、この案を具

体的にまとめていくために、規

制支援研究機関の主要業務の

方向性を明確にした。 

ハ)規制支援研究機関の共通的デ

ータベースとしてＦＥＰを中

心としたデータベース整備に

着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）進捗管理  

安全規制支援機関と適

宜打合せを行い、お互いの

認識を確認しながら業務

を遂行した。 

２）情勢変化対応 

国の廃棄物安全小委員

会では高レベル放射性廃

棄物処分の安全規制制度

の法制化について検討し

ており、平成１７年６月に

処分場選定プロセスに対

応した安全規制の関与の

在り方について示したと

ころである。規制の関与と

してはガイドラインの策

定が示されており、そのた

めの安全要件を整備する

必要性が急遽生じ、本事業

を実施した。なお、ガイド

ラインの検討では、国の廃

棄物安全小委員会での議

論と歩調を取りながら実

施した。 

３）運営効率化 

平成１６年度に構築し

た関係機関間の調整の場

を活用して運営にあたっ

た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

イ)については、各機関

の担当分について実施計

画を策定した。ロ)につい

ては、規制支援研究機関全

体としての目標、そのため

の各研究機関の目的や目

標に関する認識を深める

ことができ、さらにＦＥＰ

データベースを整備し、今

後の展開に備えた。 

２）安全確保 

地層処分の安全確保上
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③放射性廃棄物処分等（廃止措置も含

む。）の国際基準に関する調査、検討等

 

ａ）ＩＡＥＡ等国際機関動向調査 

放射性廃棄物処分等に係るＩＡ

ＥＡ等の国際安全基準と我が国の

規制基準等との整合性について、課

題を抽出し、対処方針を検討する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③放射性廃棄物処分等（廃止措置も含

む。）の国際基準に関する調査、検討

等 

ａ）ＩＡＥＡ等国際機関動向調査

原子力施設等の安全に係る基準

の作成及び整備に係る国際機関

の委員会等に積極的に出席し、

我が国の技術関連情報等を提供

することにより、国際的な安全

基準類の整備に協力した。また、

ＡＮＳＮの放射性廃棄物管理へ

の拡大について、Ｈ１８年度か

ら正式に実施していくための準

備作業を実施した。合同条約に

ついては、第２回検討会に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

の重要事項を特定し、これ

をガイドラインの検討に

集約したことにより、今後

の安全性の確認向上に貢

献する。 

３）規制高度化 

規制機関に求められて

いる立地段階からの関与

として概要調査における

ガイドラインの提示があ

り、これの具体化は、安全

規制の高度化への大きな

貢献となる。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

規制制度の整備に向け

て、ＪＮＥＳの主導のもと、

規制支援研究機関全体とし

ての方向性を確認し、その

具体的な行為としての安全

評価手法のＵＲＬへの試適

用に向けての実施計画を策

定できたこと、今後その成

果も集約すべきガイドライ

ンの素案を作成できたこと

はほぼ当初の計画通りであ

る。 

 

③放射性廃棄物処分等（廃

止措置も含む）の国際基準

に関する調査、検討等 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

ａ）については、関係組

織や機関との連絡を密に

行い、漏れのない対応を行

った。 

ｂ）については、ＩＡＥ

Ａ、保安院等関係者との連

絡を密にし、担当者間の明

確な役割分担とその全体

調整、進捗状況確認を適宜

行い、問題点をクリアしな
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

ｂ）国際会議等の支援 

日本国で開催されるＩＡＥＡの

国際会議等を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、国別報告書の作成及び関連

国報告書のレビューを行った。

ｂ）国際会議等の支援 

放射性廃棄物処分の安全性に関

する国際会議の開催のため、平成

１６年より具体的準備を進め、平

成１７年１０月に予定通り開催、

運営した。参加者は約３２０名、

その内海外からは５０カ国、４機

関から約１６０名が参加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がら遂行した。 

２）情勢変化対応 

ａ）については、ＩＡＥ

ＡのＷＡＳＳＣ関連文書

の策定は各国からのコメ

ント等によりスケジュー

ルが変わることが多いい

ため、情報収集に努め、適

切な対応を行った。 

ｂ）については、準備段

階から会議開催中に至る

まで、ＩＡＥＡ等関係機関

からのさまざまな要求に

適切かつ臨機応変に対応

し、会議を成功へと導い

た。 

３）運営効率化 

ａ）については、原子力

安全研究協会等との連携

を深め、重複等の無駄のな

い作業を行った。 

ｂ）については、会議

準備、運営では、経験豊

富な専門業者に業務を

委託することにより効

率的な運営が図れた。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ａ）については、ＩＡＥ

ＡのＷＡＳＳＣ関連会合

には合計５件出席し、特に

ＣＳ会合やＴＭ会合では

ＩＡＥＡの安全規制関連

文書作成に大いに貢献し

た。 

ｂ）については、会議の

準備、運営のみならず、会

議のとりまとめの調整や

会議後の施設見学まで含

めて滞りなく実施、成功裏

に会議を終えることがで

きた。参加者からはその運

営に対してポジティブな
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④返還廃棄物に係る調査、検討等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④返還廃棄物に係る調査、検討等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

評価を得た。 

２）安全確保 

ａ）については、廃棄物

安全合同条約の第２回検

討会に向け、我が国の取組

状況、各国への質問等に対

し、安全確保の観点から適

切に対応した。 

ｂ）については、会議で

の議論は廃棄物処分の安

全確保に関するものであ

り、今回の会議でとりまと

められた内容は今後安全

確保に貢献するものであ

った。 

３）規制高度化 

ａ）については、ＡＮＳ

Ｎの放射性廃棄物管理へ

の拡大するための準備作

業が予想以上に進み、アジ

ア地域のＩＡＥＡの国際

基準等をベースにした共

通的な安全規制の礎がで

きた。 

ｂ）については、会議の

議論内容は今後の我が国

における規制制度の整備

に反映されるとともに、各

国間の共通認識を高める

のに貢献した。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

ａ）については、国際的

な活動においても積極的

に日本の役割をアピール

し、存在感を高めた。 

ｂ）については、成功裏

に会議終了し、保安院やＩ

ＡＥＡ事務局等から高い評

価を受け、会議内容も実り

多いものであった。 

 

④返還廃棄物に係る調査、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

再処理受託国を対象として品質管理

方法、製造状況等の調査を行うととも

に、再処理委託国を対象として廃棄物

輸入時における確認手法の検討状況等

を調査し、返還廃棄物に係る廃棄確認

手法等について検討する。 

ａ）返還廃棄物の輸入確認に係る

調査 

イ）ＢＮＧＳ高レベルガラス固化

体の日本への受入に当たり、原

子力安全委員会への報告事項

である廃棄物の放射能濃度及

び発熱量の決定方法について、

事業者提案の決定方法の調査

を行い、規制側の検討課題とし

て、ＢＮＧＳ提供データの品質

保証の確認、各種誤差の扱い等

を摘出した。 

ロ）ＣＯＧＥＭＡ低レベル返還廃

棄物（固型物収納体(ＣＳＤ－

Ｃ)）の仕様の妥当性について

検討を開始し、仕様の充足性に

ついて、放射性廃棄物安全規制

専門部会報告書(昭和６２年８

月２７日)にそって検討したと

ころ、満足されていることを確

認した。 

ハ）再処理受託機関ＣＯＧＥＭＡ

（仏）とＢＮＧＳ（英）を訪問

し、廃棄物製造管理、品質保証

等の情況調査を行った。また、

再処理委託国としてオランダ

を調査し、低レベル廃棄物に関

する受入れの検討状況を調査

した。 

 

検討等 

外部評価委員会におい

て評価（基-32） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）放射性物質の輸送に関す

る調査 

ⅠＡＥＡの放射性物質の国際

輸送規則に係る調査、改訂作業

への対応を行うとともに、改訂

された国際輸送規則を我が国規

制基準へ取り入れるための課題

の抽出及び対処方針について討

検を行う。併せて、国内輸送規

則改定のための作業支援を行

う。 

（７）放射性物質の輸送に関する

調査 

機構は、ⅠＡＥＡで２年毎に改

訂が検討されている放射性物質

の国際輸送規則に係る調査及び

改訂作業への対応を行うととも

に、改訂された国際輸送規則を我

が国の規制基準へ取り入れるた

めの課題の抽出及び対処方針に

ついて検討を行う。併せて、ⅠＡ

ＥＡで予定される２年毎の改訂

に伴って検討される国内輸送規

則改定のための支援を行う。 

（７）放射性物質の輸送に関する調査 

 

①放射性物質の国際輸送規則に係る技

術的動向調査を行うとともに、ＩＡＥ

Ａ輸送規則に関しては、２００７年改

訂版のレビューについて我が国の対処

方針（案）を作成し、２００３年版輸

送規則については国内取り入れに伴う

適用状況を調査し、得られた知見をま

とめて今後の改訂に反映する。 

 

 

 

 

（７）放射性物質の輸送に関する調査 

 

①放射性物質輸送に係る国際的な規

制上の課題について検討する「規制当

局検討会合」に出席し規制に係る国際

的動向を把握した。また、ＩＡＥＡ主

催の「輸送の技術的事項に関するセミ

ナー」に参加し、輸送沿岸国を含む各

国の実情を把握した。 

ＩＡＥＡ輸送規則２００７年改訂

に係る規則文書と助言文書のＩＡＥ

Ａからレビュー依頼に対応して、我が

国のコメントを集約し、保安院へ提供

した。また、ＩＡＥＡの「輸送安全基

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成 果

（Ａ）

 

総 合

（Ａ）

 

 

 

（７）放射性物質の輸送に

関する調査 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

平成１７年度計画の①

～④のいずれも要求時期

に合わせて対応が図られ

た。特に「輸送安全評価」

の実施に関しては、保安院

に対する支援体制を適時

に整備し、本番へ向けた万

全の準備に繋げた。 

２）状況変化対応 

当初の予定にはなかっ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②輸送安全行動計画に従ったＩＡＥＡ

の活動に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③国際原子力事象評価尺度（ＩＮＥＳ）

の輸送への適用に関して国内の意見を

集約し、本格適用に際してガイド文書

に反映して活用するとともに円滑な適

用のための支援を行う。 

 

 

 

 

④ＩＡＥＡが実施を予定している我が

国の輸送安全評価への対応を支援す

る。 

準委員会」の各議題に係る対処方針案

を策定し、保安院へ提供するとともに

これらの会合に出席して我が国の意

向反映を図った。更に、ＩＡＥＡ輸送

規則２００３年版の平成１７年１月

国内適用の機会を捉えて状況を調査

し、適用上の課題を把握して保安院経

由各規制当局へ提出した。 

 

②ＩＡＥＡの輸送安全行動計画に沿

った取り組みとして、輸送関連データ

一元化管理システムの構築及び輸送

物表面汚染基準値の国際放射線防護

委員会勧告に則した見直しに着手す

ることとし、全体計画を立案した。 

ＩＡＥＡで策定中の輸送関連指針

文書４件（適合保証、要綱、マネージ

メントシステム及び放射線防護計画）

に係るＩＡＥＡからのレビュー依頼

に対応してコメントをまとめ、保安院

へ提出した。更に、ＩＡＥＡにおける

輸送以外の分野に係る文書のＩＡＥ

Ａからのレビュー依頼に対応して輸

送の観点からのコメントをまとめ、保

安院へ提出した。 

 

③ＩＮＥＳの輸送適用の試行に係る

輸送用追加ガイダンスに対して、施設

用ガイダンスとの乖離や輸送分野で

適用した場合の運用上の困難性等の

問題点を指摘し、保安院へ提出した。

また、本格適用に際して輸送事業者の

参考となるガイド文書案に反映すべ

き内容を検討した。 

 

④ＩＡＥＡが我が国に対して平成１

７年１２月に実施した「輸送安全評

価」への対応として、前述①の調査で

明らかとなった国際規則の国内適用

での課題への対応策をまとめ、各規制

当局に保安院経由提案するとともに、

ＩＡＥＡの評価チームが我が国の輸

送安全に係る取り組みについて理解

を深められるよう背景説明資料案を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た国際会議に参加し、我が

国の輸送安全規制の理解

を得るとともに、国際的な

動向を国内関係者へ情報

提供した。輸送物表面汚染

基準の見直しの動きの急

進展に対応したＪＮＥＳ

検討会への新たなＷＧ設

置等体制整備を行った。 

３）運営効率化 

対処方針の検討、提言の

まとめ等については集中

審議を行うなど、検討会の

効率的運営により概ね各

１ヶ月間で即応し、保安院

へ適時に提供した。また輸

送物表面汚染基準の見直

しに関しては少人数の専

門家によるＷＧを設立し、

４～１０月の間に集中的

に審議を行い効率的運営

に資した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

平成１７年度計画につ

いては、当初計画は全て達

成するとともに、当初計画

にはなかった追加的事項

へも適時に対応し、計画以

上を達成することができ

た。 

特に「輸送安全評価」に

係る準備を事前に確実に

完了させ、円滑な運営と良

好な評価の取得に資した。 

２）安全確保 

ＩＡＥＡ輸送規則の改

訂と国内適用に貢献し、将

来を含めた更なる安全確

保への布石を行った。また

「輸送安全評価」に先立

ち、国際規則と国内規則の

詳細比較を行い、今後の国
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

作成するなどの万全の準備をおこな

った。また、評価の本番においては、

ＩＡＥＡの評価チームに対応するた

めの支援専門家チームの編成等を行

い、保安院を始めとする各規制当局の

支援を行い、良好な評価結果の取得に

対して貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内安全規制の改善を提案

した。 

３）規制高度化 

国際会議等での入手情

報は、国内の規制高度化計

画に反映された。また、「輸

送安全評価」の準備で得ら

れた知見は、国際基準に対

する我が国の客観的状況

を明らかにし、今後の規制

高度化に役立てられる。 

４）緊急時対応 

ＩＮＥＳの輸送への適

用に係る動向調査を行い、

平成１８年度半ばからの

本格適用への備えとした。 

 

３．総合評価：Ａ 

進捗管理、情勢変化対応

及び運営効率化において優

れたマネジメントが行われ

た。また、計画を超えた成

果の達成、将来への布石を

含む安全確保、先進的な考

え方による規制の高度化へ

の取り組み及び輸送緊急時

へ向けた着実な取り組みが

図られ、優れた事業成果が

あった。これらの結果、安

全規制の高度化に顕著な貢

献がなされ、中期目標の達

成に向け業務が十分に進展

していると判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ２Ｂ．安全規制の高度化に関

する調査、試験及び研究 
Ｄ２Ｂ．安全規制の高度化に関す

る調査、試験及び研究 
Ｄ２Ｂ．安全規制の高度化に関する調

査、試験及び研究 
Ｄ２Ｂ．安全規制の高度化に関する調

査、試験及び研究 
    

(１)高経年化対策技術の評価等

に係る調査、試験及び研究 

原子炉施設等の高経年化対策

について、効果的な安全規制を

実施するため、国内外の経年変

化に係る評価技術を含む重要な

技術課題、最新の技術的知見、

リスク評価手法等について調査

(１)高経年化対策技術の評価等

に係る調査、試験及び研究 

 

①高経年化対策技術基盤調査 

ａ）原子炉施設等の高経年化対

策について、効果的な安全規制

を実施するため、国内外の経年

変化に係る評価技術を含む重

（１）高経年化対策技術の評価等に係る

調査、試験及び研究 

①高経年化対策に関する業務 

ａ）高経年化対策技術情報の整備 

 

 

 

（１）高経年化対策技術の評価等に係る

調査、試験及び研究 

 

①高経年化対策技術基盤調査 

ａ）高経年化対策に関する業務 

高経年化対策技術情報の収集・

整備として本年度は下記の項目

にて実施した。 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

 

 

①高経年化対策技術基盤調

査 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

少なくとも一回／週、ほ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

する。また、高経年化に関する

技術データの蓄積、照射材料、

模擬劣化配管等を用いた対策技

術高度化に係る調査、試験及び

研究を行い安全規制に反映する

とともに、事業者から提出され

た高経年化に係る技術評価、長

期保全計画、設備の健全性評価

等に係る解析、評価に関し、保

安院の支援を行う。併せて、国

内外へ高経年化に関する情報の

提供等を行う。 

要な技術課題、最新の技術的知

見等の調査を行う。 

また、経年変化事象が原子炉

施設の安全性に及ぼす影響を

確率論的に評価するためのリ

スク評価手法について調査を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）経年変化事象を検査する技

術、予測・評価する技術等に関

する技術データ、国内外の最新

の技術的知見を、経年変化事象

(約１０事象)と主要機器(約２

０機器・構築物)の組合せ毎に、

データベースとして体系的に

蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）原子炉施設等の高経年化対策に

ついて、効果的な安全規制を実施

するため、国内外及び他産業での

経年変化に係る評価技術を含む

重要な技術課題、最新の技術的知

見、試験研究成果、関連規格・基

準、規制情報、事故・トラブル等

の運転経験等の情報収集・整備・

評価を行う。 

ロ）経年変化事象が原子炉施設の安

全性に及ぼす影響を確率論的に

評価するためのリスク評価手法

について調査を行う。 

ハ）高経年化対策検討委員会対応の

技術支援、(社)日本原子力学会標

準委員会「定期安全レビュー分科

会」等の外部活動への積極的参加

により、科学的・合理的な高経年

化対策について検討を行う。 

ｂ）高経年化技術評価のためのマニュ

アル、データベースの整備 

イ）事業者が実施する高経年化対

策の評価を行うため経年変化事

象毎に、最近の知見、技術データ

に基づいて技術評価基準、解析評

価手法を標準化し、技術評価マニ

ュアル、解析ソフト及び判定基準

を整備・標準化するともに、高経

年化技術評価のための技術デー

タベースを整備する。 

ロ）高経年化技術評価マニュアル、

データベースの整備のために米

国 License Renewal に関する調査

を実施し、我が国における、高経

・英国と北欧における高経年化

対策の動向調査 

・仏国における高経年化対策の

動向調査・航空機産業におけ

る高経年化対策の調査 

・ＩＡＥＡにおける高経年化対

策の動向調査 

・福井県における高経年化調査

研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）高経年化技術評価のためのマ

ニュアル、データベースの整備

高経年化技術評価のためのマニ

ュアル、データベースの整備と

して本年度は下記の項目にて実

施した。 

・高経年化技術評価審査マニュ

アルの作成（原子炉圧力容器

の中性子照射脆化、応力腐食

割れ、疲労、配管減肉、電気

計装設備の絶縁低下、コンク

リートの強度低下及び遮蔽能

力低下、耐震安全性評価、組

織風土劣化防止の取組の考え

方と視点） 

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ぼ毎日のように保安院の

高経年化対策室とＪＮＥ

Ｓの高経年化評価室間の

連絡会を開催するなど密

度の高い徹底的な情報連

絡を行うことによる進捗

状況の確認を行い、全業務

を計画通り完遂した。 

２）情勢変化対応 

計７回開催された高経

年化対策検討委員会の審

議用資料、｢高経年化対策

の充実について｣、経年劣

化事象毎に作成した｢別冊

資料｣、委員会意向を受け

た「ガイドライン」、「高経

年化対策標準審査要領」、

｢技術資料集｣（高経年化審

査マニュアル）等の膨大な

資料をタイムリーに保安

院と共同で策定し、国に支

援した。また、技術情報調

整委員会を立ち上げ、「ふ

げん発電所」の実機材料を

用いた保全技術の有効性

を確認する調査研究に取

り組むなど、様々な情勢の

変化に室を上げて適切に

取組み国の高経年化対策

の更なる充実化に向けた

規制活動を積極的に支援

した。 

３）運営効率化 

高経年化対策技術の守

備範囲は広いく、検査課ば

かりでなく、原子力安基盤

課の性能規定化業務関連

情報等の収集を行う他、Ｊ

ＮＥＳ内他部門（安全情報

部、解析評価部、検査業務

部）、基準部内各グループ

（構造評価Ｇ、ヒューマン

ファクターＧ等）との連携

強化を図り、高経年化評価
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）経年変化事象（照射脆化、

疲労、応力腐食割れ、熱時効、

腐食、蒸気発生器伝熱管損傷、

ケーブルの劣化、コンクリート

年化対策への反映事項を明確に

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）事業者が実施する高経年化対策の

評価 

上記②の技術評価基準、マニュア

ル及び技術データベースを用いて、

・高経年化対応に係る品質保証

活動の調査(他産業における

調査) 

・高経年化対応に係る品質保証

活動の調査(安全文化評価手

法の調査) 

・原子力発電所コンクリート構

造および鉄骨構造の経年に関

する研究の内 平成１７年度

コンクリート構造物の耐久性

に係わる知見の調査・整理 

・原子力発電所コンクリート構

造および鉄骨構造の経年に関

する研究の内 平成１７年度

コンクリート構造物の耐久性

評価手法に関する調査 

・原子力発電所コンクリート構

造および鉄骨構造の経年に関

する研究の内 平成１７年度

鉄骨構造物の耐久性に係わる

知見の調査・整理 

・原子力発電所のアルカリ骨材

反応に関する調査 

・高経年化関連対応技術データ

ベースの管理・運用 

・データベース技術情報の増強

・高経年化対策用データベース

の構築・整備(ＢＷＲプラン

ト) 

・高経年化対策用データベース

の整備(ＰＷＲプラント) 

・Ｈ１７年度経年変化評価支援

システム整備 

・ＮＲＣの運転認可更新に関す

る動向調査 

・運転認可更新に対する産業界

（ＮＥＩ）の動向調査 

・ライセンシー・イベント・レ

ポートの収集と米国ＬＲと日

本の技術評価比較表の作成 

ｃ）事業者が実施する高経年化対

策の評価 

福島第一３号機、浜岡１号機の

技術評価及び長期保全計画につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室の専属２名に加えて経

年劣化事象毎の専門家の

有機的連携と組織強化（兼

任化）を図り、耐震安全性

評価、コンクリート構造物

等評価、組織風土評価等に

ついて、少人数による高経

年化技術評価、高経年化対

策検討委員会対応、技術評

価ＷＧ、技術情報調整委員

会、情報基盤ＷＧ、安全研

究ＷＧ、国際協力ＷＧ等の

委員会対応、ＯＥＣＤ／Ｎ

ＥＡ等の国際協力対応な

ど膨大な業務を完遂した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

・英国、仏、航空機産業、

ＩＡＥＡ等の高経年化

情報収集、福井県の高経

年化調査研究等の成果

が得られ、標準審査要

領、組織風土等の審査マ

ニュアル策定を行った。 

・コンクリート関係調査研

究、ＪＮＥＳの高経年化

関連情報ホームページ

の情報増強、高経年化技

術評価用米国運転認可

更新情報収集等いずれ

も計画通りの成果が得

られ、同じく、委員会対

応、標準審査要領、マニ

ュアル整備に反映した。 

・計画通り、運転開始後３

０年を迎える前までに

高経年化技術評価を実

施した。福島第一３号機

はＪＮＥＳの技術評価

結果を委員会等で報告

すると共に、ホームペー

ジに情報公開した。 

・保安院支援用高経年化技
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

の劣化等）毎に、最近の知見、

技術データに基づいて健全性

評価に係る解析・評価を行うた

め、解析評価手法を標準化し、

マニュアル、解析ソフト及び判

定基準を整備し、解析評価支援

システムを構築する。 

 

ｄ）事業者から提出された原子

炉施設の高経年化に関する技

術評価、長期保全計画、設備の

健全性評価等について、その検

証のための解析・評価支援を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者から提出された高経年化に

関する技術評価、長期保全計画につ

いて、その検証のための解析・評価

を行う。 

（なお、１７年度に高経年化技術

評価を実施予定のプラントとして

は福島第一３号機、浜岡１号機、美

浜３号機、伊方１号機がある。） 

ｄ）長期保全計画の実施状況フォロー

長期保全計画が保守管理プログ

ラムに沿って確実に実施されてい

ることを確認し、実施状況をデー

タベース化し管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて評価を実施した。美浜３号

機及び伊方１号機については１

８年度に実施する。 

 

 

 

 

 

ｄ）長期保全計画の実施状況フォ

ロー 

保全点検システムを作成し、事

業者より提出された長期保全計

画のデータベース化実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

術評価結果に基づく長

期保全計画フォローア

ップシステムが完成し

た。 

２）安全確保 

平成１７年度の大きな

成果として、新たな高経年

化対策として国は｢高経年

化対策の充実について｣を

発表、これに関連した前述

の高経年化対策検討委員

会、技術情報調整委員会及

び関連するワーキンググ

ループ開催、運転開始後３

０年を超える発電所の高

経年化対策（安全確保）と

としてのガイドライン策

定、標準審査要領策定、審

査マニュアルの策定を行

い、保安院を支援すると共

にホームページで情報公

開を行った。 

３）規制高度化 

高経年化対策ガイドラ

イン、標準審査要領策定、

標準審査要領の策定等で

保安院を支援し規制の合

理化に大きく貢献した。

（ ２）に同じ） 

４）緊急時対応 

原子炉事故・災害緊急時

対応ではないが、美浜３号

機の配管減肉事故に鑑み、

保安院は、より一層の高経

年化対策の充実に向けて、

高経年化対策検討委員会

を設置、以来、保安院とＪ

ＮＥＳが委員会対応、情報

収集、各種規制文案の策定

等緊急時対応と同様の体

制で業務を遂行し、数多く

の成果を上げると共に保

安院を全面的に支援した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設健全性維持に係る

技術等の調査 

原子炉施設を維持するための

維持規格について、国内外の経

年変化に係る評価技術を含む重

要課題、リスク評価等を調査し、

常に最新の知見を取り入れるこ

と及びこれに対する適切な評価

を実施していくことが重要であ

り、このため、維持規格に関連

するＡＳＭＥ ＳＥＣ. ⅩⅠ等

海外の維持規格の改訂動向と技

術根拠の調査及び国内外の補修

工法及び検査に必用な測定技術

等に関する新技術の調査等を行

い、データベース化し、わが国

で評価検討すべき項目をまとめ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設健全性維持に係る技術等

の調査 

ａ）海外における構造・維持規格の調

査 

設計建設規格及び維持規格の技

術的背景等についての調査を行う。

 

 

ｂ）保全のための機器の重要度分類の

調査 

発電所の安全を維持しつつ効率

的に機器の保全を実施するために

開発されているリスクベース技術

を用いた機器の保全・検査分類手法

の調査を行う。 

ｃ）一般産業におけるリスクベース検

査規格の調査 

石油産業で実施されているリス

クベース検査規格の技術的背景の

調査を行う。ＰＳＡを用いないリス

クベース検査手法の調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子炉施設健全性維持に係る技術

等の調査 

ａ）海外における構造・維持規格

の調査 

ＡＳＭＥ動向調査（Ｓｅｃ．Ⅲ、

ⅩⅠ等調査）等、設計建設規格

及び維持規格の技術的背景等に

ついての調査を行った。 

ｂ）保全のための機器の重要度分

類の調査 

発電所の安全を維持しつつ効率

的に機器の保全を実施するため

に開発されているリスクベース

技術を用いた機器の保全・検査

分類手法の調査を行った。 

ｃ）一般産業におけるリスクベー

ス検査規格の調査 

ＡＰＩ（米国石油産業）で実施

されているリスクベース検査規

格の技術的背景の調査、ＰＳＡ

を用いないリスクベース検査手

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．総合評価：Ａ 

積極的な進捗管理、情勢

変化対応及び運営効率化に

おいて非常に優れたマネジ

メントを行った。また、計

画を超えた成果の達成、将

来のさらなる高経年化対策

のための布石を含む安全確

保、先進的な考え方による

規制の高度化への取組み及

び緊急時と同様、保安院と

の情報の連絡を密にした規

制の高度化に取組む等によ

り、非常に優れた成果が上

がった。これらの結果、安

全規制の高度化に顕著な貢

献がなされ、国際的にも評

価される成果が発出される

等、既に、当初の中期目標

を凌駕できる程十分に進展

した成果が期待できる状況

となった。 

 

②原子炉施設健全性維持に

係る技術等の調査 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

保安院と本件に関する

打ち合わせを実施。 

関係団体、事業者等と情

報の共有化、意思の疎通を

図った。 

２）情勢変化対応 

特になし。 

３）運営効率化 

ＡＳＭＥ ＳＥＣⅩⅠの

委員会のメンバーとなっ

ている各社と役割分担を

することにより、多くの同

時並行で行われる規格会

議の内容を効率よく入手

することが出来た。 

 

２．成 果：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高経年化対策関連技術調査等

ａ）照射誘起応力腐食割れ評価

技術調査研究 

炉内構造物のなかで、主とし

て、中性子積算照射量の大きい

シュラウド（ＢＷＲ）とバッフ

ルフォーマボルト（ＰＷＲ）を

対象として、現用材料について

長期運転を考慮した６０年運

転の照射量までの、通常水質と

改良水質（水素注入相当）での

ⅠＡＳＣＣき裂発生、進展及び

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高経年化対策関連技術調査等 

ａ）照射誘起応力腐食割れ評価技術調

査研究 

イ）ＢＷＲ関連研究では、材料試験

炉(ＪＭＴＲ)を用いてシュラウ

ドを模擬した試験片の中性子照

射を実施し、照射誘起応力腐食割

れに対する感受性試験、き裂進展

試験、応力緩和試験及びミクロ組

織観察等を行う。 

 

 

法の調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③高経年化対策関連技術調査等 

ａ）照射誘起応力腐食割れ評価術

調査研究 

イ）ＢＷＲ関連研究では、ＪＭＴ

Ｒによる１５９～１６２サイ

クルの照射試験を行い、ＩＡＳ

ＣＣに対するＦ３照射材の感

受性試験、Ｆ２照射材のき裂進

展試験と破壊靭性試験、Ｆ３照

射材の応力緩和試験とミクロ

組織観察を行った。（Ｆ２：１

×１０25n/m2，Ｆ３：３×１０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）計画達成度 

構造健全性評価技術調

査検討会（Ｈ１８．１．２

０開催）を開催し、 

・ＡＳＭＥ ＣＯＤＥの制

定・改訂動向結果、維持

規格への反映 

・リスク情報活用に関する

取り組み 

・基材グループＨ１７年度

完了プロジェクトの規

格化提案 

・Ｈ１８年度の活動計画 

について産官学の方々の

意見を頂いた。 

実施内容について計画

通り。 

２）安全確保 

特になし 

３）規制高度化 

活動成果が維持規格な

どへ反映されてきており、

規制の高度化が図れてき

ている。 

４）緊急時対応 

特になし 

 

３．総合評価：Ｂ 

運営の効率化を図りつ

つ、計画通り成果を達成し

ておりＢと判断する。 

 

③高経年化対策関連技術調

査等 

ａ）照射誘起応力腐食割れ

評価術調査研究 

外部評価委員会におい

て評価（基-7） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

許容欠陥寸法(破壊靭性特性)

の照射量依存性のデータベー

スを構築する。 

また、これを用いてⅠＡＳＣ

Ｃ評価ガイドを作成する 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ニッケル基合金応力腐食割

れ進展評価手法の調査研究 

・国内原子力プラントで使用

されているニッケル基合金と

同等の試験材から製作した試

験片を用い、国内ＢＷＲプラ

ントの水質条件を模擬した環

境での定荷重ＳＣＣ進展試験

及び変動荷重き裂進展試験、

国内ＰＷＲプラントの水質条

件を模擬した環境での管台定

荷重ＳＣＣ進展試験及び蒸気

発生器伝熱管定荷重ＳＣＣ進

展試験を行い、試験結果から

ＳＣＣ進展速度を分析、評価

する。 

取得したＳＣＣ進展速度デ

ータはデータベースに整備す

る。 

・このＳＣＣ進展速度データ

を基にニッケル基合金（６０

０合金、６９０合金）の被覆

アーク溶接金属、ティグ（Ｔ

ⅠＧ）溶接金属に関するＳＣ

Ｃ進展速度線図を策定する。

 

 

 

 

 

 

 

ロ）ＰＷＲ関連研究では、実機プラ

ントのシンブルチューブから製

作した試験片を用いて、定荷重Ｓ

ＣＣ試験を実施する。また、照射

中の応力緩和挙動データを得る

ための照射下クリープ試験を開

始し、ミクロ組織観察及び解析を

実施する。 

 

 

 

 

ｂ）ニッケル基合金溶接部構造健全性

評価手法の調査 

イ）ニッケル基合金応力腐食割れ進

展評価技術調査 

ⅰ）定荷重試験 

ＢＷＲ環境定荷重ＳＣＣ進

展試験及び変動荷重き裂進展

試験、ＰＷＲ環境管台定荷重

ＳＣＣ進展試験を実施し、き

裂進展速度データを蓄積し、

き裂進展速度線図等を策定す

る。 

 

 

 

 

ⅱ）定変位等試験 

ＢＷＲ及びＰＷＲのニッケ

ル基合金使用部位のき裂進展

について、応力拡大係数変化

率を模擬したＳＣＣ進展試験

や長時間ＳＣＣ進展試験等を

計画・立案し、試験実施要領

策定や供試材の調達等を実施

し、平成１８年度以降の試験

実施の準備を行う。 

 

 

 

 

 

 

25n/m2) 
ロ）ＰＷＲ関連研究では請負社と

の契約期間が２．５ヶ月と短く

なったため、長時間を要する定

荷重ＳＣＣ試験を次年度に回

す等の計画見直しを行なった。

平成１７年度は試験片製作、シ

ンブルチューブ材のミクロ組

織観察、試験後の試験片の皮膜

分析、照射下クリープ試験の開

始、照射相関検討用の解析モデ

ル改造等を行った。 
ｂ）ニッケル基合金溶接部構造健

全性評価手法の調査 

イ）ニッケル基合金応力腐食割れ

進展評価技術調査 

ⅰ）定荷重試験 

ＢＷＲ環境での定荷重ＳＣＣ

進展試験及び変動荷重き裂進

展試験、ＰＷＲ環境での管台

定荷重ＳＣＣ進展試験及び蒸

気発生器伝熱管定荷重ＳＣＣ

進展試験を、当初計画通りす

べて終了し、試験結果からＳ

ＣＣ進展速度を分析、評価し

てデータベース化するととも

に、ＳＣＣ進展速度線図を策

定した。 
ⅱ）定変位等試験 

ＢＷＲ及びＰＷＲのニッケ

ル基合金使用部位のき裂進展

について、残留応力分布を考

慮(応力拡大係数変化率模擬、

高Ｋ値領域を模擬(ＢＷＲ)、

低Ｋ値領域を模擬(ＰＷＲ))

した試験、溶接金属組織依存

性確認試験(ＢＷＲ及びＰＷ

Ｒ)、モックアップ試験体を用

いた試験等を計画し、試験実

施要領を策定すると共に、供

試材を調達した。供試体(モッ

クアップ試験体を除く)の製

作を行ない、平成１８年度以

降の試験実施の準備を行っ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ニッケル基合金溶接部

構造健全性評価手法の調査 

イ）ニッケル基合金応力腐

食割れ進展評価技術調査 

ⅰ）定荷重試験 

外部評価委員会におい

て評価（基-8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）定変位等試験 

外部評価委員会におい

て評価（基-9） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子力プラントのケーブル

経年変化評価技術調査研究 

国内の原子力プラントで使

用されている各種のケーブル

（架橋ポリエチレン、難燃架橋

ポリエチレン、エチレンプロピ

レンゴム、難燃エチレンプロピ

レンゴムを絶縁体とするケー

ブル）を供試体としたケーブル

経年変化評価試験により、熱劣

化後及び熱・放射線による同時

劣化後等のケーブル経年変化

データを取得し、近年の新たな

知見等を加えて実機環境にお

けるケーブル経年変化特性を

評価することにより、ケーブル

保全対策の指標となる実機条

件に則したケーブル経年変化

評価手法の検討を行う。 

 

 

 

 

 

ロ）ニッケル基合金溶接金属の破壊

評価手法に関する実証 

破壊解析に必要な材料物性値

について、試験方法を検討し、試

験条件の設定及び試験片の製作

等を行う。プラントのＳＣＣ事例

調査を行い、その結果に基づき、

実証試験に必要な構造モデル試

験体の形状、試験条件及び試験装

置について概念検討を実施する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子力プラントのケーブル経年変

化評価技術調査研究 

イ）熱・放射線による同時劣化供試

体のうち、低線量率(全種類)及び

高線量率(９種類)の最大約２７

か月までの劣化供試体の製作を

完了する。また、新たに中線量率

の製作条件で５種類の製作を開

始する。 

 

 

 

ロ）熱劣化供試体のうち、最大約２

６か月までの劣化供試体の製作

を完了する。 

 

ハ）劣化供試体の引張試験を実施す

る。 

 

 

 

 

ニ）実機条件に即したＬＯＣＡ試験

た。 

ロ）ニッケル基合金溶接金属の破

壊評価手法に関する実証 

破壊解析に必要な材料物性

値を取得するための試験方法

を検討し、ニッケル基合金母

材及び溶接金属に対する材料

試験条件を設定した。また、

その結果を踏まえ、１８２合

金物性値取得用の溶接継手を

製作した。さらに、プラント

のＳＣＣ事例調査を行い、Ｂ

ＷＲ溶接部を対象に実機条件

及び機器形状を考慮して構造

モデル試験体の概念設計を行

うとともに、破壊試験条件を

検討し、平成１８年度以降に

計画している破壊試験に必要

な試験設備として、国内既設

設備の性能、利用等に関する

調査を実施した。 

ｃ）原子力プラントのケーブル経

年変化評価技術調査研究 

イ）熱・放射線による同時劣化供

試体のうち、低線量率（全種

類）、高線量率（９種類）及び

中線量率（５種類）の最大約２

７か月までの劣化供試体の製

作を完了し、合計４９２体の同

時劣化供試体を製作した。な

お、低線量率と中線量率での製

作は平成１８年度に継続して

製作する。 
ロ）熱劣化供試体のうち、最大約

２５か月までの劣化供試体の

製作を完了し、合計９７体の熱

劣化供試体を製作した。 
ハ）平成１６年度末の製作完了分

と平成１７年度に製作が完了

した劣化供試体のうち合計６

１０体の引張試験を実施し、合

計１，７５６個の引張試験デー

タを取得した。 
ニ）実機条件に即したＬＯＣＡ試

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）ニッケル基合金溶接金

属の破壊評価手法に関する

実証 

外部評価委員会におい

て評価（基-10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）原子力プラントのケー

ブル経年変化評価技術調査

研究 

外部評価委員会において

評価（基-13） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④高経年化関連安全対策技術高

度化調査 

経年変化事象の評価に係るメ

カニズム解明及び検査技術等の

高度化に係わる調査研究を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後のケーブル健全性判定方法を

調査し、判定方法を立案する。 

 

ホ）７種類の同時劣化供試体のＬＯ

ＣＡ試験を実施する。 

 

ヘ）ケーブル経年変化評価の妥当性

を確認することが可能なケーブ

ル非破壊劣化診断手法を調査す

る。 

 

ト）ＬＯＣＡ試験結果及びこれまで

得られたデータに基づき、７種類

のケーブルの暫定的なケーブル

経年変化評価を実施する。 

 

 

④高経年化関連安全対策技術高度化調

査 

高経年化対策の充実、新たな安全上

の課題に取組むための基盤調査とし

て、工学系のみならず、人文・社会科

学分野及び、自然科学分野等の学術分

野ならびに他産業から広く高経年化対

策に係る研究テーマを検討、選定し調

査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

験後のケーブル健全性判定方

法を調査し、ＬＯＣＡ試験計画

における判定方法を立案した。

ホ）７種類の同時劣化供試体(計

３３体)のＬＯＣＡ試験を実施

した。 

ヘ）ケーブル経年変化評価の妥当

性を実機で確認するため、劣化

の進捗を非破壊手法で特定で

きる4種類のケーブル非破壊劣

化診断手法を比較調査した。 

ト）ＬＯＣＡ試験結果及びこれま

で得られたデータに基づき、７

種類のケーブルの暫定的なケ

ーブル経年変化評価を実施し

た。 
 

④高経年化関連安全対策技術高度化

調査 

高経年化対策の充実、新たな安全上

の課題に対して、検査、材料劣化基盤

調査等４件について大学等と連携して

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④高経年化関連安全対策技

術高度化調査 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

研究機関、関係団体との

意思の疎通を図った。 

保安院と本件に関する

打ち合わせを実施。 

２）情勢変化対応 

特になし。 

３）運営効率化 

原子力の材料問題、高経

年化に関して造詣のある

大学、研究機関などからの

提案に基づき、その内容を

精査の上、選定された研究

について効率よく実施す

ることが出来た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

研究成果は、基材グルー

プの研究へ反映されてい

る。また今後の研究に資す

ることになる。 

実施内容について計画

通り。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子力プラント照射材安全補

修溶接技術 

本事業では、低合金鋼及びステ

ンレス鋼の溶接入熱量とＨＥ量

をパラメータとするＨＥ割れ発

生に関するデータを取得し、溶

接ＨＥ割れモデルによるシミュ

レーション評価手法検証すると

ともに、割れ発生のメカニズム

を調査し、高経年化設備補修（中

性子照射材に対する低合金鋼の

テンパービード溶接方法、レー

ザ補修溶接方法、テいグ補修溶

接方法、当て板による補修溶接

方法、摩擦圧接方法）に関する

安全性、信頼性評価手法を整備

し、技術指針を作成する。 

また、これらの成果を元に、維

持規格に中性子照射材補修溶接

の規定を追加するためのデータ

を提供する。 

 

⑥原子力プラント機器材料劣化

対策技術 

高照射レベルのステンレス鋼製

試験体の表面にレーザを熱源と

した応力腐食割れ性改善のため

の表面改質技術適用性評価試験

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年度で事業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年度で事業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）安全確保 

特になし 

３）規制高度化 

損傷のメカニズムの究

明等が図られてきており

規制の高度化に寄与して

きている。 

４）緊急時対応 

特になし 

 

３．総合評価：Ｂ 

規制の高度化を図りつ

つ、基材グループの研究に

反映されるなど当初計画と

おり着実に実施した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

を実施する。 

維持規格の改定において｢補

修｣について取り込むべく検討

が行われているが、現状、高経

年化固有の課題である照射材料

に対する予防保全、補修適用の

ための規格がないことから、本

調査により照射材料に関する技

術データを提供する。 

 

⑦原子力プラント機器高度安全

化対策技術（重要機器等脆化評

価） 

本事業は、原子炉容器の脆化を

監視予測するための監視試験片

について、再生加工（切断・接

合・整形）して、監視試験片と

して再利用する際に、再生加工

の影響で脆さのデータが変化し

ないように加工に対する制限条

件を確立するため、再生加工時

の再生材の寸法と温度変化に関

する制限条件を試験と解析によ

り確立する。 

二相ステンレス鋼でできた一

次冷却材管の熱脆化について、

長期間運転時の当該配管の耐荷

重を評価する手法を確立するた

め、模擬配管材を６０年運転相

当に熱脆化し、配管の耐荷重を

確認する試験を実施する。 

その結果に基づいて解析で求

まる耐荷重に適切な安全余裕を

設定し、熱脆化した配管の健全

性評価手法を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子力プラント機器高度安全化対策

技術 

ａ）重要機器等脆化評価等 

イ）原子炉圧力容器監視試験片の再

生 

照射材によるシャルピー衝撃

試験片及び破壊靭性試験片の再

生確証試験と、構築した解析モデ

ルによる再生の影響評価解析を

実施し、試験と解析データを総合

して、再生加工に対する制限条件

を策定する。 

ロ）一次冷却材管の熱脆化評価 

実機サイズ解析モデルによる

数値実験を行い、その結果をまと

めて高経年化評価手法を策定す

る。また、同管の供用期間中欠陥

評価手法への維持規格の評価手

法の適用性を評価する。 

 

 

ｂ）高照射量領域の照射脆化予測 

イ）照射材試験残片を用いて微視的

構造と照射量、照射速度との関係

の調査を行うための試験片製作

を開始する。 

ロ）高照射量領域における加速照射

の影響を調査するため、実機照射

材を追加加速照射する試験片の

設計製作に着手する。 

 

ハ）比較のための未照射材の試験を

開始する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤原子力プラント機器高度安全化対

策技術 

ａ）重要機器等脆化評価等 

イ）計画した試験と解析を実施

し、原子炉圧力容器監視試験片

の再生加工に対する制限条件

を策定した。成果を電気協会破

壊靭性検討会へ説明し、Ｈ１８

年度からの規格化検討を提案

した。（Ｈ１７年度で終了） 

 

 

ロ）計画した解析を実施し、高経

年化時の一次冷却材管の熱脆

化評価手法を策定するととも

に、同管に対する維持規格に規

定された手法の適用性を評価

した。成果を電気協会破壊靭性

検討会へ説明し、Ｈ１８年度か

らの規格化検討を提案した。

（Ｈ１７年度で終了） 

ｂ）高照射量領域の照射脆化予測

イ）照射材試験片残片からの試験

片の製作を開始し、Ｈ１８年度

に調査を予定している試験片

を製作した。 

ロ）実機照射材を追加加速照射す

るための設計に着手し、またＨ

１８年度の照射カプセルへの

組込に備え実機照射材を照射

炉へ輸送した。 

ハ）未照射材の試験を開始し、３

次元アトムプローブ、陽電子消

滅、破壊靭性等の試験結果を得

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子力プラント機器高度

安全化対策技術 

ａ）重要機器等脆化評価等 

外部評価委員会におい

て評価（基-11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）高照射量領域の照射脆

化予測 

外部評価で実施（基-12） 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

⑧国内外への高経年化に関する

情報の提供等を行う。 

 

 

⑧高経年化に関わる情報提供 

原子炉施設の安全性について科学的

透明性のある専門的判断を国民に示す

必要があることから、高経年化対策に

ついて適切な情報提供等の受発信を行

う。また、国外に対しても適切な情報

伝達を行う。 

た。 

 

⑥高経年化に関わる情報提供 

産学官で高経年化対策等について

検討する技術情報調整委員会を公開で

開催し、同委員会の議事録をホームペ

ージ上で公開した。また、国外に対し

てはＯＥＣＤ／ＮＥＡ等の場で日本の

高経年化対策の現状を紹介した。 

 

 

 

 

Ａ 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

①高経年化対策技術基盤調

査 で併せて自己評価を実

施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)原子力安全基盤調査研究

(提案公募) 

工学的領域だけでは解決でき

ない原子力安全上の課題に取組

むため、提案公募型の調査研究

制度を推進する。テーマ選定に

当たっては、その成果が原子炉

施設等の安全性向上に係る提言

に繋がるものを選定する。 

 

 

(２)原子力安全基盤調査研究 

(提案公募) 

原子力の工学領域だけでは解

決できない新たな安全上の課題

に取組むため、人文・社会科学や

地質学、地震学等の自然科学に関

する知識整備の充実の必要性が

指摘されている。 

このためにふさわしい公募研究

テーマを、人文・社会科学分野及

び自然科学分野においてそれぞ

れ設定し、原子力安全に係る提案

型調査研究(期間最長３年)を大

学、研究所等から広く毎年新規に

公募する。 

採択に当たっては、有識者で構

成される委員会において、提案さ

れた研究に対して公平・公正な審

査を行い、原子炉施設等の安全性

及び信頼性の向上に繋がるもの

を採択する。 

採択に要する期間を本中期計

画期間中に２０％短縮化する。ま

た、併せて個々の研究成果に対す

る評価を毎年度実施し、所期の成

果を収めていること及び研究継

続の可否について判断する。 

総合的な評価では、自然科学分

野では活断層の活動性等の知見

の整理及び今後検討すべき課題

の抽出を行う。 

（２）原子力安全基盤調査研究(提案公

募) 

①平成１７年度研究の募集、選定、評

価の事務 

人文・社会科学分野（リスクコミュ

ニケーション、コーポレートガバナン

ス等）、自然科学分野（活断層、地震等）、

革新的技術分野の三つの分野について

調査研究の公募、採択（継続分につい

ては継続の可否判断）、契約及び研究結

果の評価を行う。このうち、採択、評

価については検討会を設置して実施す

る。また、引き続き採択に要する期間

を短縮できる体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）原子力安全基盤調査研究(提案公
募) 
①平成１７年度研究の募集、選定、評価

の事務 

新規研究募集については、合計３６

件の応募に対して、分野（人文・社会

科学、自然科学、革新的技術）ごとの

基盤調査研究検討会で審議を行い、そ

の結果、１３件（人文・社会科学：４

件、自然科学：４件、革新的技術：５

件）を採択した。革新的技術分野のう

ち２件は、期間と予算を限定して研究

の見通しを探るフィージビリティスタ

ディとして行うこととしたが、これは、

実現の目処が明らかではないが、実現

すれば画期的となる研究提案に対して

広く門戸を開く意味で開設されたもの

である。 
継続研究に関しては、人文・社会科

学分野研究９件、自然科学分野研究７

件及び革新的技術分野１１件につい

て、それぞれの基盤調査研究検討会で

前年度研究結果の評価を行い、研究継

続の可否の確認を行い、一部の研究に

はコメントを付して研究を継続するこ

ととした。 
また、提案公募研究の提案書、提案

機関名、研究者名、平成１６年度研究

報告書等のデータベース化を進め、事

務手続きの合理化、迅速化を計った。

これによって、公募研究契約締結の平

Ａ 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)原子力安全基盤調査研
究(提案公募) 

 
１．マネジメント；（Ａ） 
１）進捗管理 
 昨年度と実施研究（新

規採択研究及び継続研

究）の件数は同程度（昨

年度４１件、今年度４０

件）であったが、昨年度

に比べて公募研究契約締

結の平均日程を、新規募

集研究については５０

日、継続研究については

２２日短縮し、研究者が

充実した研究を行うため

の時間的余裕を与えるこ

とが出来た。 
 また、中間段階で研究

の進展状況の聞き取り調

査を行い、委託先の研究

が当初の目的に添った成

果に向かっていることを

確認、適宜指導するなど

して、研究の質的にも的

確な進捗管理を行った。 
２）情勢変化対応 
 自然科学分野について

は、安全規制整備が急が
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

また、人文・社会科学分野では

国民とのリスクコミュニケーシ

ョン、原子炉施設等における品質

保証システムの有効性確保、安全

文化の維持・向上等に貢献が可能

な方策をまとめる等原子力安全

に関する知識基盤の創生、原子力

安全基盤の整備に寄与するもの

を提供する。 

 

 

 

 

 

 

②公募の周知 

機構ホームページに加えて、関連学

会メーリングリスト等を利用して公募

研究の存在を広い範囲に周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③総合的評価 

平成１６年度に研究が完了した、人

文・社会科学分野の研究３件及び自然

科学分野の研究９件に関して研究結果

の総合評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

均日程を平成１６年度に比べ、新規募

集研究については５０日、継続研究に

ついては２２日短縮することができ、

研究者が充実した研究を行うための時

間的余裕を確保することができた。 
 

②公募の周知 

ＪＮＥＳ／関係学会ホームページ

での公募案内掲載、各研究機関及び

関連学会メーリングリスト登録研究

者への公募案内の郵送及び公募説明

会（東京地区、大阪地区各１回）等

を行い、人文・社会科学分野、自然

科学分野及び革新的技術分野の３分

野の研究者への公募研究制度の周知

を計り、研究提案を募った。 
また、後述するワークショップ参

加者に公募案内を配布し、公募事業

への認識・理解を深めた。 
 

③総合的評価 

総合的評価を行うにあたって、まず、

国が実施している提案公募型研究の中

から行政施策に資することを目的とし

たものとして、どのような事例があるか

を調査し、原子力安全行政反映への適用

性について検討した。 
さらに、平成１６年度に研究が完了し

た人文・社会科学分野の研究３件につい

ては研究成果を抽出し、設定された政策

課題と研究成果の対応付け及び研究成

果の活用場面の事例提示を行った。ま

た、この分野における主要テーマである

リスクコミュニケーションについて、原

子力関係以外での適用事例を調査し、原

子力への適用性を調査した。 
また、平成１６年度に研究課題が完了

した自然科学分野の研究９件について

は、活断層活動履歴、強震動予測、津波

研究等、カテゴリー分類し研究成果を抽

出するとともに、（社）日本電気協会の

「原子力発電所耐震設計技術指針 
JEAG4601-1987」における評価体系と
の関連を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れる地層処分安全性評価

の高度化に資するものと

して、地層・水理特性の

研究を２件新たに採択し

た。また、革新的技術分

野については、正式採択

研究とは別に、期間と予

算を限定したフィージビ

リティスタディ研究の制

度を導入し、萌芽的研究

の支援を強化した。 
３）運営効率化 
 昨年度と実施研究件数

は同程度であったが、提

案公募研究データベース

化等を推進することによ

り採択後の契約事務手続

きを効率化し、契約締結

までの日程を新規募集研

究については５０日、継

続研究については２２日

短縮することが出来た。 
 
２．成果；（Ａ） 
１）計画達成度 
 募集、選定、評価事務

については、契約事務手

続きを大幅に短縮するこ

とができた。公募の周知

については、人文・社会

科学分野及び自然科学分

野それぞれについて、今

年度初めてワークショッ

プを開催し、多くの参加

者に公募案内を配布し、

公募事業の認識を深める

ことが出来た。また、機

構ホームページに掲載す

る公募研究成果要約の内

容を充実することにより

研究の全貌把握を容易に
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

④公募研究成果の活用 

得られた研究成果の有効活用を計る

ためワークショップ等を企画し、開催

する。 

一方、総合評価をスムーズに行えるよ

う、本年度実施した３９件の公募研究全

てについて中間フォローを行い、研究が

所期の成果を上げることができる状況

にあるかをチェックした。 
 

④公募研究成果の活用 

研究成果の有効活用を計るため、人

文・社会科学分野及び自然科学分野のワ

ークショップを開催し、平成１６年度に

完了した研究を中心に研究成果の発表

と、それに引き続いてパネルディスカッ

ションを行った。人文・社会科学分野で

約１６０名、自然科学分野で約１４０名

の参加が得られ、活発に議論が行われ

た。 
また、研究成果の周知を図るため、学

会等での発表、専門誌への投稿を各研究

受託機関に促しており、平成１６年度は

５０件以上の発表・投稿がなされた。 
さらに、ＪＮＥＳホームページに掲

載する研究成果概要の記載を、平成１

４，１５年度分は２ページ程度であっ

たものを平成１６年度分は１５ペー

ジ程度に充実し、研究成果概要を参照

するだけで、研究内容がある程度理解

できるようにした。 
 
⑤公開講座の実施 

「科学技術と社会安全の関係を考

える市民講座」をメインテーマとした

全６回の公開講座を実施し、技術分野

あるいは人文社会科学的分野から選

定した６テーマごとに、他分野と対比

させることにより、原子力分野で取り

組むべき新たな安全上の課題等があ

るか調査を実施した。この結果、リス

クコミュニケーション等が重要との

結論に達した。なお、出席者は２００

人定員のところ最大で１８０名程度、

平均で１６０名程度であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。さらに、研究成果

の学会発表、論文投稿を

奨励したことにより、５

０件以上のの発表・投稿

が行われた。 
 公募研究成果の評価に

関しては、３年間の研究

が終わった研究に関し

て、原子力安全基盤調査

研究検討会（検討会）に

て委員に個別評価をお願

いし、客観的な視点から

の評価を行ってもらって

いる。その結果、９件の

完了研究の計画達成度

は、４件がＡ評価、５件

がＢ評価でＣ評価は無か

った。 

公開講座に関しては、当

初の目的である原子力分

野で取り組むべき新たな

安全上の課題等を摘出で

きた。また、８割程度の参

加状況を達成できた。 
２）安全確保 
 安全確保への貢献につ

いても、検討会にて客観

的な視点からの評価を行

ってもらっている。その

結果、９件の完了研究の

原子力安全への寄与度

は、４件がＡ評価、５件

がＢ評価で、Ｃ評価はな

かった。 

３）規制高度化 
 該当なし 
４）緊急時対応 
 該当なし 

 
３．総合評価；（Ａ） 
 マネジメントに関し

ては、当初計画した事項は
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

第

１

回

2005/10/15

13:00 ～

16:30 

東大武田先

端知ﾋﾞﾙ 5階 

武田ホール

テーマ： 

「技術の安全を考える」 

講師： 

中村浩美氏(航空評論家・科

学ジャーナリスト) 

近藤駿介氏(東京大学名誉教

授) 

田原総一朗氏(ジャーナリス

ト) 

第

２

回

2005/11/12

（土） 

13:30 ～

17:00 

東大武田先

端知ﾋﾞﾙ 5階 

武田ホール

テーマ： 

「技術と国際社会を考える」

講師： 

堀 紘一氏((株)ドリームイ

ンキュベータ代表取締役社

長) 

金子熊夫氏(外交評論家、初

代外務省原子力課長) 

舛添要一氏((株)舛添政治経

済研究所所長・参議院議員)

第

３

回

2005/11/19

（土） 

13:30 ～

17:00 

東大武田先

端知ﾋﾞﾙ 5階 

武田ホール

テーマ： 

「規制行政を考える」 

講師： 

一色賢司氏（内閣府食品安全

委員会事務局次長） 

広瀬研吉氏（経済産業省 原

子力安全・保安院長） 

小沢遼子氏（評論家） 

第

４

回

2005/12/3 

13:30 ～

17:00 

東京国際ﾌｫ

ｰ ﾗ ﾑホール

Ｄ７ 

テーマ： 

「危機管理を考える」 

講師： 

野口和彦氏(三菱総合研究所

参与) 

野村 保氏(日本原子力研究

開発機構 執行役 安全統括

部長) 

佐々淳行氏(元内閣安全保障

室長) 

第

５

回

2005/12/17

13:30 ～

17:00 

東大武田先

端知ﾋﾞﾙ 5階 

武田ホール

テーマ： 

「技術倫理を考える」 

講師： 

日和佐信子氏(雪印乳業株式

会社社外取締役) 

西部 邁氏(評論家・秀明大

学学頭) 

班目春樹氏(東京大学教授) 

第

６

回

2006/1/14

（土） 

13:30 ～

17:00 

東大武田先

端知ﾋﾞﾙ 

5 階 武田ホ

ール 

テーマ： 

「施設立地と環境を考える」

講師： 

垣迫裕俊氏(北九州市環境局

長) 

竹内舜哉氏(原子力発電環境

整備機構専務理事) 

北野 大氏(淑徳大学教授) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全て達成し、特に、事務効

率化については計画以上の

高度化が図れた。また、成

果については、事業がスタ

ートした平成１４年度に開

始された公募研究の成果が

平成１６年度に完了したこ

とを受けて、ワークショッ

プ開催、総合的評価を今年

度行い、原子力安全基盤充

実に資する研究成果の整

理、抽出を行うことができ

た。また、平成１５年度に

スタートした９件の研究が

今年度終了しており、検討

会にて客観的な視点からの

評価を行ってもらった結

果、４件がＡ評価、５件が

Ｂ評価でＣ評価は無かっ

た。 

さらに公開講座を実施

し、原子力分野で取り組む

べき新たな安全上の課題等

を摘出できた。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｅ．安全確保に関する情報の収

集、整理及び提供 
Ｅ．安全確保に関する情報の収

集、整理及び提供 
Ｅ．安全確保に関する情報の収集、整理

及び提供 
Ｅ．安全確保に関する情報の収集、整理

及び提供 
    

原子炉施設等の安全確保にお

いては、他の類似施設における

故障・トラブル等に関する情報

を有効に活用することが不可欠

である。近年、故障やトラブル

とも言えない運転管理上の情報

を注意深く集めて分析すること

が、より重大な事象の予防に有

効であることが明らかになって

きている。このため、国内外の

原子炉施設等に関する故障・ト

ラブルだけでなく、トラブル未

満の運転に関する情報を蓄積

し、分析することにより、他の

施設に反映すべき有用な情報を

抽出することが必要である。 
機構は、国際的なネットワー

クも活用し、安全確保に関する

情報を蓄積し、安全確保に関す

るデータベースを構築するとと

もに、情報の分析を行い、安全

確保のために取るべき措置を提

言することが期待される。 
また、原子力の安全確保に関

する国民の信頼を回復するため

に、安全規制行政の透明性を高

めることも重要な課題であり、

機構は、安全規制に関するわか

りやすい情報提供を行う。 
 

       

Ｅ１．安全確保に関する情報の

収集、整理及び提供（電源立地

勘定業務） 

Ｅ１．安全確保に関する情報の収

集、整理及び提供 
Ｅ１．安全確保に関する情報の収集、整

理及び提供 
（電源立地勘定業務） 

Ｅ１．安全確保に関する情報の収集、整

理及び提供 
Ｂ  

立 地 
（Ｂ） 

(１)情報の収集、整理等 

国内外の原子炉施設等の運転

特性、事故・故障、放射線管理

等の情報を収集、整理しデータ

ベースを構築する。 

(１)情報の収集、整理等 

国内外の原子炉施設等の安全

規制、事故・故障、運転特性、運

転管理、設備信頼性、放射線管理

等に関する情報を毎年２０，００

０件程度収集整理し、データベー

ス情報として整備更新を行う。 

また、これらのデータベースの機

構、保安院における利用のため、

（１）情報の収集、整理等 

 

①トラブルに係る情報の収集整備 

ａ）国内の法律に基づく事故・故障の

プレス文、事業者の報告書、ＩＮＥ

Ｓ評価結果等の情報を収集整理し、

データベースを整備更新する。 

 

 

(１)情報の収集、整理等 

 

①トラブルに係る情報の収集整備 

ａ）国内の法律に基づく事故・故

障（柏崎刈羽５号機復水器真空

度低下に伴う原子炉自動停止、

福島第一６号機ハフニウム板型

制御棒のひび等計１３件）のプ

レス、事業者の報告書、国際原

Ａ 

 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

 

 

①トラブルに係る情報の

収集整備 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

国内トラブルの報告等

の情報を作業ステップ毎

に計画的にフォローし、

 

○トラブル事例からの本

質知の抽出、それらの

知識の構造化、再利用

の促進についての研究

を進めるべきである。

現在の情報収集、整理

の仕方では、利用にお

いて限界があり、案外

有効でないものと判断

できる。 
○広報業務でのさらなる

ネット活用やリスクコ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

専用システムの維持運用を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ＩＡＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥＡの

事故故障報告データベース及び燃

料異常事象通報と分析システム活

動への参加等により、各国のトラブ

ル情報、同対応情報を入手するとと

もに、ＮＲＣの情報、欧州主要国の

情報を収集整理し、データベースを

整備更新する。また、ＩＡＥＡ取り

まとめの各国ＩＮＥＳ報告票につ

いてもデータベースを整備更新す

るとともに、ホームページに掲載す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子力事象評価尺度（ＩＮＥＳ）

評価結果、水平展開実施状況等

の情報を収集整理し、事故・故

障データベースへの追加入力を

行った。また、保安規定上のＬ

ＣＯ逸脱事象についても情報を

収集しデータベースへ追加し

た。さらに平成１６年度に発生

したトラブルについてわかり易

く解説した「我が国の原子力施

設に於けるトラブルについて」

を作成し、関係先に配布すると

共に国会図書館に納本した。 
ｂ）海外トラブルデータの収集に

ついては、 
イ）１０月中旬に開催されたＩＡ

ＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥＡの

事故・故障報告データベース

（ＩＲＳ）各国担当者会合の内

容をフォローし、各国のトラブ

ル情報、同対応情報を入手する

とともに、ＩＲＳ報告書６５件

を入手し、データベースを整備

更新した。米国のトラブルにつ

いては、被認可者事象報告書

（ＬＥＲ）約１，７５０件を収

集整理し、データベースを整備

更新した。また、仏、独、英、

瑞等を主とした欧州について

は、事故・故障情報約１００件

を、中国、韓国、台湾について

はこれまでの事故・故障情報も

含めて約４００件を収集整理

し、データベースを整備更新し

た。 
さらに、ＩＮＥＳ評価表（ＥＲ

Ｆ，Event Rating Form）につ
いては、各国から公表された事

象２４件を翻訳し、保安院と情

報を共有化し、データベースと

して整備更新するとともに、Ｉ

ＮＥＳレベル２以上の事象２

１件をホームページに掲載し

て一般に公開した。 

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整理入力し、またトラブ

ルに関するパンフレット

を計画通り完成させた。

海外のトラブルのうちＩ

ＮＥＳ報告、ＩＲＳの情

報は入手の都度速やか

に、他の情報は計画的に

データベースに入力し

た。核燃料サイクル施設

関連のトラブル情報につ

いては、英国の再処理工

場ＴＨＯＲＰ等の主要な

トラブル情報は入手の後

速やかに、データベース

に入力し、他の情報は計

画的にデータベースに入

力した。以上より進捗管

理は妥当なものであっ

た。 

２）情勢変化対応 

仏、アジア（中国、韓

国、台湾）におけるトラ

ブル情報への規制ニーズ

及びより詳細なトラブル

情報への規制ニーズが高

まる情勢変化に迅速に、

的確に対応した。 

３）運営効率化 

業務増加の条件下で、

業務のアウト・ソーシン

グを有効に活用し、多く

の結果を出した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

国内外のトラブル情報

について、特に仏、アジ

アにおけるトラブル情報

及びトラブル詳細情報の

収集、整理の面で、目標

以上の成果をあげた。 

トラブル情報の活用と

して福島第一６号機ハフ

ニウム板型制御棒のひび

ミュニケーションなど

さらなる取り組みを期

待したい。 
○国民が注目している耐

震設計指針の高度化に

対し、大きな貢献があ

ったと認める。特に地

震ＰＳＡについて評価

手法の確立等に大きな

成果をあげたと高く評

価する。 
○当初計画業務および追

加業務について相当程

度の成果が認められ

る。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）輸送に関するトラブル情報を収

集、整理しデータベースを整備更新

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ) 核燃料サイクル施設関連のト
ラブル情報の収集整備につい

ては、 
ⅰ）米国の核燃料サイクル施設

（燃料製造、ウラン濃縮施設

等）のトラブル情報１９件、

欧州（英国、仏国及び独国）

の核燃料サイクル施設のトラ

ブル情報２４件を収集し、事

象、原因等に関して分類整理

し、データベースとして整備

更新した。 
ⅱ）４月に公表された英国再処

理工場ＴＨＯＲＰの供給清澄

セルの配管破損事故の情報収

集、ＮＤＡの事故調査報告書

の評価等を行ないその結果を

保安院に提供した。 

ⅲ）６月に開催されたＩＡＥＡ

及びＯＥＣＤ／ＮＥＡの核燃

料サイクル施設事故故障報告

システム（ＦＩＮＡＳ）の構

築のための会合に出席し、デ

ータベースシステムの要求条

件等をまとめた。 
ｃ）海外（仏国、米国）の核燃料

物質の輸送に係るトラブル情報

を収集した。また、放射線源及

び輸送の事象に対するＩＮＥＳ

評価のための新たな追加ガイダ

ンス（試運用向け）は、２００

６年５月にＩＡＥＡで本格運用

向けに更新・発行されるため、

追加ガイダンスの国内適用検討

に参画した。更に、２００５年

１２月に行われたＩＡＥＡ／Ｔ

ｒａｎｓａｓ（ＩＡＥＡによる

輸送関連行政評価サービス）に

対する事前検討及び評価会合、

及び指摘等に対する検討会議に

参画した。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発生等の際の類似事例調

査、ＪＡＥＡとの規制側

としての原因究明調査、

基準等への適合性の評価

等を行い保安院の規制活

動に的確に貢献した。ま

た、英国の再処理工場Ｔ

ＨＯＲＰの事故情報を収

集した結果を保安院の総

合資源エネルギー調査会

原子力安全・保安部会核

燃料サイクル安全小委員

会六ケ所再処理施設総点

検に関する検討会で紹介

し、保安院の燃料サイク

ル施設の規制活動の支援

に大きく貢献した。 

２）安全確保 

収集整理されたデータ

は、我が国の原子力施設

の安全運転の確保のため

の基礎情報として貢献が

大である。 

３）規制高度化 

類似の事故故障の原因

究明、再発防止仕組みの

構築（安全情報検討会を

通じて）の基礎情報とし

て貢献が大である。 

４）緊急時対応 

類似事例の原因究明の

基礎情報として貢献が大

である。特に本年度は福

島第一６号機ハフニウム

板型制御棒のひび発生の

際の類似事例調査は、原

因究明のための情報とし

て迅速、的確に貢献した。 

 

３．総合評価：Ａ 

国内及び海外の原子力施

設の故障情報について、目

標数以上に、効率的に収集

整理し、保安院の規制活動
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運転特性に係る情報の収集整備 

ａ）国内及びＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／Ｎ

ＥＡ等国際機関活動で得られる海

外原子炉施設等の運転特性並びに

放射線管理に関する情報を収集、整

理し、データベースを整備更新す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②運転特性に係る情報の収集整備 

ａ）国内原子炉施設等の運転情報

については、事業者から国へ報

告された運転状況報告等を基に

約１，７５０件、運転計画情報

については事業者から国へ報告

された運転計画届出を基に約６

５０件、定期検査情報について

は保安院がプレス発表した定期

検査情報を基に約４００件の情

報を収集、整理し、データベー

スを整備更新した。海外原子炉

施設等の運転特性情報について

はＩＡＥＡ－発電用原子炉情報

システム（ＩＡＥＡ－ＰＲＩ

Ｓ：ＩＡＥＡ  Power Reactor 
Information System）を基に約
４，４００件の情報を収集、整

理し、データベースを整備更新

した。放射線管理情報について

は事業者から国へ報告された放

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及びトラブル再発防止の仕

組みづくりの基礎情報とし

てタイムリーに活用した。

また、仏、アジアにおける

トラブル情報及び詳細情報

の規制の収集ニーズに対し

ても迅速、的確に対応した。 

特に本年度は福島第一６

号機ハフニウム板型制御棒

のひび発生の際の類似事例

調査、原因究明のための調

査等規制活動に著しく貢献

した。また、英国の再処理

工場ＴＨＯＲＰの事故情報

収集、評価で、保安院の燃

料サイクル施設の規制活動

支援に大きく貢献した。 

以上のように、情勢の変

化へも対応しつつ中期目標

達成に向け順調に適切に目

標以上の進捗で業務が進め

られていると評価出来る。 

 

②運転特性に係る情報の

収集整備 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

国内外原子炉施設等の

運転特性情報、運転計画

情報、定期検査情報,及び

放射線管理情報について

定期的（月度、四半期度、

年度）に計画通りデータ

ベースを整備更新し、運

転特性評価のベースとな

る情報を関係者にタイム

リーに提供した。以上よ

り進捗管理は妥当なもの

であった。 

２）情勢変化対応 

該当無し。 

３）運営効率化 

業務増加の条件下で、

業務のアウト・ソーシン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

236 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

ｂ）定期安全管理審査、定期検査、使

用前検査等に係る情報及びそれぞ

れの検査、審査結果の判定に係る情

報を有効に活用できるように収集、

整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③信頼性に係る情報の収集整備 

射線業務従事者線量等報告書及

び保安院がプレス発表した定期

検査情報を基に約３００件の情

報を収集、整理し、データベー

スを整備更新した。 
ｂ）定期安全管理審査、定期検査、

使用前検査などの検査に関連す

る図書約６００件、約２１万頁

をデータベース化した。Ｈ１７

年度には検査業務部が行う検査

の種類を増加したこと、燃料サ

イクル本部が行う検査も対象と

したことによりデータベース化

量は増大した。データベースの

対象は検査業務部分が使用前検

査、定期検査等９種類の検査、

核燃料サイクル本部分が施設検

査、廃棄体の確認等の６種類で

ある。 
ｃ）低レベル放射性廃棄体の廃棄

確認及び埋設データの整備 

六ヶ所埋設センターで埋設処分

されている廃棄体を対象にデー

タベースシステムを構築し、シス

テムの運用を開始した。 
ｄ）クリアランス検認データベー

ス整備 

クリアランス制度の運用に向け、

認可申請から確認検査に至るま

での一連のデータを対象にデー

タベースシステムを構築した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③信頼性に係る情報の収集整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

グを有効に活用し、多く

の結果を出した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

国内外原子炉施設等の

運転特性情報、運転計画

情報、定期検査情報,及び

放射線管理情報について

定期的（月度、四半期度、

年度）に計画通りデータ

ベースを整備更新し、運

転特性評価のベースとな

る情報を関係者にタイム

リーに提供した。 

２）安全確保 

収集整理されたデータ

は我が国の原子力施設の

安全運転の確保のための

基礎情報として貢献が大

である。 

３）規制高度化 

設備利用率向上、被ば

く低減方策への規制高度

化の観点での基礎情報

（データ）として貢献が

大である。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ｂ 

国内外原子炉施設等の運

転特性情報、運転計画情報、

定期検査情報,及び放射線

管理情報について計画通り

データベースを整備更新

し、運転特性評価のベース

となる情報を関係者に提供

した。以上のように、中期

目標達成に向け概ね適切に

業務が進められていると評

価できる。 

 

③信頼性に係る情報の収集
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ａ）原子力発電炉施設等の法律に至ら

ない軽微な事象を収集し、運転管理

情報データベースを整備更新する。

 

 

 

 

ｂ）信頼性に係る情報のデータ収集・

活用を拡充整備するための方策を

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）信頼性に係る情報のうち、国

に報告される事象２０件につい

ては、故障モード等の分析を行

い信頼性データベースに登録し

た。また、軽微な事象約３００

件についてデータベースを整備

更新した。 
ｂ）軽微な事象を円滑に収集する

ため、データ登録機能の整備を

実施した。また、信頼性情報の

活用方法として、高経年化デー

タベースへの活用、及び共通要

因故障データへの活用について

の方策を検討するとともに、活

用した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

当初の計画を予定通り

実施した。 

２）情勢変化対応 

信頼性関係では特筆す

べき情勢の変化はなく、

予定通りに作業を進めら

れた。 

３）運営効率化 

軽微なトラブル抽出及

び高経年化の有無の判断

部分はアウト・ソーシン

グしたが、効率的な作業

が期待できるプラントメ

ーカーに依頼するととも

に、入力ツールを開発し、

ＪＮＥＳのデータベース

への円滑な登録を可能と

するよう工夫した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初の計画の達成し

た。 

２）安全確保 

信頼性データベース、

高経年化データベースを

継続的に最新化・整備し

ており、それぞれのデー

タベースの持つ意味合い

の範囲で安全確保に貢献

した。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

予定した作業を当初予定

通り実施し、当初期待され

た成果を挙げることができ

たことより、総合評価はＢ

とした。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

④職業被ばく情報システム（ＩＳＯ

Ｅ）アジア技術センター活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ）アジア技術センターとして、日本

国並びに韓国の各原子力発電所に

係わる被ばく情報を収集整備更新

する。また、国内外の合計４６７基

のデータを収集し配布する。 

 

 

 

ｂ）アジア技術センターの活動をＩＳ

ＯＥ運営委員会にて報告するとと

もに、ＩＳＯＥネットワークによる

情報交換支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④職業被ばく情報システム（ＩＳＯＥ）

アジア技術センター活動 
以下の活動を通じて、我が国の被

ばく低減活動及び被ばく低減意識の

向上に寄与できた。特に、今年度は

アジア地区で初のＡＬＡＲＡワーク

ショップを開催し、今後益々活動を

活発化させていく基盤が出来た。本

ワークショップでの我が国の被ばく

低減努力は海外からも評価され、北

米及びヨーロッパでも紹介した。 
ａ）アジア技術センターとして、

我が国の各原子力発電所５４基

にかかわる平成１７年度の被ば

く情報を収集、整備しＩＳＯＥ

事務局へ連絡した。また、ＩＳ

ＯＥ事務局で整備された国内外

の合計４７１基のデータについ

て、国内事業者へ配布した。 
ｂ）アジア地区で初めてのＩＳＯ

Ｅ運営委員会を、２００５．１

１．７～１０に東京で開催し、

アジア技術センターの活動を報

告した。 
また、２００６．１．１６～１

８にフロリダで開催されたＡＬ

ＡＲＡシンポジウム（北米技術

センター主催）で我が国の被ば

く低減状況について報告した。

この他、ＩＳＯＥネットワーク

経由であった国内 1 件、国外５
件の情報交換要請に関して、事

業者・他技術センターへの情報

の取り次ぎ及び翻訳等の支援を

実施した。本部で作成されたＩ

ＳＯＥニュースの５～９号を和

訳し事業者に配布した。 
また、我が国の従業員被ばく低

減を目的として保安院が原安協

に依頼している「放射線被ばく

管理信頼性調査専門委員会」に

参加し国内外の被ばく情報の提

供を行った。 
 

Ａ 

 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④職業被ばく情報システム

（ＩＳＯＥ）アジア技術セ

ンター活動 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

当初の業務計画通り業

務が完了した。 

２）情勢変化対応 

アジア初のＡＬＡＲＡ

ワークショップを成功裏

に開催した。初の国際的

ワークショップであった

が、国内の最新の被ばく

低減事例の事例発表、Ｉ

ＳＯＥ議長等幹部の招聘

等の企画により、我が国

の被ばく低減努力を国際

的に示すことができた。 

３）運営効率化 

被ばく低減に係る活動

を国際的な場も活用して

推進したため、海外出張

等も多くなったが、部員

の手分け等により効率良

く業務をこなした。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

当初の業務計画を予定

通り達成したのみではな

く、ＡＬＡＲＡワークシ

ョップにおいては我が国

の被ばく低減事例を本部

のワークショップでの発

表を要請されるなど我が

国の被ばく低減努力を国

際的に示すことができ

た。 

２）安全確保 

被ばく低減を検討する

ためのデータベースを整

備すると共に、我が国の

被ばく増加の要因等の分

析も実施し、安全確保に
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤海外の規制等に係る情報の収集整

備 

ａ）米国、欧州及びアジア等主要国の

原子力関連施設の更なる安全性、経

済性を追求し、規制改革、検査制度

改革等の動きについて調査を行い、

その目的、内容等を調査整理し、デ

ータベースを整備更新する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤海外の規制等に係る情報の収集整備 
 

ａ）米国については、リスク情報

に基づく規制、主要機器の不具

合改善策のフォロー、原子炉監

督のプロセス、原子炉認可制度

の変更と新設プラントへの適用

動向、外部人為事象への対応、

運転認可更新、定格出力増加、

ＰＷＲ格納容器サンプ閉塞問

題、火災防護等の規制動向を調

査・整理し、データベースを整

備更新した。（１７テーマ、約１

４０件）さらに、上記のテーマ

毎の情報とは別に米国における

規制及び事象等の約１，４００

件のトピックス情報を背景情報

も含め調査し、データベースを

整備更新した。また、米国の規

制項目毎のガイドブックを作成

した。 
欧州及びアジア等の主要国の原

子力施設関連情報については、

特にフランス、中国、韓国、台

湾について重点的に調査を行

い、欧州分約１，８６０件、ア

ジア分約７２０件の情報を入手

するとともに、その目的、内容

等を調査整理し、データベース

を整備更新した。なお、この中

にはもんじゅの再立上げに関連

した仏国の高速炉フェニックス

炉、スーパーフェニックス炉の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貢献する見込み。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

当初予定していた業務を

スケジュール通り実施し、

想定以上の成果をあげるこ

とができたことより、総合

評価はＡとした。 

 

⑤海外の規制等に係る情報

の収集整備 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

計画通り、海外の原子

力施設の規制全般にわた

る情報を収集整理し、デ

ータベース化し、海外事

故故障月報（１２号）、国

内情報を含めた週報（４

９号）を発行し保安院,

ＪＮＥＳ関連部門へ情報

を提供した。我が国とし

て規制ニーズがたかいも

のはタイムリーに安全情

報検討会へ報告した。 

米国の規制等の情報

で、注目度の高い規制項

目について、これまでの

関係情報を基に分析し、

背景、経緯、位置づけ等

をまとめた３０項目のガ

イドブックを計画通り作

成した。 

以上より進捗管理は適

切かつタイムリーなもの

であった。 

２）情勢変化対応 

ＰＷＲサンプ閉塞問

題、制御室の居住性、火災

防護、高経年劣化の問題等

に関する海外での規制対

応情報に対する規制ニー
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

ｂ）収集した運転情報、規制情報につ

いては週報、安全情報検討会等によ

り定期的に関連部門に提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）欧州の核燃料サイクル施設の規制

に関する調査として、法令及び規制

の枠組み、運転、トラブル報告、検

査等に関する規制について調査整

理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報を含んでいる 
ｂ）週報は計４９号発行し、保安

院及び機構内へ情報提供した。

週報には世界の原子力に関する

１週間程前までの最新情報が掲

載されており、内容に関して保

安院及び機構内等からの問い合

わせ、送付要求が多く寄せられ

た。平成1７年度に週報に掲載さ
れた情報は、合計約３，０００

件にのぼる。 
なお、週報には、米国・欧州・

アジア各国及び我が国の原子力

規制に関連する情報（規制当局

の動向、トラブル情報等）、その

他原子力に関連する一般情報、

国内新聞情報等を掲載してい

る。 
また、これらのうち主要なもの

については随時安全情報検討会

へ報告している。 
ｃ）欧州の核燃料サイクル施設の

規制に関する調査として、以下

の調査を実施した。 
イ）欧州（英国、仏国、独国等）

及び米国の核燃料サイクル施

設の検査制度に関する調査と

して、検査の全体的な枠組み、

検査方法、定期安全レビュー、

経年劣化問題等の調査を実施

した。 
ロ）ＴＲＵ廃棄物の輸送と貯蔵に

関する調査として、規制の枠組

み、輸送貯蔵の具体例、安全解

析、事故等を調査し、問題点を

摘出し、整理した。 
ハ）海外のウラン濃縮施設等で

のＵＦ６の貯蔵時の規制に関

する調査として、貯蔵状況、及

び法規制の状況、並び安定化処

理の方針・計画について調査し

た。さらに、国内におけるＵＦ

６の貯蔵状況を調査し、調査の

結果を参考に、今後のわが国に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ズが高まり、その実態を詳

細に調査し、保安院へ迅速

かつ的確に情報提供した。 

また、アジアの原子力

事情の変化を背景にした

アジア規制情報に対する

保安院のニーズの高まり、

仏の規制情報に対する保

安院ニーズの高まりに対

して、入手方法の改善等に

より迅速に対応した。 

３）運営効率化 

業務増加の条件下で、

業務のアウト・ソーシング

を有効に活用し、多くの結

果を出した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

海外の規制情報を効率

的に収集整理し、データベ

ース化し、海外事故故障月

報（１２号）、国内情報を

含めた週報（４９号）を発

行し保安院，ＪＮＥＳ関連

部門へ情報を効果的に提

供した。週報は昨年度に比

べ、分野項目を増加させる

と共に内容の充実を図っ

た結果、その合計はおよそ

３，０００件となってい

る。これらのうち我が国と

して規制ニーズが高いも

のについてはタイムリー

に安全情報検討会へ報告

され、保安院の規制活動及

びトラブル再発防止の仕

組みづくりの基礎情報と

してタイムリーに活用さ

れた。特に、米国の規制等

の情報で、注目度の高い規

制項目について、背景、経

緯、位置づけ等をまとめた

３０項目のガイドブック
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）米国における検査官教育手法訓練

内容及び教育手法等を理解する上

で必要な検査関連事項等の調査を

行い、規制情報のデータベースを整

備更新する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おけるＵＦ６の貯蔵管理に関

する調査として、貯蔵状況、及

び法規制の状況、並び安定化処

理の方針・計画について調査し

た。さらに、国内におけるＵＦ

６の貯蔵状況を調査し、調査の

結果を参考に、今後のわが国に

おけるＵＦ６の貯蔵管理に関

する検討、評価を行った。 
ニ）海外の核燃料サイクル施設か

ら発生する回収ウランに係わ

る諸問題と動向の調査として、

回収ウランの管理、安全規制、

利用計画、再利用する上での規

格、基準の整備状況等を調査し

た。さらに、国内の核燃料サイ

クル施設での回収ウランの管

理、安全規制、発生量予測、利

用計画及び回収ウランの利用

に係わる技術開発について調

査・整理し、わが国での管理及

び安全規制に関わる課題等を

検討･整理した。 

ｄ）米国及びフランスにおける検

査官訓練内容及び考え方を調査

した。 
また、米国の検査・安全規制等

に知見の深い元ＮＲＣ幹部を H
１７年８月とＨ１８年２月に招

聘し、米国の検査及び研修の実

態についての知見を深めるとと

もに、米国での安全規制の状況

についての知見を深めた。本件

に関しては、保安院を幹部も含

めて招き、知識の共有化を図っ

た。 
上記を通じて、今後の検査官教

育の在り方のベースを固めた。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を作成した。これらは、わ

が国の規制活動の重要な

情報として活用されてい

る。 

また、ＰＷＲサンプ閉塞

問題、制御室の居住性、火

災防護等の海外の規制対

応情報は、我が国の今後の

規制の在り方に有効に活

用することとなっている。

以上の活動及びその成果

は保安院からの規制ニー

ズに適合してしており、非

常に高い評価を得た。 

２）安全確保 

海外の原子力施設の規

制全般にわたる情報は収

集整理され、データベース

化され、我が国として規制

ニーズが高いものは随時

安全情報検討会へ報告さ

れ、保安院の現在の規制活

動及びトラブル再発防止

のための規制仕組みづく

りの基礎情報としてタイ

ムリーに、的確に活用され

ている。 

３）規制高度化 

入手した海外規制情報

はトラブル再発防止のた

めの規制仕組みづくり等

の安全規制の高度化に大

きく貢献した。海外でのＰ

ＷＲサンプ閉塞問題、高経

年化、火災防護の問題等に

ついての規制対応情報は

我が国の今後の規制の在

り方の技術支援に有効に

活用されることとなって

いる。 

４）緊急時対応 

国内トラブル等の保安

院の規制対応のための情

報として直接的に活用さ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れた。 

 

３．総合評価：Ａ 

海外の規制情報を効率的

に収集整理し、データベー

ス化し、海外事故故障月報

（１２号）、国内情報を含

めた週報（４９号）を発行

し保安院,ＪＮＥＳ関連部

門へ情報を効果的に提供し

た。これらのうち我が国と

して規制ニーズが高いもの

についてはタイムリーに安

全情報検討会へ報告され、

保安院の規制活動及びトラ

ブル再発防止の仕組みづく

りの基礎情報としてタイム

リーに活用された。 

また、米国の規制等の情

報で、注目度の高い規制項

目について、これまでの関

係情報を基に分析し、背景、

経緯、位置づけ等をまとめ

たガイドブックを作成し

た。具体的には、「リスク情

報を活用した規制概観」、

「運転許認可更新」、「一括

認可（ＣＯＬ）申請」、「Ｎ

ＲＣ戦略計画」等３０項目

であり、これらは、わが国

の規制活動の重要な情報と

して活用されている。 

さらに、ＰＷＲサンプ閉

塞、高経年化、火災防護の

問題等の問題ついての海外

の規制対応情報は、我が国

の今後の規制の在り方に有

効に活用されている。また、

核燃料サイクル施設関連

で、検査制度、回収ウラン

管理、劣化ウランの管理、

ＴＲＵ廃棄物の管理等に関

する情報を調査整理した結

果は、今後の核燃料サイク
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥安全情報システムの維持・管理 

ａ）計算機システム更新に伴う移行作

業を円滑に行う。 

 

 

 

ｂ）より柔軟な情報の活用を目指して

安全情報データベースの高度化（３

階層化）を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）セキュリティポリシーについて職

員への徹底を図るとともに、外部侵

入の模擬抜き打ち検査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥安全情報システムの維持・管理 

ａ）安全情報システムの更新計画

どおりに、文書データ、検査デ

ータ、その他関連データについ

て、新サーバへのデータ移行を

完了した。 

ｂ）３階層型データベースはデー

タベース層・アプリケーション

層・プレゼンテーション層から

なるが、これらデータベースシ

ステムの高度化をはかった。 
・既存の約８００あるＤＢ用テ

ーブルを重複部分の統合等に

より半減させた。 
・上記統合により複数のＤＢか

ら情報を抽出し、統一的に処

理できるようにした。 
・トラブル情報分析機能及び高

経年トラブル抽出機能を構築

して上記機能の確認を行っ

た。 
ｃ）前年度と同様にセキュリティ

ポリシーについて、職員への徹

底を図るとともに、外部侵入の

模擬抜き打ち検査を行った。検

査の結果は特に問題なかった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル施設の規制対応として活

用することとなっている。

以上の活動及びその成果は

保安院から高い評価を得

た。 

上記のように、情勢の変

化へも対応しつつ、計画を

はるかに超える成果が得ら

れており、さらに規制ニー

ズへの対応、安全規制の高

度化に顕著な貢献をしてい

ると評価できる。 

 

⑥安全情報システムの維

持・管理 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

リース更新計画に基づ

いて、順次新サーバへのデ

ータ移行が行われ、進捗管

理は良好である。 

２）情勢変化対応 

最新の機器性能、効率的

な計算機システムなどの

現状を調査分析して、安全

情報システムを構築して

おり、情勢変化対応は良好

である。 

３）運営効率化 

運営の効率化に努め業

務が順調に推移した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

全データベースソフト

を汎用ソフトに統一し、一

台の統合データベースサ

ーバにそれらを搭載する

システムに変更したこと

により、サーバ台数を削減

し、リース金額を低減する

など、当初計画どおりの成

果を得た。 

２）安全確保 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦中央資料室の運営 

各部門より原子力関連の技術図書を

収集し、常時閲覧可能なように、中

央資料室にて保管、管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦中央資料室の運営 

各部門より原子力関連の技術図書を

約６９０部収集し、常時閲覧可能な

ように中央資料室にて保管、管理し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度に継続してセキ

ュリティ成熟度調査を行

うとともに、セキュリティ

ポリシーについて職員へ

の徹底を図ったことによ

り、安全情報システムの安

全を確保した。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

更新計画どおり円滑に新

システムへの移行が行われ

るとともに、文書ベースシ

ステム、保安検査支援シス

テムの高度化が図られ、当

初計画どおりの成果をあげ

たこと、これら業務のマネ

ジメントも良好だったこと

よりＢと評価した。 

 

⑦中央資料室の運営 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

各部門よりの原子力関

連技術図書の収集、保管、

管理を着実に行っており、

進捗管理は良好である。 

２）情勢変化対応 

期中に職員から要請さ

れた書籍をタイムリーに

購入しており、情勢変化対

応は良好である。 

３）運営効率化 

管理システムを汎用性

の高いソフト「Oracle」で

再構築して導入し、運営の

効率化に努め業務が順調

に推移した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初の計画どおりの成

果を得た。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）安全確保 

継続的に原子力安全に

係る技術図書の収集、保

管、管理を行って、機構職

員の情報共有化を図った

ことにより、安全確保に貢

献した。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

機構職員の情報共有を図

るため、各部門よりの原子

力関連技術図書の収集、保

管、管理を着実に行い、中

期目標達成に向け概ね適切

に業務が進められているこ

とよりＢと評価した。 

 

 

(２)情報の分析評価 

原子炉施設等に関し収集した

運転情報、事故故障情報及び放

射線管理情報を分析評価し、原

因傾向等の分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)情報の分析評価 

原子炉施設等に関し収集した各

種情報を分析評価することによ

り、原因傾向等の分析、信頼性デ

ータベースの作成等を行い、再発

防止対策、検査手法等の検討に反

映する。 

また、リスク情報を用いた運転

性能評価、保安活動評価を行うた

めの情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報の分析評価 

①トラブルに係る情報の分析評価 

ａ）国内の原子力発電所でトラブル発

生時、事故・故障データベースを用

いた類型事例の抽出、抽出されたト

ラブルの原因、対策及び関連情報等

の調査、検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)情報の分析評価 

①トラブルに係る情報の分析評価 
ａ）国内の原子力発電所でトラブ

ル発生時、対応を迅速に行うた

めに事故・故障データベース（国

内法律・通達で過去に報告され

たトラブル検索、海外で過去に

報告されたＯＥＣＤ･ＩＡＥＡ

／ＩＲＳ検索等）を用いた類型

事例の抽出、抽出されたトラブ

ルの原因、対策及び関連情報等

の調査、検討を行い保安院への

情報提供を行った。 
また、トラブル発生時の規制対

応の迅速化、適確化を目的とし

て、国内トラブル事象の要因分

析を実施する際に活用するため

のフォルトツリー図（計装制御

設備、電気設備、非常用ディー

ゼル発電設備）の作成・整備（過

去のトラブル事例反映、プラン

ト設計面からの知見反映）を行

った。 
「福島第一６号のハフニウム板

型制御棒のひび」への対応とし

Ｂ 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)情報の分析評価 

①トラブルに係る情報の分

析評価 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

国内トラブル発生時、類

型事例を抽出し、原因、対

策等の調査、分析をタイム

リーに行うと共に、委員会

用の資料作成等で保安院

の規制活動に大きく貢献

した。また、計画的に海外

トラブルについて分析し、

安全情報検討会等で結果

を提供した。以上より進捗

管理は妥当なものであっ

た。 

２）情勢変化対応 

アジア、仏のトラブル情

報を積極的に含める分析

のニーズが高まり、それに

迅速に対応した。 

３）運営効率化 

業務増加の条件下で、業

務のアウト・ソーシングを
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）海外の原子炉施設等で発生した事

象のうち、代表例について詳細調査

し、国内に参考となるべき事項を分

析評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て、主として米国の類似トラブ

ルの原因、対策及び関連情報等

の調査、検討を行い保安院への

情報提供を行った。 
ｂ）海外の原子炉施設等で発生し

た事象のうち、代表例について

詳細に調査し、国内プラントの

安全運転のための参考となるべ

き事項を分析評価した。 
ＰＷＲについては、「原子炉容器

の６００合金の割れとほう酸腐

食」、「蒸気発生器における異物

の検出とＥＣＴデータの自動分

析」、「未解析の内部溢水事象と

設計不備が安全停止に潜在的影

響」、「燃料破損率の仮定が非安

全側でＣＶガスモニタの一次冷

却材バウンダリ漏洩検出能力低

下懸念」、「単一故障及び火災に

対する多重安全系母線の脆弱

性」、「格納容器内高温配管近傍

に敷設された安全系計装制御ケ

ーブルの劣化」についての分析

評価を実施した。 
ＢＷＲについては、「機器ハッチ

床プラグの非水密性/機器ドレ
ンの閉塞による安全系機器の内

部溢水」、「漏えい検出感度の非

保守性」「トーラス壁貫通漏れ」

等について分析評価を実施し

た。 
また、海外核燃料サイク施設で

発生した火災事故(６２件)につ
いて、事故の原因、影響度によ

る分類等を行い、問題点の抽出、

国内関連施設での対応等につい

て分析評価を実施した。 
欧州主要国（これまでの仏、独、

瑞の他,スイス、英）の他アジア
主要国（台湾、韓国、中国）の

事故・故障データベースを用い、

欧州主要国、アジア主要国等に

おける事故・故障の傾向につい

て、発生機器別、発生原因別、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効に活用し、多くの結果

を出した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

国内トラブル発生時、類

型事例を抽出し、トラブル

の原因、対策等の調査、分

析をタイムリーに行うと

共に、事故調査委員会等の

資料作成等で保安院の規

制活動に大きく貢献した。

特に福島第一６号機ハフ

ニウム板型制御棒のひび

発生の際に、海外トラブル

事例を詳細に分析し、原因

究明の観点で保安院支援

に大きく貢献した。また、

他の海外トラブルについ

て、分析、検討を行い、安

全情報検討会等へその分

析結果を提供した。以上の

活動及び成果は保安院か

ら高い評価を得た。 

２）安全確保 

分析されたトラブルデ

ータは我が国の原子力施

設の安全運転の確保のた

めの基礎情報として貢献

が大である。 

３）規制高度化 

類似の事故故障の原因

究明、再発防止仕組みの構

築（安全情報検討会を通じ

て）の基礎情報として貢献

が大である。 

４）緊急時対応 

福島第一６号機ハフニ

ウム板型制御棒のひび発

生の際の原因、対策等の保

安院支援に大きく貢献し

た。 

 

３．総合評価：Ａ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）国内の原子炉施設等で発生したト

ラブルについて IＮＥＳ評価、検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）事故・故障を始めとする各種デー

タベースを用い、原子力発電所にお

けるトラブルの分析結果等原子炉

施設運転管理年報の各種基礎デー

タ等を作成する。 

 

 

②運転特性に係る情報の分析評価 

ａ）国内外の原子炉施設の運転、定検

及び被ばくに関する情報を分析評

価し、我が国の原子力発電所に係わ

るプラント特性に関する評価集を

作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）国内向け安全達成度指標案の検討

発見方法別などといった観点か

ら分析評価した。 
ｃ）ＩＮＥＳ評価小委員会（第１

３～１６回）に提案する計１８

件の事故・故障についてＩＮＥ

Ｓ評価資料の原案等の作成及び

検討を行い、保安院の委員会運

営を支援した。また、放射線源

と放射性物質輸送におけるＩＮ

ＥＳ評価については、来年度か

らの本格運用に向けた国内対応

検討に参画した。 

さらに、ＩＮＥＳトラブルを掲

載しているＩＡＥＡ／ＮＥＷＳ

Ｗｅｂの運営に関し、その改善

案を作成した。この改善案は２

００６年４月に開かれるＩＡＥ

Ａ／ＩＮＥＳ技術会議で保安院

と文部科学省共同で提案される

予定である。 

ｄ）事故・故障を始めとする各種

データベースを用いて、原子力

発電所におけるトラブル分析結

果等の平成１７年度版運転管理

年報用の各種データを作成し

た。 
 
②運転特性に係る情報の分析評価 
ａ）昨年度、原子力発電所に係わ

るプラント特性に関する評価集

（以下評価集）の記載内容の検

討を実施したが、今年度はその

検討結果に沿って評価集を作成

した。 
評価集では、国内外の原子炉施

設の運転、運転性能、定検及び

被ばくに関する情報の運転特性

及びその変化の要因を分析・評

価しており、各年度の特徴を把

握することができる。このため、

我が国の運転特性検討の際のベ

ース資料として活用することが

できる。 
ｂ）検査の在り方検討会の再開に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

国内トラブル発生時、類

型事例を抽出し、トラブル

の原因、対策等の調査、分

析をタイムリーに行い保安

院の規制活動に大きく貢献

した。特に福島第一６号機

ハフニウム板型制御棒のひ

び発生時に、海外トラブル

事例を詳細に分析し、原因

究明の観点で保安院支援に

大きく貢献した。また、他

の海外トラブルについて、

分析、検討を行い、安全情

報検討会等へその分析結果

を提供した。以上の活動及

び成果は保安院から高い評

価を得た。 

以上のように、情勢の変

化へも対応しつつ、計画を

大幅に超える成果が得られ

ており、安全規制の高度化

に顕著な貢献をしていると

評価できる。 

 

 

 

 

②運転特性に係る情報の分

析評価 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

「検査の在り方に関す

る検討会」がＨ１７年１１

月より再開され、検討事項

が増加したが、その他の作

業に大きな影響を与える

ことなく進めることがで

きた。 

２）情勢変化対応 

上記に示す検討会の再

開により検討事項が増え

たが、これまでの先行的な

調査・検討結果を活用し乗

り切った。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及び諸外国の原子力発電所のプラ

ント特性向上の背景を分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）定期安全管理審査、定期検査、使

用前検査等に係る情報及びそれぞ

れの検査、審査結果の判定に係る情

報の有効活用を目指した検討を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伴い国内向けの安全達成度指標

の検討を実施した。 
また、プラント特性向上の背景

については、米国、スウェーデ

ン、フランスの従業員被ばく低

減に規制が果たした役割等の良

好事例をデータベース化し、今

後我が国がとるべき対応の参考

とできるようにした。 
ｃ）定期安全管理審査、定期検査、

使用前検査等に係る情報を分析

評価し、機構検査員の合理化ツ

ールである検査関連図書作成支

援機能を整備した。本年度は検

査業務部に加え、燃料サイクル

本部の検査にも対応するよう整

備を進めた。 
また、昨年度まとめた保安規定

の技術資料については、４カ所

の保安検査官事務所で事業者も

含めて周知の為の研修を行っ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）運営効率化 

検討量の増加について

は、調査会社を有効に使う

ことにより、調査結果に基

づくキチンとした成果を

報告する等の効率化を図

り効果をあげた。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ルーチン的な分析業務

については予定通りに達

成することができた。検査

の在り方検討会による追

加的な分析業務について

も、各検討会で主に海外と

我が国の比較に関する発

表を行い、検討に資するこ

とができ、ＮＩＳＡの要求

を満足できた。 

２）安全確保 

パフォーマンス指標の

導入等の検査制度のあり

方と関連深く、安全に密接

につながる分野でアウト

プットを出すことができ、

今後これらを参考とした

検討が進むことにより、安

全確保に多大な貢献をす

る見込み。 

３）規制高度化 

検査とパフォーマンス

指標を劣化徴候の検出に

活用していく等の検討を

つうじて、規制の高度化に

貢献する見込み。 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

ルーチン的な業務をこな

した上で、パフォーマンス

指標の検討等の成果も出し

たことよりＡと評価した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③信頼性に係る情報の分析評価 

法律による報告に至らない軽微な

トラブル事象等より、より重大なトラ

ブルの未然防止に必要な教訓を得る

ための分析･評価方法について検討

し、分析を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④海外の規制等に係る情報の分析評

価 

ａ）海外の規制等について収集整備し

た情報を分析評価し、我が国の規制

にも取り入れるべき規制案を検討

③信頼性に係る情報の分析評価 
昨年度に引き続き、軽微な事象の分

析評価ツールを整備した。 
上記ツールを用いて昨年度の軽微

な事象に関してより大きなトラブル

を防止するための分析評価を実施し、

分析評価機能について確認するとと

もに、トラブル未然防止のための分析

を実施した。 
また、軽微な事象の活用の方策とし

して、共通要因による事象及び高経年

化事象を抽出する作業を実施した。共

通要因故障に関しては 5 件の候補の
事例を抽出し、ＯＥＣＤ／ＮＥＡの共

通要因故障プロジェクトへ送付した。

高経年化データについては、高経年化

データベースへ登録をした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④海外の規制等に係る情報の分析評価

ａ）検査の在り方検討会の再開に

伴い、海外の検査制度に関連す

る調査を行い、検査の在り方検

討会で発表した。主に、米国の

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

③信頼性に係る情報の分析

評価 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

ルーチン的な業務を予

定通りこなした。 

２）情勢変化対応 

特に本業務に影響を及

ぼす情勢の変化はなかっ

た。 

３）運営効率化 

現状効率的な運営がで

きており特に該当なし 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初予定の業務を達成

した。なお、我が国で初め

て OECD/NEA の国際共通要

因故障データ交換プロジ

ェクトの運営会合を成功

裏にホスト国として開催

した。 

２）安全確保 

より大きなトラブルを

未然に防止するための分

析、安全性に大きな影響を

与える共通要因故障の抽

出作業を通じ、安全確保に

貢献する見込み。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

当初計画業務を上回る業

務をこなし成果もあげたこ

と、この間のマネジメント

は良好であったことよりＢ

と評価した。 

 

④海外の規制等に係る情報

の分析評価 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

当初計画業務に加えて、
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）パフォーマンス指標、リスク情報

の活用が進んでいる米国のデータ

の収集方法、分析方法、活用方法等

について調査し、我が国の参考とす

る。 

 

 

保守管理状況、検査についての

考え方を中心にまとめて調査・

発表しており、検討会での検討

の参考として役立った。 
この他、原子力の先進国である

フィンランド、フランスを訪問

し、直接、事業者及び規制機関

の状況を調査した。保守管理と

して、信頼性重視保全、状態監

視保全等の実態及びこれらの保

全に対する規制の対応等我が国

の検査制度を考える上で有用な

情報が多々得られ、保安院と情

報の共有も図った。 
更に、現在、各国とも重点的に

取組んでいる規制機関の総合的

マネジメントシステムの再構築

について、海外の状況を調査す

るとともに国際規格の要件に照

らして我が国が採るべき基本構

成の素案を保安院との検討会を

通じ検討した。 
Ｉ Ａ Ｅ Ａ ／ Ｉ Ｒ Ｒ Ｔ

（ International Regulatory 

Review Team、国際原子力安全規

制レビューチーム）を招請する

際に考慮、対応すべき状況・項

目について、最近のＩＡＥＡの

ＩＲＲＴ質問集やさらに安全基

準等にまでさかのぼって、検討

した。 
また、リスクコミュニケーショ

ンについてＮＲＣの状況を調査

すると共に国内の状況も調査

し、保安院におけるリスクコミ

ュニケーションの在り方につい

て検討した。 
ｂ）米国のパフォーマンス指標に

ついては、検査の在り方検討会

の元に設立された保安活動検査

ワーキンググループ（飯塚先生

が主査）へ調査結果を報告し検

討の参考とした。 
また、米国のパフォーマンス指

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「検査の在り方に関する

検討会」関連の分析業務、

原子力安全・保安院のマネ

ジメントシステム構築支

援のための分析業務、原子

力安全・保安院の検査官／

ＪＮＥＳの検査員の研修

見直しの為の分析業務、原

子力安全・保安院のリスク

コミュニケーションの在

り方検討に関する分析業

務等が大量に入ったが、当

初予定作業に影響を与え

ることなく進めることが

できた。 

２）情勢変化対応 

当初計画業務の他に発

生した業務については、ア

ウトソーシング、先行的な

調査結果や機械学会での

先行的な検討結果等の有

効活用等を行い、必要な情

報を提供しし、良好な結果

を得た。 

３）運営効率化 

当初計画業務及びその

他に発生した業務につい

て運営の効率化を図り予

定期間内に業務を完了し

た。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

当初の予定に加え、「検

査の在り方に関する検討

会」関連の分析業務、原子

力安全・保安院のマネジメ

ントシステム構築支援の

ための分析業務、原子力安

全・保安院の検査官／ＪＮ

ＥＳの検査員の研修見直

しの為の分析業務、原子力

安全・保安院のリスクコミ

ュニケーションの在り方
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）新検査制度では検査官の能力維持

が重要であるが、参考とした米国に

おける検査官教育手法訓練内容及

び教育手法等を理解する上で必要

な検査関連事項等の情報を分析し、

我が国の研修制度を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤分析評価ソフトウェアの整備管理 

安全情報データベースに登録され

た膨大な情報を利用して分析及び評

価を行うためのソフトウェアを、分析

及び評価する職員の意見、要望等を取

り入れ、より使いやすいシステムへの

改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標データについては最近の動向

である緩和系に関する指標の改

善に関して調査し、我が国の参

考とした。 
ｃ）新検査制度に対応した検査官

／検査員のための研修手法の検

討を開始した。 
昨年度まで調査をしてきた米国

のカリキュラム作成の基本的手

法 で あ る Ｓ Ａ Ｔ 手 法

（ Systematic Approach to 
Training）や、我が国の研修制
度をベースに必要な能力を明確

にした検査官／検査員像の検

討、そのために必要な研修要素

の抽出、カリキュラムの作成作

業に取りかかった。 
また、研修センターに配備すべ

き具体的研修用設備等の検討も

進み、平成２０年度から研修を

開始する方向である。 
 
 
 
 
 
 
 

⑤分析評価ソフトウェアの管理・整備 
安全情報データベースの分析及び

評価を行なうためのソフトウェアに

ついて職員の意見要望等により約２

５件の改善を図った。主なものを以下

に示す。 
・ＪＮＥＳ内、外部との情報共有化の

ための改善 
－安全情報検討会共有ホームペー

ジの情報追加（ＮＩＳＡ／ＪＮＥ

Ｓ共有） 
－保安規定とＳＴＳの比較検討に

係る技術資料の作成状況共有化

ホームページの追加 
（ＪＮＥＳ／外部共有） 
－保安規定及び技術資料等のＣＤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

検討に関する分析業務等

予定を大幅に越えた業務

を実施し、大きな成果をあ

げた。 

２）安全確保 

海外の規制等に係る分

析の提供により、我が国の

安全規制の高度化のため

の参考情報となり、安全規

制の高度化しいては安全

の確保に貢献した。 

３）規制高度化： 

検査制度の高度化、規制

機関のマネジメントシス

テムの高度化、研修の高度

化、リスクコミュニケーシ

ョンの高度化等に貢献し

た。 

４）緊急時対応 

該当項目なし 

 

３．総合評価：Ａ 

当初計画業務を上回る業

務をこなし成果もあげたこ

と、この間のマネジメント

は良好であったことよりＡ

と評価した。 

 

⑤分析評価ソフトウェアの

整備管理 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

予定通り作業を進捗さ

せた。 

２）情勢変化対応 

特に大きな情勢変化は

なかった。 

３）運営効率化 

運営効率的に行われて

いる。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

予定通りの成果を達成
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥安全情報検討会の開催 

保安院と共催の安全情報検討会を

継続して開催し（原則月２回）、海外

の安全問題に関する情報提供を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

による情報提供機能追加・検索キ

ー追加・グラフ出力形態の追加・

改善等の分析評価機能の充実 
－運転性能指標の分析強化のため

の改善 
－東通原子力発電所営業運転開始

に伴う被ばく・廃棄物分析評価機

能の改善 
・新規情報追加による改善 
－保安検査における違反事項・月

報・ＬＣＯ情報の追加 
 
 
 
 
 
 
⑥安全情報検討会の開催 
保安院と共催で安全情報検討会を

２回／月を原則として計１８回開催

し、収集した安全情報に関して我が国

での反映の必要性の有無等について

検討するとともに、対応の必要なもの

についてはフォロー状況を確認した。 
米国の９０年代以降の安全問題及

び欧州の安全問題全５０件より重要

なもの２３件を抽出し検討会での検

討事項とした。このうち、１１件が何

らかの措置や対応がとられている。主

なものは以下のとおり。 
・サンプ問題：欧米で現在も検討が進

行中の冷却材喪失事故に関連する

問題であるが、本検討会をきっかけ

として我が国でも対応することと

なり、ＢＷＲは改造、ＰＷＲは検討

の指示が、平成１７年１０月２５日

保安院文書にて発行された。 
・制御室の居住性問題：米国でスリー

マイル事故以来問題となってきた

問題であるが、我が国でも本検討会

をきっかけとして国の対応が始ま

り、省令６２号の性能規定化時に本

件が反映された内容となった。（平

成１７年７月１日省令６２号改正

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

した。 

２）安全確保 

分析評価ソフトを改善

することにより各種分

析・検討が効率的に実現

し、効率的な検討が可能と

なることにより、安全の確

保に貢献する見込み。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

当初計画業務をこなし成

果もあげたこと、この間の

マネジメントは良好であっ

たことよりＢと評価した。 

 

⑥安全情報検討会の開催 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

原則２回／月の検討会

開催予定を、安全情報部内

及び他部との連携を保ち

つつ、ほぼ予定通りこなし

た。 

また、国内外のトラブル

情報をリスト化し安全問

題の見落とし防止を図る

等円滑な運営を心がけた。 

その他、他部も含めた準

備会議、検討会後の問題点

等確認会議を確実に開催

する等、進捗管理は極めて

良好であった。 

２）情勢変化対応 

本検討会で取り上げる

安全問題は世界でも状況

が変わっていく性格のも

のであるが、特に実績の例

として示しているサンプ

問題等については中心と

なって問題解決に努めて

いる米国、仏国等の動きを

迅速に捕らえ情報提供し
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

の公布、平成１８年１月１日施行） 
また、検討会を効率的に進めるため

にプロセスの見直しを行い、これまで

の２時間の検討会を１時間で同等以

上の効果を上げられるようにした。具

体的には、検討会では国内外のトラブ

ル発生状況のリスト確認により安全

問題の見落としを防止すること、抽出

した問題点に対してはその場で詳細

な議論をするのではなく必要な検討

項目を明確にし、且つ検討担当を明確

にしフォローを十分に行えるように

すること等により会議時間の短縮を

図った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。情勢変化に対する対応

は極めて良好であった。 

３）運営効率化 

安全問題の検討が効果

的且つ効率的に進めるよ

うにプロセスを見直した

ことにより、会議時間を従

来の半分の１時間とし、同

等以上の効果を上げてお

り、運営の効率化は極めて

良好であった。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

実績に示すように１１

件の安全問題が我が国で

も更なる検討が必要と判

断され、保安院より指示文

書が出される等安全問題

反映のきっかけとなる情

報を提供し、大きな成果を

あげた。 

２）安全確保 

新たなの安全問題につ

いて検討が開始され、この

対策が実施されることに

より安全確保に貢献する

見込み。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

我が国の安全問題対応の

きっかけとなる情報を数多

く提供したこと、これら情

報が規制高度化、事故対応

の円滑化、実際の問題の解

決につながったこと等大き

な成果をあげたこと、及び

この間のマネジメントも良

好であったことよりＡと評

価した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

(３)情報の提供及び広報 

原子力安全に係る国民の理解

と信頼を得ることを目的とし

て、原子力安全規制に関する施

策及び原子力安全に関する情報

を、原子炉施設等立地地域自治

体及び地域住民をはじめ、国内

外に提供する。 

(３)情報の提供及び広報 

 

①海外関係機関等への情報提供

国内原子炉施設等の安全規

制、トラブル等情報の英語版を

作成し、海外関連機関へ提供す

るとともにホームページに掲載

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報の提供及び広報 

 

①海外関係機関等への情報提供 

ａ）国内プラントのトラブルプレス、

国内規制制度に関する変更等につ

いて、英語版を作成し、ＩＡＥＡ等

国際機関、二国間協定を結んでいる

各国規制機関、在外関連機関等へ提

供するとともに、安全情報のホーム

ページに掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）国内プラントの平成１６年度実績

（トラブル、運転情報等）を反映さ

せた海外向け英語版運転年報を作

成し、ＩＡＥＡ等国際機関、二国間

協定を結んでいる各国規制機関、在

外関連機関等へ提供する。また、安

全情報のホームページに掲載する。

 

 

 

(３)情報の提供及び広報 

 

①海外関係機関等への情報提供 

ａ）国内プラントのトラブルプレ

ス、トラブルのＩＮＥＳレベル

評価、国内規制制度に関する変

更等について、保安院から発表

された３３件すべてについて海

外向け英語版を作成し、ＩＡＥ

Ａ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ等国際機

関、米国、フランスなど二国間

協定を結んでいる各国規制機

関、在外関連機関等へ迅速に、

オープンな形で提供すると共

に、ホームページに掲載し一般

に公開した。事象の概要、原因

を国際的に共有する観点から、

国際機関主催の会合、二国間会

合において国内プラントのトラ

ブル情報を提供した。また、本

年度は女川での地震等について

フランス、台湾、韓国から問い

合わせがあり、公開情報を収集

して提供した。さらに、国内プ

ラントのトラブル事象１０件

（柏崎刈羽１号機の復水器真空

度低下に伴う出力抑制、美浜1
号機充填ポンプマニフォールド

カバーボルトの損傷等）のＩＲ

Ｓ報告書を作成した。 
また、ＯＥＣＤ／ＮＥＡのデー

タ交換プロジェクト（配管損傷

事象等）へ国内プラントの事象

データを登録した。 
ｂ）平成１７年度版の運転管理年

報を反映させた英文年報パンフ

レット（ダイジェスト版）を作

成し、ＩＡＥＡ等国際機関、二

国間協定を結んでいる各国規制

機関、在外関連機関等へ提供す

るとともに、国会図書館に納本

した。また、運転管理年報（平

成１６年版、１７年版共）の完

全英語版を作成し、機構シンポ

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①海外関係機関等への情報

提供 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

全ての国内プラントの

トラブル（「福島第一６号

機ハフニウム板型制御棒

のひび発生」等３３件）に

関する情報及びその検討

結果の英語版を作成し、迅

速に、オープンな形で海外

機関に提供した。また、二

国間安全情報交換会議等

で我が国プラントの運転

状況及び最近の事象をま

とめて積極的に提供発表

した。平成１７年度版の運

転管理年報を反映させた

英文年報パンフレット（ダ

イジェスト版）を計画的に

作成し、海外関連機関に発

信した。さらに、運転管理

年報（平成１６年版、１７

年版共）の完全英語版を初

めて作成し、海外関係機関

に提供するとともにホー

ムページに掲載した。 

以上より進捗管理は妥

当なものであった。 

２）情勢変化対応 

該当無し。 

３）運営効率化 

業務増加の条件下で、業

務のアウト・ソーシングを

有効に活用し、多くの結果

を出した。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

全ての国内プラントの

トラブル（「福島第一６号

機ハフニウム板型制御棒
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）運転情報については、運転特性に

関する情報を海外関係機関等へ提

供する。また、安全情報のホームペ

ージに掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジウムにサンプルを展示しする

と共に、各国規制機関に提供し

た。更に、上記３件の図書につ

いては機構の英文ホームページ

に掲載した。 
ｃ）日米等の二国間会合及び海外

の技術支援機関等との会合にお

いて相互の運転情報交換のた

め、我が国プラントの運転状況

（設備利用率の推移、運転状況

の推移、運転期間の推移、定期

検査期間の推移及び事故・故障

数の推移）及び最近の事象をと

りまとめて提供した。また、上

記ｂ）項の英文年報の提供及び

機構ホームページへの掲載を行

った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のひび発生」等３３件）に

関する情報及びその検討

結果の英語版を作成し、迅

速に、オープンな形で海外

関係機関に提供した。ま

た、二国間会議等で我が国

プラントの運転状況及び

最近の事象をとりまとめ

て提供した。更に計画的に

平成１７年度版の運転管

理年報を反映させた英文

年報パンフレット（ダイジ

ェスト版）を作成するとと

もに、運転管理年報の完全

英語版を初めて作成した。

完全英語版は、短期間で昨

年度版（平成１６年版）も

作成した。これらは、海外

関係機関に発信し、ＪＮＥ

Ｓホームページに掲載し

た。 

以上のように本業務活

動は計画以上に評価され、

著しい成果を上げた。 

２）安全確保 

二国間安全情報交換会

議等で我が国プラントの

運転状況及び最近の事象

をとりまとめて提供発表、

議論した。その議論を通じ

て得られた情報は我が国

の安全運転確保に寄与し

た。 

３）規制高度化 

該当無し。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ａ 

全ての国内プラントのト

ラブル（「福島第一６号機ハ

フニウム板型制御棒のひび

発生」等３３件）に関する

情報及びその検討結果の英
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全規制に係る情報提供 

インターネットによる情報の

提供を行い、ホームページのヒ

ット件数を毎年１万件程度確保

する。また、ニュースレター、

パンフレット等印刷物による情

報の提供を月１回程度行う。ア

ンケート等を実施し、内容につ

いて国民が理解しやすい情報提

供への改善に努め、回答者の７

割以上から肯定的な回答を得

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②安全規制に係る情報提供 

ａ）ホームページのコンテンツを充実

し、インターネットによる情報の提

供を行う。ホームページのヒット件

数を昨年度の実績を踏まえ、１３

０，０００件以上確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②安全規制に係る情報提供 

ａ）ホームページに、シンポジウ

ム、セミナーの開催案内と結果、

プレスリリース、委員会・検討

会の議事情報等をタイミング良

く掲載した。一部の事業成果報

告書の完成が遅れたことにより

ホームページ掲載に遅れが発生

したので、掲載手続き等の改善

策を検討し、関係部門へ周知し

た。 

昨年度開設した「みんなで考え

るＪＮＥＳ公開講座」は、「信頼

は対話から」を実践しているＪ

ＮＥＳの志向する広報活動と軌

を同一とする他の分野の活動例

を第２回、第３回の２回分の掲

載を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

語版を作成し、迅速に、オ

ープンな形で海外関係機関

に提供した。また、二国間

会議等で我が国プラントの

運転状況及び最近の事象を

とりまとめて提供した。更

に計画的に平成１７年度版

の運転管理年報を反映させ

た英文年報パンフレット

（ダイジェスト版）、運転管

理年報（平成１６年版、１

７年版共）の完全英語版を

初めて作成し、海外関係機

関に発信し、ＪＮＥＳホー

ムページに掲載した。また、

二国間会議等で配布し、非

常にオープンであるとの評

価をうけている。 

以上のように、我が国の

トラブル情報の提供が迅速

で、オープンであるとＩＡ

ＥＡをはじめとする海外関

係機関等から高く評価され

た事により、目標以上の成

果を挙げたと評価できる。 

 

②安全規制に係る情報提供 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

毎週月曜日にグループ

ミーティングを開催し、前

週の成果、今週の予定、業

務課題を報告・連絡・相談

し、進捗管理を実施した。 

２）情勢変化対応 

事業成果報告書のホー

ムージへの掲載が遅れた

ため、ホームページ上に事

情説明とお詫び、掲載予定

を掲示した。また、今後の

掲載手続き等の改善策を

検討し、関係部門へ周知す

るなどの情勢変化対応を

実施した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③立地市町村等への安全情報提

供等 

自治体原子力関係職員、立地

地域住民等を対象とした原子力

安全に係る理解の促進、意見交

換のための会合を毎年４回程度

開催するとともに、原子力安全

に関するシンポジウムを毎年１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）原子力ライブラリで開架式閲覧に

よる資料の充実を図り、公開を行

う。また、収集した閲覧資料のリス

トを更新・整備し、インターネット

による情報公開を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③立地市町村等への安全情報提供等 

ａ）広報活動の実績を踏まえて、原子

力安全規制広報のあり方について

再検討する。 

 

 

 

 

平成１６年度に実施したホーム

ページの再構築の効果測定を、

インターネットを利用したアン

ケート調査、アクセス経路など

のログ分析で実施した。この結

果、次年度に実施すべきホーム

ページの改善項目・内容が明確

となった。 

情報提供の更新頻度は、平均１

５件／月（前年度は平均１１件

／月）であり、ホームページの

ヒット件数は、約１９１,６００

件（外部アクセスのみ）であっ

た。 

また、ホームページによる問合

せが５３件あり、５日間以内に

全て回答した。 

ｂ）原子力ライブラリで開架式閲

覧による資料の充実を図り、公

開を行うとともに、収集した閲

覧資料のリストを更新・整備し、

インターネットによる情報公開

を行った。また、新たに昭和４

１年～平成３年までの実用原子

力発電所のトラブル報告書の公

開とリストの更新・整備を行っ

た。 

また、ＪＮＥＳ事業成果報告書

を国会図書館へ納本した。 

 

 

 

 

 

 

 

③立地市町村等への安全情報提供等 

ａ）原子力安全規制広報の新しい

あり方として昨年度に開始した

「対話型広報」の実践の試みと

しての「住民とのオープンフォ

ーラムの計画と実行」の調査研

究を着実に進め、コミュニケー

ション論点の特性、地域・参加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

３）運営効率化 

減員条件下で、グループ

ミーティングでの効率的

な意見集約や各部の協力

を効果的に得ることによ

り成果を出した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

昨年度改訂したホーム

ページの特長を踏まえて、

情報提供の一層の活用と

内容の充実を推進した。ま

た、情報更新もタイミング

良く発信してきた。 

その結果、平成１６年度

年間換算と比べて情報更

新頻度は１．３６倍、ヒッ

ト件数は１.５倍の実績で

あり、計画した業務及びヒ

ット件数は十分に達成で

きた。 

２）安全確保 

該当無し。 

３）規制高度化 

該当無し。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ｂ 

所期の計画業務及び計画

外業務ともに、マネジメン

ト、成果の両面で良好な実

績を上げたことからＢと評

価する。 

 

③立地市町村等への安全情

報提供等 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理  

毎週月曜日にグループ

ミーティングを開催し、前

週の成果、今週の予定、業

務課題を報告・連絡・相談
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

回程度開催する。アンケート等

を実施し、内容の改善に努め、

回答者の７割以上から肯定的な

回答を得る。 

 

 

 

 

ｂ）原子力安全規制に関する分かり易

い地元説明用パンフレット、ビデオ

（機構の業務を紹介するもの）を２

種類作成する。 

 

 

 

 

 

 

ｃ）自治体原子力関係職員、立地地域

住民等を対象とした原子力安全に

係る理解の促進、意見交換のための

会合を４回程度開催する。また、原

子力安全に関するシンポジウムを

１回程度開催する。アンケート等を

実施し、次年度以降の改善に努め、

回答者の７割以上から肯定的な回

答を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ）原子力安全規制に係るニュースレ

ターを４回程度発行する。アンケー

ト等を実施し、次年度以降の改善に

努め、回答者の７割以上から肯定的

者特性の把握とフォーラム実施

設計への組込みなどの課題を明

確にした。 

ｂ）パンフレットは、「機構紹介（日

本語、英語）」の改訂版、「機構

紹介（中国語、韓国語、ベトナ

ム語）」の新規版を発行した。特

定分野として「高経年化対策」

の新規版を発行し、自治体職員

との意見交換などで使用した。

「耐震安全性」の説明用ビデオ

を作成し、シンポジウムで使用

した。 

ｃ）原子力施設立地自治体職員、

立地道県の地方新聞社論説委員

等との意見交換会を計４３の自

治体・新聞社と開催し、原子力

安全規制と原子力リスクに対す

る理解共有のための活動を行っ

た。特に、「わかりやすい情報提

供」、「リスクがあるとともにそ

の程度の情報提供」、「信頼は日

ごろの積み重ねによる」等の意

見・要望や地域で異なる状況へ

の対応の重要さ等機構の目指す

広報活動へ重要な示唆を得た。

保安院と機構の業務分担を通じ

て、双方の連携の必要性を確認

し、紹介することを主眼に、機

構の第２回目のシンポジウムを

保安院と共同開催し、約５５０

名の出席を得ることができた。

アンケート調査で７８．５％の

肯定的評価であったとともに、

次回開催への改善指摘を得るこ

とができた。 

また、シンポジウムの成果を地

方新聞へ掲載することで原子力

施設立地地域住民への理解促進

を図った。 

ｄ）原子力安全規制に係るニュー

スレター 

「Ａｌｌ ｆｏｒ ｔｈｅ Ｓａ

ｆｅｔｙ」の第５号を６月、第

 

総  合

(Ｂ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、進捗管理を実施した。 

特に、シンポジウムの計

画・開催は、原子力安全・

保安院及びＪＮＥＳの幹

部、関係部門との密な連携

を取り成功裡に終了させ

ることができた。 

ニュースレターの発行

は、特集等で関係部門の協

力を引き出すとともに、横

断的な意見調整をとりま

とめつつ所期の目標を達

成した。 

２）情勢変化対応 

自治体、地方新聞社との

意見交換は、道県市町村の

議会開催、論説委員等の状

況を把握の上、開催調整を

柔軟に実施した。 

３）運営効率化 

減員条件下で、グループ

ミーティングでの効率的

な意見集約、各部の協力を

効果的に得ること及び外

部への業務ソーシングを

有効に活用し、成果を出し

た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

機構の目指す広報活動

として、人と人とのふれあ

いを大事にした「対話型広

報」の実践の試みを着実に

推進した。 

パンフレット、ビデオ

は、機構業務の進捗、展開

に合わせてほぼ計画とお

りに発行した。 

原子力施設立地自治体

との意見交換会は、計４３

回と、平成１６年度年間と

比べて約２.１倍の実績で

あった。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

な回答を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ）原子力安全規制に関する記事広告

を地方紙に１回程度掲載し、立地地

域に情報提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④運転管理年報の発行 

原子炉施設等のトラブル、運転実績

のデータを基に運転管理年報の発行

を行う。 

６号を９月、第７号を１２月、

第８号を３月の年４回、各６,

０００部を作成し、発行した。

原子力施設立地自治体職員、原

子力関係者等を中心に配布し

た。特に、第７号は特集に「プ

ルサーマル」を取り上げたこと

により、松江市、唐津市から全

議員配布のために追加送付要望

があった。アンケート調査は、

各号平均で８８%の肯定的評価

を得ることができた。 

ｅ）原子力安全規制に関する記事

広告として「保安院・機構 ２０

０５ シンポジウム」の紙上採録

記事を、原子力施設立地地域の

地方新聞１４紙に掲載し、「高経

年化対策」「リスク情報の活用」

「クリアランス制度」「核物質防

護対策」等について情報提供を

行った。 

 

 

 

 

④運転管理年報の発行 

原子力施設のトラブル、運転実績等

の各種データを基に平成１７年度版

（平成１６年度実績）運転管理年報の

編集を行って、機構として昨年度に続

き２回目の発行を行い、保安院、原子

力安全委員会、立地道県、立地地域、

学協会、研究機関、マスコミ関係等を

始めとする関係者に配布すると共に

国会図書館に納本した。併せて、機構

ホームページへの掲載を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力安全・保安院と共

同開催のシンポジウムは

約５５０名の出席、７割以

上の肯定的評価であった

こと、地方新聞紙を利用

し、シンポジウムの成果を

立地地域住民へ提供した。 

ニュースレターを年４

回定期的に発行し、７割以

上の人から肯定的評価を

得ることができた。 

２）安全確保 

該当無し。 

３）規制高度化 

該当無し。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ｂ 

所期の計画業務及び計画外

業務ともに、マネジメント、

成果の両面で良好な実績を

上げたことからＢと評価す

る。 

 

④運転管理年報の発行 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

平成１7年度版（平成１

６年度実績）運転管理年報

を完成させ、原子力安全保

安院、原子力安全委員会、

立地道県、立地地域、学協

会、研究機関等を始めとす

る関係者に配布すると共

に国会図書館に納本した。

併せて、ＪＮＥＳホームペ

ージへの掲載を行った。ま

た、電気事業者、プラント

メーカ等の民間関係者に

は、有償で購入頂くため

に、発行・販売業務に関係

する作業を行った。これら

の作業には、販売に伴うリ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スクを考慮した適正な価

格設定、販売体制の確立、

昨年度実績に基づく購入

希望の可能性のある民間

団体の業者への紹介等、従

来には経験のないものが

数多くあった。 

２）情勢変化対応 

運転管理年報の発行は

ＪＮＥＳにとって２回目

の業務であるが、種々の手

続き、作業を軌道にのせ、

発行、配布、販売の各プロ

セスを成功裏に実施した。 

３）運営効率化 

該当無し。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

ＪＮＥＳとして２回目

の業務であったが、昨年の

経験を生かし、計画通り、

平成１７年度版（平成１６

年度実績）運転管理年報を

完成させた。本運転管理年

報は、昨年の配布先からの

コメント等を反映し、より

充実したものになった。本

運転管理年報を保安院、原

子力安全委員会、立地道

県、立地地域、学協会、研

究機関、等を始めとする関

係者に広く配布すると共

に国会図書館に納本した。

併せて、ＪＮＥＳホームペ

ージへの掲載を行った。ま

た、民間関係者には、有償

で購入頂くために、従来経

験のなかった販売業務に

関係する作業を行った。 

以上よりＪＮＥＳとし

て２回目の経験であった

が、種々の手続き、作業等

昨年の経験を活かし完成
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

させ、本年度から行なった

発行、配布、販売を成功裏

に完遂した。 

２）安全確保 

発行された運転管理年

報は我が国の原子力施設

の安全確保に携わる関係

者に配布されており、結果

として我が国の原子力施

設の安全運転の確保に寄

与する。 

３）規制高度化 

該当無し。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ａ 

ＪＮＥＳとして２回目の

業務であり、昨年の経験を

生かし、計画通り、平成１

７年度版（平成１６年度実

績）運転管理年報を完成さ

せた。本運転管理年報は、

昨年の配布先からのコメン

ト等を反映し、より充実し

たものになった。本運転管

理年報を保安院、原子力安

全委員会、立地道県、立地

地域、学協会、研究機関等

を始めとする関係者に広く

配布すると共に国会図書館

に納本した。併せて、ＪＮ

ＥＳホームページへの掲載

を行った。また、電気事業

者、プラントメーカ等の民

間関係者には、有償で購入

頂くために、発行・販売業

務に関係する作業を行っ

た。これらの作業には、従

来には経験のないものが数

多くあった。 

以上よりＪＮＥＳとして

２回目の経験であったが、

種々の手続き、作業等に昨
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

年の経験を生かし、より充

実した内容の年報を完成さ

せ、初めて行なう発行、配

布、販売を成功裏に完遂し

た。購入に関する問い合わ

せも多く、非常に好評であ

る。 

運転管理年報の作業ルー

チンを確立すると共に、中

期目標の情報の国民への提

供という観点で著しく貢献

で来たと評価できる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ｆ．安全規制に係る国際協力 Ｆ．安全規制に係る国際協力 Ｆ．安全規制に係る国際協力 Ｆ．安全規制に係る国際協力     

原子力の安全確保に関する情

報は国境を越えて共有されるべ

きものであり、また、原子力災

害は国境を越えて拡がるおそれ

があることから、国際的な協力

を行うことは重要な課題であ

る。このため、多国間の条約や

情報交換の枠組みに参加すると

ともに、二国間協力等により、

情報交換、研究協力、研修協力

等を進めることが必要である。 

機構は、海外の原子力安全に

係る情報を収集、整理、蓄積す

るとともに、保安院と協力して、

多国間、二国間の国際協力に関

する業務を実施する。 

 

       

Ｆ１．安全規制に係る国際協力

（電源立地勘定業務） 
Ｆ１．安全規制に係る国際協力

（電源立地勘定業務） 
Ｆ１．安全規制に係る国際協力（電源立

地勘定業務） 
Ｆ１．安全規制に係る国際協力（電源立

地勘定業務）  Ｂ  立 地 
（Ｂ） 

(１)海外原子力安全情報調査業

務及び海外に向けての情報発信

に係る業務 

①海外の規制当局及び事業者

等における原子力安全確保活

動や安全に係る最新知見等の

安全情報について、海外の各種

委員会、国際会議等における情

報交換等による収集、調査、整

理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)海外原子力安全情報調査業

務及び海外に向けての情報発信

に係る業務 

ＩＡＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａ等の国際機関の諸会合及び原

子力先進８カ国による国際原子

力規制者会議(INRA)等主要原子

力発電国の規制当局間の多国間

会合、保安院と米国、仏国、中国、

韓国、瑞国、英国等の規制当局と

の二国間協力取り決めに基づく

規制情報交換会議等に参画する

ことにより、我が国の安全情報に

ついて提供するとともに、得られ

る海外情報を整理し、保安院への

提供を行う。 

（１）海外原子力安全情報調査業務及び

海外に向けての情報発信に係る業務 

 

①海外の原子力安全規制情報調査等 

イ）ＩＡＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥＡ

等国際機関、保安院と海外規制当

局との二国間協力取り決めに基

づく規制情報交換会議（日米、日

仏、日英、日瑞、日中、日韓等）、

国際原子力規制者会議（ＩＮＲ

Ａ）等通じて得られた資料、情報

及びその他主要原子力発電国に

おける安全規制情報の収集・整理

を行い、知識ベース化を図る。 

 

 

ロ）米国の規制当局等との情報交換

のため、引き続きワシントンＤＣ

に職員を長期派遣する。また、欧

州における規制当局等との情報

交換を強化するため、欧州に職員

を長期派遣する。 

 

(１)海外原子力安全情報調査業務及び

海外に向けての情報発信に係る業務 

 

①原子力安全規制情報収集・整理 

イ）ＩＡＥＡ及びＯＥＣＤ／ＮＥ

Ａ等国際機関、保安院と海外規

制当局との二国間協力取り決

めに基づく規制情報交換会議

（日米（５月１６、１７日）、

国際原子力規制者会議（ＩＮＲ

Ａ（９月２９、３０日、２月２

３、２４日））等を通じて得ら

れた資料、情報及びその他主要

原子力発電国における安全規

制情報の収集・整理を行い、知

識ベース化を図った。 

ロ）米国の規制当局等との情報交

換のため、引き続きワシントン

ＤＣに職員２名を長期派遣中。

また、前年度指摘事項を踏ま

え、ＩＡＥＡとの協力を強化す

るため、ＩＡＥＡへの職員の長

期派遣のための諸手続をＩＡ

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果 

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力安全規制情報収

集・整理 

１．マネジメント：Ｂ  

１）進捗管理 

会議等通じて得られた

資料、情報は、その都度報

告書やＣＤ－ＲＯＭ等に

まとめている。 

ワシントンＤＣへの職

員の長期派遣は、昨年に引

き続き順調に行われた。 

２）情勢変化対応 

特になし。 

３）運営効率化 

現在、国際グループのホ

ームページのプロトタイ

プが完成した。今後、効率

的に機構の内部の情報の

共有化及び活用を図るよ

う検討中である。 

 

○戦略性に欠ける。 
○アジア地域で原子力利

用の拡大が必至の情勢

にあるため、地域の原子

力安全の向上に尽力す

ることが期待される。 
○国際協力が着実になさ

れていることは理解す

るが、成果がよく見えな

い。本来国際協力は産業

界も含めたあらゆるセ

クターが協力して実施

すべきものである。その

連絡調整業務のような

ものも考えていただき

たい。 
○アジアを中心に、中期目

標の達成に向けて概ね

業務が進められている。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②わが国の規制当局及び事業者

等における原子力安全確保活動

や安全に係る最新知見等の安全

情報について、海外の各種委員

会、国際会議等における情報交

換等による提供、発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②我が国の原子力安全に係る情報の

提供 

ａ）以下の会合において、保安院の対

応方針を踏まえ、我が国の原子力安

全確保のための活動や安全に係る

最新知見等に関する資料の作成・提

ＥＡ、ＮＩＳＡ担当者と密接に

連絡をとりながら実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②我が国の原子力安全に係る情報の提

供 

ａ）以下の会合において、保安院

の対応方針を踏まえ、我が国の

原子力安全確保のための活動や

安全に係る最新知見等に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

原子力安全・保安院が計

画した国際会議について

は、計画どおり順調に準

備、運営をすることが出来

た。 

２）安全確保 

安全規制に関連する海

外の情報を入手し、関係各

部に情報を提供した。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

以下により、総合的にＢ

と評価する。 

・二国間協力取り決めに

基づく規制情報交換会

議等により入手した安

全規制情報を報告書、

ＣＤ－ＲＯＭ等にまと

めた。今後、更に国際

グループのホームペー

ジを充実することによ

り、知識データベース

化し、効果的な国際活

動に貢献する。 

・ワシントンＤＣへの職

員の長期派遣は、昨年

に引き続き順調に行わ

れた。 

職員の派遣により、ＮＲＣ

との調整、米国における調

査等にきめの細かい迅速な

対応が可能となった。 

 

②我が国の原子力安全に係

る情報の提供 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

我が国のトラブル情報

は原子力安全・保安院のプ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

供等を行う。 

イ）ＩＡＥＡ、ＯＥＣＤ／ＮＥＡ各

種会合（安全基準策定に関する会

合、原子力規制活動委員会（ＣＮ

ＲＡ）、原子力施設安全委員会（Ｃ

ＮＳＩ）等） 

 

 

ロ）保安院と海外規制当局との二国

間協力取り決めに基づく規制情

報交換会議（日米、日仏、日英、

日瑞、日中、日韓等） 

 

ハ）ＩＮＲＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）上記会合への対応のほか、必要に

応じて海外規制機関等に我が国の

新たな原子力安全規制制度等の情

報を随時提供することができる体

制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料の作成・提供を行った。 

イ）ＩＡＥＡ安全基準の最上位委

員会（ＣＳＳ）に出席した。（５

月、１０月） 

 ６月と１２月のＣＮＲＡと

ＣＳＮＩ会合に出席した。我が

国の原子力状況資料作成で保

安院をサポートした。 

ロ）保安院と海外規制当局との二

国間協力取り決めに基づく規

制情報交換会議（日米(５月１

６日、１７日)）が開催され、

資料の作成・提供を行った。 

ハ）９月独と２月仏で開催された

ＩＮＲＡ用の保安院提供資料

作成をサポートした。 

ニ）アジア協力を推進すべしとの

前年度指摘事項を踏まえ、中

国・韓国との北東アジア地域協

力枠組み創設のため、原子力安

全・保安院と共催で、両国規制

機関と技術支援機関のトップ

及び実務者を招聘し、ワークシ

ョップ（６月６、７日＠北海道

岩内）とシンポジウム（１１月

２９日＠三田会議所）を開催し

た。 

ｂ）機構の国際活動を紹介した

Internatinal Activities 

Bulletinを作成し、各種国際会

議等にて配布或いは説明を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レス発表等が出る毎に英

訳し、世界の関連機関に発

信してきた。 

また、国際会議に提出さ

れる資料の作成について

は、原子力安全・保安院と

綿密に検討し、質の高い資

料の提供に心がけている。 

機構の国際活動を紹介

し た 「 International 

Activities Bulletin」を

発行し、機構職員が海外機

関を訪問する際に、機構の

役割について紹介してい

る。 

２）情勢変化対応 

迅速な情報発信につい

て心がけており、各国安全

規制機関等から高い評価

が得られている。 

３）運営効率化 

国際グループにおいて

情報の発信担当を決め、関

連情報をスムーズに発信

できる体制にしている。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

北東アジア地域におけ

る原子力安全関連情報を

共有し、規制機関トップ間

の定例会合を持つ等の日

中韓地域連携枠組みの創

設に関する活動は、我が国

を含めた北東アジア地域

の原子力安全の水準向上、

基盤整備に寄与するもの

である。 

また、関連する国際会議

資料の提供、我が国の原子

力安全に係る情報の提供

は、海外の規制機関から高

い評価を受け、質の高い情

報を提供できたものと評
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価する。 

２）安全確保 

中国・韓国との北東アジ

ア地域協力枠組み創設の

ため、原子力安全・保安院

と共催で、両国規制機関と

技術支援機関のトップ及

び実務者を招聘し、ワーク

ショップとシンポジウム

を開催した。その結果とし

て、３カ国の規制機関と技

術支援機関のトップ会合

を今後定期的に開催する

ことで合意が得られた。こ

の合意に基づき、規制情

報、事故･トラブル経験を

共有する等３カ国におけ

る地域連携の強化を図る

ことにより、北東アジア地

域の原子力安全の水準向

上に顕著に寄与できるも

のである。 

３）規制高度化 

我が国の原子力安全に

係る情報の提供は、海外規

制機関において、海外諸国

の規制の参考になってい

るとのコメントを国際会

議等で受けている。 

このことからも、我が国

の原子力安全に係る情報

の提供は、規制の高度化の

貢献しているものと判断

する。 

４）緊急時対応： 

事故情報については、迅

速かつ正確に発信するよ

う、英訳、内容について複

数のメンバーで確認した

上発信することとしてい

る。 

 

３．総合評価：Ａ 

日中韓の規制機関と技術
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③情報管理コンプライアンスプログ

ラム構築 

海外機関との情報交換等に関する

情報管理規程（案）を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③情報管理コンプライアンスプログラ

ム構築 

安全保障輸出管理規程(案)及び管理

細則(案)を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援機関のトップ会合を今

後定期的に開催することで

合意が得られた。この合意

に基づき、規制情報、事故･

トラブル経験を共有する等

３カ国における地域連携の

強化を図ることにより、北

東アジア地域の原子力安全

の水準向上に顕著に寄与で

きるものである。 

 

③情報管理コンプライアン

スプログラム構築 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

経済産業省からの通達

を受け、輸出管理の強化を

図るため、安全保障輸出管

理規程(案)及び管理細則

(案)を作成し、試運用を行

った。 

２）情勢変化対応 

国内企業における外為

法違反容疑事案の続発に

伴い、経済産業省から輸出

管理の強化策が示されて

いる。管理体制の整備に注

力した。 

３）運営効率化 

国際グループにおいて

担当を決めるとともに、原

子力に関する安全保障輸

出管理業務に精通し、十分

な実務の経験を有する外

部の専門家を活用して、管

理手続を構築した。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初計画した安全保障

輸出管理に関する管理文

書（案）の作成、管理体制

の構築を行った。 

また、経済産業省へのコ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ンプライアンスプログラ

ムの届出のために、安全保

障輸出管理規程(案)、管理

細則(案)及び管理体制

(案)を安全保障貿易検査

官室に提出し、レビューを

受けている。 

２）安全確保 

安全保障輸出管理規程

(案)及び管理細則(案)に

よる試運用を通して、役職

員の外為法遵法意識の向

上を図った。 

３）規制高度化 

該当無し。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ｂ 

当初の計画である輸出管

理コンプライアンスプログ

ラムの構築に関し、管理文

書である安全保障輸出管理

規程(案)及び管理細則(案)

並びに管理体制(案)を作成

し、試運用を行うとともに、

経済産業省への届出に着手

した。 

 

 

(２)二国間及び多国間の協力取

り決め等に基づく協力活動に係

る業務 

 

①二国間原子力協定に基づく政

府間協議、原子力安全規制当局

間の二国間協力取決め等に基づ

く情報交換会議・専門家の交流

等への対応を行うとともに、研

修、セミナーを実施する。 

 

 

 

 

 

(２)二国間及び多国間の協力取

り決め等に基づく協力活動に係

る業務 

 

①保安院と海外規制当局との二

国間協力取り決めに基づく規制

情報交換会議（各年間１回程度開

催）や専門家の交流等に関し、そ

の企画、運営等において保安院に

協力する。 

 

 

 

 

 

（２）二国間及び多国間の協力取り決め

等に基づく協力活動に係る業務 

 

 

①二国間協力取り決めに基づく規制

情報交換会議への対応 

米国、英国、仏国、中国及び韓国等

の規制当局と保安院との規制情報交

換会合（年間各１回程度開催）の企画、

運営、実施（関連資料、報告書作成等）

の協力を行う。また、適宜行われる情

報交換、専門家交流に関し、その実施

の調整、関連情報の収集、提供等を行

う。 

 

(２)二国間及び多国間の協力取り決め

等に基づく協力活動に係る業務 

 

 

①保安院と海外規制当局との二国間協

力取り決めに基づく規制情報交換会議

や専門家の交流等に関し、その企画、

運営等において保安院に協力した。 

 

米国(５月１６日、１７日)の規制当

局との情報交換、専門家交流に関し、

その実施の調整、関連情報の収集、提

供等を行った。 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

 

 

 

 

①原子力安全･保安院と海

外規制当局との二国間協力

取り決めに基づく規制情報

交換会議 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

原子力安全・保安院の要

望に的確に応え、海外規制

機関との調整、関連情報の

収集、提供等が順調に実行

された。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子力安全に関する国際機関

（ＩＡＥＡ､OECD/ＮＥＡ等）の

原子力安全基準策定活動、原子

力安全規制等の課題の検討、発

展途上国に対する安全協力、原

子力安全に関する国際研究活動

等への参画を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国の国際機関及び規制当局間

の多国間会合への対応業務につ

いて協力するとともに、個々の事

業の重要性に応じ、委員等の派

遣、専門家の受入れ、計画への参

画等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国際機関及び規制当局間の多国間

会合への対応 

 

 

 

ａ）ＩＡＥＡの安全基準の策定に関

し、保安院のコメント作成に協力す

る。また、関係専門家会合等に参画

するとともに出張報告書のまとめ

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②国の国際機関及び規制当局間の多国

間会合への対応業務について協力する

とともに、個々の事業の重要性に応じ、

委員等の派遣、計画への参画等を行っ

た。 

ａ）ＩＡＥＡ安全基準の最上位委

員会（ＣＳＳ）に出席（年２回）

し、ＩＡＥＡ安全基準の使用状

況の把握、安全基準の中でのＳ

ｅｃｕｒｉｔｙの扱いに関する

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

２）情勢変化対応：該当無

し  

３）運営効率化 

担当を決め、関係者にメ

ールで逐次業務の進捗度

を連絡し、仕事の重複をな

くした。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

原子力安全・保安院が計

画した海外規制当局との

二国間協力取り決めに基

づく規制情報交換会議及

び適宜行われる情報交換、

専門家交流については、計

画通り業務を遂行し、報告

書を作成した。 

２）安全確保 

安全規制に関連する海

外の情報を入手し、関係各

部に情報を提供した。 

３）規制高度化：該当なし 

４）緊急時対応：該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

二国間協力取り決めに基

づく規制情報交換会議や専

門家の交流等に関しては、

準備段階から保安院と密接

な連絡をとることにより、

遺漏無く会合を運営の支援

をすることができた。 

 

②国の国際機関及び規制当

局間の多国間会合への対応

業務 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

・ＩＡＥＡ安全基準の最

上位委員会であるＣＳ

Ｓについては遅滞なく

コメント内容等を保安

院と調整し的確なコメ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ＯＥＣＤ／ＮＥＡのＣＮＲＡ、Ｃ

ＮＳＩの年次会合の準備・出張・報

告書の作成、放射線防護・公共保健

委員会（ＣＲＰＰＨ）、各種専門家

会合や共同試験計画等への委員の

派遣、出張報告書のまとめを行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）ＩＮＲＡの(平成１７年６月と１

２月又は平成１８年１月)資料作成

の協力を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策課題の議論、安全基準ドラ

フトの審議を行った。 

ｂ）６月と１２月のＣＮＲＡとＣ

ＳＮＩ会合に関し、資料準備、

会合出席、報告書作成に寄与し

た。また各ワーキンググループ

の活動方針を明確化するととも

に、会合出席等を支援した。 

ＮＥＡ次期戦略計画の一環とし

てＣＮＲＡとＣＳＮＩ両委員会

の構成議論で保安院での意見集

約をサポートした。 

ＮＥＡプロジェクトの一つであ

る火災試験に関するプロジェク

トの参加における我が国のコス

トシェア、最大１０％のＮＥＡ

ガイドを維持した。 

ＣＲＰＰＨの年次会合（２００

６年３月）に出席した。 

ｃ）９月と２月に開催されたＩＮ

ＲＡでは資料作成に協力した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ントを発することがで

きた。、 

・ＩＡＥＡ/ＮＥＡ活動

には戦略的に機構専門

家をワーキンググルー

プ等に派遣し、情報交

換、入手及び貢献に役立

てることができた。 

２）情勢変化対応 

・ 

３）運営効率化 

・保安院との連携を強化

し効率的にコメントを

まとめた。 

 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

・ＮＥＡの各種委員会、

ワーキンググループ会

合等への計画的な人員

を派遣し、機構のプレゼ

ンスを 

高めた。 

・先進８ヶ国の原子力安

全規制のトップが一同

に会して実施される国

際原子力規制者会議（Ｉ

ＮＲＡ）については、保

安院関係の資料作成に

協力して評価されてい

る。 

２）安全確保 

・ＩＡＥＡ基準策定を通

じて安全確保に寄与す

る。 

３）規制の高度化 

・ＩＡＥＡ基準策定を通

じて規制の高度化に寄

与する。 

４）緊急時対応 

該当無し。 

 

３．総合評価：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他主要原子力発電国の規

制当局間の多国間会合等への対

応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③アジア原子力安全ネットワー

ク（ＡＮＳＮ）の日本ハブセンタ

ーを構築・運営するとともに、Ｉ

ＡＥＡの要請に基づき各種セミ

ナー及びワークショップの開催、

安全レビューチームへの専門家

派遣等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③アジア原子力安全ネットワーク（Ａ

ＮＳＮ）等ＩＡＥＡの要請への対応 

 

 

 

 

ａ）ＡＮＳＮ運営委員会（ＳＣ）の議

長役を務めるとともに、ＳＣの下に

設けられる技術分野別トピカルグ

ループのコーディネータ役を引き

続き引き受ける等、ＡＮＳＮの構築

全体に関してより一層のリーダシ

ップを取る。日本ハブセンターにつ

いては、ポータルサイトの本格運用

に資するため、知識ベースの強化を

図り、大学、原子力関連機関等と連

携して教育訓練教材の整備を行う

とともに、講義の動画ファイル等も

提供できるようにシステムの強化

を図り維持・管理を行う。さらに知

識管理活動の一環として原子力安

全規制情報の提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③アジア原子力安全ネットワーク(Ａ

ＮＳＮ)の日本ハブセンターを維持・運

営すると共に、ＩＡＥＡの要請に基づ

きＩＴサポートグループ会合を開催し

た。また、国外で実施されたワークシ

ョップ等に専門家を派遣した。 

ａ）ＡＮＳＮ運営委員会（ＳＣ）

の議長を行い、議長のホームペ

ージを維持管理した。 

また、教育･訓練に係るトピカル

グループのコーディネータ役を

引き続き実施した。 

ＡＮＳＮ ＳＣの下部組織であ

るトピカルグループに、新たな

トピカルグループ（防災及び廃

棄物）を設立し活動の立ち上げ

をおこなった。 

日本ハブセンターの運営に関し

ては、大容量サーバーを導入し

動画対応のシステムを構築する

と共に、教育訓練教材を充実さ

せ、さらに使い勝手を向上させ

るため日本ハブのデータベース

の全文検索手法を導入し検索性

能を格段に向上させた。その他、

規制情報などの Fact Sheets を

纏めハブサイトに掲出した。Ａ

ＮＳＮの他国サイトにアクセス

する際に、国毎に User ID, 

Passwordを打ち込む必要なくア

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＩＡＥＡ基準策定作業

は効率的運営により計

画通り進められ所定の

成果をあげることがで

きた。 

・ＣＮＲＡ，ＣＳＮI 会

議準備、各ワーキンググ

ループ等への専門家の

派遣を計画通り実施す

るとともに、ＮＥＡプロ

ジェクトへの参加によ

り安全研究の遂行に貢

献している。 

 

③アジア原子力安全ネット

ワーク（ＡＮＳＮ） 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

２００４年１２月のＩ

ＡＥＡ諮問委員会で審議

された実施事項について

はすべて予定通り実施し

た。１７年度実施計画には

含まれていない新たなト

ピカルグループの設立を

行い保安院、当機構の役割

体制を確立した。 

２）情勢変化対応 

機構は、計画通り運営委

員会の議長及び教育･訓練

に係るトピカルグループ

のコーディネータ役を務

めた。 

また。２つの新たなトピ

カルグループ（防災及び廃

棄物）設立に協力した。 

３）運営効率化 

ＡＮＳＮ運営委員会議

長のホーム頁を運営し、情

報伝達の促進、下部委員会

のメンバー登録等の作業

効率化を進めた。 

 

２．成 果：Ｂ 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④原子力安全規制行政の実施機

関として、機構と海外の原子力

安全関連機関との協力取決めを

行い、原子力施設の運転経験、

事故故障対応、安全解析コード、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④機構と海外の原子力規制機関

又はその関連機関（米国、独国、

仏国、韓国等）との協力取り決

めに基づく情報交換会議を年間

各１回程度開催する。 

 

 

ｂ）ＩＡＥＡの要請に基づきＡＮＳＮ

のアジア地区での自律的・持続的運

営を促進する。その一環として、被

支援国を巡回しＡＮＳＮの普及活

動を行う。 

 

ｃ）平成１７年１２月にＩＡＥＡ本部

にて計画されているＩＡＥＡの「東

南アジア、太平洋及び極東における

原子力施設の安全に係る特別拠出

金事業」諮問委員会に参画及び次年

度の活動計画についての助言を行

う。 

ｄ）平成１７年度に開催が計画されて

いる運営委員会(韓国)、原子力発電

所の安全運転に関するトピカルグ

ループ会合（中国）、安全文化に関

するトピカルグループ会合（韓国）

に委員を派遣する。また、教育・訓

練に関するトピカルグループにつ

いては日本で開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④海外の原子力規制機関等との協力 

 

 

 

 

クセスできる効率的手法を導入

した。 

ｂ）アジア地区の原子力関係者に

ＡＮＳＮを普及させるＣａｒａ

ｖａｎ活動の一環として、ＩＡ

ＥＡの要請に基づき９月にイン

ドネシアでの普及活動に講師を

派遣した。 

ｃ）ＩＡＥＡの「東南アジア、太

平洋及び極東における原子力施

設の安全に係る特別拠出金事

業」については、１２月にＩＡ

ＥＡ本部にて開催された諮問委

員会に参画し次年度の活動計画

についての助言を行った。 

ｄ）運営委員会(韓国、５月)、原

子力発電所の安全運転に関する

トピカルグループ会合（中国、

６月）に委員を派遣した。 

尚、安全文化に関するトピカル

グループ会合（韓国）及び教育・

訓練に関するトピカルグループ

については、ＩＡＥＡの計画が

変更になり、実施されなかった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④機構と海外の原子力規制機関又はそ

の関連機関（米国、独国、仏国、韓国

等）との協力取り決めに基づく情報交

換会議について以下のとおり実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

１）計画達成度 

ＩＡＥＡからの要請で

インドネシアで開催され

たＡＮＳＮ普及活動に参

加した。この結果インドネ

シアでのＡＮＳＮデータ

ベースセンター構築が促

進された。また、ＡＮＳＮ

データベースも充実しア

ジアの原子力安全基盤の

整備に寄与した。よって中

期目標の達成に向け業務

は適切に行われた。 

２）安全確保 

原子力発電所の安全運

転に関するトピカルグル

ープ会合（中国）に参加し

中国での原子力安全に係

わる自律的・持続的推進に

寄与し、アジア地区の原子

力安全向上に貢献した。 

３）規制の高度化 

安全規制官の教育・訓練

プログラム構築に関連し

て、海外研修例を収集・調

査し、アジアでの安全規制

官の教育･訓練プログラム

への反映を検討した。 

４）緊急時対応 

  該当なし。 

 

３．総合評価：Ｂ 

ＩＡＥＡからも機構の貢献

が高く評価されているこ

と。これらの活動を通じて

着実にアジアの原子力安全

確保に貢献しているので総

合評価をＢとした。 

 

④機構と海外の原子力規制

機関 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

海外の原子力規制機関
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

その他安全規制及び各種基準策

定に係る新知見等について、よ

り詳細な情報の収集、調査、提

供、交換等を行うとともに、専

門技術者等交流の推進を行う。 

また、近隣アジアの原子力発

展途上国における原子力安全基

盤の整備及び人材育成に協力す

るため、中国の原子力安全規制

関連機関より年間４～５名の研

修生を受入れ、原子力安全規制

に関する研修を実施するととも

に、専門家を派遣し、年間１回、

参加者３０名程度のセミナーを

開催する。 

内容については、アンケート

結果等を評価・分析することに

よりその改善に努め、回答者の

７割から肯定的な回答を得る。

ａ）保安院を技術的にサポートするた

め、米国、独国、仏国等の原子力規

制機関等と原子力安全規制に関す

る技術的な情報交換会議の開催、専

門技術者の交流等を実施する。ま

た、必要に応じ協力取り決めの修正

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）中国国家環境保護総局核安全中心

との情報交換チャンネルを開設す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）各部門おいて業務遂行上海外機関

との協力の必要性が生じた場合の

準備、実施等への協力を行う。 

 

 

 

ａ）機構と海外の原子力規制機関

又はその関連機関との協力取り

決めを次のとおり締結又は修正

を行った。 

 

- ＯＥＣＤ／ＮＥＡ ５件： 
ＦＩＲＥ，ＯＰＤＥ，ＩＣＤＥ，

ＭＣＣＩ－２、ＲＯＳＡ 

 

また、独国、中国との情報交換

チャンネルを開設するため、独

ＧＲＳ、中国核安全センター（Ｎ

ＳＣ）と協力協定を新たに締結

した（それぞれ１０月１７日、

５月１６日）。 

ｂ）原子力施設の運転経験、事故

故障対応、及び各種基準策定に

係る技術的情報の交換、専門技

術者の交流、推進協力、状況の

把握、調整を次のとおり行った。

イ）ＫＩＮＳ（韓国） 

・１２月１３－１５日、第２回定

例会合（テジョン） 

・１月１７日、ＫＩＮＳが機構訪

問、日本における安全解析につ

いて情報交換 

ロ）ＮｕＳＴＡ（台湾） 

・１１月２１－２２日 第２回定

例会合（東京） 

・６月２７－３０日、台湾専門家

来日。使用前検査について情報

交換（機構、発電所訪問） 

ハ）ＩＲＳＮ（仏国） 

２月１６日 推進協力、調整打合

せ（東京） 

二）ＮＳＣ（中国） 

２月２７－２８日 第１回定例

会合（北京） 

ｃ）次の協力活動を行った。 

・ＮＲＣとＣＳＡＲＰプロジェク

トの契約更新 

・解析評価部のウラン加工施設の

安全評価手法調査等で、ＮＲＣ

との調整 

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

又はその関連機関との協

力取り決めの締結又は修

正は、機構の関係各部と密

接な連絡をとることによ

り、スムーズに実施するこ

とが出来た。 

２）情勢変化対応 

機構と海外の原子力規

制機関又はその関連機関

との交流は、相手の要望に

応えるとともに、機構から

も積極的に提案し、成果あ

る情報交換となった。ＫＩ

ＮＳ、ＮＳＣからも高い評

価と今後の期待感を得て

いる。 

３）運営効率化 

新規に独国、中国とチャ

ンネルを開設するに当た

り、ＧＲＳ、ＮＳＣ及び原

子力安全・保安院とも事前

の連絡を密にし、十分に検

討を行ったため、スムーズ

に調印することが出来た。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

前年度評価指摘事項に

あった、アジア協力におけ

る韓国、台湾等への拡大に

ついては、積極的に定例会

合を行うとともに、専門家

の受け入れを行った。 

また、機構が当初計画し

た海外の原子力規制機関

又はその関連機関との協

力取り決めの締結又は修

正については、予定通り行

うことができた。 

２）安全確保 

安全規制に関連する海

外の情報を入手し、関係各

部に情報を提供した。 

３）規制の高度化；該当無
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤アジア諸国向け協力事業 

 

ａ）研修等の実施 

イ）長期研修 

中国等より原子力安全規制担当者

を招聘し、原子力安全規制に関す

る講義、ＯＪＴ等の研修を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤原子力安全基盤整備及び人材育成の

ためのアジア諸国向け協力事業 

ａ）研修等の実績 

イ）長期研修 

中国より５名の原子力安全

規制担当者を招へいし、９月６

日～１１月１１日の１０週間

にわたる研修を実施した。 

研修では安全規制・安全解析

コースおよび安全規制・検査コ

ースの２コースを設け、それぞ

れに２名と３名が参加した。 

・研修内容：コース共通で原子

力安全規制に関する全般講

義を３日間、「工事計画認

可」・「発電所の運転」等の共

通する専門講義(フルスコー

プシミュレータによる運転

訓練を含む)を１６日間実施

した。 

また、原子力関連施設３箇所

の視察も合わせて実施した。こ

の他は安全解析コースと検査

コースに分かれて各々訓練セ

ンターでの実習を１８日間実

施した。本研修では延べ１３０

名の講師が約４０冊のテキス

トを使用した。 

・研修生報告書：各研修生から

研修での習得内容を要約し

た報告書を受け取った。 

・研修成果：研修後のアンケー

ト調査結果では、「研修成果

の有益性」に対しては１名が

「非常に高い」、４名が「高

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し 

４）緊急時対応；該当無し 

 

３．総合評価：Ｂ 

海外の原子力規制機関

又はその関連機関との協力

取り決めの締結又は修正

は、所期の目的を達した。 

 

⑤原子力安全基盤整備及び

人材育成のためのアジア諸

国向け協力事業 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

長期研修では１０週間

の長期に渡る盛り沢山な

研修内容を計画準備段階

から実際の運営面まで効

率良く行い、計画通りの進

捗管理が行われた。 

この他の事業に関して

も、今年度から新たに始ま

ったものばかりであった

が、全て計画に基づいた充

分な進捗管理が行われた。 

２）情勢変化対応 

・１６年度の実施計画に

含まれていない高級専

門家レベルの交流会を

今回初めて実施した。こ

れにより中国の原子力

安全基盤充実支援の一

環がシステムとして補

強確立された。 

・近年の規制体制の変更

を該当する研修用テキスト

に反映。 

３）運営効率化 

平成８年度から実施し

ている長期研修では従来

の経験および昨年度実績

を反映し、研修用テキスト

の再利用を図り翻訳・印刷

費用を軽減した。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ）解析評価研修 

中国より原子力安全規制の中堅実

務者を招聘し、ＰＷＲ運転訓練セ

ンター等で研修を実施する。 

 

 

 

 

ハ）高級専門家交流会 

中国原子力安全規制機関に技術

的・支援を行っている高級専門家

を招聘し、安全情報交換会合を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）セミナーの開催 

イ）中国にて中国の原子力安全規制

関係者を対象にしたセミナーを

開催する。併せて、中国の原子力

施設を視察し、中国の専門家と意

見交換を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

い」と評価し、「研修全体」

に対しては２名が「大変良

い」、３名が「良い」と総括

的に評価した。 

本活動により中国の原子力

安全規制における高度な専門

的知識を有する人材の育成に

大いに貢献した。 

ロ）解析評価研修 

今年度より新たに実施する

もので、中国より４名の原子力

安全規制の中堅実務者を招へ

いし、２月１２日～２月２８日

にわたり、解析評価の研修をＰ

ＷＲ運転訓練センターで、シミ

ュレータを使用して実施した。

ハ）高級専門家交流会 

中国規制機関職員の研修に

加えて中国原子力安全規制機

関に技術的な支援を行ってい

る高級専門家４名を招へいし、

３月６日～１１日にわたり日

本の同等な立場の学識経験者

との交流会を実施した。 

日本側からは東京大学名誉

教授・電力・メーカから有識者

がのべ１５名、機構の職員２名

が出席した。機構での会合の

後、施設および原子力発電所の

視察を行った。 

ｂ）セミナーの開催 

イ）中国上海にて中国の原子力安

全規制関係者を対象にしたセ

ミナーを開催した(９月１５，

１６日)。 

また、併せて、田湾原子力発

電所及び秦山原子力発電所を

視察し、中国の専門家と意見交

換を行った。 

テーマは、ニッケル基合金Ｓ

ＣＣ、供用期間中検査、リスク

情報を活用した安全規制の情

報を交換した。 

セミナーでは活発な意見交

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

・長期に渡り、盛り沢山

な研修内容を実際の運

営面で効率良く行い、ま

た研修生に関わる問題

も無く、予算面でも計画

に適っていたことより、

本業務が適切に進めら

れたと判断する。 

・長期研修生５名に対し

て研修終了時に行った

アンケート調査の結果、

研修内容および研修成

果の今後の有益性につ

いて高い評価を得た。 

研修後に提出された

報告書からも研修内容

を充分理解しているこ

とが判明した。また、本

研修の運営に関しても

非常に高い満足が示さ

れた。 

・解析評価研修では、原

子力安全規制に係わる

視野の拡大につながる

との高い評価を得た。 

・高級専門家との交流で

は、今年度は大学関係者

に加えて電力およびメ

ーカから有識者が参加

したことで昨年よりも

技術的議論が更に活発

となり、技術交流の目的

から、好評を得た。 

以上より、中国の原子

力安全規制者における

高度な専門知識を有す

る人材育成に大いに貢

献し、また運営も高く評

価された。 

・機構とＮＮＳＡ（中国

国家核安全局；安全規制
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

ロ）ベトナム向け原子力安全セミナ

ーの開催に協力し、講師派遣を行

う。 

換が行われ、終了後のアンケー

トでは、セミナーの満足度に関

する数値評価値として１００

点満点に対して８２．９点の高

い評価が得られた。 

ロ）ベトナムハノイにて原子力安

全規制候補者を対象としたセ

ミナーを開催した（３月２０

日、２１日） 

また、平成１８年度の原子力

安全セミナー、長期研修等の内

容について意見交換を行った。

セミナーでは活発な意見交

換が行われ、終了後のアンケー

トでは、セミナーの満足度に関

する数値評価値として１００

点満点に対して９１．６点の高

い評価が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関）との共催で日中原

子力安全セミナーを開

催した。セミナーでは活

発な意見交換が行われ、

終了後のアンケートで

は、セミナーの満足度に

関する数値評価値とし

て１００点満点に対し

て８２．９点の高い評価

が得られた。 

また、ＮＮＳＡの幹部

はこの種の活動を専門

家育成の観点から高く

評価しており、今後、継

続的に実施して欲しい

との要望があった。 

 

・原子力発電の導入が計

画されているベトナム

で原子力法に続き技術

基準類の整備が開始さ

れる。原子力安全セミナ

ーによりその開始に機

構が大きく貢献した。セ

ミナーでは活発な意見

交換が行われ、終了後の

アンケートでは、セミナ

ーの満足度に関する数

値評価値として１００

点満点に対して９１．６

点の高い評価が得られ

た。 

 

２）安全確保 

当事業は日本近隣のア

ジア諸国の原子力安全基

盤整備及び人材育成を目

的としている。 

近年の中国における原

子力発電開発はめざまし

く、アジアの中でも中国の

原子力安全の向上を人材

育成や安全情報の交換を

通して支援することは、ア
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

ジアの原子力安全確保、ひ

いては日本の原子力安全

確保に繋がるものである。 

本事業では中国の原子

力安全規制における高度

な専門的知識を有する人

材の育成、ベトナムにおけ

る原子力安全規制候補者

の育成に大いに貢献した。 

３）規制の高度化  

情報交換会合・セミナー

を通じて中国の規格・基

準、事故およびその対応情

報等、我が国の安全規制の

高度化に参考となる情報

が入手できた。 

４）緊急時対応：該当無し 

 

３．総合評価：Ｂ 

上述のとおり情勢変化対

応は、平成１６年度の実施

計画どおりであることか

ら、総合的に評価しＢとし

た。 

 

(３)国際条約等の義務の遂行に

係る業務 

①原子力安全に係る国際的な

条約等の履行に係る調査等業

務を的確に実施する。 

(３)国際条約等の義務の遂行に

係る業務 

原子力安全条約及び廃棄物等安

全条約の履行のため、保安院が行

う国別報告書の作成、各国報告書

のレビュー業務等を支援する。ま

た、早期通報条約等に基づく海外

機関への情報通報業務等につい

て支援を行う。 

（３）国際条約等の義務の遂行に係る業

務 

 

①原子力安全条約 

ａ）第３回検討会合（平成１７年４月）

に出席し、規制体制、安全確保のた

めの措置等に関する情報の収集・提

供を実施する。 

 

 

ｂ）各国の国別報告書、検討会合での

収集情報を基に、主要国の規制体制

等について比較整理する。 

 

ｃ）第４回検討会合(平成２０年４月

予定)に向けて、課題事項を整理し、

対応計画を立案する。 

 

 

(３)国際条約等の義務の遂行に係る業

務 

 

①原子力安全条約 

ａ）第３回検討会合（４月）に出

席し、規制体制、安全確保のた

めの措置等に関する情報の収

集・提供を実施した。また、会

合役員を務め検討会合の運営に

貢献した。 

ｂ）各国の国別報告書、検討会合

での収集情報を基に、主要国の

規制体制等について比較整理し

た。 

ｃ）第４回検討会合(平成２０年４

月予定)に向けて、課題事項を整

理し、対応計画を立案した。 

ｄ）本条約の意義、我が国の対応

等を国内へ広ろめるため、原子

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子力安全条約 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理 

計画とおり、保安院と調

整を図りながら、第３回検

討会合において情報の収

集・提供を実施した。 

２）情勢変化対応：該当な

し  

 

３）運営効率化 

機構内部、事業者間での

情報共有化・連絡・作成作

業のため、作業用ホームペ

ージを活用し運営の効率

化を図った。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②廃棄物等安全条約 

ａ）第２回国別報告提出（平成１７年

１０月）に向けて、我が国における

条約義務の履行状況についての参

考資料をまとめる。 

ｂ）第２回検討会合（平成１８年５月）

力学会での報告、原子力学会誌

への投稿を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②廃棄物等安全条約 

ａ）第２回国別報告提出（１０月）

に向けて、我が国における条約

義務の履行状況についての参考

資料（和文、英文）をまとめた。

ｂ）第２回検討会合（平成１８年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

また第３回検討会合で

のグループ議長を務める

とともにコーディネータ

役を担い、検討会合の運営

に大きな貢献をした。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

当初の計画を達成して

いる。 

２）安全確保 

第３回検討会合では、各

国のレビューへの参加、上

記の会合役員を負担する

ことにより、世界レベルで

の原子力安全の達成に貢

献した。 

３）規制の高度化； 

第３回検討会合の成果

を、原子力学会への投稿等

により関係者等の理解を

広めた。 

４）緊急時対応；該当なし 

 

３．総合評価：Ａ 

計画に基づき、第３回検

討会合に参加するととも

に、検討会合の役員を務め

会合運営で顕著な貢献を

し、世界レベルでの原子力

安全達成に貢献した。 

また、ピア･レビューに関

しては、保安院より原子力

安全委員会への報告におい

て、レビューに臨む姿勢が

“Open and Frank”である

との高い評価が得られた。 

 

②廃棄物等安全条約 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理 

計画とおり、保安院と調

整を図りながら、参考資料

を作成した。同書を基に保
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

に向けて、各国の国別報告書のレビ

ュー及びに各国への質問案及び回

答案を作成する等の準備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③早期通報条約 

ａ）国の原子力事故防災訓練(実施

日：未定)及びＩＡＥＡ国際通報訓

練(実施日：未定)に合わせ、ＩＡＥ

Ａ方式による海外への通報作成訓

練を実施する。 

５月）に向けて、各国の国別報

告書のレビュー及びに各国への

質問案（１８９件）及び回答案

（１２４件）を作成する等の準

備を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③早期通報条約 

ａ）国の原子力事故防災訓練(実施

日：１１月９，１０日)及びＩＡ

ＥＡ国際通報訓練(実施日：８月

３１日)に合わせ、ＩＡＥＡ方式

による海外への通報作成訓練等

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

マネジ

メント

（Ｂ）

 

安院からＩＡＥＡへ期限

前に提出された。 

２）情勢変化対応：該当無

し 

３）運営効率化 

事業者や機構内部間で

の情報共有化・連絡・作成

作業のため、作業用ホーム

ページを活用し参考資料

作成作業にあたった。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初の計画を達成して

いる。 

２）安全確保 

各国への質問は１４ｶ国

へ計１８９件が発出され

た。これはフランス、米国

に次ぐ第３位であり、第２

回検討会合の運営を通じ、

世界レベルでの原子力安

全の達成に多大な貢献と

なる。 

３）規制の高度化；該当な

し。 

４）緊急時対応；該当なし 

 

３．総合評価：Ｂ 

廃棄物等安全条約には、

広範な分野の内容が含まれ

ているが、保安院と調整を

図りながら第２回検討会合

への対応を行った。 

また、効率的な業務を行

うための体制とシステムを

活用している。 

 

③早期通報条約 

１．マネジメント：Ｂ 

１）進捗管理：該当なし 

２）情勢変化対応：該当な

し 

３）運営効率化 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

ｂ）ＩＡＥＡ通報マニュアルの改訂を

反映した通報要領を整備する。 

を実施した。 

ｂ）ＩＡＥＡ通報マニュアルの改

訂を反映した通報要領を整備し

た。 

 

 

成  果

（Ｂ）

 

総  合

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＡＥＡ通報マニュア

ルの改訂を反映した通報

要領が整備され関係者の

対応が効率化された。 

 

２．成 果：Ｂ 

１）計画達成度 

当初の計画を達成して

いる。 

２）安全確保；該当無し。 

３）規制の高度化；該当無

し。 

４）緊急時対応 

ＩＡＥＡの早期通報条

約を履行するための緊急

時対応体制が運営されて

いる。 

 

３．総合評価：Ｂ 

 当初の計画を達成してい

る。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．業務の効率的な実施 

業務の効率的な実施による

費用の低減、その他の経営努力

により財務内容の改善を図る

ため、運営費交付金を充当して

行う事業については「Ⅱ．業務

運営の効率化に関する事項」で

定めた事項について配慮した

中期計画の予算を作成し、当該

予算による運営に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計画 

予算、収支計画及び資金計画

は以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

１．予算（人件費の見積もりを

含む。） 《別表１》 

中期計画期間中の予算の見積

もりに当たっては、平成１５年

度下期予算を通年ベ－スに換算

したものを基準に、運営費交付

金の算定ル－ルに基づき、Ⅱ

（４）④の削減目標を踏まえ試

算した。実際の予算は、毎年度

の予算編成において定まる係数

等に基づき本算定ル－ルにより

決定されることから、見積もり

の額から増減することとなる。 

 

[運営費交付金の算定ル－ル］

毎年度の運営費交付金の額に

ついては、以下の算式により、

当該年度に係る効率化係数α・

β、政策係数γ、消費者物価指

数δ、人件費調整係数ｓ、特殊

要因（X）を定め算定する。 

  

・運営費交付金額＝ 

一般管理費（Ａ）×α 

＋事業費（Ｂ１（検査等に係

るものを除く。）） 

×β×γ１ 

＋検査等に係る事業費（Ｂ２）

×γ２＋特殊要因（X） 

 

一般管理費（Ａ）＝共通部門

人件費（S）＋その他一般管理費

（前年度）×δ 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

予算、収支計画及び資金計画は以下の

とおり。 

 

 

 

 

 

 

１．予算（人件費の見積もりを含む。） 

《別表１－１》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、

収支計画及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．決算（人件費の見積もりを含む。）

《 別表１－２ 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜財務内容の改善に関す

る事項＞ 

以下に記載しているとお

り、業務は適確かつ着実に

実施しており、総合的に見

て中期目標の達成に向け

適切な業務が進められて

いると評価し、Ａ 

 

 

①業務の効率的な実施 

１．マネジメント：Ａ 

 

１）進捗管理 

年度事業計画及び原子力

安全・保安院のニーズを踏

まえ、事業部門毎にヒアリ

ングを行った上で、必要な

予算配分額を決定し、実施

した。また、一定額を留保

することにより、計画外の

費用発生に対応可能とな

るようにしており、予算配

分及びその執行管理につ

いては適切に実施した。 

 

２）情勢変化対応 

請負内容が定型化して

いる案件に関しては。平成

１６年度より実施中の複

数年契約（３年間）により、

繰り返される契約事務の

軽減を図った。 

 

３）運営効率化 

物品及び役務の調達等

については、業務の内容か

ら１社への随意契約が必

要なものを除いて一般競

争入札を、又は一定金額以

下の随意契約ができるも

のについても複数見積書

の徴取（見積合わせ）を行

うこととし、契約件数１，

Ａ ○外部機関の評価によ

り、適正と判断されて

いる。 

○予算配賦に応じた予算

管理を行える仕組みを

構築し、管理をしたこ

とは高く評価できる。 

○このことによって、予

算の妥当性、予算消化

の仕方の妥当性を上

げ、予算実行の際の消

化額（コスト）の低減

を実現しているこ と

は、いっそう高く評価

できる。 

○適切な予算執行が行わ

れている。一方、競争

入札導入による効率化

は認められるものの、

事業全体の効率化によ

り財務内容がどのよう

に改善されたかの説明

が不足している。 

○機構業務が効率的に運

営されていて、法定監

査上の特段の指摘もな

いことから、透明性を

高め、確実な管理をし

ていると考える。 

○競争入札の拡大でコス

ト削減を行うなど、成

果がみられる。  

○予算の適正管理や予算

執行における透明性確

保に大変努力されてい

ると評価する。ＪＮＥ

Ｓの調達先は施設・設

備や人材の関係から限

定的にならざるをえな

いところがあり、一般

競争入札の率をあげる

ことに実効性があるか

どうかは疑問に感じな

いでもない。ただ、そ
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費（Ｂ）＝事業人件費（S）

＋前年度事業費（Ｂｙ－１（事

業人件費を除く））×δ 

 

人件費（S）＝前年度人件費（S

ｙ－１）×ｓ 

 

特殊要因（X）＝原子炉施設等

のトラブル対応や設備更新等に

伴い、一時的に発生する資金需

要に対応するもの。 

 

注 α：効率化係数（中期計

画期間中で１０%以上） 

 

β：効率化係数（中期計画期

間中で３%以上） 

 

γ：政策係数（法人の業務の

進捗状況や財務状況、新たな政

策ニ－ズ等への対応の必要性、

独立行政法人評価委員会等によ

る評価等を勘案し、具体的な伸

び率を決定する。） 

 

δ：消費者物価係数（前年度

における実績値を使用。） 

 

ｓ：人件費調整係数（前年度

からの組織実態の変化（昇給、

採用・退職等）に応じ決定する。

 

２．収支計画《 別表２ 》 

 

 

３．資金計画《 別表３ 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．収支計画《別表２》 

 

 

３．資金計画《別表３》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．収支実績《 別表２－２ 》 

 

 

３．資金実績《 別表３－２ 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８２３件中、一般競争入札

及び見積合わせを５４９

件実施して、予算に比し、

約７億円のコスト削減を

行った。 

共通事務用品の調達に

ついては、物品、役務の調

達等について、原則として

一般競争入札を行い、コス

ト削減を図った。 

 

２．成果：Ａ 

１）事業費 

平成１７年度の事業

費（検査等に係るものを

除く）については、運営

費交付金予算ベースで、

平成１６年度に対して、

約１．４９％の削減を行

っており、中期目標の期

間の最後の事業年度に

おいて機構設立時の平

成１５年度（通年ベース

換算）比３％（物価変動

を考慮して補正を行う）

を上回る削減を達成す

るという目標に向かっ

て、概ね着実に経費を削

減している。 

２）一般管理費 

平成１７年度の一般

管理費については、運営

費交付金予算ベースで、

平成１６年度に対して、

約６．０９％の削減を行

っており、中期目標の期

間の最後の事業年度に

おいて機構設立時の平

成１５年度（通年ベース

換算）比１０％（物価変

動を考慮して補正を行

う）を上回る削減を達成

するという目標に向か

って、経費を削減してい

のような場合でも国民

の理解を得るために一

般競争入札の形をとる

べきところではとって

おくことが大切であ

り、よくやられている

と高く評価する。 

○中期目標の達成に向け

て、適切に業務が進め

られていると評価でき

る。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．透明性の向上 

財務内容に関する透明性を

確保する観点から、経理事務や

財務諸表の作成に外部の知見

を積極的に活用するよう努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

マネジ

メント

（Ａ）

 

成  果

（Ａ）

 

総  合

（Ａ） 

 

る。 

 

３．総合評価 

中期目標の達成に向け適

切に業務が進められてい

ると評価し、Ａとした。 
 
 
②透明性の向上 
１．マネジメント：Ａ 

 

１）進捗管理 

特になし 

 

２）情勢変化対応 

当機構は、平成１７年度

より法定監査を受ける事

となったが、財務及び経理

の一層の透明性を確保す

ると同時に独立行政法人

会計基準に則った適切な

会計処理を行い、法定監査

法人の監査を執行する独

立行政法人の中で決算業

務を一番で完了させた。 

 

３）運営効率 

物品及び役務の調達等

については、業務の内容か

ら１社への随意契約が必

要なものを除いて一般競

争入札を、又は一定金額以

下の随意契約ができるも

のについても複数見積書

の徴取（見積合わせ）を行

うこととし、契約件数１，

８２３件中、一般競争入札

及び見積合わせを５４９

件実施して、予算に比し、

約７億円のコスト削減を

行った。 

共通事務用品の調達に

ついては、物品、役務の調

達等について、原則として

 

 

 

 

 

 

 

 

○利益処分としての積立

金の累積額およびその

使途（計画）を示す必

要がある。・一般企業で

は財務の透明性、健全

性を保証する手段とし

て財務に関わる業務プ

ロセス及び体制（いわ

ゆる内部統制）の健全

性確認を合わせ行う方

法への取り組みが進め

られている。ＪＮＥＳ

においても一層の透明

性向上をはかるため同

様の検討が必要と考え

られる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般競争入札を行い、コス

ト削減を図った。 

 

２．成果：Ａ 

１） 

財務及び経理内容の

透明性に対する積極性

等、法定監査法人より高

い評価を得た。 

 

３．総合評価 

中期目標の達成に向け

適切に業務が進められて

いると評価し、Ａとした。 
 

 Ⅳ．短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額： 

６,７２７百万円 

２．想定される理由： 

運営費交付金の受入れの遅

延、国の要請による緊急事態へ

の対応業務の発生等に対応する

ことを想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額：  

６，７２７百万円 

２．想定される理由： 

運営費交付金の受入れの遅延、国の要請

による緊急事態への対応業務の発生等

に対応することを想定した。 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

・実績なし 

 

    



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

285 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

Ⅴ．その他業務運営に関する重

要事項 

Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとする計画 

なし。 

Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供

しようとする計画 

なし。 

Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に

供しようとする計画 

・実績なし 

    

１．国の求めに応じ行う業務 

国の行政機関から検査等の要

請があった場合、機構は、業務

に支障を生じない範囲におい

て、これに対応する。 

       

２．経済産業大臣による要求 

経済産業大臣から、独立行政法

人原子力安全基盤機構法第１

６条第１項の規定に基づき、エ

ネルギ－の利用に関する原子

力の安全の確保のため特に必

要があり、同法第１３条第１項

第１号から第４号までに掲げ

る業務に関し必要な措置をと

るよう要求があったときは、必

要な措置を迅速かつ正確にと

るよう努める。 

 

    

 

 

   

 Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、

後年度負担に配慮しつつ、原子

力安全基盤の維持向上のため以

下の使途に使用。 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、後年度負

担に配慮しつつ、原子力安全基盤の維持

向上のため以下の使途に使用する。 

Ⅵ．剰余金の使途 

・実績なし 

 

 

   

 １．人材育成、能力開発 １．人材育成、能力開発      

 ２．原子力安全高度化のため

の先行的調査研究 

２．原子力安全高度化のための先行的

調査研究 

     

 ３．情報インフラの繰り上げ

更新 

３．情報インフラの繰り上げ更新      

 ４．短期期限付職員の新規採 

用 

 

４．短期期限付職員の新規採用      

 Ⅶ．その他国の求めに応じて行

う業務等 

 

１．国の求めに応じて行う業務

国の行政機関から求めがあ

った場合は、機構法第１３条第

１項及び第２項の業務の遂行

に支障のない範囲で適切な対

応を行う。 

 

Ⅶ．その他国の求めに応じて行う業務等

 

 

１．国の求めに応じて行う業務 

国の行政機関から求めがあった場合

は、機構法第１３条第１項及び第２項

の業務の遂行に支障のない範囲で適

切な対応を行う。 

 

 

Ⅶ．その他国の求めに応じて行う業務

等 

 

１．国の求めに応じて行う業務 

(1) 検査業務において、原子力安全・保

安院所掌の検査等だけではなく、計画

外の業務である文部科学省や国土交

通省所掌の検査も限られた検査員で

実施した。 

 

 

Ｂ 

 

 

 

Ｂ 

マネジ 

メント 

（Ｂ） 

 

Ⅶ．その他国の求めに応じ

て行う業務等 

 

１．国の求めに応じて行う

業務 

（１）検査業務について 

１．マネジメント；Ｂ 

１）進捗管理 

検査等業務において、

保安院所掌の検査等だけ

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○原子力ＰＡに関して

は、社会性や社会的コ

ミュニケーションに観

点から、今の活動を一

層進められるととも

に、この観点からの調

査、研究も検討された

い。 

○期中に発生する国の要

請に確実に対応したと
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①原子炉等規制法第６１条の２４第２

項に規定する溶接検査（文部科学大臣

所管分） 

・事業者から申請のあった件数：７件

・事業者へ処分を行った件数：９件 

 

②原子炉等規制法第６１条の２６第２

項に規定する運搬物確認（文部科学大

臣所管分） 

・事業者から申請のあった件数：１２

件 

・事業者へ処分を行った件数：１０件

 

③原子炉等規制法第６１条の２７に規

定する運搬方法確認（国土交通大臣所

管分） 

・事業者から申請のあった件数：２０

件 

・事業者へ処分を行った件数：１３件

 

（一部の検査等について、通知のあっ

た件数と結果通知を行った件数に乖離

があるが、年度を跨いで検査等を実施し

ているもの等の理由による。） 

 

 

(2) 電源開発株式会社大間原子力発電

所の設置に係る安全審査に資するた

め、評価事象として「負荷の喪失」を

対象に、「発電用軽水型原子炉施設の

安全評価に関する審査指針」に従い過

渡解析のクロスチェック解析を実施

した。その結果、大間原子力発電所の

「負荷の喪失」事象が当該指針に示さ

れる判断基準を満足することを確認

するとともに、設置変更許可申請書の

添付書類に記載されている当該事象

に係る解析結果は妥当なものと判断

した。 

以上の内容を内閣府原子力安全委

員会事務局及び原子力安全委員会へ

報告した。（本業務は内閣府原子力安

全委員会事務局の求めに応じて実施

したものである。） 

成  果 

（Ｂ） 

 

総  合 

（Ｂ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジ 

メント 

（Ａ） 

 

成  果 

（Ａ） 

 

総  合 

（Ａ）

 

 

 

 

 

 

 

 

でなく、計画外の業務で

ある文部科学省や国土交

通省所掌の検査も限られ

た検査員で実施してい

る。 

２）情勢変化対応 

該当なし 

３）運営効率化 

該当なし 

 

２．成果；Ｂ 

１）計画達成度 

計画外の業務である文

部科学省や国土交通省所

掌の検査も限られた検査

員で実施した。 

２）安全確保 

該当なし 

３）規制高度化 

該当なし 

４）緊急時対応 

該当なし 

 

 
 

 

(2) 大間原子力発電所の

クロスチェック解析 

 

１．マネジメント：Ａ 

１）進捗管理  

「運転時の異常な過渡

変化」事象のクロスチェッ

ク解析を実施するにあた

り、作業担当グループを設

置するとともに、部内にク

ロスチェック連絡会を設

置し、作業進捗について定

期的にレビューし、進捗管

理と作業品質の維持に努

めた。 

２）情勢変化対応 

原子力安全委員会から

の要請内容に対して、解析

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判断する。 

○国、ないしは国民の必

要性に応じた安全管理

上の業務に継続的に従

事していることは大変

評価できると考える。

○与えられた業務を着実

に実施し、成果をあげ

ていると評価する。 

○その他業務を通じた貢

献が認められる。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条件等の具体的評価項目

について、適宜事務局と打

合せを行い、作業方針を確

認した。 

３）運営効率化 

多量な解析作業に対処

するため、一部アウトソー

シングを利用し、職員をで

きるだけ解析結果の評価

に注力させるとともに、評

価結果を適宜、クロスチェ

ック連絡会で検討し、その

意見を反映しながら作業

を実施して効率化及び品

質向上を図った。 

 

２．成 果：Ａ 

１）計画達成度 

大間原子力発電所は先

行ＡＢＷＲとシステムは

同じであるが、炉心装荷燃

料として、９×９Ａ型、９

×９Ｂ型、ＭＯＸ燃料が混

在して装荷され、フルＭＯ

Ｘ炉心での炉心運用も計

画されている。この炉心特

性の特徴を的確に把握し

て、機構で整備した計算コ

ードＲＥＬＡＰ５／ＭＯ

Ｄ１／ＪＩＮＳ／Ｂによ

り模擬し、円滑に過渡解析

作業を遂行した。作業は予

定した期限内に完了し、報

告書を作成した。本クロス

チェックの内容を原子力

安全委員会事務局に報告

した。今後、原子力安全委

員会において二次審査の

技術資料となるものであ

る。 

２）安全確保； 

大間原子力発電所の二

次審査に寄与した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



独立行政法人原子力安全基盤機構 平成１７年度業務実績評価表 

288 ／292 

中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経済産業大臣による要求 

経済産業大臣から、独立行政

法人原子力安全基盤機構法第

１６条第１項の規定に基づき、

エネルギ－の利用に関する原

子力の安全の確保のため特に

必要があり、同法第１３条第１

項第１号から第４号までに掲

げる業務に関し必要な措置を

とるよう要求があったときは、

必要な措置を迅速かつ正確に

とるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経済産業大臣による要求 

経済産業大臣から、独立行政法人原

子力安全基盤機構法第１６条第１項

の規定に基づき、エネルギーの利用に

関する原子力の安全の確保のため特

に必要があり、同法第１３条第１項第

１号から第４号までに掲げる業務に

関し必要な措置をとるよう要求があ

ったときは、必要な措置を迅速かつ適

切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

マネジ 

メント 

（－） 

 

成  果 

（－） 

 

総  合 

（－）

 

３．総合評価；Ｂ 

(1)項検査業務に関しては、

総合的に見て、中期目標の

達成に向け着実に業務され

ている。 

(2)大間原子力発電所クロ

スチェック解析に関して

は、原子力安全委員会の委

託により、当該炉の「運転

時の異常な過渡変化」のク

ロスチェック解析を実施

し、本事象に対する安全性

を確認した。 

また、クロスチェック内

容について、安全委員会で

機構より報告の予定であ

る（平成 18 年 4 月 18 日）。

これらの対応により、大間

原子力発電所の二次審査

の円滑・迅速な遂行に寄与

した。 

以上の業務実績を総合

的に評価して総合評価を

Ｂとした。 

 

 

 

なし 

 Ⅷ．その他経済産業省令で定め

られた記載事項 

 

１．人事に関する計画（人員及

び人件費の効率化に関する目標

を含む）。 

Ⅷ．その他経済産業省令で定められた記

載事項 

 

１．人事に関する計画（人員及び人件費

の効率化に関する目標を含む） 

Ⅷ．その他経済産業省令で定められた

記載事項 

 

１．人事に関する計画（人員及び人件

費の効率化に関する目標を含む）。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 （１）方針 

中期目標に基づく新規業務及

び業務量の増加に対しては、既

存業務の合理化を図ることによ

り可能なかぎり配置転換による

人員を充てるとともに、外部人

材の積極的活用により、総事業

費に対して常勤職員の人件費が

占める割合の抑制に努める。 

 

 

（１）方針 

中期目標に基づく新規業務及び業務

量の増加に対しては、既存業務の合理

化を図ることにより可能なかぎり配

置転換による人員を充てるとともに、

外部人材の積極的活用により、総事業

費に対して常勤職員の人件費が占め

る割合の抑制に努める。 

（１）方針 

業務量の増加に対しては、既存業務

の合理化を図ることにより可能なかぎ

り配置転換による人員を充てるととも

に、外部人材の積極的活用を図ること

により対応した。 

 

 

    

 （２）人員に係る指標 

期末の常勤職員数は、期初の

計画数を上回らないものとす

る。 

内、予算措置手当職員数 

３６４人（役員数６人） 

 

（参考１） 

Ⅰ（４）の一般管理費及び事

業費削減目標に応じ、人件費に

係る削減額相当について、職員

数の削減により吸収した場合の

期末職員数見通しは、以下の通

り。 

１）期初の計画職員数 ４６０人

 

２）期末の常勤職員数の見込み

４４５人 

・一般勘定により手当される職

員については、検査需要に応じ

て必要人員の増減が有り得る。 

 

（参考２） 

中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の人件費総額見

込み 

２０,９２７百万円 

（Ⅲ．１の見積もりに、手数

料事業に係る人件費を加えた

もの。） 

 

内、予算措置手当職員分 

１６,５７７百万円 

（２）人員に係る指標 

期末の常勤職員数は、期初の計画

数を上回らないものとする。 

内、予算措置手当職員数３６４人

（役員数６人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人員に係る指標 

期末の常勤職員数が期初の計画数を

上回ることとならないよう、慎重に職

員の採用を進めた。 
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中  期  目  標 中  期  計  画 平 成 １７ 年 度 計 画 平 成 １７ 年 度 実 績 
自 己 

評 価 
自 己 評 価（コメント） 

評 価 

(A.B.C)
コ メ ン ト 

 

但し、上記の額は、役員報酬、

職員基本給、職員諸手当、超過

勤務手当、法定厚生費、退職引

当金、休職者給与等に相当する

範囲の費用である。 
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予算書（総括表） （別表1-1） 決算書（総括表） （別表1-2）
（単位：百万円） （単位：百万円）

合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定 合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定
収入 収入
運営費交付金 23,734 14,898 8,836 0 運営費交付金 23,734 14,898 8,836 0
施設整備費補助金 0 0 0 0 施設整備費補助金 0 0 0 0
受託収入 1,260 744 516 0 受託収入 537 48 480 8
うち国からの受託収入 1,260 744 516 0 うち国からの受託収入 537 48 480 8
うちその他からの受託収入 0 0 0 0 うちその他からの受託収入 0 0 0 0

手数料収入 1,633 0 0 1,633 手数料収入 1,481 0 0 1,481
その他収入 0 0 0 0 その他収入 1 1 0 0

26,629 15,642 9,353 1,633 25,755 14,948 9,317 1,489
支出 支出
業務経費 21,877 14,003 8,113 1,256 業務経費 21,346 13,210 7,035 1,100
施設整備費 0 0 0 0 施設整備費 0 0 0 0
受託経費 1,260 744 516 0 受託経費 537 48 480 8
一般管理費 4,017 895 723 377 一般管理費 1,737 793 687 255

26,629 15,642 9,353 1,633 23,620 14,052 8,203 1,364

※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。 ※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。

収支計画（総括表） （別表2-1） 収支実績（総括表） （別表2-2）
（単位：百万円） （単位：百万円）

合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定 合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定
費用の部 26,629 15,642 9,353 1,633 費用の部 26,905 15,573 8,676 2,655
経常費用 26,629 15,642 9,353 1,633 経常費用 26,896 15,567 8,673 2,655
業務経費 21,877 14,003 8,113 1,256 業務経費 22,563 14,200 7,347 1,015
受託経費 1,260 744 516 0 受託経費 537 48 480 8
一般管理費 4,017 895 723 377 一般管理費 1,673 766 664 243
減価償却費 0 0 0 0 減価償却費 2,121 552 180 1,388

財務費用（利息） 0 0 0 0 財務費用（利息） 9 5 3 0
臨時損失 0 0 0 0 臨時損失 0 0 0 0

収益の部 26,629 15,642 9,353 1,633 収益の部 27,004 15,574 8,677 2,752
運営費交付金収益 23,734 14,898 8,836 0 運営費交付金収益 22,078 14,028 8,049 0
受託収入 1,260 744 516 0 受託収入 537 48 480 8
手数料収入 1,633 0 0 1,633 手数料収入 1,350 0 0 1,350
資産見返負債戻入 0 0 0 0 資産見返負債戻入 3,035 1,495 146 1,393
寄附金収益 0 0 0 0 寄附金収益 0 0 0 0
臨時利益 0 0 0 0 臨時利益 2 1 0 0

純利益 0 0 0 0 純利益 98 1 0 96
目的積立金取崩額 0 0 0 0 目的積立金取崩額 0 0 0 0
総利益 0 0 0 0 総利益 98 1 0 96

※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。 ※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。

区分

　　　　　計

　　　　　計

区分

　　　　　計

　　　　　計

区分

区分
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資金計画（総括表） （別表3-1） 資金実績（総括表） （別表3-2）

（単位：百万円） （単位：百万円）
合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定 合計 立地勘定 利用勘定 その他の勘定

資金支出 26,629 15,642 9,353 1,633 資金支出 29,312 17,693 9,851 1,767
業務活動による支出 26,629 15,642 9,353 1,633 業務活動による支出 24,546 14,879 8,359 1,308
投資活動による支出 0 0 0 0 投資活動による支出 671 291 50 329
財務活動による支出 0 0 0 0 財務活動による支出 105 62 40 3
翌年度への繰越金 0 0 0 0 翌年度への繰越金 3,988 2,460 1,401 126

資金収入 26,629 15,642 9,353 1,633 資金収入 29,312 17,693 9,851 1,767
業務活動による収入 26,629 15,642 9,353 1,633 業務活動による収入 25,823 15,277 9,056 1,489
運営費交付金 23,734 14,898 8,836 0 運営費交付金 23,734 14,898 8,836 0
受託収入 1,260 744 516 0 受託収入 606 378 220 7
手数料収入 1,633 0 0 1,633 手数料収入 1,481 0 0 1,481

投資活動による収入 0 0 0 0 投資活動による収入 813 438 375 0
施設費による収入 0 0 0 0 施設費による収入 0 0 0 0
その他の収入 0 0 0 0 その他の収入 813 438 375 0

財務活動による収入 0 0 0 0 財務活動による収入 1 0 0 0
前年度よりの繰越金 0 0 0 0 前年度よりの繰越金 2,674 1,977 418 278

※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。 ※百万円未満切捨てのため、合計と一致しない場合がある。

区分区分

 
 


